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は　じ　め　に

平成9年5月29日､午後3時30分頃から新横浜国際ホテルの商館に大勢の人が集まり

始めた｡ 4時から｢港北ニュータウン竣工を祝し金子供さんの功績をたたえる会｣が開

かれるのだ｡昨年の秋頃から私に内緒で準備が始まったようだ｡いつしか耳に入り､こ

れはお断りしなくては･--と思っていた｡ 8年の暮れからいろいろな所で､竣工を記念

しパーティー､祝いの会が開かれている｡それぞれにさまざまな感慨を抱かせるいい会

がほとんどだった｡いかに多くの人がニュータウン事業に携わり､悩み､人生を切りひ

らいていったがを感じさせてくれた｡

だからなおさら､私一人が脚光を浴びる形の会は気が進まない｡ 2月下旬から3月初

めにかけ発起人の何人がやって来て､ ｢みんなの素直な気持ちなんだから受けるように｣

と説得され､私も折れた｡しかし､条件を一つだした｡ ｢参加していただいた方に､私個

人から記念品を贈りたい｣と｡これは承認してくれ､会が開催された｡

4時に開会となった｡飯田恒雄さんが司会をし｢新郎新婦の入場です｣の声で笑いと

大きな拍手で入場となった｡相模の間は満席で400人はいそうだ｡一緒にニュータウンづ

くりに歩んできた地権者の方々がいる｡あっちにもこっちにも｡

妻･ヒサと共にゆっくりと壇上に上がり心から｢ありがとう｣の頭を下げた｡大久保

正治氏が開会の挨拶を述べ､小島善治氏が発起人を代表し､たたえる会の主旨説明の挨

拶をした｡両人とも｢ニュータウンが出来てみると誰一人として悪かったという人はい

ない｡これは金子さんを讃えるなにものでもない｣ということを述べてくれた｡嬉しい

言葉だ｡

来賓挨拶として高秀秀信横浜市長､古作敏男住宅･都市整備公団港北開発局長､長沢

毅元NT推進協議会会長(現都筑区区長)､鈴木恒夫議員代表(衆議院議員)が壇上に上

がった｡高秀市長は､建設省時代から中川にうるさい男がいると私のことを知っていた

と言う｡占作局長は9年4月に赴任したばかりで､地権者-の感謝を述べた｡長沢元会

長はヒサの労苦に多くの時間を割いた｡鈴木代議士は環境庁政務次官として諌早湾から

駆けつけてくれ､最後にヒサの協力を讃えた｡いずれの方も身にあまる祝辞で恐縮して

gI



聞いていた｡

参加者からの記念品として久村猛十郎作の油絵｢牡丹｣ (15号) 1点が贈られた｡目録

は小学校からの同級生の吉野敏雄氏が読んでくれた｡花束贈呈は孫の泰子､隼輔､そし

て綾華がヒサと私に､また､地元婦人会からも贈呈してくれた｡

次が私の挨拶だ｡ ｢会長の話は長いと言われる｣と前置きしたら笑いと拍手が来た｡そ

う思っている人は多いらしい｡しかし､話しているうちにあれもこれも頭に次々と浮か

んで来て､なんとも言えぬ感情がこみ上げてきた｡港北ニュータウンに当初から良き理

解者だった今は亡き大嶋正三郎さんの名前が自然と出ていた｡ 15分くらい話しただろう

か｡話足りなかったが､今後もみなさんの協力と理解を求め謝辞とした｡乾杯は徳江義

治氏が音頭を取った｡

あとは懇談に移り､金子三千男氏と柴田吉子氏の司会で進められた｡

餅付きパフォーマンスのめでたや､ジャズの演奏とコーラスすてら､中山大三郎ファ

ミリーなどの出演で彩りも豊か､本当に心から楽しい夕べとなった｡

時間内に各テーブルを廻ったが､みんなが心から喜んでくれているようでほっとした

り､嬉しかったりの1日となった｡ 8時に散会で､土屋幸之助氏が閉会の挨拶をした｡

幹事に聞くと､最初から400という人数は会場の関係で決まっていて､ 200人が地元､

200人が市･公団関係とのこと｡話を聞きつけ｢私も出席したい｣という申し出がずいぶ

んあったらしいが断ったとのこと｡公団の歴代港北開発局長(前身の港北開発事務所長

を含む)､部長､課長はほとんど全員出席された｡市も歴代緑･港北区長､都市計画局長

(前身の都市整備局長､計画局長を含む)､港北ニュータウン建設部長､同建設事務所長

などが出席された｡

帰路に着く途中､タクシーの中で港北ニュータウンを決断してからの30年間のことが

次から次ぎと走馬燈のように浮かんできた｡

30年間を時間の経過を追って記録にまとめた｡何かの参考にしていただければこれ以

上の喜びはない｡

平成10年6月吉日

金子　　保
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行　政　区

行政区の変遷はなんどとあり､その都度線引きの境に

ある町村や集落では大議論となり､時にはいさかいにな

る｡全国的に見ても飛び地のほとんどはその名残りだ｡

都筑郡や中川村にとって大きな節目になったのは2回

ある｡ 1回目は､明治21年(1888)4月に公布され翌22年

4月に実施された｢市制･町村制｣で､ 2回目は昭和14

年(1939) 4月1日の横浜市への編入だ｡

｢市制･町村制｣のとき横浜市も誕生した｡このとき

の市域は､現在の中区から本牧､根岸を除いた狭い地域

だった｡当時､都筑郡も多くの村が合併し11村に編成さ

れた｡このときに誕生した村とその名の由来､カッコ内

に旧村名を書いて置く｡

･都田村-都筑郡の中で､最も水田が多い土地柄な

ので都田とした｡ (池辺村､東方村､川向村､佐江戸

村､川和村､折本村､大熊村､本郷村飛び地)

･新田村-新羽､吉田､高田の3集落からなり､お

のおのから文字を取った合成地名｡(新羽村､吉田村､

高田村)

･中川村-5集落からなり､その中央を貫流する早

油川があることから村名とした｡ (山田村､勝田村､

牛久保村､大棚村､茅ヶ崎村)

･山内村- (荏田､石川の2集落からなり､村名は

山間に点在する集落であることをもって山内村とし

た｡ (荏田村､石川村､黒須田村飛び地)

･田奈村-長津田､奈良､恩田の3集落からなり､
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それらの地名の1字づつをとって田奈とした｡(恩田

村､田奈村､長津田村)

･中里村-郡の中央にあることから中里とした｡ (上

谷本村､下谷本村､寺家村､鴨志田村､成合村､鉄

村､大場村､市ヶ尾村､黒須田村､北八朔村､西八

朔村､小山村､青砥村､下麻生村飛び地)

･新治村-新たに合併して自治をなすことから新治

とした｡ (中山村､十日市場村､榎下村､久保村､寺

山村､台村､上猿山村､下猿山村､鴨居村､本郷村､

上菅田村､新井新田)

以下の村は､その後川崎市や横浜市の他区に吸収､あ

るいは合併させられたため､村名と旧村名だけを記す｡

･桐生村- (上麻生村､下麻生村､王禅寺村､早野

村､五力田村､古沢村､万福寺村､片平村､栗木村､

黒川村)

･都岡村- (今宿村､下川井村､上川井村､川井村､

上白根村､下白根村)

･二俣川村- (二俣川村､三反田村､小高新田､市

野沢村､今井村)

･西谷村- (上星川村､川島村)

中川村は鶴見川の支流､早油川の中流域にあy)その中

心は大棚村であった｡その時代は､役場も学校も歩いて

30分程で行けた｡

都筑郡は再編成されたとはいえ､特に変化があったわ

けではない｡時は流れ､横浜･川崎市に人口が増加する

ようになると､市域の拡張という流れになる｡横浜市は､

昭和2年(1927) 4月1日の第3次拡張で橘樹郡の鶴見

町､旭村､大綱村､城郷村､保土ヶ谷村､都筑郡の西谷

村､久良岐郡の大岡川村､日下村､屠風浦村を合併した｡

I9



同年10月1日に区政が敷かれ鶴見区､神奈川区､中区､

保土ヶ谷区､磯子区の5区が誕生した｡

昭和11年(1936) 10月1日の第4次拡張で久良岐郡の

金沢町､六浦荘村､鎌倉郡の永野村を合併した｡同12年

(1937) 4月1日の第5次拡張で橘樹郡の日吉村の一部

を合併した｡

そして､昭和14年(1939) 4月1日の第6次拡張で､

ほぼ現在の市域となった｡このとき合併したのか都筑郡

の新治村､田奈村､中里村､川和町､新田村､山内村､

都岡村､二俣川村､そして中川村､鎌倉郡の戸塚町､川

上村､豊田村､大正村､中和田村､中川村､瀬谷村､本

郷村だ｡

川崎市は大正13年(1924) 6月30日に市制を敷いた｡

以降､西北に向けて市域を拡張していく｡昭和13年(1938)

10月1日､橘樹郡の稲田町､宮前村､生田村､向丘村が

合併､昭和8年(1933)以来､横浜か川崎かで村内がお

おもめの日吉村は､前年に矢上川を境に束の鹿島田､小

倉､北加瀬､南加瀬は川崎に､西の矢上､箕輪､駒林､

駒ヶ橋は横浜で決着が付いていた｡都筑郡の相生村､岡

上村は横浜-の合併を保留していたが､ 14年(1939) 4

月1日から川崎への合併となった｡

昭和10年代の町村合併は､大きい市にとってそれぞれ

に必要な背景があった｡ 4年の恐慌は､全国の町､村を

疲弊させ､職を求めた農村の人たちを京浜工業地帯-と

追いやった｡その人たちの住居を考えると市域の拡張し

かない｡一方､町村側も､大恐慌後の運営に困難を極め

ていた｡この苦しみから脱出するには大都市との合併以

外に道はないというわけだ｡事実､ 13年11月18日付で川

和町､新田村､田奈村､新治村､都岡村､二俣川村の町

村長､議員､区長らは市-の合併の陳情書を提出してい
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が落成したのは17年)に行くのは半日仕事､市役所とな

ると1日仕事となった｡菊名町に行くにはバスを使って

行く｡バスは1日数本しかなかった｡または､中山まで

歩き横浜線に乗る方法はあった｡しかし､横浜線はおお

よそ1時間に1本通るという間隔だ｡朝早く起き､市役

所に行って帰ってくると夜-ということは珍しいことで

はなかった｡区役所に言ってもラチがあかないから､自

分達の手で道路の補修をするから､砂利が欲しいと､た

ったそれだけのことを市役所に言うのに丸まる1日仕事

になった｡

川和の郡役所も不便で､歩いて半日仕事だったが､市

役所へ行くよりは良かった｡

いつ来るか分からないバスを待つより､歩いて綱島-

出よう-という人も出てくる｡早淵川の堤防を､川底ま

で透き通って見え､底をはうように泳ぐ魚を見ながら土

手にはえている野草のなかを歩いても2時間で着く｡東

横線に乗り菊名や桜木町に出ようというわけだ｡私も10

回に8回はこのルートを使った｡

城西南地区の開発

東急の五島慶大会長が｢城西南地区開発趣意書｣を発

表したのは､ 28年1月19日のことだ｡大山街道沿いの土

地所有者58人を東急本社に招き､ ｢大山街道沿いの土地を

400-500万坪買収し､第二の東京を造りたい｣という主

旨の話をした｡敗戦直後から実施されていた｢大都市へ

の転入抑制｣政策が､ 24年1月1日から解除され､東京

-の人口集中は激しさを増すばかりだった｡無秩序の人
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口増加は様々な都市問題をもたらした｡その第一にあげ

られるのは住宅難だ｡社会資本が整備されていないのだ

から当然の流れである｡

当日招待されたのは､東急の本によれば宮前(川崎)

と港北区の中川､山内､中里､田奈､新治の地主だ｡東

急ではこの地区を城西南と呼んでいる｡

31年1月に｢城西南地区都市計画の基本構想｣はまと

められた｡土地買収は先行していて､宮前地区では､ 28

年11月に｢宮前開発実行委員会｣ (川崎市議･持田栄吉氏

が委員長)と東急との間で団体契約が結ばれている｡価

格は5等級に区分されているが､平均は3.3平方で5517円

である｡宮前地区とそれに続く元石川町の多くは旧軍用

地で､戦後の農地改革の自作農創設特別措置法で､兵士

の就農のため払い下げられた土地だ｡

城西南地区は､31年1月に多摩川西南地区と改称され､

さらに38年10月の田園都市線･溝ノロー長津田間の着工

を機に多摩田園都市と改称されている｡

山内地区の元石川町､荏田町､中里地区の鉄町､市ヶ

尾町､上谷本町､下谷本町､田奈地区の恩田町の買収は

紆余曲折はあったか､ 31年から36年までには終了してい

る｡ 3.3平方で,-,平均買収価格は元石川町が465円､荏田町

が485円だ｡

構想の発表以来､われわれはもちろん､多くの人に大

変なインパクトを与える事業である｡身近な人にも利害

関係が及ぶのだから大センセーショナルを巻き起こし

た｡東急の開発の元となった土地は旧東部62部隊がいた

土地だ｡今の宮前台から青葉台辺りまで約550?-,', (550町

歩)｡戦前軍表で買い上げられ､常時15,000人の兵隊がい

て訓練していた｡普通は1部隊というと1,000-1,500人

だ｡敗戦となり残った兵士は帰っても農地を持たない人
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(町全域と一部の所がある)

東急には､もう一つ興味ある計画があった｡東京ター

ンパイクという渋谷一江ノ島間の有料自動車専用道路

だ｡港北区内の道路は､現在の第三京浜とほぼ同じだ｡

結局､東急は第3ブロック(注:現在の港北ニュータ

ウン地域)の開発と東京ターンパイクの敷設はあきらめ

た｡その時期は35年(1960)から36年(1961)にかけてと思

われる｡その理由を､東急では次のように書いている｡

①第3ブロックを縦貫する東京ターンパイク計画は､

日本道路公団による第三京浜道路の建設により､実

現不能となった｡(荏:日本道路公団が設立されたの

は31年7月｡ 3年後の34年6月には首都高速道路公

団が設立されている)

②当地城は優良農地が多く､農地保護を訴える農地関

係者の反対と､土地買収が実現しなかった｡

③鉄道計画が､土地買収の協力を得て､現在の元石川､

市ヶ尾､谷本､恩田を通って国鉄長津田駅に到るル

ートが確定的となり､当地域が鉄道駅より遠隔地に

なったこと｡

この動きに対して､中川地区はどういう反応があった

のか｡一部に､積極的に賛成の人もいたようだが､ほと

んどの人は何も動かなかった｡その最大の理由は､東急

の買収は､鉄道に沿って線的なものだったこと､当地区

は鉄道からかなり離れていたことだ｡

ただ､心理的には大きなものがあった｡周辺地域が便

利になり､ここだけは相変わらず取り残されるのではな

いか-､いや､都筑中川農協の実績に見られるように､

ここは農村地帯としては恵まれた所だから､このままで

あとは交通の問題に取り組めばいいのではないか､とい

うのが大方の人の想いだと思う｡
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私は､横浜市に編入されたときから足の優をなんとか

しないとどうにもならないと思っていた｡農業から離れ

ずこのまま続け､交通問題を何とかしたいといろんなと

ころに訴えていた｡

都会育ちの人､都心に住んでいる人は農民の土地に対

する感覚を知らない｡例えば､成田空港に反対した三里

塚の人がなぜあれほど自分の土地にこだわるのかを知ら

ない｡補償金をもらい代替地に行けばいいじゃないか-

と思っているが人が多い｡しかし､畑に落ちている小石

一つを拾うにしても､腰を屈めて手を出してまた腰をの

はして捨てる｡苗を植えたり､種をまいたりするときは

この動作を何回繰り返すことか｡土を自分のものにする

ためいろいろ考え､試行し3年､ 5年と長い時間を掛け

て､まさしく手作りで作っていく｡

いい土をどこからか運んで来て､すぐ種を蒔いて商品

としての作物が作れるか､作れない｡やはり､時間と手

間暇を掛け何年も経て自分のものにしていく｡都筑の土

地は､それこそ先祖代々何百年という歴史を重ねてきた

土地だ｡土地-の愛着は強い｡

しかし､ 30年代後半からそういう思惑を吹き飛ばすよ

うな事象が起きてきた｡高度成長､都市化の波だ｡高度経

済成長のきざしは30年代に入って早々にみられた｡現に

中川地区では､30年代に入ってすぐのころ､綱島に近い東

山田の一部が不動産屋さんに買収され始めた｡

高度成長の波

昭和35年7月19日､池田勇人が首相となり､第1次池
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田内閣が発足した｡同年12月27日｢国民所得倍増計画｣

が発表された｡池田首相は｢初めの3年間に､年平均9

㌫の経済成長を達し､ 10年間で国民の所得を倍増する｣

と語り､いわゆる高度経済成長が始った｡

人も工場も首都圏になだれ込んできた｡

横浜市全体では､ 35年からの10年間に90万八､年間9

万人もの人が増えたことになる｡この傾向は46年まで続

く｡この間の横浜市の自然増は4万人前後だから､いかに

人口移入が神奈川､とりわけ横浜に集中したかが分かる｡

高度経済成長政策のため､首都圏､最初は東京に人口

が集中しそこで収容できない人口が郊外､とりあえず神

奈川に流れ込み､そこもいっぱいになると今度は､埼玉､

千葉に流れていくという構図が浮かび上がってくる｡

人口急増に対する財源措置の法律がまったくないた

め､人を受け入れる自治体はたちまちさまざまな都市問

題に直面する｡

この一連の流れが､中川だけが無縁でいられるわけは

ない｡

32年ころから畑の中に家が建ち始めた｡早油川には重

油のような色の油が流れ込んできた｡それと共に今まで

生息していたウナギやフナなどの魚が早油川から消えて

いった｡次第に田んぼの水まで汚く臭いの付いたものに

なってきた｡

早油川上流での大手ディベロッパーの開発で､新住民

となった人たちの排水などが農地に流れてくるのだ｡あ

れほどきれいで､富士山の影を映し出し､魚の種類も豊

富だった早漏川に汚れた農業用水が流れ込むこととな

り､アカミミズしか住まない川に変貌していく｡水はだ

んだんと汚れ､水が流れなくなり､淀んで重油のように

なる所も出てきた｡農業用水は水田にも使われる｡田ん
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(資料1 )横浜市の人口増加

昭和　　横浜市総数

(単位;人)

20　　　624 , 994

25　　　951 ,189

30　1 ,143,687

35　1 ,375,710

40　1 ,788,915

港北区　　保土ヶ谷区　　戸塚区　　　　東京都

86,314　　　58,025

93,421　　74,156

111 ,095　　　96,822

147,688　143,804

235 , 046　　223 , 038

区内

61 ,781　　2,777,010

69,425　　5,385,071

82,084　　6,969,104

113,514　　8,310,027

207,606　　8,893,094

表は戦後から昭和40年までの人口増を5年ごとに見たもの｡東京都区内は20年間で3.2倍､横

浜市は2.9倍となっている｡横浜市内で人口増の高かっだのは保土ヶ谷区と戸塚区の3.4倍､港

北区の2.7倍となっている｡港北区は地域によって様相がかなり違う｡さらに､ 40年代に入って

からの増加率が高いのが特徴｡

例えば38年から48年までの10年間の人口増を見ると､港北･緑区(44年(こ分区したが､同一

範囲で訂算)は38年を100とした時48年は238となる｡ちなみに戸塚･瀬谷区は252､保土ヶ谷･

旭区は195となる｡

ぼか濁ってくる｡悪臭などがひどく､マスクに手袋とい

う装いでそれでも3年間がんばったが､限度を超えた｡

茅ヶ崎全域の畑造成に踏み切った｡

一番の問題は渋滞する道路だ｡当時､中原街道と横浜

上麻生線が幹線だったがいずれも5.4で,-,(幹線の道幅3問

は､昔からそう造られてきた)と狭い｡ところがいずれ

も東京に通じる重要な道路だ｡大山街追(国道246号)､

1回､ 2回､綱島街道が混むため中原街道に流れ込む｡

しかもそれは､子供の登校､下校とラッシュが重なり合

う｡お年寄りは何十台も数珠つながりのトラックを見て､

恐くて横断もできない｡車､しかも大型トラックやバス､

ときにはそれ以上のタンクローリー車だ｡綱島や東神奈

川に通ずる道はバス同士のすり抜け交差ができない｡か

って､登校の時は､手を取り合って通った中原街道(現

丸子茅ヶ崎線)は一体どうなってしまったのか｡昔から

第2東海道とか裏東海道といわれ､東京へ通じる重要な

道路に違いはないが､いかに何でもこれではひどすぎる｡
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道を歩けなくなった子供たちは､田んぼのあぜ道を通

って学校に行くということになる｡毎日毎日そうもいか

ないから､しかたなくバスで登校する｡遠い子で30分から

40分歩いて通っていたのが､渋滞の中のバスに乗り1時

間以上もかかってしまう｡大人も関内､東京に用事のある

人は､バスを使っても､高田あたりまで乗って後は駅まで

歩く人が多かっだ｡あまりの渋滞でそのほうが早かった｡

ラッシュ時だけではない｡日の出ている問は､猛スピ

ードでトラックが走り去っていく｡子供､お年寄りはあ

ぜ道に逃げ込む｡この風景が､開発を決意した原点にな

っていると､今にして思う｡

江戸時代から300年以上に渡って､営々と続けてきたわ

れわれの農地は､このままだと､ゴミ浩になってしまう｡

多くの人はそう危惧した｡

これを見てどうにかしなくては-と大人なら誰しもが

思ったはずだ｡恵まれた農村とはいえ､これまでの畑や

水田が保たれるとも考えられない｡なんとかしなくては､

と考えた中川地区連合町内会長の関金作氏と副会長の私

が日本住宅公団の林敬三総裁に会うことにした｡知り合

いだった渋谷さんの仲介で会い､せめて茅ヶ崎富士周辺

でも開発は出来ないものだろうかと相談した｡たいへん

好意的な話をしてくれた｡しかし､結局話はまとまらな

かった｡

中川町､北･東山田町は川崎市に隣接している｡川崎

市に入ったとだん道路はllfL.となっていた｡川崎市から

町田市を通り長津田までの246号線は舗装されていた｡こ

の違いは怒りを誘うものだ｡

何日何日かは忘れてしいまったけれど､ 36年の曇った

ある日､個人負担で綱島交通を1台借り切った｡半井清

市長と田中省吾助役を乗せ中川地区内を半日ご案内して
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回った｡勝田橋では信号3回待ちだ｡ 4-5時間見た後､

綱島の苦楽の2階で一席設けた｡こう切りだした｡ ｢今日

見てもらってお分かりの通りです｡まさしく陸の孤島で

す｡まず､なにはさておき道路を整備してほしい｡子供､

お年寄りが安心して通れるようにしてほしい｣

半井市長は答えた｡ ｢なるほどよく分かる｡だが､市内

のいたる所から同じような陳情がきている｡建設省の実

施予算を案分していくと､こちらに実行予算が付くのに

は50年くらいかかると思う｣｡私は言葉が出なかった｡

横浜市の6大事業

昭和38年4月14日､県知事､県議会議員､横浜市長､

横浜市会議員選挙が行われた｡

横浜市長選挙の結果は次の通り｡

〈当選〉飛鳥田一雄(社会)-新-279,964

半井　　清(無)-前-267,188

田中　省吾(自民)-新-106,094

革新市政の誕生である｡自民党横浜市連が分裂してい

て､飛鳥田氏が漁夫の利を占めた､といわれた選挙だ｡

当時､県連の方は河野一郎氏と内山岩太郎知事が犬猿の

仲で､国会議員団と県議団が分裂状態にあった｡

市道の方は半井氏と田中氏の公認をめぐって2分され

ていた｡

自民党公認の田中氏は､平沼亮三市長時代(26年4月

～34年2月)からの助役で､平沼氏が後継者と考えてい

た人だ｡半井市長は手堅い手法で､市民の人気､支持は

なかなかのものだった｡
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横浜市が6大事業を発表したのは､昭和40年(1965) 1

月だ｡最初の発表は飛鳥田市長が正月の記者会見で述べ

た｡正式には｢都市づくりの将来計画の構想(6事業)｣

といい､構想は2月25日の市会全員協議会で飛鳥田市長

が説明した｡同年3月号の『広報よこはま』の1両トッ

プで｢新しい都市づくり構想　土台となる六事業｣の見

出しでおおまかな内容が載っている｡最初は6大事業と

は言わず､ 6つの基幹事業と言った｡

横浜市は32年､平沼亮三市長時代に｢横浜国際港都総

合基本計画｣を策定している｡その後改訂作業も進めら

れていたが､基本理念と事業計画が並べられているが､

具体的にどういう方法で､いつまでに着工なり完成させ

る目標が書かれていない｡しかし､当時､自治体でこう

いう長期総合計画のないところがほとんどであったの

で､その点では他の自治体よりまだいいほうだ｡

6大事業とは次のことだ｡

①市街地中心地区強化事業

②富岡地先埋立事業

③港北ニュータウン建設事業

④都市高速度鉄道建設事業

(①都市高速道路網建設計画

(㊦横浜港ベイ･ブリッジ

途中で呼び方が変わった事業もあるが､最初はこうだ｡

基本概念として､前書きには次のように書かれている｡

その要旨は-｡

現在の横浜は､都市の性格として過去の歴史の中で

形づくられてきた次の3つが上げられる｡

1.港湾貿易都市-明治から大正にかけ形成された｡

2.近代的重工業都市一大正から昭和､戦後にかけて

形成｡
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3.住宅都市一昭和35年以後顕著になった東京のベッ

ドタウン｡

この3つの間には矛盾するところが多い｡これまで

の歴史のなかでつくられてきた集積を十分に活用し､

一方､矛盾を最少限にくい止めて､調和のある都市と

して発展させてゆくことが横浜のこれからの課題であ

る｡

6つの全部が全部市単独でできるものではなく国､

県､公団､公社のほか他の公共団体､民間の協力を得

なければならない｡しかし､これらの事業は横浜市が積

極的にイニシアチブをとっていかなければならない｡

これらの事業はいずれも膨大な資金が必要である｡

しかしその資金は市税でまかなうのではなく､政府資

金､起債､民間資金の導入によって資金をまかなうこ

とが必要である｡市民の税金は､あくまで市民生活に

身近な施設整備をし､市民サービスをするために使う

べきだからである｡

ここで､市が6大事業を打ちだした背景に触れたい｡

ごく簡単に書くとこういうことだ｡

細郷市長時代(53年4月16日一平成2年2月15日)､市

では｢横浜の五重苦｣という言い方をよくしていた｡ ①

関東大震災②昭和の恐慌③戦災④接収⑤人口爆発-のこ

とだ｡横浜の戦後復興が遅れた､あるいは都市整備が他

都市より大幅に遅れたのは④の接収が大きな原因となっ

ている｡

20年､沖縄(まだ日本に返還されていかった)を除き､

日本の土地14万6125平方キ｡がアメリカ軍に接収され､こ

のうち61.25㌫は横浜だ｡関内の中心部はほとんど､港湾

施設の90㌫､個人の土地までが接収された｡ 22年に高島
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桟橋が解除になったが､ 27年のサンフランシスコ条約を

結ぶまで全国的に解除のペースは遅い｡特に横浜の解除

は遅く､ 30年代に入っても続く｡接収が長引くため､横

浜に本社のある企業も中枢機能を東京に移す｡山下公園

が解除になったのは34年6月､本牧1号住宅地区が40年

1月､根岸競馬場跡が42年12月､本牧の海浜住宅地区が

返還されたのは57年というぐあいだ｡

解除に力を注いでる間に人口の急増､という事態にな

る｡

6大あるいは7大都市の都市整備の指標として､下水

道･上水道普及率､道路舗装率､ごみ焼却処理率､小学

校講堂保有率などが取り上げられるが､ 30年代の後半ま

で横浜は多くの項目で下位にあった｡

6大事業が市議会で議論されたとき､一番問題になっ

たのか｢資金はどうする｣という点だ｡市の答は､金沢

地先埋立はマルク償､都心部整備の大部分は民間資本､

港北ニュータウンは住宅公団で､市の税金は各種施設の

建設に投入するというものだった｡

現都筑区地区はどうだったか｡港北ニュータウン地域

は東京都心部から西南約25㌔､横浜中心部から北西約12

㌔の絶好の位置にありながら､交通の優が悪いばかりに

半ば都市化から取り残されたような所だった｡逆に､だ

からこそ豊かな自然が都心近くに残されていた｡しかし､

乱開発にさらされるのも時間の問題となっていた｡

41年度の中川地区連合町内会の役員は次の通り｡

会　長　関　　金作

副会長　栗原　富治　　金子　　供

会　計　小島　善治　　川田　正親

監　事　栗原　恵吉　　大嶋正三郎
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理　事　鈴木　貞助　　岩崎　正雄　　大久保竹治

小泉　里治　　織茂　繁男　　飯田　嘉一

佐藤甚兵衛　　関　　金三　　金子新之助

小山　　著

聞会長が亡くなられ､翌42年から､私は中川地区連合

町内会長となる｡茅ヶ崎町内会長は35年4月から務めて

いる｡

都筑中川農業協同組合の役員は次の通り｡

組合長　伊東　真一

理　事　安藤　為次　　高橋　清吉　　石原　新一

栗原　孝雄　　鈴木　光栄　　唐戸　利春

唐戸　磯次　　長沢　太美　　吉野　敏雄

吉野　弥-　　金子　幸作

監　事　関　　重吉　　関　　金三　　飯田　一雄

農協はニュータウン計画にどういう態度だったか｡消

極的だった-という言い方があったり､それに反論する

人もいる｡例えば土屋幸之助氏はこう言う｡ ｢市から最初

の話があったのは農協で､それに対し地権者に話を持っ

てくるのが筋だろう､と地主さんたちから話がありそれ

はそうだとなって､以降農協は1歩も2歩も引いた形に

なった｣というわけだ｡伊東真一氏はこう言っている｡

｢当時市なり公団が交渉窓口にするのは農協と考えた｡

協議会もないのだから｣｡元新田農協の組合長で横浜北農

協の初代常務理事兼総務部長だった小島清氏は｢農協は

貯金のお金が入ってくれれば良かっただけ｣｡

だが､農協幹部が｢農家が土地を売ってどうするんだ｣

とことあるごとに言っていたのを､今はもうご老人とな

った多くの人は忘れていない｡公団が土地買収の際､ま

ず農協に話を持っていくというのはこれまで全国でやっ
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ていた方法である｡ここでもそれをごく普通にやったよ

うだ｡一般的に言うと､農家であり同時に地主である人

は農協の幹部が多く､この人を説得すると農業地帯の買

収は大体うまくいった｡

しかし､中川では農協に代わって以降､連合町内会が

主導する形になる｡元々人の結びつきの強い土地柄であ

り､町内会役員同士はお互い代々のつき合いがあり結び

つきは強い｡それだけでなく農協幹部とも熟知した関係

だ｡ニュータウン計画で町内会の役員はさらに交流が深

くなり､長期化するにつれその子供たちとも手を携さえ

ていくことになる｡

港北ニュータウンについてのまとまった回想文を残し

ているのは､飛鳥田一雄元横浜市長と田村明元横浜市企

画調整局長だ｡

飛鳥田氏の書いた『飛鳥田一雄回想録一生々流転』の

なかから港北ニュータウンに関するところを書き出す｡

あそこは､南は横浜線､束は東横線が走っているん

だけど､駅から遠くて不便でね｡ ｢横浜のチベット｣な

んて言われてた｡だけど距離的には東京から25㌔､横

浜の都心からも10㌔と近いからね｡開発は時間の問題

だった｡どうせ開発されるなら､いい生活環境ができ

るように先手を打とうというのが基本的な考え方さ｡

ニュータウンといってもね､多摩ニュータウンみたい

な､単なる住宅団地を造るつもりじゃない｡｢ニュータ

ウン方式｣で理想的な町をつくろうっていうことだか

らね｡例えば自動車の通るところと人間の歩くところ

ははっきり分けた｡ところが名前が同じ｢ニュータウ

ン｣だから､ほかと混同されちゃう｡もっと違ったな
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まえにすれば良かったって､あとで思ったよ｡

三本柱の中でも､ボクが一番意味があると思ったの

は､都市農業の創造だよ｡これはボクが考えたんだけ

どね｡大場さん(大場正典農政局次長-当時)のサゼ

スチョンが相当あるよ｡農業にはね､ボクは学生の時

分から興味があったんだ｡一時､大学で農業統計をや

ろうかって思ったくらいだ｡

当時は､ ｢都市｣と｢農業｣は対立概念で｢都市近

郊農業｣って言葉はあったけど､ ｢都市農業｣なんての

はなかった｡農地を手放したいって人がいる一方で

横浜市内でも立派にやっている人もいた｡それで農

業をやりたいって人たちを-カ所に集めて､農業専用

地区ってのを造ることにしたんだ｡農家の人たちも集

約してやれるんならいいって｡区画整理すりゃ､機械

化もできるだう｡都市部の農業の近代化だ｡それに住

宅地からすりゃ､農地は公園みたいなもんだし､逆に

農家にしてみりゃ､マーケットがすぐ近くにあるわけ

だから両方に都合がいい｡

ここでも市民参加を考えて､早いうちに､地元地権

者､公団､市の三者で話し合えるようにって､協議会

を作ったんだ｡それでも､ ｢人の土地に勝手に線を引い

てけしからん｣なんて反対する人もいて､買収交渉は

大変だったよ｡大場さんがこの辺の出身でね｡農政局

も長かったからみんなよく知っているし､世話になっ

ているわけだ｡幼なじみもいたりして､ ｢よう､何ちゃ

んよう｣なんて調子で話すんだ｡相手も大場さんの話

なら聞いてくれる｡これで本当に助かった｡彼は毎晩

のように行ってたよ､ 1軒1軒｡

ところが問題が起きたんだ｡計画区域内に水道局が

配水池を造ろうってんで別に土地買収をやってたんだ
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けど､その値段がニュータウンの方で考えてたのより

高いの｡同じ所なのに値段が達がっちゃまずいだろう｡

ニュータウンの方は広いからね､高いとパンクしちゃ

う｡困っちゃた｡ ｢マムシの力｣なんて言われた島村さ

ん(島村力市議-当時)にもねじ込まれてね｡だけど､

これも大場さんに助けてもらったよ｡

それから方形周溝墓｡弥生時代の墓あとなんだけど､

これが出てきた｡すぐわきからは集落の跡も見つかっ

た｡学者は､非常に重要だから残せっていうんだ｡だ

けど､そこはちょうどニュータウンのセンター地区で

ね､公団の集合住宅の予定地なんだ｡残すには計画を

変えなくちゃいけない｡当然､公団は渋る｡地主も計

画通りやってくれって言うだろう｡結局､幹線道路の

部分はつぶしたけど､あとは計画変更して残した｡今

は国の史跡になってるよ｡

｢ニュータウン方式｣は結局､広まんなかった｡で

もボクはもともと､普遍化する必要はない､模範を示

しさえすりゃ､良ければみんなまねするさ､くらいに

思ってた｡だけど模範になり切れなかったね｡一番の

障害はやっぱり土地の入手だろ｡ 6大事業はみんなて

こずったけどね､これだけ長くかかったのは少ないだ

ろう｡

以下[証言]として信田隆治氏の話が載っているが

略｡

開発､再開発､土地区画整理､新たに施設や用地を造

るときのような多くの地権者のからむ事業は､住民､地

権者の合意(コンセンサス)を得たら90㌫の成功といわ

れる｡何が難しいかというと､この合意づくりほど手間

暇がかかり､やっかいなことはない｡かつてのタテ意識
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の強い､ボス支配の強固な時代ならいざしらず､戦後の

民主主義思想がまかりなりにも広く浸透した30年代以

降､個々人の意志が一番尊重される｡そのなかで開発を

決意し､みんなの同意を得ることは､やはり最大の問題

であり血の潜むような苦しみがあった｡

飛鳥田元市長､田村元局長が書いているはどスムーズ

に進まなかった｡別の言い方をするなら､地権者の死活

にかかわる大問題だということを安易に考えていたので

はないか､あるいはその辺へは気がまわらなかったので

はないがと思われる｡

3つの基本理念

｢港北ニュータウン方式｣という言葉ができたほど､

港北ニュータウン建設は特色ある事業である｡

①乱開発(スプロール)の防止②都市農業の確立③市

民参加のまちづくり-が､ ｢港北ニュータウン方式｣の理

念であり真髄だ｡

いよいよ私と港北ニュータウンとのかかわり合いがス

タートした｡

以下､資料を基にニュータウン建設の流れを時間の経

過に沿って書いていく｡私のその時々の感想､意見は極

力排し､地元の動きを中心に書いていく｡私が考えたこ

とや思いは､最後にまとめて記す｡また､次の事項は全

体の流れの中で､ポイントとなる動きは善くが､細部は

項を別立てにして書いていく｡ ①農業専用地区②早油川

改修工事③埋蔵文化財の発掘と保存④私の経歴､育った

環境｡
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港北ニュータウン構想が発表されてからというもの､

地元は蜂の巣をつついたような大騒ぎとなった｡当然の

ことだ｡各地域の代表が再三集まり情報の交換､賛成か

反対かの議論となった｡そこで出た結論は､地元説明会

を開き地権者の意向を確認しようということだった｡各

地区ごとに説明会が持たれた｡

41年7月からは､横浜市､公団による地元説明会が各

町･地区ごとに持たれた｡

この時の内容の主旨は､次の4点に集約できる｡

①第三京浜から東京沼津線(246号線)に通じる道路を

造る｡

②鉄道は3本引く｡ 1本は横浜中心部からニュータウ

ンを通り田園都市線に結ぶ｡ 1本は鶴見､綱島､ニ

ュータウンを通り横浜線と結ぶ｡もう1本はニュー

タウンから都営6号線につながる線｡

③約30万人の人口を定着させる｡農家をしたい人はそ

の用地を確保するので､新鮮な野菜を供給して欲し

い｡減歩率は40㌫ (のちに35㌫)くらい｡

④昭和55年の完成を目指している｡地主のみなさんの

ご強力をお願いしたい｡

対象地域は中川地区は町全域､他地区は町の一部とい

うことになる｡

中川地区一牛久保､南山田､北山田､東山田､大棚､

中川､勝田､茅ヶ崎

都田地区一大熊､折本､池辺､佐江戸､川和､東方

山内地区一荏田(一部)

新田地区一新吉田､新羽(一部)

11月には､該当の4地区で｢開発対策情報交換会｣が

つくられた｡

交換会の前段階として､各地区､各町ごとに検討会が
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始まっている｡何かの事項を徹底したり､住民の意向を

知るため集落ごとの集会はしばしば持たれていた｡部落

座談会という呼び方をしていた｡それほどこの地域はま

とまりのある､互助精神の盛んな所だった｡

正確なアンケートを取ったわけではないが､ 75㌫は反

対だった｡反対の理由の多くは｢免租からの土地を手放

したくない｣｢比較的恵まれたこの地での農業をこのまま

続けていきたい｣｢地区外の農業専用地区にどうして行か

なくてはいけないのか｣｡

もちろん賛成意見もあった｡｢東京オリンto･ソク後の道

路が良くなり､野菜が遠い所から横浜､東京に運ばれて

くる｡そのため､近郊農家の野菜の売上が低下している

のでこのままではジリ貧になる｡いい機会だ｣｢息子が農

家を嫌がり､土地を他のことに使いたい｣ ｢世の中の生活

が近代化し､今のままの形では嫁もこなくなる｣｡

中間的意見もあった｡ ｢全面とはいかないが､便利にな

るのなら少しなら協力できる｣｢意見の多い方に回る｣｢区

画整理はいいが買収には応じない｣｡

こんな意見もあった｡｢行政に賛成して全面買収に応じ

て､出き上がったとき非協力者と同じ扱いなら納得でき

ない｡正直ものが馬鹿を見ないようにして欲しい｣｡

41年8月12日､都筑中川農業協同組合長･伊東真一　中

川地区土地開発委員会長･関　金作の両氏の名で各役員､

実行組合長､町内会長､農業委員宛に公文書が送られた｡

日本住宅公団による開発計画説明会開催について

標記の件について日本住宅公団から中川､山内､都

田､新田の区域に渡り開発したいとのお話がありまし

たので､左記により日本住宅公団の用地部長ほか係員

の方にきていただき説明会を開催し中川地区の方のご
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意見をお聞きしたいと存じます｡

暑さ厳しいおりがらご迷惑とは存じますがお差し繰

りご出席下さるようご通知申し上げます｡

記

1.日時　8月17日午後2時

2.場所　中川小学校講堂

3.議題　日本住宅公団による開発計画について

当日の出席者は伊東､関氏のほか次の通り｡(敬称略)

南山　田-高橋清吉(農協役員)　栗原呂治(町内会

長)　織茂保正(開発委員)

北山　田一石原新一(農協役員)　安藤為次(農協役

員兼農業委員)　大嶋正三郎(町内会長)

田辺福蔵(開発委員)

東山　田一栗原孝雄(農協役員兼農業委員)　飯田一

雄(農協役員)　川田正親(町内会長)

勝　　田一鈴木光栄(農協役員)　関　重吉(農協役

員兼農業委員)　関　金作(町内会長)鈴

木孝輔､佐藤正男(開発委員)

小山　田一唐戸利春､唐戸藤太郎(農協役員)　小島

善治(町内会長)　唐戸信一(農業委員)

金子入一唐戸磯治(農協役員)　鈴木貞助(町内会

長)

請地古梅一長沢太美(農協役員)　岩崎正雄(町内会

長)

大　　棚一吉野敏雄､関　金三(農協役員)　栗原忠

言(町内会長)

中　　川一吉野弥- (農協役員)　大久保竹治(町内

会長)　大久保幸二(農業委員)　長沢利

晴､皆川亮一(開発委員)

茅　ヶ　崎一金子幸作(農協役員)　金子　保(町内会
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長)　吉野一雄､小山　馨､北村正晴(開

発委員)

日本住宅公団一藤崎尚二･用地部長　鶴海英三郎･企

画課長　池田亮二･課長補佐　景山　亨･

用地第-課長

藤崎部長からこういう主旨の話があった｡｢これほど早

く説明会があるとは思ってもいなかったので､今話せる

計画はなにもない｡来週にでも横浜市を訪ね根本的な問

題を話そうと思っていたところだ｡今日は大まかな計画

を話し､顔つなぎの意味と思っていただきたい｣

しかし､質疑はどうしたってある｡

鈴木(負) ｢川崎や山内などと複雑に入り組んだ所があ

る｡不動産業者を通さずうまく話がつかないときはどう

するのか｣

藤崎｢公団が直接不動産業者に頼むことはできない｡

地元が信用ある業者に頼むか､地元の代表を決め一括し

てもらうような方法を考えている｣

栗原(忠) ｢公団に都合のいい計画では困る｡地元の意

向は反映されるのか｣

藤崎｢住みよい街づくりが目的なので､できるだけ地

元の要請に沿うよう､話し合いをしそれで進めたい｣

安藤｢開発計画を進めるのには､まだ早くはないか｣

藤崎｢公団としては今しがないと思う｡ 2-3年経つ

と小さな不動産業者によって､いい所だけ手を付け､つ

まみ食いされてしまう｣

関(重) ｢話が進んだ場合､問題は土地の価格だ｣

藤崎｢横浜市と話し合い適正価格を決めたい｡公団は

この土地では力を持っている｡地元の賛成があればすぐ

にでも買収する資金は用意している｣

栗原(忠) ｢最低何万坪まとまればいいのか｣

43



藤崎｢すぐに回答するのは難しい｡しかし､ 3万坪(約

10㌶)や4万坪(約13.3?-?,)では困る｡ 10万坪(約33.3

?_,',)くらいは必要だ｣

金子(保) ｢業者を通じての一括買い上げか｣

藤崎｢市と公団で根本的話し合いをし､それが成立す

れば来月にも相談に来たい｣

伊東組合長は､中川だけのことではなく山内､都田､

新田にまたがるのでそちらの方々とも意見の調整をして

いきたい-との話をし2時間の会議は終了した｡この日

私はもう一点質問している｡｢この話はどこから出ている

のか｣ということだ｡答は｢今日は勘弁して欲しい｣と

いうことだった｡

港北ニュータウン建設を推進する組織として､横浜市

宅地対策協議会が庁内に昭和41年9月から発足した｡こ

の協議会のもとに港北ニュータウン建設を専門に協議す

る体制が整えられた｡

宅地対策協議会はまだ検討段階の名称だ｡

市と公団が正式に事業実施体の契約を結んだのは11月

だ｡

同年12月1日午後1時30分から中川小学校講堂で､市

と公団から職員がきて説明会が持たれた｡呼びかけ人は

伊東組合長で､参加者は実行組合長､町内会長､開発委

員､農業委員だ｡

同時期(41年8月)に｢早油川沿岸の住民を守る会｣

がつくられ､改修工事の早期実現と､結集を呼びかけて

いる｡同川の住民の関わり､改修はニュータウンとも関

係してくるがその歴史は古く発起人でもある実行委員に

関篤治氏や山本光雄氏が名前を連ねている｡

翌42年6月17日､対策協議会がつくられ同時に港北ニ

ュータウン開発促進協議会の第1回総会が開かれた｡こ
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れはたいへん重要な会であるので､詳しく書いていくが､

この会の3カ月前の3月9日付で､篠原賢一港北区長の

公文書が出された｡主旨は次の通りである｡

理想的住宅都市の建設を目標としての港北ニュータ

ウン開発計画は市当局と日本住宅公団との折衝も順調

に進み､地元関係者により構成される促進協議会も近

く発足する運びとなりました｡

然るに一部業者が市当局の計画と関連事業の宅地開

発であるがのような話で土地権利者と交渉している実

状がみられますが､これら業者と市当局及び日本住宅

公団とは何ら了解したことも交渉したこともなく､計

画予定区域はもちろんその周辺についても港北ニュー

タウン開発計画に支障がおこると思われる宅地開発事

業は一切認可しない方針であり､関係権利者が誤解し

ないよう周知いたしたいと存じます｡

ついてはご多忙中まことに恐縮に存じますが会合そ

の他適当な機会に関係者にお知らせ下さるようお願い

申し上げる次第でございます｡

その2カ月後､土地所有権者同盟なるところから､手

書きのこういう文書が配られた｡主旨を載せる｡

25万港北ニュータウン建設に伴う用地買収を､先般

横浜市長は日本住宅公団に対し正式に依頼したやに聞

いております｡これに伴う当地買収を行うために地元

対策協議会なるものの設置も着々と進められ既に一部

協議会役員のメンバーも発表されております｡実態は

港北区長を中心とした各町内会長､農業生産班長､農

業委員､有力者､学識経験者等と聞いております｡

われわれ地元の地主階級としては､港北ニュータウ

ン建設そのものに反対するわけではありませんが､憲

法に保証される個人の財産の自由を維持するため､ま
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た､左記の各項目に基づく理由による為､広く同志あ

い結束して組織の力を持って､この一方的なニュータ

ウン計画を､より合理的であって､しかも地主の意見

が十分に尊重されるものにすべきであると考えます｡

ニュータウン計画の公共性について認識していない

わけではありませんが､このまま傍観していたのでは､

より不利な規制を受けるばかりでありますので､なに

とぞ本主旨にご賛同くだされ同志の結束にご協力いた

だきたいと存じます｡

記

1.港北ニュータウン計画は一方的であって地元の意

見がまったく反映されていない

1.市および公団は15年も将来の地下鉄線のりいれと

言う名目をかかけておいて今のうちに広大な土地

を､安く買収しようとしている

1.われわれはその所有する農地の3分の2以上を安

く買収されてしまって今後の取るべき道をどうし

たらいいのか､いくら発展しても残る土地があっ

てはじめてわれわれも希望が持てるものである

1.市および公団はニュータウン計画の大部分を占め

る用地買収について､その犠牲を地主にのみ負担

させようとしている

1.先般､区長は各町内会長宛に文章を送りニュータ

ウン計画ないにおいてのいかなる業者が土地を買

収して宅地造成をしようとしても一切許可しない

方針である旨述べているが､これは越権行為も甚

だしく断固として許せない言動である

当時の地主の心情の一端はよく出ている文章だ｡だが､

残念なことにその後､この同盟からはこの地の将来の展

望､対案などは出てこなかった｡
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第2章　港北ニュータウン

事業の始まり



いろいろな動きはあったか､ 42年6月17日午後1時30

分､中川小学校講堂で港北ニュータウン開発促進協議会

の第1回総会が開かれた｡協議会の要綱､出席者などは

資料として別掲する｡

飛鳥田市長の挨拶がニュータウン開発の基本となって

いるので､主旨を書いて置く｡ていねいな言葉だったが､

それも省略した｡

毎年8-9万人の人口増加があり､郊外のいたる所

の山林､田畑の宅地化が活発だ｡それは決して計画的

な秩序ある開発でなく､虫食い開発で未整備､アンバ

ランス､非文化的な住宅地ができあがっていく｡もと

もとそこに住んでいた農家の方々も､一方的に転業に

追い込まれていく､さまざまな都市間題が発生する｡

そこで､開発すべき所は積極的､計画的に進め､開

発を抑制すべき所は規制していくと考え､ニュータウ

ン開発を6大事業の一つに取り入れた｡単なる大型住

宅団地､寝ぐらのベッドタウンではない｡誰でも住み

たくなる､健康で文化的な生活圏を構成する総合的な

都市づくりを本市の総力をあげてつくりあげたい｡

そのためには用地が必要だ｡誠意を持って当たるの

でぜひご協力願いたい｡地権者の犠牲のみにて行うこ

とは断じてない｡農家の方々が不安を抱かぬよう努力

を重ねる｡具体的な構想は､現在検討中だ｡

市､地元､公団が三者一体となって真剣に取り組ん

でいきたい｡

さて､第1回総会だ｡開発促進協議会という名前も出

席者も市と農協で決めたものだ｡開発促進というのは既

に開発が決まっていて､あるいは前提として､次は段取
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りを決めるような雰囲気だった｡これから住民参加で開

発かどうかを話し合おうというときにこれはおかしい｡

出席者も町内会で選んだ人ではない｡中川連合町内会は

往反発をし私を含め全員が辞任した｡

(資料2)港北ニュータウン翻案促進暢機会　第1回線会

日時-昭和42年6月17日　午後1時30分　　場所-中川小学校講堂

出席者

会長　港北区長･篠原　賢一

顧問　市会議員　石川　ハナ　　市川　　信　　岩間　魯一　　内野慶太郎

沢　智勢子　　嶋村　　力　　田口　良作　　馬場　　正

前村　仲顧　　三谷　重患　　安田　卓全

県会議員　阿部　春男　　飯田　助丸　　嶋村　尚美　　深谷　信雄

三好　米男

委員

農業協同組合　山内組合長･石渡長太郎　　中川組合長･伊東　真一

新田組合長･小島　　清　　都田組合長･信田　隆治

農業委員会　会長･松沢　健三　　副会長･中山　六郎

連合町内会　山内･根岸　信一　　中川･金子　　保

新田･笈川　新一　　都田･原　　政治

学識経験者　安藤　為次　　松沢　由貞　　中丸豊次郎

土地改良区　松沢　夏生　　山本　光雄

土地権利者

都　田　　平野信太郎　　角田　庄七　　加藤　　実

細野　政一　　斉藤　知明　　内田　幸雄

近藤　正徳　　長峰　忠治　　菅沼喜代造

信田　樹郎

新　田　　宮田　正治

山　内　　井上　利光

古山仁太郎

徳江　義治

中IiI　漆原　豊二

唐戸　利春

吉野　弥一

飯田　嘉一

岩崎　正雄

関　　重吉

西山　佐

井上　一

寺島　芳

横山　与

織茂　正

田丸　政

北村　正

鈴木

関　　金

唐戸　信

山本　信治

内野孫左衛門

松沢　順一

川田　正親

長沢　太美

高橋　金也

小島　喜治

大久保竹治

大久保幸二

相沢　秀吉

志田太三郎

中山恒三郎

古山市郎兵衛

金子松之丞

鈴木　光栄

吉野　敏雄

大嶋正三郎

鈴木　貞助

栗原　孝雄

重
　
夫
　
治
　
作
　
市
　
治
　
晴
　
格
　
三
一



横　浜　市

市長･飛鳥田一雄

計画局長･漆間　大吉　　　　同総務部長･鳥井　陸八

同計画部長･野村　良政　　同区画整理部長･竹島卯三郎

同公園部長･黒沢昇太郎　同総務部総務課長･飯泉　安一

同総務部総合企画課長･成田　　宏

農政部長･志村　武雄　　　　　同　次　長･大場　正典

同農政課長･徳植　末樹

港北区助役･軽部　吉九　　　　　川和支所長･戸塚　清次

港北区庶務課長･大谷　　勝　　　岡農政課長･三部　　茂

同市民課長･鈴木　　正

日本住宅公団首都圏宅地開発本部

本　部　長･今野　　博　　次　　　長･橋本　　魁

総務　部　長･藤崎　尚三　　用地部長･小野　弘蔵

事業計画部長･芦田　　修　　企画課長･鶴海英三郎

用地第-課長･景山　　亨　　事業計画第一課長･田住満作

(資料3 )強浜南港北ニュータウン開発促進協機会要綱

(目的及び設置)

第1条　新しい市街地として､合理的な生活環境施設を整備し､もって横浜市の発展に寄与す

るよう建設する港北ニュータウン開発の円満かつ効率的な推進および横浜市と住民との連絡

調整を計るため､港北ニュータウン開発促進協議会(以下｢協議会｣という｡)を設置する｡

(協議事項)

第2条　協議会は､前条の目的達成のため､次の事項を協議する｡

(1)開発計画に対する意見の具申に関すること｡

(2)地元との連絡調整に関すること｡

(3)その他､開発促進に関する必要な事項｡

(協　　議)

第3条　協議会は､会長1人及び副会長4人その他の委員若干名を持って組織する｡

2,会長は港北区長をもってあてる｡

3.副会長は委員の互選によって定める｡

4.委員は､港北区内各地権者並びに各種団体の代表者その他の関係者の内から市長が委嘱する｡

(中略)

付　　則

この要綱は､昭和42年5月13日から施行する｡
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第2回総会は43年2月7日に開かれるが､それまでの

7カ月にもいろいろな動きはある｡

第1回総会が開かれた後､市と公団は地区ごとに13会

場で説明会を持った｡中川連合町内会では協議会の委員

を選び直した｡その前提条件として､買収が成功したな

ら区画整理に着手する､というものだった｡ 9月1日､

横浜市計画局のなかに港北ニュータウン建設準備室が設

置された｡室長は土肥政彦氏で総勢9人のスタートとな

った｡

42年9月から10月5日までの説明会は次の通り｡地区

名､日時､会場､出席者数の順｡

中川　9月7日　中川農協　38人

都田　9月9日　東方クラブ　48人

都田　9月16日　折本公民館　72人

都田　9月19日　川和公会堂　47人

中川　9月22日　南山田クラブ　38人

都田　9月23日　都田農事クラブ　77人

中川　9月26日　北山田町公民館　52人

中川　9月27日　勝田町クラブ　45人

中川　9月28日　東山田町公民館　60人

中川　9月28日　金子入クラブ　37人

中川10月4日　中川町クラブ　40人

中川10月4日　茅ヶ崎正覚寺　50人

中川10月5日　大棚町クラブ　28人

説明会に出席したのは横浜市から烏井総務部長､野村

計画部長､大場農政局次長､徳植農政課長､土肥ニュー

タウン建設準備室長､港北区役所からは北見区長､吉田

助役､大谷庶務課長､三部農政課長､公団からは藤崎次

長､小野用地部長､景山用地第一課長､川手特定室長､

石丸副参事､池田副参事らだ｡
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ここでさまざまな質問がでた｡地元では反対意見が大

半を占める状況だ｡重要な質問と回答を取り上げる｡

土地を売らずに､ 35㌫の減歩だけで開発はできないか

-という質問に市はこう答えた｡｢市単独では財政上でき

ないので､市の都市計画として公団が土地区画整理事業

を行う｡そのため区域の5割を負担する｡建設大臣の都

市計画決定で国の事業ということで　公団が国の住宅政

策の一環としての事業とするので　国債の導入を図る｡

国の補助､援助なしにこの事業はできない｣

区画整理事業にともなう立ち退き､工事での農業の一

時中止-の補償はあるのか-､これに対し｢移転､取り

壊しの損失は全額補償する｡立木も伐採補償をする｡公

団が買収した土地は､工事開始までは耕作可能だが補償

はない｡地元の土地は工事開始から換地までの休耕期間

は補償する｣

一地域が反対したらそこははずすのか､また､大部分

が反対したらどうなるか-との質問にはこう答えた｡｢反

対している一部の人に対しては､初めから自分をのけ者

にしないで仲間に入って考えて下さい､と仲間に入って

もらうよう話を進めている｡大部分が反対ならこの計画

はやれない､やらないのではない｡市､公団､地元の三

者が一体となって実現できる｡地元の理解と協力を得る

ための努力は惜しまない｡が､どうしても反対ならニュ

ータウン計画は止めざるを得ない｣｡説明会の後､中川で

は全地域が開発区域に入ることが分かり深刻に考えざる

を得なくなった｡ 11月2日､農協の2階に各役員が集ま

り意見交換をした｡そこでは反対の意見が多かったが､

正式な結論を出すにはまだ計画も具体的でなく意見とし

て市に伝えることとなった｡

それに対する計画局の回答は､口頭で｢対策協議会の
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検討を重ねながら様子を見ていってから結論を出しても

遅くない｣ということだった｡こちらの申し入れも口頭

であり､それはそれでそのままになっていた｡まだ､お

互いが手探り状態であった｡

第1回総会で　要綱通り会長は港北区長の篠原賢一氏

が就任し､副会長として4地区の地権者代表が任命され

た｡山内地区･松沢健三氏､新田地区･山本光雄氏､都

田地区･原政治氏､そして中川地区は私の予定だが､中

川連合町内会は全員が辞任している｡

市長の決意がどこまでのものなのか､途中で断念する

事はないか-いろいろなことが頭をよぎる｡一度直接は

っきり聞いておきたい､ということで12月19日4人で市

長を訪ねた｡飛鳥田氏は｢どうしてもやる｣と堅い決意

を述べた｡

42年11月段階の中川地区の農家耕作地目割合は次の通

り｡ (農地申告書による)

区分 ��ﾙlｩ���田 價��樹園地 伜)}��

町 茶�ｲ��(㌫) 宙���(㌫) 宙vﾂ��

北山田 ��Cb緜��13.1 �#B�2�3.9 ��"繧�

東山田 ��c��#��8.7 �#�纈�1.8 澱�"�

南山田 ��S2紊r�13.2 ��b紕�1.5 �3�纈�

大棚 鼎偵唐�18.6 �3B繧�3.5 �#��"�

勝田 ���2�3b�15.7 �#��2�5.8 �#r紕�

中川 ��S�縱R�8.3 �#��2�2.5 ��2絣�

茅ヶ崎 ��cB紊2� �� ��

小山田､金子 入り､請地小 棉 ��sr繝r� �� ��

計 ��ﾃ��b縱b�ll.7 �#�繧�2.7 ��b�2�

(空白は原資料通り)

横浜市は､基本計画の策定を都市計画学会に依頼した｡

そこから早稲田大学の松井達夫教授が選ばれ主幹とな

り､東大などの大学教授6人､建設省､首都圏整備委員会､

横浜市､公団が構成メンバーで策定作業が進められた｡
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(資料4 )港北ニュータウン開

発対策協議会　第2回総会

日時-昭和43年2月7日午後1

時　場所-港北区公会堂

協議会要綱の主要改正点

(目的及び設置)

第1条　新しい市街地として､

合理的な生活環寛施設を整備

し､もって横浜市の発展(こ寄与

するよう建設する港北ニュータ

ウン開発の円満かつ効率的な推

進および横浜市と対象区城内の

住民との連絡調整を計るため､

港北ニュータウン開発対策協議

会(以下｢協議会｣という｡)を

設置する｡

(組織)

第3条　協議会は､会長1人及

び副会長その他の委員若干名を

もって組織する｡

3.副会長は常任委員の互選

によって定める｡

4.委員は､港北区内各地権

者の中から推薦されたもの並び

に各種団体の代表者その他の関

係者のうちから市長が委嘱する｡

(常任委員会)

第4条　協議会に常任委員会を

置く｡

2.常任委員会は､協議会の

運営及び次条に定める専門委員

会の調整等を行う｡

3.常任委員会は､委員のな

かから会長が委嘱するものを持

って組織する｡

(専門委員会)

第5条　協議会に専門委員会を

置く｡





つ｡

農業を続けていきたいという人々などの意向で市街化

区域が狭くなった地区もある｡

港北ニュータウン

建設部の発足

43年4月に市の機構改革があり､港北ニュータウン建

設準備室は港北ニュータウン建設部と格上げされた｡初

代部長は焉井蛙八氏である｡企画調整室も誕生した｡そ

こに入ってきたのが田村明氏､鳴海正泰氏である｡

6月15日､都市計画法改正案が公布された｡施行は44

年6月14日からだ｡いわゆる市街化区域と市街化調整区

域とを線引きする画期的法律だ｡

8月に横浜市宅地開発要綱が制定された｡この要綱が

つくられる直接のきっかけは東急の多摩田園都市開発

だ｡都市計画法改正､宅地開発要綱はニュータウン開発

にもおれわれ地権者にも直接深く関係するものだ｡これ

が出てくる背景はなにか一｡

30年代から40年代にかけ､首都圏とり耕す横浜に人口

が流入したことは先に述べた｡その結果､自治体はいや

おうなく保育園､幼稚園､小･中･高校､郵便局､消防

署､警察などを整備しなくてはならない｡特に義務教育

の小･中学校は待ったなしで､ 40年代に入ってからのグ

ラウンドのプレ-ブ校舎は緊急対応の象徴といえる｡ほ

とんどが分校､孫分校の学校なのだ｡用地費の国庫補助

はゼロ｡校舎建設費の3分の2は補助だが､実勢価格と

はかけ離れているため実質3分の1にしかならない｡
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(資料5)第3回　以降､総会

の開催日時､縄所

○港北ニュータウン開発対策協

議会　第3回総会

昭和45年2月23日午前10時

港北区公会堂

○港北ニュータウン開発対策協

議会　第4回総会

昭和47年5月2日午後2時

中川中学校体育館

○港北ニュータウン開発対策協

議会　第5回総会

昭和49年9月18日午後1時

港北公会堂

○港北ニュータウン開発対策協

議会　第6回総会

(組織替えが行われ第1回港北

ニュータウン事業推進連絡協議

会となる)

昭和51年10月16日午後1時30

令

中川小学校体育館

○港北ニュータウン事業推進連

絡協議会　第2回総会

昭和53年11月25日午後1時

港北公会堂

○港北ニュータウン事業推進連

絡協議会　第3回総会

昭和55年11月1日午後1時

中川小学校体育館

○港北ニュータウン事業推進連

絡協議会　第4回総会

昭和57年11月6日午後1時30

令

茅ヶ崎中学校体育館

○港北ニュータウン事業推進連

絡協議会　第5回総会

昭和59年11月10日午後1時30



分

都筑地区センター体育館

○港北ニュータウン事業推進連

絡協議会　第6回総会

昭和61年11月8日午後1時30

令

都筑地区センター体育館

○港北ニュータウン事業推進連

絡協議会　第7回総会

昭和63年11月12日午後1時30

分

都筑地区センター体育館

○港北ニュータウン事業推進連

絡協議会　第8回総会

平成2年11月10日午後1時30

令

都筑地区センター体育館

○港北ニュータウン事業推進連

絡協議会　第9回総会

平成4年11月7日午後1時30

分　都筑地区センター体育館

○港北ニュータウン事業推進連

絡協議会　第10回総会

平成6年11月30日午後1時30

令

都筑地区センター体育館

○港北ニュータウン事業推進連

絡協議会　第11回総会(解散)

平成8年11月29日午後1時30

令

都筑地区センター体育館

千葉県のある都市では､団地お断りの声も出た｡ 40年

8月に川崎市は｢宅地開発造成施行基準｣を決め大規模

団地の場合､学校用地の提供､道路､水道､清掃､消防

の整備で開発業者に協力を求めた｡兵庫県の川西市では

｢宅地開発指導要綱｣をつくり学校用地､道路舗装を開

発業者が行うよう要請した｡

横浜市では41年に庁内に｢宅地開発問題研究部会｣を

発足させた｡そのころの大きな開発は多摩田園都市開発

だ｡土地は買収時の価格より50-100倍になっている｡東

急の考えは､学校は法律通り地方自治体が建てて欲しい､

との要請を出していた｡市の考えは､こちらが頼んだ開

発ではない､せめて義務教育の学校用地くらいは市に提

供すべき､というものだ｡現実に41年6月1日開校の市

立田奈小学校つつじが丘分校は､建設予定地の恩田第3

地区の学校用地の提供方法が決まらないまま､仮設校舎

で開校した｡市は用地の無料提供を主張し､東急は買い

取りを主張したため宙ぶらりんの形となった｡校舎は移

動式プレ-ブで東急がつくった｡

市と東急は2年くらい折衝し､歩み寄りの機運がでて

きた｡ 42年12月25日､飛鳥田市長と東急の五島昇社長は

市長室で会見し､両者で｢多摩田園都市問題協議会｣ (過

称6人委員会)をつくることで合意し43年1月24日発足

した｡メンバーは市が鳴海正泰総務部副主幹､松宮埋一

郎財務部長､野村良正区画整理部長､東急側は柳田盈文

田園都市部長､酒井幸一開発事業部長､東急不動産の松

尾英男常務だ｡

5回の会議の結果､翌年の6月5日覚書の調印を交わ

した｡内容は①4校分の用地を東急は市に無償提供する

②16校分については時価の6分の1に当たる価格で市に

譲渡する､というものだ｡
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横浜市宅地開発要綱

の制定

市は43年7月､ ｢横浜市宅地開発要綱｣を定め9月1日

から実施した｡建設省は田村氏に｢横浜市はいつから独

立国になったのか｣と激しい口調で問いつめた､という

エピソードもあるとの話を聞いたことがある｡それだけ

斬新な要綱だ｡

｢横浜市宅地開発要綱｣の骨子は①この基準を適用す

る事業は土地区画整理法に規定する土地区画整理事業､

宅地造成等規制法および住宅地造成事業に関する法律に

基づく新規の宅地開発事業である｡なお､工場敷地の造

成等､宅地開発とみなしうる事業についてもこの基準を

適用する②宅地開発の原則は健全な市街地の造成を図る

ため､必要かつ十分な公共公益施設と宅地整備を行わし

めるものとし､これらに要する費用は原則として開発業

者の負担とする③開発業者は学校､清掃工場等公益施設

の用地として､開発区域面積の5㌫を提供すること｡提

供価格は平方メートル当たり3,000円とする④宅地開発

に伴う下水道施設､河川改修､道路､駅前広場等の公共

施設の必要性が区域外におよぶ場合には､開発業者がそ

の建設費を負担する⑤この要綱に違反した開発業者に対

しては､水道の供給､ゴミの収拾及びし尿のくみ取り等

その他必要な協力を行わないことがあるというものだ｡

この地方自治体の要綱行政は全国に広まった｡

漢　　　音　　　8

6つの事業の概略と方向はそれぞれについて書かれて
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計画概要の発表

43年8月になって､市から｢港北ニュータウン計画概

要｣ ｢港北ニュータウン地域内農業対策要綱｣ ｢港北ニュ

ータウン地域内農業振興助成要綱｣が発表された｡タイ

プ印刷ながら､これが公表された最初の公的なものなの

で原文のまま全文を載せる｡ (資料7)

飛鳥田市長は､ +'者rt市農業〝に大変熱心で､この言葉は

同氏の造語である-と曲想録の中で述べている｡近郊農

業が大きな曲がり角にきていたのは確かで､乱開発によ

り農業が周囲の圧迫によりだんだんやりにくくなってい

た｡後継者問題が深刻になり､農業の将来に不安を持つ

人も多かった｡ 30年代中ころから､農協の合併が真剣に

考え出されていた｡現に､ 34年には津久井郡の農地が合

併した｡

横浜市内の29農協も大団結する話が出ていた｡それが

42年になり3つに-となり､ 43年4月に港北地区で｢合

併研究会｣がつくられている｡ (実際に横浜北農業協同組

合が設立されたのは44年4月で､港北･都田･新田･中

II上山内･中里∴新治農協の7つが合併した｡)

43年6月15日､都市計画法の全面改正が行われた｡こ

の改正での大きなポイントは3点ある｡第一は公共優先

のため､利用制限の措置が取られたこと｡第二は都南計

画の決定権を建設大臣から､広範囲なものは原則として

県知事､その他は市町村に移行した｡第三は用途地域の

決定一である｡
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(資料6)横浜市条例第9号

横浜南港北ニュータウン的発雷

照会条例

横浜南港北ニュータウン開発

審議会条例をここに公布する｡

昭和43年3月30日

横浜市長　飛鳥田一雄

(目的及び設置)

第1条　横浜国際港都にIふさわ

しい理想的な生活圏を構成し合

理的な生活を営み得る新市街地

を横浜南港北区内に建設するた

め､市長の諮問機関として､横

浜南港北ニュータウン開発審議

会(以下｢審議会｣という｡)を

置く｡

(所掌事務)

第2条　審議会は､前条の目的

を達成するため､次の各号に掲

げる事項について調査審議す

る｡

(1)港北ニュータウンの基

本計画に関すること｡

(2)港北ニュータウンの実

施計画に関すること｡

(3)前各号に関するものの

ほか､前条の目的を達成するた

めに必要な事項｡

(組　　織)

第3条　審議会は､委員40人以

内をもって組織する｡

(後略)



(資料7 )港北ニュータウン打田概要

1.現　況

(1)位置及び現況

港北ニュータウンの位置は､東京都心より西南方約25km､横浜中心部より北西約12k血こ

位置している｡

当地城は､港北区のほぼ中心にあり､北側は､ lIi崎市界に接し､西側には､田園都市線､

南側(こは､横浜線､東側には､京浜第三道路がある｡

区分 剄`北ニュータウン 

港北ニュータウン地域 丶ｩJﾙ&霎b駅�7)&闔h轌.粟h暫��

位 置 ��ｨ��港北区北山田町､南山田町､東 冉ｹYB�

山田町､大棚町､茅ヶ崎町､勝 冉ｸ�)69*ﾊHｸﾘｷi]ｹ*ﾈ,ﾈ自YH-�*��

田町､牛久保町､中州町､荏田 �>ﾉYB�

町､川和町､佐江戸町､池辺町､ 東方町､折本町､大熊町､新羽 町､新吉田町 ��69*ﾊHｩﾘ9hﾞ�*ﾈ,ﾈ自YH-�*��

面積 冩�"ﾃS3����約1,391ha 

土 地 刺 局 伜)}�HﾋInﾂ�943ha(37%) 都S���ゴBR��

田畑 免ﾂﾃ#プ��ゴ��R��570ha(41%) 

宅地 �3������"R��71ha(5%) 

交 �;刋��県道丸子茅ヶ崎線県道生田横浜線都市計画街路､中山.元石線､ 

西神奈川寺家線篠原池辺線日吉.元石川線鴨居束山田線 

鉄道 �8ﾈ���ﾉ?ｨｶyo�b��ｶﾚHﾖｩ8yo�B纐ｶﾚI�Y���)o�U��ｶﾚH��Vﾉ�ﾉ�h��Vﾉo��
過 �5,4km､小机約4.5km､鴨居約4_2km､田園都市線たまプラ-ザ約4.0 

km､江田3.1km､市ヶ尾3.8km 

ノヾス �(h�*I-�唏ﾕﾙ6:H抦ｯzH��VﾊH�89iOh,ﾈｦX踊ﾗ2�

横浜市の人口増は年間10万人前後におよび､特に内陸4区(港北､保土ヶ谷､南､戸塚

各区)に大きい｡昭和30年市総人口114月人のうち､内陸4区の人口は46月人で総人口の40

%であったが昭和43年には総人口200万人に対して114万人と約60%を占めるにいたってい

る｡
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各年10月1日現在｡ ( )内は昭和30年を100とした指数

横浜市総人口 俟�fｸ6ｨ8X�ｸ5�4X99&闔h/�ｭﾈ-���x5�*ﾉ�ﾈﾏｲ�

昭和30年 ��ﾃ�C2ﾃcペ�ﾂ������18,132人(100) 

35年 ��ﾃ3sRﾃs����#���19,422(107) 

40年 ��ﾃsモﾃ��R��Sr��28,679(158) 

41年 ��ﾃゴ津ss"��c2��31,817(176) 

42年 ��ﾃ鼎Rﾃ#s"��s���36,006(204) 

43年 �"ﾃ�CrﾃCビ��s鋳�45,710(252) 

港北ニュータウン地域に含まれる関係17町の人口は昭和43年10月1日現在45,710人であ

り､港北ニュータウン地域内の人口は約35,000人程度と予想される｡

(イ)港北ニュータウン地域内の主な宅地関係の状況

事業主体 �&9&竟"�建設年次 冤ｩ���計画人口 儖Xﾖﾂ�

横浜市 傚�62�41-43 ��F���5,800人 倡8�8����

土地区画整理組合 冉ｸ�)69�bﾒ�44-46 �3��3,800 仍h枴(b�

汁 �� 鉄&���9,600人 ��

(3)農地転用の推移(最近3ヶ年の集計)

件数 冤ｩ���

昭和40年 田3Hﾈ��28_08ha 

41年 田S2�41.82 

42年 塔�B�22_71 

汁 �"ﾃ���ﾈ��92.61ha 

但し､港北ニュータウン地域に含まれる17町の総件数

2.港北ニュータウン計画

(1)地域整備方針

横浜市の港北ニュータウンを構成している地域は近年都市化の波にあらわれ､周辺は既

にスプロール化している｡

港北ニュータウン計画は､無秩序な開発を防止し良好な市街地を形成するために､計画

的な開発をこの地域に行なおうとするものである｡

当地域は約2,530naでその中を開発地区約1 ,391 ha農業専用地区約420haその他の地区約

719naに区分している｡

(ア)開発地区
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港北ニュータウンは主として､都市計画事業としての土地区画整理事業によって大規

模宅地開発を行ないその目的を達成しようとするものである｡用途地域を指定する区域

もこの開発地区で､日本住宅公団施行の土地区画整理事業を主とし､港北ニュータウン

の骨格を形成するものである｡通勤､通学に対する交通機関としては､バスルートの強

化のほか市営高速鉄道3号及び4号を訂画している｡

(+)農業専用地区

港北ニュータウン地域内の農業対策として都市と農業の調和を図り､農地の乱開発を

防止し意欲ある農家の育成及び経営の確立をする｡そして都市農業を育成するため､地

域内に農業専用地区を設定し農業の集団化､優良農地の保護を図るとともに都市環境整

備を兼ねた生産緑地をつくるものである｡

(ウ)その他の地区

この地区は既存集落部分を主としており､当分の間は現状以上のスプロールを防止しな

がら開発保留地区とする｡

(2)港北ニュータウン全域の計画

面 丶｢�Jﾒ�&��ｾb�北部地区 鉄�"�I,391 南部地区 都湯�

積 (ha) 僞�i�ｩw�&霎b�鼎#��1,139 

その他の地区 �719 

計 � �"ﾃS3��

人 口 (人) 丶｢�Jﾒ�&��ｾb�北部地区 ����ﾃ����229,600 

南部地区 ��#rﾃ����

農業専用地区 �2,000 都�ﾃC���

その他の地区 �68,400 

汁 � �3��ﾃ����

人口密度 刄Oロス約118人/ha 

事業完了年度 劍諸��c�D�7��
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(3)開発地区の計画

(ア)面積､人口

面積 (ha) 佗h枴�ﾈﾏｲ���ﾂ��住宅戸数 (戸) �4�8ﾘ5���ﾈﾏｹjy7����ﾂ����備考 

北 部 地 区 佰i&9�h爾�554 涛づ����24,000 ��s��公団施行 区画整理 

北山田第- �3��3,800 ��ﾃ����100 ��xﾘx邵ﾗ2�ｾh枴�騫ﾒ�

小計 鉄�"�101,800 �#Rﾃ����172 ��

南 那 地 区 佰i&9�i?��770 ��#"ﾃ����31,000 ��S��公団施行 区画整理 
勝田 ��B�5,800 ��ﾃCc��400 倡8�8����

その他 ��R� �� ��ﾉ��ﾘ(ﾕｩ9��

小計 都湯�127,800 �3"ﾃCc��160 ��

合計 �1,391 �##津c���57,560 ��cR� 

(イ)住宅地密度計画

公団地区 �(hﾘ)�x����ネット400人/ha 

II �.��x����/I195〃 

勝田団地 �(i�x����〝600〝 

北山田第- �.��x����lI170〃 

(ウ)施設計画

輸送計画　横浜市営高速鉄道2路線を計画している｡ 3号線､本牧～横浜～新横浜

～ニュータウン　4号線､鶴見～綱島日吉間からニュータウン｡この鉄

道にバスを組み合わせて､通勤輸送を行う｡

公　園　緑地　公園緑地は地区面積の5%以上を目標としレPlノエーシヨン施設景観等

を考慮し適正配置する｡

排水処理施設　排水処理施設は分流式とする｡雨水は地区内の調整池を経て早淵川及び

鶴見川に放流し汚水は菊名処理場にて処理の後､鶴見川に放流する｡

教育施設　学校は公団開発地区の人口を約220,000人推定し､小学校25校､中学校12

校､高校3校を計画する｡

公益施設　区役所総合庁舎､警察署､消防署､郵便局､電話局等の用地を確保する｡

商業施設　地域センター､地区センターに分け､地域センターは､駅を中心に配置

し､地域サービス施設として､地区センターは､バス停を中l酬こ配置し､

地区サービス施設とする｡

道路計画　幹線街路は､鶴見､新横浜､鴨居､中山､江田､たまフラーザ及び横浜

都心方向へ幅員18m～32mの街路を計画する｡区画街路の幅員は6 m
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～18mとし､その他に通勤､通学､買物等の歩行者専用道路を設ける｡

駅前広場計画　横浜市営高速鉄道の各駅前に設ける｡

(エ)市街化年度

昭和44年度～昭和52年度

(1 )港北ニュータウン地域内の農業対策について

市内農業の現状として農業は都市化に伴い蚕食状態を呈しつつあり､農業環境は次第に悪化

し農家の経営意欲を阻害している｡更にこの農地の蚕食的な開発は､都市景観あるいは都市環

境の悪化の要因ともなる｡一方､人口増加に伴う農産物需要の増加も著しい｡

港北ニュータウン地域内の農業対策において都市と農村との対立を調和へと転化せしめ農地

の乱開発を防止し､意欲ある農家の育成及び経営の確立をはかることにより都市と調和した都

市農業を作るため次の施策を講する｡

1農業専用地区を設定し､農地の集団化をはかることにより､優良農地を保護し､関係農家

の経営確立をはかるとともに都市環寛整備を兼ねた生産緑地を作る｡

2　農業専用地区における農業経営を高度な集約的商品生産を行なう都市農業として確立せし

める｡

3　企業的経営実現のため協業化､共同化をはかり有機的関連をもった疏莱生産集団､花井生

産集団､植木生産集団等を作る｡

4　各生産集団の合理的配置及び生産性の向上をはかるため土地基盤整備及び農業施設の整備

を行なう｡

5　農産物の訂画生産､計画出荷をはかり､流通を円滑にし都市と有機的に結びつける｡

6　都市生活と結びついた観光的農業を作る｡

7　前各項の諸事業の実施について重点的補助を行なうとともに制度金融等の活用をはかる｡

8　農業振興に必要な指導及び補助は､優先的に行なう｡

(2)港北ニュータウン地域内農業対策要綱

1　日　　的

港北ニュータウン地域内における農業経営の確立と地域内の専心的に農業をつづけようと

する農家の育成をはかるとともに都市環境における生産緑地とするため地域内農業対策を総

合的に推進する｡

2　農業専用地区の指定

(1)市長は港北ニュータウン地域内において永続的に農業を行なうことを適当と認める地域

を農業専用地区として指定する｡

(2)前項の指定にあたっては農家の意向及び港北ニュータウン開発対策協議会等の意見を聴

取したうえで農業としての立地条件及び市街地との関連を考慮して行なう｡

(3)港北ニュータウン地域内に対する各種の施策(振喫対策事業)の推進は､この指定した

農業専用地区を中心として実施する｡
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㈹ 1項の地区は農業用地20na以上とする｡

3　農業振興対策事業

農業専用地区に対する施策は次のとおりとし､各種事業の細部については､別に要綱､要

領を定める｡

(1)指導体制の確立

事業の円滑な推進を図るため､市長は農業団体及び関係指導機関等と協調し総合的指導

体制を整備する｡

(2)農業振興協議会の設置

事業の具体的な運営をはかるため次の協議会を設置する｡

ア　横浜市港北ニュータウン地域農業振興協議会

イ　ニュータウン地域地区農業振興協議会

(3)震業振興計画の作成

ア　市長は､農業専用地区に関する農業計画樹立のため次の事業を実施する｡

(ア)農業構造実態調査及びその他の基礎調査

(ウ)調査に基づく振興計画及び経営設計の作成

イ　計画樹立にあたっては養家の総意をとりまとめて行なう｡

㈹　援　　助

ア　補助金

市長は毎年度予算の範囲内において別に定める事業について補助金を交付する｡

イ　融資及び利子補給

市長は毎年度予算の範囲内において､別に定める事業経費の融資及び利子補給を行なう｡

ウ　税の軽減措置

市長は農業専用地区の農地の固定資産税等の軽減の措置を講する｡

4　都市計画法等との関連

指定した農業専用地区は都市計画法の市街化調整地域として指定を受け､農地法に基づく

農地転用許可基準(昭和34年10月27日付農林事務次官通達) (こよる第1種農地とする｡

5　その他

(1)離農対策については別に定める｡

(2)市長は農業専用地区の農業経営を継続するための措置を講じ都市環痘整備の一環として

の生産緑地として保持し得るよう努める｡

β)港北ニュータウン地域内農業振興助成要綱

1　日　　的

港北ニュータウン地域内の農業専用地区の農地利用の改善及び農業経営の確立をはかるこ

とを目的とする｡

2　補助対象事業

補助対象及び融資並びに利子補給の対象事業は次に掲げるものとする｡
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(1)農地の集団化をはかるための交換分合等の事業及び土地改良事業等の土地基盤整備事業

@)農業専用地区と市街地との調和をはかるための緑地帯造成等の環境整備事業

(3)農業近代化のための技術導入等の事業

㈹　農業用施設設置事業

(5)生活環境整備のための事業

(6)生産対策及び流通対策事業

3　事業主体

前項の事業主体は農業協同組合､土地改良区又は農家の組織する組合とする｡

4　補助率等

第2項の事業について毎年度予算の範囲内において､次により補助及び融資並びに利子補

給を行なう｡

(1)第2項の(1)号及び(2)号については(100/100)以内を補助する｡

(2)第2項の(3)号及び㈹号並びに(6)号のうち共同的利用を目的とするもの､及び㈲号のうち

公共的目的のものについては(80/100)以内を補助する｡

(3)第2項の㈹号のうちの個人施設及び(5)号のうち公共的目的以外のものについては融資及

び利子補給とする｡

5　その他

補助金の交付等については別に要領を定める｡

用途地域はいわゆる市街化区域と市街化調整区域の線

引きが最大の注目点だ｡土地利用計画に関し､これは日

本では画期的な制度となった｡

港北ニュータウンの対象面積は2,530,彩で､このうち1,

317;詔ま公団が土地区画整理事業で開発し､既に開発され

ていた3カ所を除き残り916;二,',地域は､市街化調整区域と

なった｡

日本一大規模の港北ニュータウンの土地区画整理事業

の特色は､ 3つの基本理念のほかいろいろあるが､公団

の先行買収も極めて珍しい｡しかもおおよそ40㌫を公団

が買い自分も地権者になり､土地所有者と一緒に土地区

画整理をしようというものだ｡ニュータウンといえば､

多摩･千里･洛西･泉北･高蔵寺などがすぐ浮かぶが､

それは原野だったり､人家があっても端の方に数件ある
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程度だ｡地権者も売りたいと考えているケースが多い｡

買収もやり易い｡

港北ニュータウンは､区画決定した44年当初､公団開

発部分に1,700戸の人家に約7,000人が住んでいた｡家は

道路沿いが多かったが､すでに小規模開発で谷戸に散在

する家もあった｡

土地利用は畑地･山林が90㌫､宅地4㌫､道路など6

㌫｡所有区分は民有地94㌫､公有地6㌫となっていた｡

横浜市と公団による説明会は何度となく行われた｡そ

れでも住民側の不安はなかなか消えない｡それは当然の

ことだ｡先祖代々の土地を手放し､農業を続ける場合は

専業農地に移動することになる｡転業となるとまったく

の第一歩からのスタートとなる｡それ以前に､いったい

どういう仕事があるのか-､できるのか-｡かといって

このままではいいわけはない｡

現に農協幹部や議員のなかには､迷いがみられた｡ ｢農

民が土地を売ってなにができるんだ｡先租に申し訳ない

だろう｣｢土地は売らんはうがいい｡安い値段で買いたた

かれるだけだ｣ ｢そんな値段なら私が買ってやる｣と言っ

ている農協幹部､議員もいた｡それだけこの間題は農家

にとって大きく､衝撃的であった｡私自身自問自答し続

けた｡

寝つかれない夜が続く｡

｢問題は多すぎる｡だからといって反対では､ここの将

来はどうなるんだろう-｣｡肥沃な農地をこれからもず

っと守り続けていける状況ではなくなってきている｡乱

開発が周辺から中川の地域に及んできており､道路など

もいっこうに改善されない｡これを改善するには大規模

で思い切った計画的な街づくりしかない-これはかなり
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前から頭にあった思いだ｡

中川は､昔から共同体意識が強く､みんなが仲よく助

け合いながら生活してきた｡開発となるとそれが一変す

る｡ 1人も落伍者なしに転換できるだろうか-｡完成する

までの長い期間､みんなの生活はどうなるのだろう-｡

しかし､心の中では港北ニュータウンをやるんだという

思いが強くなっていた｡

港北ニュータウン計画は発表されたが､地元の大半は

反対だった｡反対者が自宅によくきた｡無言電話､不安

でわざわざ訪ねてくる人もけっこういて､夜のため一杯

はいっている人が多い｡あさらかに酔っぱらっている人

もいる｡私は何時間でも話はよく聞いた｡酔っぱらって

いてもその人はそうしないと話もできない人だから､茶

化したり､軽くあしらうようなことは決してしなかった｡

私に賛同してくれる町会の役員は｢そんなもん相手にす

るな｣とよく言ったが､私は本人がしゃべり終わるまで

聞いた｡酔っぱらって支離滅裂のひとには､ ｢今度酔わな

いで来てくれ｣と強く言って帰ってもらった｡

話を聞いた後､よく私は聞いた｡ ｢この中川を､あなた

はどういう町にしたいのか｣｡多くの人は､ 1, 2年先の

こと､しかも自分のことしか話さなかった｡

自宅前のケヤギに赤いペンキで｢横浜市のまわしもの｣

(市ではなく公団だったかもしれない)と書かれたこと

もあった｡

この辺からニュータウンにかかわることが多く､家庭

にいる時間が少なくなっていく｡

43年8月下旬から10月中旬にかけ市と公団による説明

会が持たれた｡この時の内容は､第1回総会以降の動き､
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新都市計画法･横浜市宅地開発要綱の解説､農業対策要

綱､農業専用地区の設定､ 50㌫先買(40㌫で契約へ)､ 35

㌫～40㌫の減歩､買収価格の基本的考え方､土地価格指

数試案などである｡

日時､地区名､会場､出席者を示す｡

8.20　都　田　地　区

9.4　山　内　地　区

9.10　牛久保中　町

9.10　荏　田　町　宿

9.11牛　久保上町

9.13　南　山　田　町

9.14　北　山　田　町

9.14　荏田町柚ノ木

9.16　勝　　田　　町

9.16　新羽町(5班)

9.16　新羽町(1-4班)

9.16　茅　ヶ　崎　町

9.18　新吉田町(8.9班)

9.18　中　　川　　町

9.19　東　山　田　町

9.20　新吉田町(6.7班)

9.20　大　　棚　　町

9.20　荏田町渋沢

9.21牛　久保下町

9.21大　　能　　町

9.25　新吉田町(10班)

10.1　佐　江　戸　町

10.11新　田　地　区

10.12　中　川　地　区

都　田　農　協　　39人

山　内　農　協　　39人

町会事務所　　30人

公　　民　　館　　30人

ク　　ラ　　ブ　18人

ク　　ラ　　ブ　　36人

公　　民　　館　　56人

ク　　ラ　　ブ

最　　乗　　寺

青年研修所

町会事務所

正　　覚　　寺

公　　民　　館

ク　　ラ　　ブ

公　　民　　館

新田　小学校

ク　　ラ　　ブ

渋　沢　会　館

ク　　ラ　　ブ

青年研修所

正　　福　　寺

青少年クラブ

新　田　農　協

中　川　農　協
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25人

58人

39人



10.19　池辺町南部　　下　薮クラブ　17人

10.19　池辺町西部　　瀧　谷クラブ　　28人

質問の多くは､新都市計画法､横浜市宅地開発要綱の

内容を具体的に示して欲しい､公団先買いと利益の還元

で①50㌫先買､ 35㌫減歩の必要性は何か②公団施行と組

合施行との建設経費の地元負担の割合はどうなるか③ど

んな街ができるのか､用地に関し①買収価格を示して欲

しい②土地価格指数試案で　ブロック間の調整はどうす

るのか､農業対策に関しては①農業専用地区の規制はど

うなるか②農業専用地区に対する市の具体案を示して欲

しい-ということだった｡

かつての農地などへの公的機関の補償関係を調べる

と､こんな状況だった｡

①進駐軍の用に供する土地等の損失補償等並びに同要

綱関係の算定基塗及び算定要綱(調達規第7号､昭和27

年7月4日　間議了解)

○賃貸する場合

推定年間農業所得額の80㌫

○買収する場合の離作料

その土地を利用して得られる推定年間所得額の4

年一6年分

②電源開発に伴う水没その他による損失要綱(昭和28

年4月14日　間議了解)

○賃貸する場合

推定年間農業収益額の80㌫

○買収する場合

その土地を利用して得られる年間農業収益額の4

年～6年分

③建設省の直轄の公共事業の施行に伴う損失補償要綱
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(昭和29年5月19日　建設省令第9号)

○賃貸する場合

推定農業粗収入額から推定農業経営費を差し引い

た額の80㌫

○買収する場合

その農地を利用して得られる年間農業収益額の3

-6年分

④国有財産転用に伴う耕作者の損失補償について(蔵

計第1341号　昭和29年6月5日)

年間推定農業所得の4年一6年分に耕作権価格を支

払う

耕作権価格-相続税財産評価基準通達

(昭和39年4月25日)によればその土地の

評価の5割とする

⑤その他(離作料)

(1)住宅公団の施行したもの

イ　左近山団地(保土ヶ谷区､全面買収､39年)

買収価格の10㌫

ロ　洋光台団地(磯子･南区､区画整理42年)

買収価格の10㌫

-　港南台団地(南匿､区画整理､申請中)

買収価格の12.5㌫

十日市場団地(港北区､図画整理)

買収価格の8.3㌫

(2)県住宅公社･供給公社の施行したもの

イ　三保団地(港北区､全面買収)

買収価格の10㌫

ロ　笹山間地(港北区､全面買収)

全面買収の10㌫

土地買収価格が市､公団から最初に提示されたのは､
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43年の地元説明会であった｡さらに､ 8月17日の第2回

常任委員会､ 9月2日の第2回用地対策委員会に公式の

土地価格指数が出され､それを委員会で検討して欲しい

-というわけだ｡ 10月21日の第3回常任委員会､ 10月25

日の用地対策委員会で土地価格指数の調整が行われ､区

割りはこれまでの22ブロックから19ブロックに変更され

た｡ここで､ 3.3平方でT,最低価格16,000円､平均価格18,

000円が提示された｡

12月21日の第5回常任委員会､ 12月23日の第4回用地

対策委員会で各ブロック別の買収価格が提示された｡(資

料)

市と公団のニュータウン区域内の土地価格評価の基本

的考え方はこういうことだ｡

①宅地見込み地としての評価をする事を原則とする｡

②不動産の価格を形成する要因

(1)一般的要因

社会的､経済的､行政的な要因

(2)個別的要因

区画の状況､公法･私法上の制約･規制､近隣の状況

であるが､ニュータウン建設の場合､土地区画整理事業

を実施するので､特に(1)の一般的要因のうち宅地化の速

度と確立は市の6大事業として行政的にもはっきり示さ

れている｡

一般的要因の(2)の土地の状況､交通事情等により判断

する要因よりずっと大きな比率で価格形成の要素となる

ことは自明の理である｡

従って地区内ブロック間の格差は､一般の土地売買上

の常識よりは多少異なった解釈のもとに評価されるもの

である｡
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市の評価調整に対する協議会の基本的考え方｡

市及び住宅公団は､すでに提示した価格は適正なもの

として判断し､地元交渉に入ったのであるが､市民参加を

最重点に街づくりをすすめている本計画の立場から､地

元意見を考慮してここに価格調整を提示するものである｡

したがって､その前提となるのは

1　全体のバランスを考慮し､できるだけ公平な立場

から均衡を保つこと｡

2　各ブロック間の格差は､できるだけ少なくするこ

と｡

3　価格調整は､できるだけ小範囲にとどめること｡

4　この調整は､地区内土地所有者の大部分が了承さ

れるようともに努力すること｡

5　この調整によって地元対策協委員を中心にとして

40㌫以上の買収協力を得るようともに働きかける

こと｡

最初の価格提示から2カ月間という矩期間であった

が､地権者の意見をまとめるとおおよそこういうことに

なる｡

①将来､土地区画整理事業が完成された場合､地区全

体が平等に利益を受けることになるので､価格差は

最小限にとどめるべきだ｡

②一般的に各ブロック問の格差が大きすぎる｡

③国道､県道､市道のいわゆる道路交通による周辺の

路線化開発の影響が強い｡

④国道246号線､田園都市線の開通によって､その付近

が急テンポで開発された｡

⑤市営勝田団地の建設による周辺の土地状況が変化し

た｡

⑥高庇線下の土地価格の減歩率30㌫を引き下げたい｡
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(資料9 )港北区議貫団会議

日時-42年10月12日

場所-港北区役所

港北区選出の市･県会議員と

市の野村良政計画局計画部長､

烏井陸八同総務部長､大場正典

農政局次長が出席｡

この日の質疑から､市の考え

ているニュータウンの概要は次

の通り｡

区画整理の総事業費は8,000

億円くらい｡公共事業投資は1 ,

300億円で､国2/3､市が1/3､こ

のうち市の負担は390億円くら

い｡というのは市負担分をさら

に公団と半分つつ分担する｡

スケジュールは2年間で土地

買収､造成工事に3-4年､建

築に2年｡ 7-8年で公団区域

は完了の予定｡幹線道路も公団

施行内は7 -8年で完成の見込

みだが民間所有地は20年くらい

かかる｡日吉･元石川線は都市

計画で実施｡道路､河川､高校

建設､警察署などは県と協議し

ている｡学校用地は公団から騒

人し､建物は年賦で公団から購

入する｡

新吉田､新羽､東方から反対

陳情が出ているが説暁を続け

る｡

こういう意見に対し､市ではこう分析している｡｢単に

価格を上げろというのは少なく､公平に地区全体を地元

の立場で検討した場合､そこに不均衡を生じていること

を強調したものが主流をなしている｡一部を除いては総

体的､体系的意見が少なく全体的意見としてまとめ上げ

ることは極めて困難な見通しのため､当局原案を持って

上述のとおり個人別交渉に入った｣

10月12日､港北区役所で｢港北区議員団会議｣が開か

れた｡議員と市との質疑応答の概略は資料に載せる｡

県･市会議員は顧問団を形成しているが､日に見える

形でニュータウン開発に何らかの役割を演じた人はいな

い｡

用地買収の困難

43年12月4日､ニュータウン開発対策協議会､中川地

区代表者･金子　保名で｢港北ニュータウン計画につい

て一地元の要望事項｣を飛鳥田市長宛質問書を出した｡

12月17日付で回答があった｡

以下に質問と回答を載せる｡(地名はその町内の中の一

部を指す｡添付地図略)

区域に関して

①北山田(原案公団開発地区)を農業専用地区に(11㌶)

〈回答)面積が小さい(約17>-?,)ので原案通り公団開

発地区-協力してほしい

②牛久保町金子人の2カ所(原案公団開発地区)を農

業専用地匿に(25?-,',)

〈回答〉都市計画･宅地造成上から農業専用地区と

78



しては技術的に難しいので公団開発地区の中で区画

整理として検討したい

③牛久保町請地小梅(原案公団開発地区)を市街化調

整区域に

〈回答〉宅地造成上､技術的にも難しいので公団開

発地区の中で区画整理として検討したい

④牛久保町小山田(原案農業専用地区)を市街化調整

地区に

(回答〉農業専用地区として熱心に農業を続けて欲

しい

⑤茅ヶ崎町(原案農業専用地区)を公団開発地区に

〈回答〉　原則的に了解するも条件について今後協議

したい

(㊦中川町､大棚町(原案農業専用地区)を市街化調整

区域に

(回答)原則的に了解するも今後協議を続けたい

⑦東山田町(原案公団開発地区)を市街化調整区域に

〈回答〉今後話し合いの中で公団開発地区に協力し

て欲しい

土地価格に関して

①指数を再検討して欲しい

〈回答〉　市､公団の内部及び外部の権威ある第三者

の評価であり､適正であると考える

②価格は最低25,000円として欲しい

〈回答)価格については別途指示いたしたい

その他

①市街化調整区域を簡単に市街化区域にしない事｡特

に農業専用地区は長期に調整区域とし積極的に協力

した人が馬鹿を見ないようにされたい｡
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(回答〉市街化調整区域認定の主旨から､ 10年以内は

市街化区域に変更しない方針であり､農業専用地区

も少なくてもそれ以上長期に渡って変更しない方針

です｡

②外郭環状､第2東海道および早油川改修等は区画整

理で土地を出すようにして､低地部分も一緒に開発

させるようにして欲しい｡

(回答)外郭環状､第2東海道は､まだ構想の段階

であり事業主体､ルートも不明です｡したがって､

現在計画している区画整理事業に取り入れる事はで

きない状態です｡また､早油川周辺の低地部分は､

地形的にも環境的にも台地部分と一体的に開発する

事は不合理であり､もし一緒に開発するとしても工

区は別になると考えられます｡

③高速度鉄道､その他の公共施設は非協力地区から遠

ざけて計画し､その後の事情により変更しないよう

にしてもらいたい｡

注･土地価格については､対策協議会の用地対策委員

会や中川地区対策協議会でも研究を重ねた｡外部の
(資料10)地価の変動

昭和44年7月に地価公示法が施行され､ 45年4月1日に第1回が発表され以降毎年発表され

ている｡当初､土地鑑定委員会が公示した｡標準地を決めその土地の1平方㍍の価格｡標準地

は増加しているが､ニュータウン地域に近く1回から続いている標準地と価格は次の通り｡参

考のため菊名も載せる｡いずれも住居地域｡

美しが丘4-5　荏田町467-6　菊名町字宮谷　　元石川町字中村
(1回は33-7)

45年4月1日　　　　39,000

46年4月1日　　　　47,000

47年4月1日　　　　54,000

48年4月1日　　　　75,000

49年4月1日　　100,000

50年4月1日　　　　90,000

563-4　　　　　　221 3-1 5

32,000　　　41 ,000　　　(49年から標準地に)

39,000　　　47,000

45,500　　　54,000

60,000　　　74,000

79,000　　　94,500　　　63,000

72,000　　　84,500　　　57,000
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専門機関にも査定してもらった｡当時は､高度成長

の真っ盛りで1年違いでどんどん実勢価格が跳ね上

がる状況にあった｡ (資料10)

(回答)鉄道､道路等の公共施設は､市街化される

地区-のサービスとして地区外計画とも関連して､

都市計画的に定めるものです｡この考え方の中で

貴意に沿うよう努力いたしたい｡

対策協のなかに農業対策委員会があったか､これとは

別に農協を中心に｢港北ニュータウン地域内農業振興協

議会｣が12月3日つくられた｡ただし､この会は名目的

要素が高く会自体の実質的機能はない｡当時のリーダー

たちの顔ぶれは分かる｡任期は1年｡ (資料11)

43年に港北ニュータウン中川地区対策委員会がつくら

れた｡

会　長･金子　　保

顧　問･関　　篤治　　安藤　為次

副会長･鈴木　　格(勝田町)　小山　馨(茅ヶ崎町)

大久保竹治(中川町)　関　　金三(大棚町)

栗原　昌治(南山田)　大嶋正三郎(北山田)

飯田　嘉一(東山田)　岩崎　正雄(請地)

宮台　昌之(金子入)　小島　善治(小山田)

伊東　真一

会　計･飯田　嘉一　　佐藤　正男

監　事･高野　喜肋　　男全　規夫

総務部･栗原　孝雄(部長)　大嶋正三郎､

小島　善治(庶務)　市川　藤吉､

大久保幸二(予算)　唐戸藤太郎､

小山　　馨､吉野　弥-､吉野　敏雄

長沢　太美(運営)

BI

(資料11) 43年12月3日｢港

北ニュータウン地域内農業振興

協照会｣ (注､横浜北農業協同組

合は44年4月に設立されたが､

この名簿はそれ以降に書かれた

ため､肩書は44年4月以降のも

のとなっている)

協議会の設立日的

①農地集団化の推進②土地基

盤整備事業計画の推進⑧営農訂

画の樹立及び推進④その他農業

振興所行の推進

会　長　石渡長太郎

(横浜北農業協同組合長理事)

副会長　信田　隆治

(　　〃　　　常務理事)

同　　田丸　政治

(　　〟　　　中川支所長)

監　事　松沢　健三

(港北区農業委員会会長､山内

農業委員代表)

同　　小島　　清

(横浜北農業協同組合常務理

事､新田地区協議会代表)

委　員　土志田　靖

(　　〃　　副組合長理事)

同　　加藤　秀吉

(横浜北農業協同組合理事)

同　　伊東　真一

(　　〟　　常務理事)

同　　大曽根鍾-

(　　〟　　　　)

同　　斉藤久次郎

(　　〟　　都田支所長､地

区協議会代表)

同　　村田　豊作

(　　〃　　新田支所長)

同　　小島　　貢



(　　〟　　山内支所長)

同　　金子　　保

(中川地区協議会代表)

同　　中山　六郎

(都田地区農業委員代表)

同　　宮田　正治

(新田地区農業委員代表)

同　　関　　重吉

(中川地区農業委員代表)

同　　横田　道義

(県農産園芸課長､学識経験者)

同　　岡本　武揚

(県農業会議事務局長､ 〟 )

同　　安藤　為次

(学識経験者)

同　　大場　正典

(横浜市農政局長)

同　　井上　三男

(　　ノノ　　次長)

同　　徳植　未樹

(　　ノノ　　農政指導所長)

同　　北見　正義

(横浜南港北区長)

45年度に出身国体の役員変更

で一部役員変更がある｡会長･

岩田太郎(横浜北農業協同組合

長理事)､委員の新任は臼井保次

郎(港北区農業委員会長)､井汲

嘉平(田奈農業協同組合長理事､

緑区農業委員会会長)､平野正二

(都田地区農業委員代表)､関原

芳太郎(緑区長)｡

(資料12)港北地区用地買収Iこ

伴う物件補償の取扱いIこついて

(公団44年7月)

1.補償の対象は下記の物件

とする｡

調査部･栗原　豊治(部長)鈴木　清､北村　正晴､

高橋　良雄､川田　正規､宮台　昌之

44年1月10日､横浜市と日本住宅公団は地権者の皆さ

ん--というB4判の要請文を配布した｡ 4枚ある｡そ

の全文を載せる｡ (原文のまま)

港北ニュータウンに関わるご協力のお願いについて

｢港北ニュータウン｣計画につきましては横浜市が

皆様方にお約束した市の六大事業の一つとして､計画

したもので､これまで地元説明会等を通じてニュータ

ウンの必要性､街造りの構想､その他住宅公団が参画

する理由等の点についてご説明してまいりました｡

ところがすでに､ご承知のことと思いますが､昨年

都市計画法が改正され､本年6月から施行されること

となりました｡これが施行されますと､従来､ご説明

しておりました譲渡所得税等の特例措置が受けられな

いこととなり､土地を売っていただく地権者の皆様方

には､大変な税負担が課せられます｡

市､公団といたしましては､税法上の特例が受けられ

る現在､皆様方のご理解､ご協力を賜り､是非とも｢港北

ニュータウン｣の実現を計りたい所存であります｡

お手元にお届けしました､名寄簿は､ニュータウン区

域内の住宅公団施行予定地区の所有者を､地権者の皆

さま一人一人毎に記載したものでございます｡この中

から住宅公団に売っていただける土地を4割以上ご選

択のうえ､それらについて各等毎､地番欄に押印してい

ただき､1月26日までに提出して下さるよう切にお願

いいたします｡

敬具
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用地買収について

1　日本住宅公団施行の開発地区について

横浜市港北区､牛久保､南山田､北山田､東山田､

中川､大棚､茅ヶ崎､勝田､荏田､大熊､折本､

池辺､川和､東方各町の一部｡ (別添略図参照)

2　価格について

1.別添え図面のとおりのブロックに区分します｡

2. 1-9のブロック別の価格は別表のとおy)で

す｡

3.契約地積は公簿によります｡

4.高圧線下の土地は､別表価格の7割をその土

地の価格とします｡

3　土地代金の支払について

1.非農地(山林､原野)の場合-契約後50%､

所有権移転登記完了後､残り50%を支払いま

す｡

2.農地(田､畑)の場合-契約後50%､所有権

移転仮登記完了後､ 40%更に､所有権移転完

了後残り10%を支払います｡

4　補償について

1.補償は｢公共用地の取得に伴う損失補償基準

要綱｣ (閣議決定)によります｡

2.補償の対象は次のものです｡

ィ､立　竹　木

口､永年生作物

伐採補償

伐採補償

5　税法の特典

当事者は特定公共事業として｢租税特別措置法｣
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(イ)用材林木

(口)莱

(ハ)竹林

2.補償基準と補償の方法

ィ､ ｢公共用地の取得に伴う

損失補償基準要綱｣によ

る(別紙A)

口､すべて伐採補償とする

3.補償物件の申請､契約､

支払

ィ､物件所有者は補償対象

物件調書を地元役員に提

出し､地元役員は現地に

おいて提出通り相違ない

ことを確認の上､住宅公

団に申請する

口､住宅公団は地元役員よ

り申し出を受けたものに

ついては､確認の上､別

に定める方法をもって契

約及び支払を行うものと

する

4.補償物件の伐採除却の確

認

伐採された物件は住宅公団

が確認する

5.保証単価の単位は平方㍍

当たりとし､補償対象面

積は書式1にあける`物

件占有積''とする

6.単価は下記の通り

ィ､用材林木　　　m2当た

り　48円

口､竹林　　　　　m2当た

り163円

八､栗　　　　　　m2当た

り　200円



が適用され､譲渡所得税について｢1,200万円控除｣

の特典があり､譲渡所得から1,200万円を控除し､

それを超える額についても4分の1課税(短期譲

渡の場合は2分の1)となります｡

但し､この特典は新都市計画法施行以前の契約

について適用されます｡

6　その他

お尋ね先-港北ニュータウン建設事務所

電話045 (431) 1442　　045(401)4963

譲渡所得税等の簡易税額の対称表は次頁の資料に｡

同時期に｢市長を囲む港北ニュータウン建設に関する

懇親会｣が開かれた｡ 42年8月から9月､飛鳥田市長が

ヨーロッパを回ってきて､その印象と港北ニュータウン

との違いを話し､その後対策協議会委員と市長との対話

となった｡席上､私は次のような発言をした｡

農業団地の問題については､市長の考え方には全面的

に賛意を表するものです｡ただ農業の基本的な体質から

考えて､農業に不自由を与えるような問題があるとした

ら､この点施策の士で十分脅意いただきたい｡

ニュータウン建設の中で､市街化区域と市街化調整区

域とに分かれ､われわれ地権者は市街化区域の中にあっ

て､ 40㌫先行買収､ 35㌫減歩という非常にきつい条件を

飲んで､進んで協力しようとしています｡この意欲に対

して十分に応えていただきたい｡

積極的協力者-は､繁栄の適正なる配分が特に必要と

思います｡一貫して協力した正睦者が､便乗的､日和見

的な人よりも損をする事のないよう当初の目標を貫通し

ていただきたい｡大事業をするためにはそれにふさわし
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(資料13)譲渡所得税等の簡易税額の対称表

単価(秤) 僣I6駘ｩ���譲渡収入 ��R���Xｧｨﾛr�公共事業の場合のT.取 概を民間で得る場合 
税の特例があるもの �ｩL｢��%�幵�増加額 

17,800 ��ﾃ����17,800,000 �3�"ﾃ����4,448,300 釘ﾃ�CRﾃC���24,500 澱ﾃ����5,000 塔津���ﾃ����ll,563,400 �3�ﾃCcBﾃC���19,901,000 �#Rﾃ3���7,500 

10,000 ��sづ���ﾃ����29,104,900 都2ﾃ�ッﾃ����44,082,000 �#bﾃs���8,900 

20,200 ��ﾃ����20,200,000 鉄32ﾃ����5,216,300 釘ﾃc�2ﾃ3���27,200 途ﾃ����5,000 ����ﾃ���ﾃ����14,074,500 �3bﾃcC"ﾃ����22,568,300 �#づS���8,300 

10,000 �#�"ﾃ���ﾃ����34,031,500 塔"ﾃ��"ﾃ#���48,880,700 �3�ﾃ3���10,100 

21,500 ��ﾃ����21,500,000 田cBﾃS���5,665.700 迭ﾃ���ﾃ#���30,000 唐ﾃS���5,000 ���rﾃS��ﾃ����15,138,900 �3津S�"ﾃ����24,363,900 �3�ﾃ����9,500 

10,000 �#�Rﾃ���ﾃ����36,958,400 塔づ鉄rﾃ#���51,998,800 �3"ﾃ#S��10,750 

22,400 ��ﾃ����22,400,000 都�bﾃc���5,980,700 迭ﾃ#cBﾃ����32,000 湯ﾃc���5,000 ���"ﾃ���ﾃ����15,993,500 鼎�ﾃC�"ﾃ����25,489,300 �32ﾃ����10,600 

10,000 �##Bﾃ���ﾃ����38,842,800 涛2ﾃ�C"ﾃ#���54,299,400 �32ﾃc���ll,200 

23,300 ��ﾃ����23.300,000 塔s2ﾃ#���6,295,700 迭ﾃC#"ﾃS���33,800 ���ﾃ����5,000 ���bﾃS��ﾃ����16,654,700 鼎2ﾃCc"ﾃ����26,808,100 �3Bﾃ3���ll,000 

10,000 �#32ﾃ���ﾃ����39,634,800 涛rﾃ3#rﾃ#���57,692,400 �3Rﾃ����ll,500 

誌　①42年度分の税額表による　②取得費は昭和28年1月1日現在畑の相続税評価額

ニュータウン地域 緬fｸ�)69�h自7�&霎h枴�騫ﾙ�xﾘr� 
癖● 縛め¢命令や命令 ��h蓼ｹ����

えだ ��ﾃヨ���VﾉfｹYI�i78�9�h自&霎h��淸b�;��]ﾉ,�d鞐��ﾓSSF��9kﾘ.(��iGｸ."� 

田園都市線 �55555552� 

いちがお ��9��8.�.��8ｧ�,ﾈ�9,ﾘ�8�8�652� 

令 ����ﾅ558.��(渧ﾄHﾞ�&9&������ 

金 令 冑�.(��VﾉfｹYI�i78�9�i?�&霎i~)�維ｸｾ�� 

令 冰ﾙkﾕ��4ﾈxi;�s���i�､8ﾖ�ﾘ9,ﾉgｩkﾘ.)&�2�� 

東名高速㊥ �3�Scf�%2�52� 

川和高校等 ��� 

禽食 戟 ♭ �62�

なかやま �*�.�*"���Vﾉ�ﾂ�函空ZI エコ 

最初に発表された土地利用計画

85

公団開発地区

農業専用地区(予定)
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い十分な予算と､十分な機構組織を準備しわれわれの期

待に応えて欲しい｡

飛鳥田市長はこう答えた｡

農業者には極力自由にやっていただけけるように考え

ていくつもりです｡ただ､農業団地の中で､横浜に適さ

ない､例えば､チベットの農業をここで-というような

ことは我慢してほしいと申し上げる以外ありません｡

正直者が高庇を見ないよう､というのはニュータウン

に限らず一切のものについて､かなり強く市職員に言っ

ています｡そのために事業が遅れ､お叱りを受けること

もあります｡例えば､道路を拡張するため土地買収をし

てきて､最後の人がどうしても､ウンと言ってくれない｡

職員は坪3,000円上乗せすればまとまります-と言って

くる｡いままでズーつと血の出るような努力でやってき

てこれ一つで道路は完成する､市民も早く､早くと言っ

ている｡市長は何をやっている-と私にどなり込むのは

いい方で､係の職員のところにどなり込む｡しかし､私

はガンとしていうことを聞きません｡場合によれば私が

憎まれる強制収用に掛けなさいとよく言います｡僕だけ

がいい子になって市の行政が乱れたら､これは後生の方

に申し訳ないと思って､かなり頑固です｡従って道路の

完成は3カ月とか半年は遅れます｡が､私はやはり正直

者が損をしない方が大事だ､市の信頼感の方が大事だと

思ってやっています｡

協力者に対して繁栄の適正な配分を､というのは当た

り前であります｡基本計画ができ､皆さん方にご相談し

たうえで､よろしいとなれば､いったん決めた以上はそ

う簡単に変えません｡この点も相当に頑固なっもりです｡

ニュータウン建設部の予算､人員､組織を強化せよと

いうお話ですが､その善し悪しはずいぶん議論しました｡
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率垣に申し上げて､ニュータウンは上下水道､道路､学

校､交通､教育､財政､経済と関係のない局はまあ､港

湾局ぐらいだと思います｡こういう局全体を束ねて仕事

を進めていくには､建設部に各局が代表を送り出す方法

か､建設部は非常に小さくても各局にニラミの効く有能

な者を集め進めていくがのどっちかになります｡私は後

者を選びました｡

事業が進むにつれ､必要な人員を増やしていくことは

当初､部長にも話してあります｡ドンドン建設が進む段

階になれば､ニュータウンのど真ん中に出て入って､金

子さんが言われたような形に近づいていきますので､そ

の点ご了承下さい｡

44年1月の公田のお願い文書の配布から､実質の買収

交渉に入った｡公団職員が各地区､町別に説明会を24回

開き延べ1,040人の出席者があった｡その後個人別名寄簿

(内諾書)をもとに土地売渡内諾を求めた｡

原則として660平方で,-, (200坪)以下の土地所有者は対

象外となっている｡

日本住宅公団は､首都圏宅地開発本部の扇谷弘一本部

長名で対象地区の4農協組合長宛に､ 1月16日付でこう

いう公文書を出した｡都筑中川農協の伊東真一組合長-

の文章の主旨を載せる｡

港北地区の用地買収のあっせん依頼について

記

一､依頼するあっせんの内容

1.開発協力体制の確立

(1)地方公共団体内における協力体制の確立
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(2)地元有力者等の説得

(3)開発に関係ある地元行政機関等との調整

2.地区代表者の説得等

(1)地区代表者等の説得

(2)土地所有者等に対する各種説明会等におけ

る協力

3.土地所有者等に対する個別説得等

(1)土地所有者等に対する個別説得等

(2)契約の締結等に必要な書類の整備

(イ)契約関係書類(委任状､印鑑証明､登記

簿謄本の取付)

(ロ)前提登記(相続､住所更正等)

(-)所有権移転仮登記(仮登記承諾書､嘱託

書)

(ニ)所有権移転登記(登記承諾書､嘱託書)

(ホ)上記(ロ)(-)(ニ)の登記の嘱託事務

(へ)農地転用関係書類の整備

(ト)土地代金の支払に必要な書類の整備

(チ)その他､用地買収に付随する事項

二､あっせんを依頼する土地の区域及び面積

別添図面表示の関係地区内における貴組合管轄

関係の土地

(東山田､北山田､南山田､中川､大棚､牛久

保､勝田､茅ヶ崎各町の一部)約705?_7,

三､あっせん成立の時期

昭和44年3月31日

叩､あっせん依頼費の額及び支払時期

依頼費の額　90円×あっせん成立面積(400/121

平方‡,-, (秤))

支払時期　　完了時支払
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これに対し､伊東組合長名で2月24日､承諾旨の請け

書を出している｡

同じ扇谷本部長名で､中川地区港北ニュータウン対策

協議会会長･金子　保宛に協力依頼文が来たのは2月3

日である｡

念のため言うがあっせん依頼ではない｡

買収交渉と同時に進められていた､計画区域のうち公

団開発区域が2月に入り決定した｡対象は1,317?-免で､当

初は農業専用地匿予定の早油川両岸は地元の要請で市街

化調整匿域に､都田地区の農業専用地区は､地元の要望

が強く大幅に増やすことになった｡

開発区域は次の通り｡ (単位?-,',)

○中川地区(約764?-,',　全体の57㌫)

牛久保140　　　大棚　　14

中川　120　　　東山田　　90

勝田　　　50　　　茅ヶ崎　140

0都田地区　(約300分㌃　全体の23㌫)

池辺　　90　　　折本　　10

川和　　60　　　東方　　　70

0両内地区　(約200?_7,全体の15㌫)

荏田　　200

0新田地区　(約70;ニ?,　全体の5㌫)

新吉田　40　　　新羽　　　30

北山田　120

南山rH　　　72

大熊　　40

佐江戸　30

公団が買収を開始して､ 1カ月後の2月10日段階で全

地区平均19㌫の内諾を得た｡目標は40㌫であり意外に多

くの問題点があることが分かってきた｡すぐに開発~協議

会止副会長会､用地対策委員会が合同で開かれ検討され

た｡ここで出てきた意見は､買取率を上げる第一一番の手
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だては価格の不均衡是正であること､次に都市計画決定

に伴う区域の一部変更-ということだった｡

3月に入り町別地元説明会を持った｡ 34回の説明会に

延べ1,156人が出席した｡しかし､結果は芳しいものでは

なかった｡新羽､大熊､川和､勝田､茅ヶ崎はまあまあ

の結果だったが､それ以外の地区は全般的に反応は良く

なかった｡

地権者の不満は先にあげたように2つに集約できる｡

①価格調整に不満

(1)中)岬丁一一一③ブロックだけが上がり⑤ブロック

の南側が上がらなかったことに不満

(2)池辺町-調整の結果､前よりもっと不公平にな

った

(3)佐江戸､北山田､南山田､東方､大棚-価格が

上がらなかったことで､代表役員の力が弱かった

と言う

(D区域変更に不満

折本､大棚､北山田､南山田の各町の一部に､計画

上区域を一部変更したことは話し合い精神に反すると

不満

2点以外にも次のような理由があげられた｡

計画内容に対する理解不足

特に新吉田の一部､折本､東方､池辺､牛久保各町

の一部｡

東急計画との競合

荏田(柚木)､中川､牛久保(金子入)の一部は東急の

匿画整理事業が計画されていて､柚木は東急計画の区域

縮小で話がついたが､最近になって全体的に意見の相違

が出てきた｡ 3月17日､公団と東急は話し合い東急は柚

木から撤退することとなった｡東急不動産市ヶ尾土地区
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画整理事務所は､そのことを町会長その他地域の幹部に

連絡､ 4月3日の部落説明会で正式に話した｡

中川､牛久保では42年6月､東急不動産に土地売渡内

諾を示したところもあり地区内で対立が出てきた｡公団

か､東急か-というわけだ｡しかし､ここは市が都市計

画で開発するので公団以外は認可されないと幹部を説得

した｡しかし､地区内に何となくモヤモヤとした空気は

残りそうだ｡

5月12日､ 4地区の代表と飛鳥田市長との間で買収契約

に対する条件の覚書を交わした｡通称9か条の覚書とい

う｡

1.東名高速の市ヶ尾付近インターチェンジの設定計

画は白紙に戻すこと｡

2.上記インターチェンジの決定はニュータウン計画

I相こおいて再有効利用の状態を確立するために､

対策協議会と協議して決定すること｡

3.地下鉄設定に当たっては､特定の政治的圧力によ

りニュータウン地域内の公平な利益還元を失する

ことを防止するために､必ず対策協議会に協議し

た上決定すること｡

4.早油川沿岸の市街化調整区域(全域)は市の責任

において土盛りをする事｡ただし､造成工事に必

要な土量は地元対策協議会と協議の上決定するこ

と｡

5.地元が要請した市街調整化区域については､市長

が公約した10年はおろか､ 15年前後も市街化する

ことは(いかなる政治的圧力があっても)絶対に

行わないこと｡

6.市の責任において決定した調整区域(早淵川の沿

岸及び新田地区､都田地区)は､今後地元の要望
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に対しては新都市計画法による他の調整区域より

も優先的に市が責任を持って応ずること｡

7.ニュータウン計画事業に対する事業費の内

(1)公共事業費(都市計画街路､河川､下水道等)に

ついては､施行地域の内外を問わず地元に負担せ

しめないこと｡

(2)造成資金負担割合については､別表(資料)の資

金負担割合を再確認すること｡

(3)地元土地減歩率については､平均35㌫を超えない

こと｡

8.先行買収の土地については､低い価格で買収を余

儀なくされたので地元地権者の救済対策を最後ま

で市は誠意を持って対処すること｡例えば

(1)農地の交換に対しては､すべて市の責任において

実施すること｡

(2)市街化区域内の農地に対する農耕地として利用

されている期間中は､固定資産税は農地なみの課

税とすること｡

(3)農業団地の造成に対しては､すべて市の責任にお

いて確立し､安定した農業経営の持続できるよう

指導並びに助成措置を講ずること｡

(4)農業団地の-ii雪にあたっては､地元の要望により

のみ決定できることとし農業団地内の土地につい

ては､今後農業公社等において一方的強制買収を

行わないこと｡

9.地権者から市に対する貸付金(市債発行)の実現

以上､港北ニュータウン計画並びに実施にあた

っては､市並びに日本住宅公団はすべて対策協議

会に十分協議の上決定実施すること(事業及び事

業年度を含む)｡
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毎月､協議会の常任･用地対策合同委員会が開かれ買

収の同意率が検討された｡ 5月16日開催の同会で地元要

望をまとめ､先の9カ年の覚書を質問という形で飛鳥田

市長に提出｡ 5月28日回答が来た｡主旨は次の通り｡

･東名高速のインターチェンジは､ニュータウンの最

有効利用の状態を確認するため､対策協議会と事前に必

ず協議すること｡

(回答〉　インターチェンジの決定はニュータウンが考

慮されることはもちろんですが､もっと広く高速道路全

体の利用の見地からも定められるものであり､いずれに

してもその位置が確定する以前に地元に相談します｡

･地下鉄設定は､ニュータウン内地域の公平な利益還

元のため､特定の政治的圧力を防止し､最有効な点に建

設するために必ず事前に対策協議会で協議すること｡

(回答)政府の諮問機関である都市交通審議会に横浜

部会が組織され､そこから政府に答申されています｡細

部は地下鉄として採算性地区開発の進め方などから検討

し決まるものです｡その内容は多大の影響がありますの

で十分慎重に扱い､今後地元におはかりするつもりです｡

(ただしこの件は非常に重要な問題ですので秘密会にす

ることもあると了解して欲しい)

･早油川沿岸の市街化調整区域(全部)について､市

は善処する気持ちはあるか｡例えば市の責任において土

盛りをするなど､対策協議会に事前に協議されたい｡

〈回答〉農業専用地区については市は責任を持って基

盤整備いたします｡その他の地区については市街化調整

区域と宅地造成との関連もあるので慎重に協議したい｡

水田埋め立てようの土量については､公団の工事費との

関係もあるので具体的な設計の段階で検討して協議した

い｡
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･地元が要望した市街化調整区域について､市長の公

約した10年はおろか15年前後､いかなる政治的圧力があ

っても市街化区域には絶対にしないことを再確認した

い｡

〈回答〉市街化調整区域を市街化区域にしないのでは

なく､したくてもできないのだということで､事実上で

きないと理解していただきたい｡

･市の責任において決定した調整区域(早油川の沿岸

及び新田地区､都田地区の一部)は､今後地元の要望に

対しては新都市計画法による他の調整よりも優先的に市

が責任を持って応ずる用意があるかどうか｡

〈回答〉検討することをお約束したい｡責任を持って

応ずるという具体的内容については､その具体的内容が

明らかでないと答えられません｡したがって検討するこ

とを約束します｡

･ニュータウン計画事業費の内

(1)公共事業費(都市計画街路､河川､下水等)につ

いては､施行地区の内外を問わず地元に負担せし

めないこと｡ (これに関しては､何度か公文書での

やりとりがあり､最終的には46年6月に結論が出

た｡詳細は46年のところで述べる)

(2)造成資金負担割合については､過日発表のあった

資金負担割合を再確認すること｡

(3)地元土地減歩率については､平均35㌫を超えない

こと｡

〈回答〉

(1)ここで言う地元負担というのは､地元県市町村と

いうことで地元地権者ではありません｡したがっ

て地元地権者にはこれについての直接の負担金は

ありません｡
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(2)今までの住宅公団施行の土地区画整理事業の平

均を表したということで､大体この割合になると

いうことで再認識して結構です｡

(3)40㌫以上の用地取得ができた場合には､平均35㌫

は超えないことを約束します｡(住宅公団扇谷本部

長談)

･先行買収の土地については､低い価格で買収を余儀

なくされたので､地元地権者の救済対策を最後まで市は

誠意を持って対処する｡例えば､

(1)農地の交換に対しては､すべて市の責任において

実施すること｡

(2)市街化区域内の農地に対する農耕地として利用

している期間中は､固定資産税は農地なみの課税

とすること｡

(3)農業団地の造成に対しては､すべて市の責任にお

いて確立し､安定した農業経営の持続できるよう

指導並びに助成措置を講ずること｡

(4)農業団地の設定に当たっては､地元の要望のみに

より決定できることとし､農業団地内の土地につ

いては今後農業公社等において一方的強制的買収

を行わないこと｡

(回答〉住宅公団は決して低い価格で買収したつもり

ではありません｡適正な価格で買収したつもりです｡

市は誠意を持ってことに当たるので､地元の方々もこ

とごとく要求して決め手しまう形ではなく､話し合うと

いう形をぜひ取っていただきたい｡

(1)農業専用地区の設定とそれに伴う農業施策は､地

元の皆さんと市が共同の力で新しい道を切り開い

ていくのでありますから､地元の皆さんも農地

の交換について全面的にご協力願いたい｡
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(2)市街化区域内の農地の課税について特例を設け

ることは技術的､法律的にできないのでご了承し

ていただきたい｡

ただ､市街化区域になったからと言って､すぐ

固定資産税が極端に上がることはありません｡特

例を設けることは横浜市だけではできません｡

(3)農業団地造成に関しては､みなさんの協力が前提

にならなければできません｡市は､農業基盤整備

事業その他農業施設について､既に発表した農業

対策要綱にしたがって農業の確立を目途に､でき

るだけの重点的指導援助を行います｡やるときに

は､ひとつひとつみなさんと討論をしつつ進めて

いきます｡

(4)港北ニュータウン全体についてやっていること

をみてもらえば分かることだと思います｡

農業団地の設定に当たっては､農家の意向､立

地条件､市街地との関連を考慮して設定したい｡

農地を守るという点からは転用を防止しなけれ

ばなりませんが､公社の強制買収はいたしません｡

農地を農業後継者に売却する場合は問題ありま

せんが､非農業用地になることは困りますので､

その再公社に相談していただき､一時公社が買収

するということでご理解願います｡

･地権者から市に対する貸付金(市債発行)の実現

(回答〉技術的な問題もありますのですぐにお願いす

るというわけにはいきませんが､その時点にお願いする

ことになるかもしれませんのでその際はよろしくお願い

します｡

･以上港北ニュータウン計画並びに実施に当たっては､

市ならびに日本住宅公団はすべて対策協議会に十分協議
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の上決定実施すること｡ (事業計画及び事業年度を含む)

〈回答)日本住宅公団が事業実施段階になりますと､

土地区画整理法に基づき土地区画整理審議会が設置され

ます｡この審議会は地元地権者から選挙ににより選ばれ

た委員をもってその大部分が組織され､かつ法律にもと

ずいていますので､公団施行の土地区画整理事業につい

てはこの審議会をもって地元にはかったこととしたい｡

また､一般地権者に対しては縦覧等の手続きの方法が

あるので十分に地元と相談することとになります｡

なお､関連する公共事業はみなさんのご協力が必要な

ので是非ともご協力をお願いいたします｡

この回答書の最初のページにこう書かれていた｡

港北ニュータウン計画に伴う地元要請事項について

(回答)

さる5月16日開催の港北ニュータウン開発対策協議

会常任､用地対策合同委員会における地元の要望事項

について次のとおり回答いたしますので､今後とも地

区内40㌫以上の用地買収についての協力を重ねてお願

い申し上げます｡なお､市及び住宅公団の説明はあく

までも40㌫以上の用地が完了したときに約束できるも

のであります｡

下の方の｢なお､ -｣以下が問題となった｡ 40㌫

をいかにも強制的に突きつけたような感じだからだ｡

それを申し入れたら6月にこういう回答が来た｡

40㌫以上の用地取得ということは､市及び住宅公団
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の買収目標であり､どこの説明会でも常に地元土地地

権者にご協力をお願いしたものであり､用地取得の大

目標であります｡

したがってこれを変更することはできませんが､事

業実施の際には原則的には本文の回答事項が適用され

るものと解釈されたい｡

5月26日､住宅公団･扇谷弘一開発本部長名で､港北ニ

ュータウン区域土地所有者各位へ｢土地売買契約締結に

ついてお願い｣という文書が流された｡その中に､この

ところ急激に新契約･追加契約が殺到､ 6月14日の新都

市計画法施行の日から免税の恩典がなくなる-とある｡

反対だった人たちが推進者との話し合いにより､ニュ

ータウン計画に理解を深めていくなかで､この免税が､

迷っていた地権者の売却同意を手助けした｡公共事業へ

の土地売却は､ 1,200万円を控除しさらに1/4課税となる

というのが邑典だ｡

5月14日､日本住宅公団の土地区画整理事業が決定し

た｡正式名称は第1地区が横浜国際港都建設事業　横浜

北部新都市第1地区土地区画整理事業､第2地区が横浜

国際港都建設事業　横浜北部新都市第2地区土地区画整

理事業｡

7月1日段階の買収契約状況を次頁に載せる｡ (資料

14)

買取率は34.4㌫まで上がってきた｡

土地買収に伴う問題は､土地の売買だけにとどまらな

い｡離作､立木､竹林､栗林の補償問題がある｡家屋移
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(資料14)用地買収契約状況(昭和44年7月1日現在)

(単位　ha､コンマ以下四捨五入)

地区 ����ﾉH8靖zb�属地買取率 

面積契約面積 冤ｩ����lｩ���

中 川 地 区 从ﾘｷi]ｳ��繝3��332紕�102.435.334.5 中川59.521.636.3 塔R�3#ゅ�3"纈�

大棚16.47.244.2 ��B縱b��C�繧�

茅ヶ崎88.137.242_2 ���B緜Cb經C�綯�

勝田46.718.539.6 鼎"���"�3#偵R�

南山田83.432.138_5 鉄ゅC#�經3U���

北山田92.533.536.2 涛"纉32�#3R縒�

東山田42.114.835_1 都�緜#R紊3R纈�

小計　519.5　　195.3　　37.6

都 ��ﾉgｳ�2��"ﾃ��R綯�7.ll.522.3 

田 ��Xﾄc�b繝b�33r縒�32.811.434.6 

地 �8ﾉ_ｳ#r�3偵C3B�2�59.517.729.7 

区 �')]3S"緜�ゅs3R綯�71.221.730.4 

川和41.515.637.5 �3r�3�2繝3r���

佐江戸27.59.434.2 �#B��ゅ�32繧�

小計　178.7　　　61.4　　34.4　　232.0　　　74.2　　32.0

新地 ��h買#ゅS��經3b纈�27.411_040.2 

田区 ��hｶy63#R��b��#2纈�29.65.317.9 

小計　　53.5　　16.5　　30.8　　59,7　　　16.3　　28.6

山地 内区 ��63�3宝cSR��3偵R�155.555.235.5 

小計　139.6　　　55.1　39.5　155.5　　　　55.2　　35.5

地区外　　　101.9　　　24.9　　24.4

合計　　　993.2　　353.1　35.6　1025.3　　　353.1　34.4

公共用地　　11.3

そ　の　他　　　20.9

総　　計　1025.3　　353.1　34.4　1025.3　　　353.1　34.4
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(資料15)公共用地の取得iこ伴

う損失補償基準(抜粋)

(用材木の伐採補償)

土地等の取得または土地等の

使用に係わる土地に用材林の立

木がある場合いにおいて､これ

を伐採することが相当であると

認められるときは､次の各号に

掲げる額を補償するものとす

る｡

-､伐期未到達立木で市場価

格のあるものについて

は､伐期における当該立

木の価格の前価格と現在

から伐期までの純利益の

前価合計額との合計額か

ら､当該立木の現在価格

を控除した額

二､伐期未到達立木で市場価

格のないものについて

は､伐採除却に通常要す

る費用相当額とそれぞれ

次に掲げる額との合計額

から､伐採により発生し

た材料の価格を控除した

額

ィ､人口林については､現

在までに要した経費の後

価合計額から､現在まで

の収益の後価合計額を控

除した額

口､天然生林については､

伐期における当該立木の

価格の前価額

(果樹等の収益樹の伐採補償)

土地等の取得または土地等の

使用に係わる果樹等の収益樹が

ある場合において､これを伐採

転はもっと後になる｡

対策覇の用地対策委員会の中に､離作料の基準設定小

委員会ができたのは5月28日だ｡

メンバーは次の通り｡

会　　長　北見　正義区長

山内地匿　徳江　義治　青木　公雄

中川地区　金子　　保　鈴木　　清　市川　藤吉

新田地区　山本　光雄　吉田　時雄

都田地区　中山　六郎　菅沼喜代造　平野　正二

7月8日､ 7月14日と会議をして基準が決められた｡

離作料は農地の賃貸借当事者間において問題とされる

ものであり､当時者間において解決されるべきものであ

るが､対策協議会において総意を持ってその基準を設定

するよう要望されたので､委員会は各方面から資料を集

め､慎重に検討し次の結論を得た｡

1.離作料の基準設定に関する基本的事項

(1)農地法に基づく正規の賃貸借契約であること

(2)小作料の支払は､法に定められているとおり毎年

支払われていること

(3)契約に基づき農地として肥培管理をしているこ

と

2.離作料については､本委員会は､収益還元方式を

基準として設定する｡その基準は別添資料1の通りであ

る｡ (別添資料略)

3.この収益還元方式に別途経営規模縮小による損失

補償方式と税務署による小作地の相続財産評価基塗を個

人の経営状況により参酌して考慮する｡その基準は別添

資料2の通りである｡

以上を基本条件として提案するが個々において本条件

では解決し得ない事例が出た場合は､農業委員会が行う
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調停または民事調停法による農事調停に附されることも

あり得るだろう｡

公共用地取得に伴う雑作料は､建設省は年間収益の3

年一6年と規定し､電源開発は4年-6年とばらばらに

なっていた｡このため買収に直接あたる現場がたいへん

困ることから､ 37年6月29日､閣議決定で｢公共地の取

得に伴う損失補償基準要綱｣が制定され統一された｡

それによると借地権､地上権､小作権などの権利は地

代､家賃､小作料または賃借､権利金､権利の存続期間

その他の契約内容､収益性､使用の態様等を総合的に比

較考慮して算定する､となっている｡

対策協の中に補償小委員会ができたのは7月19日だ｡

メンバーは次の通り｡

山内地区　徳江　義治　青木　公雄

中川地区　金子　　保　鈴木　　清　市川　藤吉

新田地区　吉田　時雄　秦　　正治

都田地区　根本　清治　信田　幹部

港北区役所　北見正義区長

7月23日､ 7月28日､ 8月5日､ 8月29日､ 9月11日､

9月29日､ 10月8日に委員会は開かれた｡

会での結論は次の通り｡

7月､公団から｢港北地区用地買収に伴う物件の伐採

補償の取扱いについて｣という文書が出された｡

1.補償対象物件は先の通り

ア　用材林木(松､ヒノキのみ)

イ　竹林

ウ　永年性作物(果樹-栗が代表､茶､桑等)｡植木

は別途補償

2.補償基塗と補償方法

IOI

することが相当であると認めら

れるときは､当該立木の正常な

取引価格と伐採除却に要する費

用相当額との合計額から､伐採

により発生した材料の価格を控

除した額を補償するものとする

2.近傍同種の果樹等の収穫

樹の取引の事例がない場

合においては､前項の規

定にかかわらず､果樹等

の伐採については､伐採

除却に要する費用相当額

と次の各号のいずれかに

掲げる額との合訂額か

ら､伐採により発生した

材料の価格を控除した額

を補償するものとする｡

-､未収益樹については､

現在までに要した経費の

後価合計額

二､収益樹については､残

存効用年数に対する純収

益の前価合訂額

(竹林の補償)

土地等の取得または土地等の

使用に係わる土地に竹林がある

場合(こおいて､これを移植する

ことが相当であると認められる

ときは､第29条に準じて算定し

た額を補償するものとする

2.前項の場合において､こ

れを伐採することが相当

であると認められるとき

は､当該竹林の正常な取

引価格と伐採除却に要す

る費用相当額との合計額

から伐採ににより発生し



た材料の価格を控除した

額を補償するものとする

3.近傍同種の竹林の取引の

事例がない場合において

は､前項の規定に係わら

ず､当該竹林の平均年間

純利益を資本還元した額

と伐採除却に要する費用

相当額との合計額から伐

採により発生した材料の

価格を控除した額を補償

するものとする

ア　日本住宅公団の｢公共用地取得に伴う損失補償

基準｣による(資料)

イ　すべて伐採､除却補償とする

3.補償額(平方でT,当たり)

ア　用材林(林齢1 -15年-51円､ 16-39年-56円､

40年以上-89円)

イ　竹林　208円

ウ　永年性作物　205円

4.補償物件の申請､契約､支払の方法

(1)申請の方法

ア　物件所有者は別紙の補償物件申請書を44年

〇月〇日までに地元用対委員(協議会の用地対

策委員の略)まで提出して下さい※露盤誓tDh,i

イ　提出された申請書は用対委員において確認さ

れた後､各地区の農協がとりまとめ公団に提出

されます｡

(2)契約について

ア　土地売買契約と同様一括代理契約とします

イ　契約代理人は土地売買契約の代理人としま

す

ウ　一括代理契約に必要な委任状は､提出された

補償物件申請書を公団が確認した後､それに基

づいて塗備しますので､これに記名､押印して

用対委員に提出して下さい(用対-用地対策)

エ　伐採､除却期間は44年12月～45年3月末日と

します

補償物件申請書を記入される時のご注意

日本住宅公団は､皆様のこの申請を基にして､後口

確認の上補償物件伐採補償契約を締結して､補償金を

お支払いします｡
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なお､この契約は立木等伐採補償契約として､土地

売買契約と別途の契約として､個別契約をしないで同

時期に全体の一括契約とします｡まな　代金の支払に

ついては､補償契約締結時に50%を支払い､残金は伐

採を公団が確認した上でお支払いします｡

(記入方法以下略)

用材林木､栗､竹林補償の計算方法などの詳細は､

資料として載せる｡

ここに1枚の念書が残っている｡全文を載せる｡

今主事
ノしゝヽ　エゴ

金子　保殿

日本住宅公団と吉野昭治以下355名との問に昭和44

年5月29日付をもって締結した港北地区第1次土地売

買契約書(農地分)第15条の規定に基づき下記のとお

り措置するものであるので､念のため申し入れます｡

記

1.土地売買契約第1条の土地に存する果樹(植木を

含む)については別途

｢公共用地の取得に伴う損失補償基塗要綱(昭和

37年3月20日間議決定による)を算定の基準とし

て補償を行う｡

以上

昭和44年5月29日

東京都千代田区九段北1丁目14番6号

日本住宅公団　総裁　林　敬三

上記代理人

日本住宅公団首都圏宅地開発本部

本部長　扇谷　弘一　　印
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こうという人にこの専用地区でやってもらい､さらに生

産緑地の機能も持ってもらおうというのが､市の考えだ｡

小さい面積だと再び都市化の波に押し流される恐れがあ

るので最小20?-k以上と設定｡市街化調整区域の最低面積

も20;二名で､それに指定し転用の規制が厳しくなっている｡

市が示した基本的考え方は次の通り｡

①調査､計画等を専門家､農家の実際の知識を活用す

る｡

②地区の農業振興をはかるための組織をつくり､皆の

力が十分発揮できるようにする｡

(動旨導体制を総合的､能率的にする｡

④補助､融資､利子補給を重点的かつ優先的に行う｡

ア　農地の集団化をはかるための交換分合等に対し

ては100㌫補助する

イ　土地基盤整備は十分なものとし､事業費の100㌫

を補助する

ウ　都市との調和をはかるための緑地帯造成等の事

業については100㌫補助する

エ　農業近代化のための技術導入や農業施設設置事

業､生活環境整備のための事業､生産対策や流通

対策の事業などの共同的なもの公共的なものにつ

いては80㌫の補助をする

オ　個人的な施設などについても融資や利子補給を

行う

この他､農地の固定資産税等も､農業の収益に見合っ

た評価にする､国税は今後交渉を進める-とし細かを点

は話し合いで決めていく､とした｡

農業専用地区については､別項で記録する｡

44年7月11円､対策協議会の北見正義会長(港北区長)
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緑区の誕生

10月1日に緑区が誕生した｡同時に誕生したのは保土

ヶ谷区から分区した旭区､戸塚区から分区した瀬谷区､

南区から分区した港南区だ｡

42年10月､飛鳥田市長は､横浜市行政区調査研究会顧

問会(会長･山口辰男横浜市大教授)に｢横浜市の都市

社会構造の変容課程に対応するため､現在の行政区画の

再編成を必要とするかどうか､再編成の必要ありとすれ

ばその具体案はいかにあるべきか｣を諮問した｡

43年5月に､顧問会の答申があった｡具体案は｢港北

区を2区に､保土ヶ谷区を2区に､戸塚区を2区に､南

区を2区に分割し､この現4区を8区に噌区するを適当

とする｣というものだった｡港北の2分区案として｢①

現港北区役所管内から元石川町･荏田町を除いた地域と

する②現港北区川和支所管内から､上菅田町､新井町を

除き山内出張所管内(元石川町･荏田町)を含めた地域

とする｣が出された｡ ｢上菅田町､新井町は保土ヶ谷区を

2分割する1つに編入する｣ことも盛り込まれている｡

これらはもちろん地元連町､町会にはかられた｡結論か

ら言うと(②が採用された｡庁舎の位置に関してはこう答

申された｡ ｢一つは現在の港北区役所総合庁舎位置とし､

一つは当地区の将来の発展動向を考慮して､国鉄と主要

道路の結節点である川和～青砥～中山周辺が適当であ

る｣｡

緑という区名は43年から｢広報よこはま｣を中心に公

募され､一番多かった緑が｢区名選定委員会｣にかけら

IJJ



れ､市会を経て決められた｡
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第3章　98%が協力､

買収の終了





21世紀の港北を築くために-｡港北区は発足して33年､

人口は22万5000人｡地方の大きな都市ともなった｡それ

なのに一つの公立高校が生まれたばかり｡行政サービス､

公共施設どれ一つとして無計画､いきあたりばったり｡

一方､農業は侵食されて､美しい緑も危なくなってきた｡

公害の街ともなりかねない｡

今日の繁栄は民間の発展であって､政治､行政は10年

以上も遅れっぱなしであり明日の港北に夢はない｡そこ

で世界的な港北ニュータウン計画の実現を柱として､港

北区新住民のために挺身したいと考え､立候補しました｡

②あなた-の期待は?　それにどう応える?

(1)区民の夢をひらく､世界に誇りうる港北ニュータ

ウンを住民の真の参加のもとに早期に建設するこ

と

(2)この大事業計画によって港北区民の長年の悩み

であった政治､行政の歪みを取り戻す

(3)住民の声による市政を

(4)行政費が計画的に前向きの運用となるよう改革

する

③身近な自分をとりまく環境一道路､下水､交通につ

いて具体的に

(1)住む人々が幸いで喜び合える港北ニュータウン

の早期完成

(2)港北ニュータウン計画に努力した直接関係者の

生活､農業対策に万全をさしたい

(3)公共住宅の増設と市民優先入居の確立

(4)高速鉄道および都市計画道路､河川､上下水道の

早期完成

(5)教育施設の完備､青少年に夢を､老人に夢を､人

づくりの市政

II5

(資料16) ｢港北ニュータウン地

域内Iこ暴ける東京重力株式会社

港北緑Iこ関する協定書｣

(昭和46年12月22日､港北ニ

ュータウン開発対策協議会4兜

区常任委員長､日本住宅公団理

事首都圏宅地開発本部長･扇谷

弘一､東京電力株式会社送変電

建設所長･横山英雄､横浜市長･

飛鳥田一雄著名)

(第1条､ 2条略)

(工事着手の条件一用地)

第3条　東京電力は､既設送電

線(港北線)を都市吾十画道路I ･

321西神奈川元石川線の敷地内

(原則として中央)に移設し､

移設する送電線の建設に必要な

土地は､幅員約8㍍で既設送電

線下で買収し､買収した土地は

市に無償譲渡する｡譲渡の時期

は､土地区画整理事業計画の認

可前とする｡なお､道路敷地内

に設置した送電線の用地占用料

は､市と東京電力との間で別途

協議する｡

(工事着手の条件一買収価格)

第4条　用地に買収価格は､近

隣または類似地域(こおける地価

公示価格､取引事例の価格並び

に港北ニュータウン建設地域の

実情等を総合的に勘案して決定

するものとする(時点修正を含

む)｡

(中略)

(工事着手の条件一既設線の

撤去)

第8条　東京電力は､既設線の

撤去に際し､地上及び地下の構



薬物は､すべてその責任におい

て完全に撤去するものとす

る｡

(後略)

東京電力港北線昇圧実施要綱

1　暫定補強工事

(1)路線名称　港北線(154

KV　送電線)

(2)工事区間

ア　住宅公団開発地区内

4.3km (緑区荏田町～港北区大

熊町地区)

イ　鉄塔基数　14基

(No35-48)

(3)工事対象となる鉄塔基

敬

ア　割込鉄塔　　4基

(No36､ 38､ 42､ 43)

イ　本工事鉄塔　2基

(No47､ 48)

ウ　暫定建替　　3基

(No41､ 45､ 46)

エ　残置流用　　9基

(No35､ 36､ 37､ 38､ 39､ 40､ 42､ 43､

44) (注)No47については､住宅

公団と設計協議するものとす

る｡

(4)補強後の電圧　港北線

275KV

(5)その他

ア　回線数　　2回線

イ　電気方式　3相3線式

中性点直接接地方式

ウ　導体方式　2導体

(6)工事実施期間　工事着

手後5カ月

2　住宅公団開発地区内の建替

工事

(6)緑を守り､都市農業の開発と育成

緑区が分区して初めての選挙とあって緑区も港北区も

ほぼ2倍という厳しい選挙となった｡

港北区の立候補者は12人､定員は6人だ｡

前村仲蔵　49　社会　現

石川-ナ　66　諸派　現

田口良作　41公明　現

古市堅太　58　民社　新

山本光雄　54　無所　新

中村幸義　58　自民　新

市川　信　71

三谷重患　69

金子　保　54

酒井吉和　39

天野十郎　47

勝野忠義　39

諸派　現

自民　現

無所　新

社会　新

自民　新

共産　新

山本光雄氏は対策協の新田地区常任委員長だ｡当選は

酒井､田口､前村､勝野､古市､三谷の6氏であった｡

私は次点の次で5,000票以上だったことに感謝した｡

現在､港北インターチェンジを降りニュータウンを通

り､ 246号線に向かうには新横浜･元石川線を使うのか普

通だ｡この幹線の中央に高い送電線が走っている｡これ

が中央分離帯の役目も果たしている｡この形になるには

東京電力と何度かの交渉がある｡

東電の送電線は3線が架設されている｡甲信幹線､黒

部幹線､港北線だ｡港北線は父･平蔵の時代から東電と

｢土地使用協定書｣が結ばれていた｡ 32年7月の協定書

では､東方町蛇谷の使用が書かれている｡ 34年からは私

との契約になってさらに大原が追加されている｡今契約

書が手元にあるのは､中丸の地は吉川磯右ヱ門さんと､

大原の地は松本金作さんと結んでいるのかある

ニュータウンで問題になったのは､ 44年に東電が昇庄

増強のため鉄塔の建て替えを､対策協に申し入れしてき

た｡44年に事業計画の認可を通産省から受けていること､

立ち入り許可を知事から受けていることなどが書かれて
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いた｡ただし､摩擦が予想されたので実際の立ち入りは

行われなかった｡

45年4月9日､対策協の北見会長､金子保､松沢健三､

山本光雄､信田隆治副会長名で飛鳥田市長へ､ 4月16日､

北見会長名で東電㈱送変電建設所の横山英雄所長宛公文

書を送った｡

主旨は､超高圧線が市街地を通る港北線の昇圧には賛

成できない｡鉄塔はニュータウン区域外にするか､不可

能なら地下埋設の方法を取って欲しい-というものだ｡

その後何度かの交渉後､ 46年12月22日｢港北ニュータウ

ン地域内における東京電力株式会社港北線に関する協定

書｣が結ばれた｡署名者は松沢､金子､山本､信田各常

任委員長､住宅公団の扇谷開発本部長､横山所長､飛鳥

田市長｡

内容の主旨は､送電線は西神奈川元石川線の敷地内に

移す｡必要な土地は幅員8 ㍍で既設送電線下で買収し､

買収した土地は市に無償譲渡する-というものだ｡(資料

16)

埋蔵文化財の発掘

45年には文化財-の取り組みが始まっている｡港北･

緑区には居住跡､貝塚､古墳などの遺跡が多い｡市教育

委員会が予備調査を始めた｡

2月に横浜市埋蔵文化財調査委員会が｢港北ニュータ

ウン文化財調査実施要綱｣をつくり､ 45年度に2回にわ

け実施調査をしたい､とした｡

｢港北ニュータウン文化財調査についてお願い｣とい
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(1)路線名称　港北線275K

V送電線(麻生線66KV併架)

(2)位置　都市計画道路I

･321西神奈川元石川線

(3)工事区間

ア　住宅公団開発地区内

(緑区荏田町～港北区大熊町

内)

イ　鉄塔位置　横浜市と協

議して決める

(4)その他

ア　回線数　　2回線(麻

生線66kv 2回線併設)

イ　電気方式　3相3線式

中性点直接接地方式

ウ　導体方式　4導体

(5)工事実施期間　工事着

手後1カ月

(資料17) [日本住宅公団が施行

する港北ニュータウンの土地区

画整理事業地区内の埋蔵文化財

発掘調査に関する覚書]

(昭和46年12月28日　港北ニ

ュータウン開発対策協議会の4

地区常任委員長(松沢健三､金

子　保､山本光雄､信田隆治)､



日本住宅公団首都圏宅地開発

本部長･扇谷弘一､横浜市長･

飛鳥田一雄が署名)

港北ニュータウン開発対策協

議会(以下｢対策協｣という｡)､

日本住宅公団(以下｢公団｣と

いう｡)及び横浜市(横浜市教育

委員会を含む｡)は､公団が施行

する土地区画整理事業地区内の

埋蔵文化財発掘調査について､

次の通り覚書を交換する｡

(目的)

第1条　この覚書は､公団が施

行する土地区画整理事業地区内

における埋蔵文化財発掘調査の

実施にあたり土地区画整理事

業の施行との調和を図るととも

に､発掘調査費用の分担等につ

いて定めることを目的とする｡

(発掘調査等)

第2条　発掘調査は､次のとお

りとする｡

(1)発掘調査は､公団と市と

の委託契約に基づき､市が実施

するものとする｡

(2)発掘調査の対象遺跡は､

200箇所以内とする｡

(3)発掘調査の詳細は､ ｢横

浜市文化財保護措置要綱｣及び

別に定める｢港北ニュータウン

文化財調査実施要綱｣による｡

(発掘調査期間等)

第3条　発掘調査期間等につい

ては､次のとおりとする｡

(1)発掘調査期間は､昭和45

年度から昭和48年度までとす

る｡ただし､公団の施行する土

う文書が配られたのは5月だ｡市教育委員会教育長･平

島進と市埋蔵文化財調査委員会委員長･朝比奈貞一の連

名である｡同時に｢市内の郷土民俗資料の保存について

お願い｣という文書が配布された｡昔の農耕具､漁労具､

台所道具類生活様式を知るのに必要な古文書､絵画など､

その他昔の身の回り用品､祭礼用具の類など､廃棄する

前にご一報を欲しいという内容だ｡発信は市教育委員会､

市文化財研究調査会､市埋蔵文化財調査委員会だ｡

この地区からは多量の埋蔵物が発見され､貴重な遺跡

が発掘された｡対策協と市､公団との覚書､協議書はじ

め文化財については別項で書いておきたい｡

6月に､ニュータウン区域内の市街化区域と市街化調

整区域が決定した｡

45年12月11日から46年3月いっぱいにかけ､公団によ

る家屋等の準備調査が行われた｡基礎計画を立てるため､

移転が必要な人等の基礎資料となるものだ｡家屋の規模､

庭の大きさ､畜舎､作業場などが対象となった｡

46年1月18日､横浜市は｢港北ニュータウン基本構想｣

を発表した｡基本的には43年の計画概要と大きな変化は

ないが公園緑地､商業業務施設､インフラなどより詳し

くなっている｡ (資料18)

構想説明会は常任､事業対策委員80人に対してが最初

で以降各委員会で行われた｡ 2月15日事業対策委員34人

が出席｡公団から作業スケジュール､モデル住区の説明

があった｡委員会の中に基本構想を検討する小委員会の

設置が決まった｡ 2月26日､小委員会が開かれ25人が出

席｡交通輸送､緑の体系､商業業務計画を検討｡公団は
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2,500分の1の図をつくりさらに検討することとなった｡

3月16日､小委員会に22人出席､次の施設について市

と質疑応答が行われた｡

火葬場-必要性は分かるがニュータウン内には好ま

しくない｡

墓地-難しい問題なので､寺院の意見を聴取する｡

清掃工場-公害防止対策等の問題について､担当局

の説明を聞く｡

配水池-市に任せる｡公園等の施設とマッチさせて

作って欲しい｡

4月27日､小委員会に18人出席｡マスタープランを地

元に持ち帰り検討することとなった｡ 5月13日　工9人出

席｡ 6月1日､ 20人出席｡いずれも小委員会で､地元の

意見の報告が行われた｡

43年以来公文書のやりとりで､対策協と市の間で懸案

となっていた問題に計画事業費の負担がある｡ 46年6月

30日､松沢､私､山本､信田の常任委員長と飛鳥田市長

との間で覚書が交わされた｡

3月3日､対策協は市長に次の要望を出した｡(前文略)

1.地区内について

(1)都市計画街路

公共事業として採択されることを条件として市の

提案通りとする

(2)駅前広場

用地は公共用地として取り扱う

(3)公共公益用地

35㌫の減歩内でおさめること

(4)駅舎建設費

負担しない

jI9

地区画整理事業に支障がない

と､対策協並びに公団が認めた

場合には､この限りではない｡

(以下略)

費用については､総額4億円

とし､分担は覚書に限り市1/3､

公団2/3としている｡問題にな

るのは第3条(1)の｢ただし･-｣

以降の文面だ｡

そこで､協議書が結ばれ､対

策協､公団が認める条件をあげ

発掘調査を昭和52年度までとし

だ｡ ①土地区画整理事業の早期

完成に支障ないよう､発掘調査

の早期終了に最大限の努力をす

る②市､横浜市埋蔵文化財調査

委員会は毎年4月､対策協の定

例会に訂画を報告し､進捗状況

を対策協の毎月の定例会に報告

する⑧調査､同終了後の取扱い

は地権者､対策協の支持にした

がう｡





なお､本件要望事項については昭和46年3月20日まで

にご回答願いたい｡

遅れはしたが､ 6月30日､市長からの回答があった｡

(前文略)

ご要望事項については､基本的原則として了承いたし

ます｡

ただし､ 1-(4)については､高速鉄道計画についての

関係諸機関との調整もあり､計画確定の段階まで上水道

同様保管といたしたい｡

また､補償費1-(6)については､土地匿画整理法の規

定もあり､原則として施行者負担となりますのでご理解

をお願いします｡

なお､但し書き事項の諸施設の建設時期については､

ニュータウンの機能に支障を来たさぬよう最前の努力を

致す所存であります｡

(後文略)

公団は､公団開発区域の大まかをスケジュールを発表

している｡

7月4日､ ｢港北ニュータウン小規模宅地所有者の会｣

が結成された｡通称､宅地会という｡総会決議文の後半

でこう述べている｡｢ニュータウン計画及びその実施に対

(資料18)港北ニュータウン計画基本構想

1.現況

計画区域は横浜都市圏の中心より北西約1.2キロに位置し､南北5キロで面積2,530haであ

る｡また､北側台地部分､中央低地部分､南側台地部分､西側台地部分からなり南部､中央部､

東部にかなりの集落が入り込んでおり､､その戸数は約12,000戸､人口約45,000人となっている｡

周辺には東側より第3京浜道路､東海道新幹線､東横線があり､西側には東名高速道路､国

道246号線､東急田園都市線､南側には横浜線が通っている｡河川ま鶴見川が東側から南側に流

れ､支流の早淵川が計画区域の中央低地部分を東西に流れている｡この早淵川を中心に区域は

北部丘陵､南部丘陵に2分されている｡　(現況図､現況土地利用区分は概出で略)
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2.土地利用計画

開発地区(1 ,391ha)

日本住宅公団開発地区

(1324ha)

その他の開発地区

(67ha)

農業専用地区(230ha)

その他地区(909ha)

(図は概出で略)

3.人口計画

横浜新都市第一地区　　公共用地

(554ha)

公益用地

横浜新都市第二地区　　住宅用地

(770ha)

商業業務用地

その他

市営勝田団地(14ha)

北山田第一地区(38ha)

ll i和高校(15ha)

早淵川沿地区(329ha)

新吉田町周辺地区(304ha)

東方町周辺地区(214ha)

川和町地区(62ha)

計画区域内人工定着状況図1ニュータウン全域ー 

300.000 250.000 200.000 150,000 璽塵 {5 �� ���3�B繝�9�ﾂ����ｸﾏi&8ｿ�&霎i�8暫����##2ﾃ�C9�ﾂ��ｸ+ｸ,ﾉ�ﾉ&霎h�ｲ������S��ﾂ�D��

/ ��37i55// ��
I/ 蔦ｳｶ末末亦ﾓ��

0年55年60 
________i 

45年7.500人年度 

昭和45年4月現在区域人口は45,000人である｡公団開発区域における公団の集合住宅を中心

に52年度から54年度にかけて人口増加が急激な上昇を示し､ 55年度以降は一定の上昇をたどる｡

昭和60年度においては開発地区230,000人(公団開発地区220,000人､民間開発地区10,000)
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その他地区70,000人となり､ニュータウン計画区域内は300,000人となる｡また､人口密度は公

団開発地区170人/ha､ニュータウン全域では120人/haとなる｡ (人口密度-クロス)

(表略､クラフ入る)

4.交通輸送計画

(1 )鉄道輸送計画

建設方針(1 )横浜都心方面の強化(2)通勤輸送対策

建設順序　　〉　今後とも関係機関と打ち合わせの上､素案を提示する

建設方式　　〉

建設時期　公団開発地区人口定着が､ 52年度から予定されている｡したがって53年度後

半には3号線を必要とする｡

(2)道路網計画

(1 )東京都市群地域を対象とした各ゾーン別将来発生交通量を推定し

(2)その交通量と質に対応できるよう道路網を設定

(3)ニュータウン区域内の道路の段階構成の明確化

(道路パターン　略)

5.公園緑地計画　(略)

6.施設計画

(1)社会福祉施設　保育所　老人福祉センター　児童館　精薄児施設　身障児施設等

(2)社会教育施設　文化センター(図書館､美術館､ホール等)は中央公園に隣接させる｡

文化財保存地､スポーツセンター等

(3)学校教育施設

学校区については高等学校1枚､中学校2-3校､小学校4-5校を学校群として形成

させる

(4)医療施設

施設名　　　総合病院　　　　医療センター　　　一般診療所

成人病センター　(専門医診療所)　(内科､小児科等)

設置場所　　中心地区に設置　各地域センターに　各住区ごとに設置

設置

(5)行政管理施設

国の施設　郵便局　電報電話局　税務署　簡易裁判所　労働基準監督署

県の施設　警察署　同派出所　県税事務所　公共職業安定所

市の施設　総合庁舎　土木事務所　消防局出張所

(6)その他の公益的施設

火葬場　公園墓地　清掃工場　配水池　バス営業所　同交代基地　市営高速鉄道等

(7)施設計画

施設別所用面積表　　面積(平方m)　面積比率%
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社会福祉施設　　　　104,300

社会教育施設　　　　127,250

学校教育施設　　　1 ,319,000

医療施設　　　　　　　99 ,000

行政管理施設　　　　　54,010

その他公益的施設　　　518,780

合　　　計　　　　　2,222,340

(2,530haの)

0.4

0.5

5.2

0.4

0.2

2.1

8.8

注1 )上記の施設は､人口30万人に対応するものである｡

2)設置場所について(公団開発地区､それ以外の地区等)は､未定である｡

3 )各施設を機能別に検討し､併用など用地の育効利用(こついては､今後の研究課題

である｡

4 )面積は敷地面積で､既存施設も含む｡

7.商業業務施設看†画､

ニュータウン商業業務施設について次の基本的な考え方により公益型を採用した｡

1.ニュータウンを横浜の副都心として位置つけ､横浜商業核(横浜駅西口､伊勢佐木町)

との競業関係にたつ｡

2.モータリーゼーシヨンの急速な進展と将来の情報化時代に対応する｡

3.大規模な商業核が形成され広域生活圏に主体性をあく｡

施設の配分構成として

中心センター;文化的､社会的施設等と一体化させて形成される商業業務施設集団｡

地域センター;高速鉄道駅中心に形成されるセンター｡

地区センター;各住区に形成される日常最寄り品を主とするセンター｡

なお､中心センターを含めたセンター地区の開発主体､開発手法等について､今後の課題と

して検討する｡

8.供給処理施設訂画､ 9.農業整備計画､ 10その他地区は省略
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し､会員相互の共通の利害について､総意を結集し､関

係当局にその主張を強力に働きかけ､平和と建設的な生

活を確保することを､ここに決議いたします｣

会長は､岸田秀男氏､事務局長は高橋幸三氏だ｡

以下省略するが､顧問として阿部春男(県議)､前村仲

蔵､酒井義弘､古市堅太､田口良作､勝野忠義(以上市

読)の各氏が名を連ねている｡宅地会は､以降しばらく

の間反対策協の姿勢を見せていたが､やがて市民参加と

いうことで何度か顔を合わせ話していくうちお互いが理

解し合うようになりのちには協力して取り組むようにな

る｡

このころから､公団では土地利用の基本設計(1/1,000)

に取りかかり､市と対策協との検討を重ねる｡

8月に『港北ニュータウン』が創刊された｡タブロイ

ド4ページで季刊発行だ｡

10月17日､中川地区連合町内会主催で､ニュータウン

に関する住民集会が開かれた｡市からは市長はじめ関係

局部長､公団からは南部総裁以下局部長が出席､町民は

約600人が参加した｡

全体にわたる質問は私が行い､各地[X'.に関する問題は

その地匹の町会長が行った｡スケジュールで､飛鳥田市

長は48年度中に仮換地の発表､ 55年度完成を言明すると

ともに､ 40㌫買収に応じた人(-正直者)には､絶対馬

鹿を見させないとここでも発言した｡

47年3月7日の渋沢クラブを皮切用こ､ 4月30日の港

北匿役所での会合まで30回に渡り､公団の基本設計地元

説明会が持たれた｡1/1,000図の説明で地権者を中心に2,
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416人が出席した｡

ここで事業の順序､工事の順序が示された｡工事は､

整地､道路､排水､舗装､公園緑地､上水道､ガス､電

気の8種類だ｡

説明会が始まる1カ月前の2月､公団は｢土地区画整

理事業における補償について｣という小冊子をまとめた｡

補償をするのは①土地の立ち入りに伴い損失が生じた場

合②建築物等の移転または除却をする必要が生じた場合

(D土地を使用する必要が生じた場合｡

補償の種類は次の通り｡

建物補償､工作物補償(独立工作物､付帯工作物)､立

竹木補償(庭木類､用材木､収穫樹､立竹)､立毛補償(各

種農作物)､営業補償(休業､営業規模縮小､廃業)､離

職者補償､墓地移転補償､祭配料､畜産等に対する補償､

土地利用に伴う補償､その他通常受ける損失補償｡

3月17日､宅地会から私宛に突然こんな主旨の公文書

が送られてきた｡｢住民参加の都市づくりといわれている

が､そこに大いに疑義があり当会誕生の必然性がある｡

次回の協議会の改選では､誰もが納得する選出をして欲

しい｡住民参加の実をあげるよう謙虚に模索された

い｣

5月2日､ニュータウン開発対策協議会の第4回総会

が､中川中学校体育館で開かれた｡対策協の委員の任期

は2年で3月に任期が切れた｡この時の常任委員は52人

で市長委嘱だった｡専門委員(3つ) 105人､委員107人

で､計264人(団体等の推薦委員含む)｡今田から常任委

員は会長委嘱となり､その他の委員を含め186人が新委員

となった｡

常任委員長は松沢健三(山内)､山本光雄(新田)､中
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山恒三郎(都田)の各氏と私(中川)｡

市の計画局が5月に｢計画概要説明書｣を書いている

が,その中の資金計画(46年単価)では､総額2,593億円と

し､内訳は公団の区画整理事業費1,280億円､公団地区を

除いた地区の都市施設の事業費に197億円､既開発地区内

の都市施設整備に6億円､農業専用地区開発に30億円､

ニュータウン地区外で関連するため整備を要する都市施

設整備に478億円｡この他､市街化調整区域となっている

その他の地区の土地基盤整備事業費､都市施設整備事業

費に600億円､計3,193億円としている｡

夏から県内広域水道企業団の送水管敷設工事が始まっ

た｡人口30万人になったら1日7.5万トンの水が必要とな

る｡早油川を暁に南北2系統から給水し配水池は池辺町

に造られる｡約6,500で,-,の敷設で工期は15カ月｡

8月30日､建設研究会が発足した｡以降､多くの研究会

が作られるが､これが第1号だ｡委員は地元､市､公団､

農協から選出された｡この研究会は換地後の土地利用が

テーマで､第一に不動産経営の調査研究をすることとな

る｡

研究会は､ 1年後の48年8月､ 5つの部会を持つこと

になる｡第1部会は人口計画と土地利用計画について､

第2部会は日照等指導要綱･建築基準条例について､第

3部会は工事期間中の生活対策について､第4部会は農

業的土地利用について､第5部会は屋敷林の保存につい

てである｡ (49年10月に第6部会･人口計画と日照及びア

パート､マンション経営と採算性､第7部会･農的利用

と屋敷林の保存について､第8部会･地元参加によるタ

ウンセンター用地の利用について､が設置された｡同12

月に第9部会･非農家(工場､商業関係)の生活対策の
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が事情聴取に来て､中川地区対策協の土屋事務局長と話

し合った｡後日､私や大嶋氏ほか何人かは検察庁で参考

のためと事情聴取されたが何らやましいことはない｡

これとは別の側から税務署が調査を始めた｡無申告で

悪質だと本来の税額に重加算税､延滞金を取る､と発表

した｡ところがこの件では､事前に公団は課税対象にな

らないと言っており､協定を結ぶ際､公団は国税と事前

協議をして了解を取っておく-としたが､公団がそれを

していなかった｡

対策協は公団と十数回の会議を重ねたが､いい案は出

ず公団の大村副総裁､首都圏本部長の扇各氏と相談｡交

渉役として､税務に精通している奈良氏を紹介された｡

以降､奈良氏と土屋事務局長が国税庁と交渉し､非課税

となった｡

未使用金があり､これをどうするかということになり､

郷土誌をつくろうと決まった｡

こういうこともあった｡奈良氏と税務署長に対し公団

と対策協の間で当事者としての請書の締結をしている､

と述べた有力者がいた｡これは勘違いだ｡公団は公田施

行法で委託者は地方公共団体､またはそれに準ずる団体

とされている｡公団と北農協の問で請書の締結はされて

いる｡しかし､当時の農協法ではあっせん業務は禁止さ

れていた｡だが､ニュータウン事業は地域全体の浮沈が

かかり､さらに国家的要請の事業であり､農協は締結し

たが事務を除く業務は対策協が行い､そのことは公団も

認めた｡農協の公団への請求書は事務費となっている｡

48年に入り､市のニュータウン全体の基本計画､事業

計画､施行規定がまとまり3月3日､市会全体協議会で

説明された｡計画方針として①緑の環境を最大限に保存
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する都市づくり② ｢ふるさと｣をしのばせる都市づくり

③安全な都市づくり④高い水準のサービスが得られる都

市づくり-が書かれている｡

地元説明会は5月21日の北山田公民館を皮切りに､ 7

月1日の港北公会堂での地区外地権者対象まで､ 39回開

かれ2,081人が出席した｡質問で多かったのは移転補償関

係で159件､以下事業関係133件､施行規定関係123件､基

本計画関係111件となる｡

説明会が開かれている間､ 4月1日､飛鳥田市長は港北

ニュータウン開発審議会に､開発計画(莱)について諮

問した｡ 4月17日の第1回をスタートに12回の会議が持

たれ､ 12月5日答申書が出された｡ ｢今後この事業は本基

本計画(莱)にしたがって推進されるべきであるが､将

来起こりうる社会､経済事情等の変動の際には､大局的

判断にたった弾力的な運営が望ましい｣とまえがさの最

後に書いている｡

審議会の委員は次の通り｡

会　長　川口　正英(市議会議長､町田善太郎前会長

は5月定例会で交代)

副会長　石崎　　武(市議会副議長､大久保英太郎前

副会長は5月で交代)

委　員　(学識経験者)

入沢　　恒(横浜国立大学教授､都市計画)

大曽根鐘- (横浜北農協組合長､農業)

河合　五一(横浜国立大学教授､建築)

川崎　万博(神奈川新聞社顧問､言論)

成田　頼明(横浜国立大学教授､土地法制)

植　　幸雄(横浜市立大学教授､経済地理)

松井　達夫(早稲田大学教授､都市計画)

山本　幹夫(帝京大学教授､公衆衛生)
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横山　光雄(日本大学教授､地域計画､造園)

李家　　孝(横浜商工会議所名誉会頭､商工)

(関係行政機関の職員)

今野　　博(建設省都市局技術参事官)

佐藤　久衛(運輸省大臣官房参事官)

渡辺　兵力(農林省農業総合研究所長)

山東　良文(首都圏整備委員会事務局計画第

1部長)

下田　泰助(神奈川県企画調査部長)

神戸　　正(神奈川県農業総合研究所長)

(市長が必要あると認める者)

川俣　勝一(市議会第1委員会委員長)

松村千賀雄(　　同　　　　副委員長)

草野　　威(　　　　　同　　　　)

鈴木　長之(同　第4委員会委員長)

掛川　通利(　　　同　　　副委員長)

門司　　傭(　　　　　同　　　　)

松沢　健三(対策協議会山内地区常任委員長)

金子　　保(　同　　中川地区常任委員長)

山本　光雄(　同　　新田地区常任委員長)

中山恒三郎(　同　　部田地区常任委員長)

林　　隆善(日本住宅公団理事首都圏宅地開

発本部長)

*途中､役職交代で辞任した委員は岩田太郎(北農協

顧問)､遠藤保成(県総務部長)､松村千賀雄､馬場正､

田中文一郎､佐藤武一､瀬乃間功､堀内太平(以上市議

会)

土地区画整理事業が始まる前に､転業や就職の塗偏を

しょうと地元相談所が､市により開設された｡相談員は
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コンサルタント､市職員｡

3月28日　北農協山内支所

4月3日　北農協中川支所

4月7日　茅ヶ崎公民館

4月11日　北農協本所

4月16日　北山田クラブ

3月30日　柚ノ木クラブ

4月5日　東山田公民館

4月9日　北農協都田支所

4月13日　北農協新田支所

4月18日　仲町会金子入公民館

公団施行の土地区画整理事業は､ 3月に市との協議を

終え県との協議に入った｡縦覧は10月14日から始まり､

2週間で1,814人が縦覧｡

11月8日､県知事の津田文吾氏苑に私の個人名で｢意

見書｣を提出した｡主旨は､ ①地元が協力してここまで

きたので､無秩序な意見で変更にならないよう望む②計

画人口は最小限である③高校用地の確保は調整区域内で

十分確保できる④公共事業費の一層の増強を⑤本計画は

既に7年が経過している｡地元民は生存の危機にすらあ

るので､できるだけ早く認可する方向で審議を願いたい

-というものだ｡

48年の秋にはこんなこともあった｡ニュータウン内道

路の最重要ともなろうと言う都市計画道路･新横浜元石

川線の公害防止を旗印に､荏田団地居住者を中心に反対

運動が起こり着工できないと言う｡ 10月7日､市長は反

対運動代表と会い､振り分け道路の追加など4条件を提

示した(｢神奈川新聞｣による)｡

4地区の代表は､直ちに市議会の)旧ユ正英議長に請願

書を出した｡

9月には､東方町ゴミ焼却場建設反対同盟(委員長･

武田貞助氏)が､市に反対の陳情書を提出した｡主旨は

こうだ｡ ｢私たちは新横浜元石川線が完成の時点で､農業

が終わるのでは､と危惧している｡当地は何十年もの間､

横浜市民に毎日新鮮野菜を出荷し､ニュータウン計画に
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も最大に協力をしてきた｡最新の設備を備えるとはいえ､

農地を買収してここにゴミ焼却場を建設することに反

対｣｡この運動の中心は農業後継者の青年隊だ｡建設予定

地は公団施工地区と農業専用地区とにまたがっていた

が､結局東方西地区-と変更になった｡ただし､ 52年7

月12日､都田地区対策協議会と連合町内会で､ 50人参加

の環墳事業局港南･南戸塚清掃工場見学会を行い､清掃

工場-の認識は大いに変わったようだ｡

49年1月18日､ 4常任委員長は飛鳥田市長を訪ね､意

見書を1月の県都市計画地方審議会になぜかけなかった

かなど質問した｡市長は答えた｡ ｢センター地区予定地で

貴重な埋蔵文化財遺跡が発見され､全国から保存すべき

との声が出たため｣

49年3月29日､神奈川県都市計画地方審議会は､公団

施行区の土地区画整理事業について､ ①過小宅地の問題

②文化財と環境保全の意見をつけ県知事に答申した｡

7月21日､第一地区のD-9.10で仮設工事が始まった｡

造成工事に着手だ｡工事用道路､防災用ダムの建設､伐

採伐根､樹木移植､甫圃造成工事､仮移転用用地の整地

などだ｡

7月29日､協議会の4常任委員長ら代表は､公団の南

部総裁と会い､工期は遅れないよう､造成期間中の生活

対策での配慮､換地での地元研究会の成果の活用､港北

開発事務所の機構の拡充を要望し､書類で提出した｡同

じ7月(日時不明)に市長とも会い同じような内容の確

認をしている｡

津田文吾県知事は､建設大臣に施行規定及び事業計画

を申請した｡亀岡高夫大臣の事業認可が決まったのは8

月27日だった｡当初の予定よりここで既に2年の遅れと
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なる｡この時点での住宅数は2,540戸､造成のため移転の

必要のある家は1,573戸で､主に谷戸部分に住んでいる｡

9月に､建設研究会が地権者を対象に｢住宅､土地利

用等に関する意向調査｣を実施し､ 12月に結果が出た｡

2,377人が回答し､ 51㌫が先行造成地への移転を希望､換

地後の農的利用を考えている人は19㌫-などが分かっ

た｡

暮れになって､造成工事に引っかかり､公団と補償交

渉がまとまった南山田町の原田さんら4家族が仮住宅の

あるすみれが丘に引っ越した｡

50年に入ってすぐ1月7日､地元会社設立のための塗

備委員会が公団会議室で開かれた｡造成工事が始まると

移転があったり､農業の規模縮小が余儀なくされる｡そ

の対応が迫られてきた｡

とりあえず設立準備委員会が発足した｡委員は次の通

り｡

〈山内地区〉

松沢健三　青木公雄　徳江義治　鈴木光治

(中川地区〉

金子　保　鈴木　清　小島善治　大嶋正三郎

〈新田地区〉

山本光雄　吉田時雄　川島　清

く都田地区〉

中山恒三郎　管沼喜代造　信田隆治　宮川金次

しかし､ 6月になり準備委員会は解散となる｡ 4地区

結束してというのが無理ということになった｡中川は全

地区がニュータウン地区で､遊休者も多く設立意欲も高

い｡他地区は一部のため消極的なことから中川単独で設

立､ということになる｡この地元会社設立を含め､生活
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対策は別項でまとめて書くので､ここで設立まで書いて

おく｡

7月に地元会社､北都企業㈱が設立された｡

仕事らしい仕事もなくなった350人(遊休労働者)が参

加しての設立総会であった｡業務内容は公園緑地などの

維持管理､植木などの育成､造園工事等｡

役員は次の通り｡

社　　　長･皆川　亮一　　専務取締役･大久保久夫

取　締　役･松本　静雄　　取　締　役･男全　曲治

同　･高橋　良雄

同　･閑　　散一

同　･鈴木　貞助

監　査　役･金子　　保

同　･田丸　政治

同　　･飯田　恒雄

同　　･皆川　健一

同　･金子三千男

同　･大嶋正三郎

50年1月25日､地下鉄3号線建設問題調査会(会長･

細野日出男氏)は､市長に中間報告書を提出した｡同会

は49年9月から現地調査を含め8回に渡り審議をし､結

論はまだ出ないが審議経過と技術的検討結果を報告し

た｡

市策定の原案-横浜駅西口一松本町一栗田谷一六角橋

～篠原町一新横浜

A　　　　案-横浜駅西口～西神奈川町～六角橋一岸

根町一篠原町～新横浜

B　　　　案-横浜駅西口一三ッ沢下町一三ッ沢上町

一片倉町一三枚町～新横浜

技術的には3案とも特に支障はない､としている｡

2月に土地区画整理審議会委員の選挙が行われる｡公

団の区画整理事業に意見を述べたり､同意を与えたりす
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るのか大きな役割｡選挙権があるのは①投票日現在､確

定選挙人名簿に記載されていること②施行地区内に所有

権または借地権を有している-この2つの条件を持つ

人｡ 2月9日に投票が行われ､第二地区は無投票､第一

地区は投票となり､ 75㌫の投票率だった｡任期は5年で､

以降の委員を含め資料として一覧表にした｡

4月21日に第一地区の､ 4月15日に第二地区の第1回

の会議が持たれ､第一地区は会長田丸政治､会長職務代

行岸田秀男､第二地区は会長松沢健三､会長職務代行中

山恒三郎となった｡

同時に評価委員､施工者(公団)選任の学識経験委員

が決まった｡

･第一地区(継続審議となり､ 9月に決定)

滑川正之(横浜地方法務局川和出張所所長)

今里　明(日本不動産銀行不動産鑑定部長)

釜谷敬三(日本不動産研究所不動産鑑定部長)

淵上　臣(淵上不動産鑑定事務所所長)

近藤忠臣(横浜市計画局計画部長)

飯田澄男(横浜市港北区課税課長)

中島七郎(東京土地区画整理協会顧問)

･第二地区

飯田澄男が遅沢孝男(横浜市緑区課税課長)に替

わる以外は6人とも同じ｡

･学識経験委員(第一･第二地区共通)

茂森　拓　　斉藤竜太郎　　森　道夫　　田代政治

渡辺孝夫　　島崎得之肋
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第4章　スケジュールの遅延



50年11月26日､対策協の11月定例会がニュータウン建

設事務所で開かれた｡

ここで公団から工事スケジュールの延期が出された｡

首都圏開発本部長の話の主旨はこうだ｡｢今までのスケジ

ュールは47年につくられたもので､建設大臣認可までに

2年の遅れが出た｡新たにスケジュールをつくり睦した｡

公団は最善を尽くすので権利者の皆さんも協力いただき

たい｣

開発事務所長と事業計画課長から詳しい説明があっ

た｡延期理由として①大臣認可の遅れ②仮換地前に､造

成工事のための家屋移転､土地使用の交渉に入ったがこ

れが大変に難航した｡交渉対象が多く公団側の人員不足

もある-とした｡

さらに､時期をこう説明した｡ ｢地区内全域の造成工事

完了時を62年度としたい｡ 60年度も可能性があるが､こ

のためには地区外仮住居用地の手当が適切に行われたと

いう条件がつく｣｡

埋蔵遺跡が出てきたり､造成工事の進み具合を見てい

て遅れるなあ､とは感じていた｡しかし､ 7年の遅れと

はあまりにも長すぎる｡席上､反論､異論が出たのは当

たり前のことだ｡私の頭にすぐ浮かんだのは､仕事らし

い仕事もできなくなっている人たちの生活のことだ｡

公団開発区域内のlXL域決定時(44年2月)に3,300人だ

った権利者数は､事業認可時(49年8月)には､ 5,600人

になっている｡一部は小規模ディベロッパーの開発によ

る増加であり､残りは用地のみの取得者だ｡これが後の

公団の土地区画整理事業で大いに苦労することとなる｡

12月に各地区で対策会議が開かれた｡｢市や公団は百姓

をだました｣ ｢62年などというなら土地は売らなかった｣

との意見が出て､中川地区は断固抗議し対策協議会に参
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加しないことにした｡

51年1月5日､中川地lxT常任委員長･金子保名で飛鳥

田市長､南部総裁宛内容証明書を送った｡ほとんど同じ

なので市長宛のものを全文載せる｡

工事スケジュールの見喧しについて

標記の件について昭和50年11月26日､港北ニュータ

ウン対策協議会11月定例会において日本住宅公団より

発表された工事スケジュール即ち昭和60年･ 62年完成

案について当地区においては地元地権者の総意を代表

し左記理由により貴職に対し通知するものである｡な

お､回答を1月15日までに文書により寄せられたい｡

中川地区は全地区がニュータウンに含まれており､

したがって55年完成に合わせ生活設計を真剣に考えて

いた｡ 7年完成が遅れればこの間の生活をどう補償さ

れるのか死活の重大問題であるので､貴職の6大事業

として公約し着手した以上その責任において即時60

年･ 62年案を撤回し､当初の事業計画書通り55年完成

を再確認されたい｡

右が文章により確認できない場合は当中川地区は今

後一切の協力を拒香いたします｡

1月14日､市長から回答があった｡ ｢事業認可が2年遅

れたこと､オイルショックによる社会情勢の重大な変化

があったこと等によりスケジュールの再検討が必要にな

った｡今後も難関を突破し事業遂行に全力投球をしてい

〈｣旨が述べられていた｡

これでは納得できないと､ 1月20日､中川地区対策協

は工事計画の順守を求めバス6台に360人を乗せ市庁舎

玄関先に乗り込んだ｡ムシロ旗を持ち頭には-チマキを

まくという姿は農民の怒りを表す｡ -チマキには｢港北
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ニュータウン　55年工事完成要求｣という文字がくっき

りと書かれている｡市は急拠､港商業高校体育館に会場

を設定し市長以下幹部も出席し抗議集会となった｡私は

ここで､ 55年の工事完成と､万が一遅れたときの生活補

償を求めた｡最後は大嶋副委員長が｢今日の抗議文-の

回答を1月31日まで欲しい｣旨述べ平行線をたどった集

会は終わった｡この時の抗議文の全文を載せる｡

飛鳥田市長よ　市の六大事業の一つであると自ら公

認した港北ニュータウンを沈没させるな!

1.市長よ､あなたは昨年11月26日､港北ニュータウン

開発対策協議会11月定例会において､日本住宅公団を

して､当初住民との約束でもあり､建設大臣による事

業認可書に基づく､昭和55年造成工事の完成という公

約を一方的に踏みにじり､昭和60年または昭和62年に

完成がずれ込むと発表させたが､このことは､法律的

にも道義的にも非常に重大なる問題であることを承知

してのことであるか｡

1.私達､関係住民はこうした一方的な発言は絶対に容

認しないし､市長の真意とすれば､関係住民一丸とな

って反対に立ち上がるであろう｡ 7年間の工事延長に

より住民の受ける牛活苦はどのようなものであるか理

解できないであろう｡永年すみなれたこの地を捨て他

国-移住と言う事態も起き得る状況をあなたは~どう考

えるのか｡港北ニュータウン施行地区内の住民を､棄

民として考えているのか｡

1.私達は､市長が初めてこの構想を発表した10年前か

ら､市長のあなたを信じ､理想都市の建設という大義

のため､先祖伝来の土地の4割買収に応じ､更に3割

5分の公共減歩の負担を受け入れ､また､埋蔵文化財

の保存保護調査にも協力し､数億円の負担も甘受して
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いる｡私達はそうした中で､残された僅かな土地で立

派にそれぞれの生活を確立すべく研究を重ね､昭和55

年対応を胸にえがいてきたが､これらは総て水泡に期

す危険が生じている｡私達の忍耐にも限度のあること

を充分承知されたい｡

1.建設大臣の認可と共に､区画形質の変更､使用収益

の制限等により､少しばかりの家屋の増改築の申請で

すら､公団の同意を得るのに数ヶ月もの月日を要する

始末であり､自分の土地や家屋ですら､自分の生活の

ために思うように使用収益が図れないということが7

年もの歳月が更に加われとすれば､私達は何をもって

生活を維持すればよいのか｡

1.市長よ､あなたは､私達住民に対してこう約束した

ではないか､住民対話による街造りであると｡また､

正直者には絶対に馬鹿を見せないと｡私達はこうした

公職にあるあなたの言葉を信頼してきたが､今はその

信頼は失われつつある｡

あなたが､私達住民との約束を守り､以前の信頼関

係を求めるならば､港北ニュータウンは当初の約束通

り55年までに完成させるとの決意を新たにすることで

あり､口先だけでなく､自ら陣頭に立って地元対策協

議会等に出席することであり､誠意を見せることであ

る｡

1.市長よ､あなたが､マスコミや国に向かって立派な

ことを言われるように､善良な市民であり住民である

私達をだますようなことはするな｡市民である私達に

ペテン師と言われた〈なければ公約を守れ｡

昭和51年1月20日
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所を決定権のある開発局に格上げせよ､の二点｡公田の　(資料19-1) ｢特別な用地の説

回答は①工事完成には最善を尽くし､工事計画62年案は　開会｣

白紙に戻す｡生活保証は難しいが今後市､公団､地元と

話し合い工事を推進したい②事務所を拡充するよう検討

する､であった｡

以降､中川地区は対策協の会議出席も拒否した｡この

間工事遅延の補償を求め､市､公田と交渉を続けた｡ 4

月1日には公団総裁と会談｡ 2月の抗議集会の2点のほ

か次の2点を約束した｡ ①55年以降に工事が遅延した場

合､生活再建措置を行う②工事については､各地区平等

に進める｡こられはやはり対策協の中で要求していくの

が筋だ､ということとなり4月27日の定例会から出席し

同会も再会された｡工事の遅れを契機にここで､スケジ

ュール見出しに伴う協議会の組織検討委員会の設置が央

まった｡

調査の説明会は次の日程で行

われた｡

3月2日　山田小学校

3月4日　川和町中山商店ビ

ル

3月7日　荏田小学校

3月9日　中川小学校

3月11日　茅ヶ崎町公民館

3月16日　横浜北農協新田支

所

3月18日　横浜北農協本所

3月23日　勝田小学校

(資料19-2) ｢特別な用地｣ Iこ関する申出的査(要旨)的香の実施Iこあたって(昭和51年2月)

地権者各位

日本住宅公団港北開発事務所　所長　川手　昭二

次に掲げる特別な用地に換地をご希望の方は､同封の[申出書｣を提出してください｡

①センター用地　　　　　　　　駅前などの商業施設用地

②アパート･マンション等用地　アパート･マンション及びガゾノンスタンド等の施設用地

⑧工場･倉庫･資材置場等用地

④集合農業用地

この調査は､特別な用地に関する皆様のご意向を換地に反映してゆくうえで､きわめて重要

なものとなりますので､そのご意向をお持ちの方は同封の説明書等をよくご覧のうえ､必ず所

定の期日までにあ申し出くださるようご案内申し上げます｡

■この調査の目的

今回､日本住宅公団が行う土地区画整理事業は､港北ニュータウンの主軸ともなるべき事業

でありその目指すところは､港北ニュータウンを｢魅力ある都市｣にしようということと､他

区内の土地を生活の基盤としておられる地権者の方々の｢生活対策を確立｣する方法とをあわ

せて考えてゆこうというものです｡

143







(資料19-3) ｢特別な用地｣申出的査結果概要

去る3月8日から実施されました

｢特別な用地｣に関する申出調査の

受付は､ 5月31日をもって締切られ

ました｡

申し出は､ 5月の連休明けから本

格化し､特に締め切り2前週間の期
間に申し出の大半が集中しました｡

港　北　第　1　地　区

この結果､計画面積に対し､申出面

積が満たない部分や､かなり上まわ
った部分もあり､今後､区画整理審議

会の意見を聞きながら､必要な調整

がはかられることになっています｡

申出人及び申出面積は､下表のと
おりです｡

A �"�C 韮�計 

タウンセンター 剞¥出面積 ��Cづ#���52,620 鼎�ﾃ#���51,100 �#�2ﾃ����
人数 鼎b�81 田��ll �#�r�

堅 剛 �42�申出面積 �#2ﾃS���17,300 �3Bﾃ3���8,300 塔2ﾃC���

人数 ��B�19 鼎r�3 塔2�

ロ ��ﾈ�lｩ���29,400 �#rﾃ����34,900 �#�ﾃ#���113,300 

セ ン 剞l数 ��2�34 鼎2�7 涛r�

ノヽ ��ﾈ�lｩ���3900 �#3���9700 ���15,900 
タ I 剞l数 釘�4 鋳��B�() �#"�

申出面積 釘ﾃ����500 唐ﾃ#���4,600 ��rﾃ3���

人数 �"�I ��B�2 ����

アパート. 

マンション等 

工場.倉庫等 

申出面積 人数 ���㊨ �"�④ �B�計 
33,100 �3"ﾃS���35,600 ��3Hﾔ����105,000 �3C�ﾃ����

27 �#"�ユー 塔b�75 �#3��

i申出面積 鉄�ﾃ����

人数 鉄R�

集合農業用地 ��ﾈ�lｩ���187,000 
人数 田"�

港　北　第　2　地　区

〔注〕
A～D　規模･形態による区分

イ～ヌ　位置による区分

①-⑫　位置による区分
面積の単位は辛方メートル

A 傳 劔C 剩B�剏v 

タウンセンター 剞¥出面積 �#3Rﾃ3���塔津����剴Cづ#����74,800 剴CCづ#���
人数 田����#2�剴sr��17 剴#ッ�

勘ヾ �7｢�申出面積 田BﾃS����3rﾃC���剴Sbﾃ�����19,100 剴�srﾃ����
ー画 一セ ン タ 剞l数 �3"�鼎B�剴s���7 剴�S2�

へ ��ﾈ�lｩ���ll,100 �17,200 劔24,400 剴#づ�����81,500 
I 剞l数 唐��#"�剴32��6 剴c��

近 隣 �6r�申出両横 �2ﾃC���塔���剴2ﾃ�����1,600 剴津c���

人数 �"��"�剴B��1 剴��

チ ��ﾈ�lｩ���6,600 �17,200 劔35,000 剴Bﾃ�����62,800 
セ ン 剞l数 澱�����剴C���2 剴sR�

リ ��ﾈ�lｩ���2600 �4700 劔8300 剴�c����17,200 
タ I 剞l数 途�"�鋳�R�劍�����冤 1 剴���

メ ��ﾈ�lｩ���1,800 �2,100 劔2,700 剴���6,600 
人数 ����2�剴b��0 剴���

アパート. マンション等 剞¥出面積 人数 �R�⑦ �(③ 刧H 刧O 劍t｢�⑫ 剌` 
23,200 �3づS���田"ﾃ#���唐ﾃ#������2ﾃ#����81,300 ��Rﾃ�����3C�ﾃc���

24 �3��鼎b�白�侘2��53 唐�偖ﾈ��

工場.倉庫等 剞¥出面積 田Bﾃs�����偖xﾘyE�iw�&��劔�ﾈ�lｩ���剴�s�ﾃ����
人数 都"�劔劔�ﾉ�B�剴sR�
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5月31日､集合農地希望者の会(代表･岸忠男､会員

19人)は､第二地区審議会･松沢健三会長宛に｢港北ニ

ュータウン茅ヶ崎町集合農地換地に対する要望書｣を出

した｡その主旨は次の通り｡

｢特別用地｣換地に関する申出調査は､先祖伝来の

既得権を有する権利者たるわれわれに対し事前に何等

説明了解を得ることなく行った｡一方的､独裁的で絶

対容認しがたい｡しかし､ニュータウン全体を考える

と多少の犠牲は止む終えないと考え､次の事項を強く

要望する｡

①われわれは､当分の間農業経営の継続を生活の基本

と考えている｡換地に際しわれわれの希望を十分配

慮されたい｡

②集合農業用地は､経営が十分営める土質地形とし､

造成は一般宅地造成とされたい｡

③住宅と耕地は不可分の問題があり､耕地はできる限

り近接したところに換地されたい｡

これまで｢港北ニュータウン中川地区対策悌議会｣と

して取り組んできたが､工事の延期で組織見直しの意見

が出てきた｡このままでは運動の広がりもなく､農家中

心の組織では力も弱い､宅地会にも参加を呼びかけよう

ということとなった｡ 6月5日から7月4日にかけ数回

の話し合いが持たれ､共同し地区全体で運動していくこ

ととなった｡ 9月25日､中川小学校で｢港北ニュータウ

ン対策中川住民協議会｣設立総会が開かれた｡副会長に

岸田秀男氏が就任したのをはじめ､宅地会から役員も多

く選出された｡両者の関係は今まで決して良好というわ

けではなかった｡その大部分はお互いの情報不足､コミ

ュニケーション不足が原因と思われる｡以降､お互いに
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会議に出席したり､招待したりが重なり理解を深めてい

くことになる｡

51年8月26日､第一地区審議会､ 28日､第二地区審議

会で公団が説明し基塗地積が了承された｡これは換地計

画の基準となるものだ｡

造成工事に伴う集団移転の問題が急を告げてきた｡公

団施行地区には約2,300戸の家があり､このうち1,500戸

が移転の必要がある｡さらに､早く換地して家を建てた

いが計画に協力してそれを控えている人は400戸とアン

ケートに.HJ.ている｡地区外のすみれガ丘団地に90区画､

霧ガ丘団地に100区画の仮移転住宅(-先行造成地)を用

意しているがとてもその数では追いつかない｡地区内で

の先行造成地の選定が始まった｡

先行造成地は第一地区で93. 17?-7,.第二地区で143.60?-''L

必要で　両地区の防災ダムは31カ所作られる｡工区名で

いうと第一地区が中川地区1.2.3.4､南山田町､牛久保､

大棚町､東山田町1,2.3､工事用道路､ 11､都市計画道路

中山北山田線｡第二地区は勝田町､大棚町､池辺町､佐

江戸町､都市計画道路3.2.3｡

相木集落は､造成計画が大規模造成に替わったため､

川和荏田線沿いの21戸が集団移転の必要性が出てきた｡

公団との交渉は50年11月から始まり､ 51年5月に仮契約

を結び､同年12月から52年1月にかけ､同じ柚木内の先

行造成地の仮設住宅に引っ越した｡

茅ヶ崎町の先行造成の話は､ 51年11月18日から始まっ

た｡公団から井形･菅原課長､篠田係長が来宅し補償､

工事､防災ダムなどの原案を説明｡農業継続希望者には
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早淵川沿いに20,ニんを用意するなどの話だった｡12月21日､

公民館で地元役員に説明がなされ､ 52年1月18日､ 54人

の参加のもと地元説明会が開かれた｡
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第5章　対策協議会の

衣替え



昭和51年10月16日､開発対策協議会の第6回総会が開

かれた｡ 4月以来､組織検討委員会が重ねられ､そこで

の検討に基づき組織替えが行われ名称も｢港北ニュータ

ウン事業推進連絡協議会｣に｡大きく変化したのは､協

議会に市､公団が入ったことだ｡さらに､地区対策協議

会に商工業､勤労者の代表がともに参加したこと､ 4地

区代表と市､公団の代表で合同協議会がつくられたこと

が特徴になっている｡ 2月24日､補償問題研究部会が設置

され､ ①公団が支払う土地使用料の基塗改訂の検討(D補

償金(建物等移転補償)の単価基準改訂時点での問題点

の検討③建物の中断移転-を検訂することとなった｡

横浜市港北ニュータウン事業推進連絡協議会組織図 

顧問 港北区緑区 県市会議員 �(会長副会長) 俛�����ﾙ���8ﾇh柯ｼxﾖ�fｲ�6ｨ8X�ｸ5�4X98ﾉｩ�ﾙYB�fｹYI�i78�9�c�&霎b��c)&霎b��騫ﾙ�(ｶ8檍檠+r陞�+y�9yﾒ�E�hｺi:��xﾘy�xﾘy+r�E�h効醜檍檠+r驂霎iE�h侯���&霎i�鞜Hｺhｶ8橙�

[二重二二日[重畳圃 i総会ii合同協議会i 

i(専門幸貴会)i 

i事業荘重貴会ーi生活対策委員会i農業対策委員会i 

恒星_葦_令;也_琴_葦_会i恒_究_旦_令: 

I 

占]五重]国立2:轟 
(構成) i 山内地区対策協 �2靹�fｸｾb�醜檍檠+r�

4.その他 

il 議会中川住民協議会新田地区対策協議会都 

委事委生委鹿妻事委生委農委事委生委農委 劍馼勾�h勾E��
貝楽員活貝 ��楽員楽員海員業員業民活民業員 仂i.X��､ﾈｼb�
会対会対云 ��対会対会対会対会対会対会対会 ��陞��陞����
窮策窮策策策策策策策窮策 

補償問題研究部会の委員は次の通l) 0

徳江　義治(山内)　　唐戸藤太郎(中川)

吉田　時雄(新田)　　菅沼喜代造(都田)

青木　公男(山内)　　金子三千男(中川)

織茂　保五(中川)　　鈴木　　清(中川)

佐藤　鉄男(中川)　　牛島　三義(税理士)

加堂　　宏　　中村規矩天　　井形　増書
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沢口　健一(以上公団)

小林　弘親　　金子　光一　　渡　　幹夫

(以上横浜市)

土地使用料については､公団と49年9月1日､ 50年3

月31日､ 52年9月1日､ 53年4月14日に覚書､確認書を

交わしている｡土地使用料の改訂(値上げ)が行われた

のは52年4月1日からだ｡

51年以降の土地区画整理審議会は換地設計方針､換地

設計基塗､土地評価基準の審議を重ねてきた｡ 52年にな

り､ ｢港北ニュータウン第二地区一般小宅地地権者住民一

同｣から公団の島田局長､市の飛鳥田市長宛に要望書が

出された｡要望項目は①移転は直接移転とし､増築計画

着筆にとっては早期移転を希望いたします②平坦または

南傾斜地であること③将来的にも交通災害の発牛をみな

い所④路面交通以外の公共交通機関に近い所(その距離

は徒歩にて10分以内であること) ⑤公園や緑地にできる

だけ近い所⑥水害等天災の心配のない所⑦高圧線の申し､

点より200で,-J:1上離れていること⑧埋め立て地でないこ

と(現在の所有地の地耐力と同等であること) ⑨同区内

であること｡

10月31日から12月17日まで第二地区の仮換地の供覧が

始まった｡第一地区は53年2月20日から4月28日まで行

われた｡供覧できるのは公団から通知のあった人､また

はその人の委託を受けた八一となる｡対象者は3,098人､

実際に供覧した人2,359人｡

公団ではこの間､個別対応も実施した｡

2月20日から3月13日まで一般宅地で､各町内ごとと

地区外の人を対象にスケジュールを組み説明が行われ

た｡この後意見書や要望書が寄せられた｡意見書は859件
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あり､ 5月26日から7月19日まで提出者への応対説明が

行われた｡意見書で詳細に計算し意見を出した人もいる｡

一般地権者対策研究会のなかには補足説明まで出された

人もいる｡

衣替えした港北ニュータウン事業推進連絡協議会は専

門委員会の担当内容も明確になった｡その後各専門委員

会や､合同委員会(4地区の協議会止副会長と専門委員､

市､公団)が開かれ､検討会が持たれた｡牛活対策委員

会の中にニュータウン･コントロール研究部会(-NT

C)が発足したのは52年1月22日｡ここで環墳保全協定､

街づくり建築協定を検討､研究することとなった｡

NTC部会会員は次の通り｡

金子三千男(部会長)

森　　正治　　鈴木　光治　　徳江　義治

富川　金次　　内野孫左衛門　信田　隆治

関　　敬一　　金子　　保　　小泉　　清

渡辺　忠吾　　鈴木　　清　　田中　千秋

大曽根鐘- (北農協)

川手　昭二　　支倉　幸二(以上公団)

小林　弘親　　高井　　労　　渡　　幹夫(以上南)

4月5円の第3回NTC部会で､準工業地域設定で公

団から次のような説明があった｡

予定として､第一地軸ま第3京浜に沿った東山田町､

第二地区は同じく第3京浜沿いの勝田団地北側を考えて

いる｡246号沿いの希望もあったか用途地域指定上の問題

から両地区1カ所とした｡ただ､第二地区はバスターミ

ナルと関達しもう1カ所必要かもしれない｡第一地区も

道路との関連が出てきていて､現在検討中だ｡
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5月26日の生活対策委員会で､委員会内研究班として

｢ニュータウン建築協定研究班｣の設置が決まった｡第

1回の会議は6月23日開かれセンター地区､アパート･

マンション地区､工場倉庫地区､集合農地地区､一般住

宅地区に分け､それぞれの建築協定項目を検討すること

となった｡

研究班のメンバーは次の通り｡

金子三千男　　鈴木　　清　　徳江　義治

飯田　恒雄　　関　　敬一　　沼田　　知

内野　義宣　　内藤　正康　　岩崎　駿介

高井　　労　　金子　光一　　渡　　幹夫

川手　昭二　　支倉　幸二　　清水　　浩

その後､かく地区ごとに検訂する必要があるというこ

とで､ 1地区2人のブロックリーダーが選ばれた｡次の

人たちだ｡

○山内地区

内野孫左衛門　井上　邦男　　田中　　進

鈴木　光治　　古山　忠三　　徳江　義治

横溝　　実　　松沢　健三

○中川地匿

今西　与-　　織茂　保正　　小泉　行夫

野村　良博　　山田　　晃　　大塚　棄-

吉良　　敏　　武井　俊一　　谷口　　武

織茂　　清　　本多　好夫　　内田　和夫

細岡悠紬明　　長谷川万蔵　　鎌田美代子

木村　　馨　　片岡雄一郎　　鈴木宏三郎

三須　芳信　　小島　善治　　唐戸　次郎

長沢　助大　　関　　孝雄　　佐藤　鉄雄

山崎　　潜　　金谷　兼雄　　遠藤　　徹

常沢　　薫　　吉野　誠一　　吉野　敏雄
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松本　静雄　　広沢　　裕　　瓜生　茂三

城田　福松　　金子修一郎　　吉野　一雄

畑　　英夫　　鶴谷　　政

(以下､ 54年7月7日追加)

菅野　保夫　　大西　利夫　　武田喜三郎

飯村　佳男　　塩沢　珪人　　政所　七郎

○新田地区

金子米太郎　　渡辺　邦士　　森　　秀夫

猿渡　　武

同研究班が最初の協定案をみんなに示したのは53年9

月の機関紙『港北ニュータウン』だ｡

51年11月から52年2月にかけ精力を注いだのは､ 55年

完成予定の遅延に伴う補償要求だ｡市､公団-何度か掛

け合った｡ 52年11月2帥こ飛鳥田市長と4地区の会長が

会い､この間題でこういう回答を得ている｡ ｢単に市に面

倒をみろといってもむずかしい｡地元で何らかの受け皿

をつくり具体策を決めるようなことができれば､市とし

ても対応したい｣

工事遅延がはっきりしてからというもの､土地を売ら

なかった人の批判は厳しいものがあった｡｢それみたこと

か｣というわけだ｡それと売った人と売らなかった人の

格差が出てきた｡公団に売ったときは土地の値上がり現

象が急totソチで続き､土地がどんどん値上がりしたから

たまらない｡売った人も｢だまされた｣という感情を持

ってもおかしくはない｡だからこそ不誠実な市､公団の

対応で地権者の不満は高まり､用地買収に応じてくれた

人達のために補償要求は力が入った｡まず格差をそのお

金で埋めなくてはならない｡
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11月11日､地元企業の2番目の会社･㈱港北サービス

が設立された｡中川地区では北都企業として先行したの

と同業の遊休労働力の活用を図り､公団用地の草刈､パ

トロール､清掃や建設業の請負をする会社だ｡山内､都

田､新田地区の人たちが設立し､資本金1,000万円｡社長

は山本光雄氏だ｡

中川地匿だけの地元企業､北都企業は1年4カ月先行

したが､苦戦していた｡地元の人は農業以外の経験も､

まして資格もない｡会社自体も同じ｡市､公団の上層部

は｢大丈夫｡仕事は回すから｣といっても窓口は入札資

格､実績を重視し当初は相手にもしてもらえなかった｡

皆川社長は仕事を取るための窓口訪問だ｡最初の仕事は

早油川のドブさらい｡肩までのゴム長靴を着ての作業と

なる｡現場に行った社長に｢あんた立ってないでここに

入ってみたら｣と言う｡現場を見に来た公団の職員に｢こ

こは通行不能だ｣と帰したり､まあいろいろなことがあ

る｡これまでと勝手が違いきつい仕事だけに｢1日1万

円は欲しい｣と言う社員も｡当時の(昭和50年)国家公

務員キャリアの初任給が8万500円だ｡

口付けははっきりしないが､このころ中川住民協と公

団で確認書を交わしている｡主旨は造成工事期間中は北

都企業の遊休労動力を活用する､同業種を圧迫しない､

港北区内に地権者の類似の会社が出来たら北都企業と同

じ便益を与える､公団発注の業務に異議を申し立てしな

い-などとなっている｡

日本社会党は52年3月ごろからガタガタしだした｡江

田三郎の離党後､参議院選挙の惨敗､さらに檎崎弥之助､

田英夫､秦豊などの離党があり､収拾のつかない状態と

なった｡そこで飛鳥田市長が委員長に-ということにな
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り､ 50年に市長の4選を果たしまだ1年半しか経ってい

ないのに12月13日､委員長に就任した｡市長兼任だが案

の定53年3月1日市長を辞任した｡途中退席は許される

ことではないが､長い間ご苦労様でした｡しかし､市長

が変わっても基盤はできているので､何ら心配はしてい

ない｡ 4月16日､市長選が行われ､ 6党相乗りの細郷道

-氏が当選した｡

細郷　道- (無)-新-341,006

朝倉さとし(請)-新-269,325

金子　駿介(無)-新-　36,981

3月31日､川手昭二氏から手紙が届いた｡公団を退職

し筑波大学に教授として転職する､とのこと｡同氏はニ

ュータウン計画の当初は港北開発事務所所長として､ 51

年からは港北開発局の事業部長として計11年間の深い付

き合いがあり､感慨深いものがある｡ (のち芝浦工業大学

教授に｡寄稿文別項に掲載)

7月15日､電柱問題研究部会が発足した｡全面地下化

を考えていたが､技術的､資金的に無理なのでどうする

かを検討する会だ｡

メンバーは次の通り｡

○山内地区

徳江　義治　　青木　公雄　　内野孫左衛門

〇〇回ii地区

唐戸藤太郎　　北村　正晴　　佐藤　鉄男

田中　正直　　井上　哲次　　木村　　斉

鎌田美代子　　石飛　副一　　定別当孝二

○新田地区

吉田　時雄

○都田地区
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菅沼喜代造　　信田　幹郎　　相沢　常吉

横浜市から5人､公団から2人｡

53年11月25日､港北ニュータウン事業権進連絡協議会

の第2回総会が港北公会堂で開かれた｡市から細郷市長

はじめ関係部局長､公団から沢田総裁以下関係部局長が

出席した｡市長､総裁ともに｢三者協力して最大の努力

をしていく｣旨の挨拶があった｡最大の関心事である工

事スケジュールについては､協議会と検討して確定した

い､とのことだった｡

最後に私が決議文を読み閉会となった｡

決議文

私たちは､この総会を契機として港北ニュータウン

建設事業-の期待とその責務の重大性に思いをいた

し､地元関係者はもちろん､横浜市及び日本住宅公団

といっそうの相互協力のもと総力を結集し､ 21世紀を

目指した人間尊重の新しい街づくりを協力に推進する

ことを本総会の総意を持って決議する｡

横浜市港北ニュータウン

事業推進連絡協議会総会

昭和53年11月25日

54年1月18日､運輸審議会が開かれ､市営地下鉄3号

線の横浜～新横浜問の事業が認められ､詔19日に運輸大

臣の免許がおりた｡7.2㌔に5つの駅が出来る｡認可に当

たりニュータウン-の延伸が前提となっている｡

54年2月17日から3月2日まで､事業計画変更の縦覧

が公団の港北開発局で行われた｡変更の主な点は次の通

り｡ (4月12日､建設大臣認可)
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①センター､工場倉庫等の｢特別な用地｣内の道路配

置の変更等

(D小規模街区の新設

③存置家屋周辺部の道路配置の修正

④集合住宅用地の配置､形状の一部変更

⑤公園の配置､形状の一部変更及び連続的な緑道空間

の変更

⑥各種公益的施設用地の変更

⑦開水路用地の廃止

⑧都市計画の変更(都市計画道路･施工区域)との適合

3月29日､合同協議会で公団施工区の造成工事スケジ

ュールが発表された｡その概要は次の通り｡次の前提条

件がそろうことでスケジュールがつくられている｡

①鶴見川の暫定改修は59年3月までに完了予定である

こと

②造成工事の標津的工期は､ 1次造成工事が1 - 2年､

2次造成工事で2-3年とLl次工事着手から供用

開始までは少なくても4年間必要

③59年4月から全面的に造成工事が出来るよう､補償

は同年3月までに全部完了すること

(スケジュール〉

1次造成工事は59年度までにすべて着手｡ 2次造成工

事は､第一地区は55年度から､第二地区は54年度から着

手｡両地区とも62年度完成｡

土地の供用開始は､第一地区は58年度から､第二地区

は57年度から順次行い､宅地の使用が可能となり､ 62年

度までにはすべての土地を使えるようにする｡

(基本的考え方と状況)
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①全地区を早く概成すること

②供用開始の初年度時期をなるべく早くすること

要移転家屋1,379戸のうち､53年度までに移転契約を終

えたのは235戸｡

(地元地権者へのお願い〉

1,補償について

①建物移転

(ア)調査､算定､検査等の期間-3カ月以内

(イ) 1件当たりの個別交渉の期間-2カ月以内

ただし､中断移転に関しては3カ月以内

(ウ)補償契約後の建物等の除去-9カ月以内

②土地利用について

調査､算定､交渉の期間-9カ月以内

2,代替え農地等について

専業農家-の代替農地の提供は､ 100㌫の収益を得

られないうちに工事着手ということになり､今後

は取り止めたい

これに対し､中川住民協は5月8日､公団の木村俊一

開発局長宛11項目の申し入れをし､ 5月11日､木村局長

名で回答をもらっている｡

<　>内は要望項目で､文章が公団回答だ｡ (要旨)

<上下水道の確保と配水池の早期完成>

上下水道は､供用開始計画に支障のないように工事を

促進したい｡配水池は､第一地区の供用開始に必要条件

であり､かつその位置を変更できないことから諸々の方

策を検討のうえ対処したい｡

<鉄道及び幹線道路用地横断道敷地の確保>

当該部分は市が施行するが､公団としても市に要望､

協力しているところだ｡今後も早期達成に努力したい｡

以下､項目だけを列記する｡

I61



･周辺主要道路の整備

･土地使用料の交渉

･先行造成地の工期

･地下埋設工事

･関連事項の総合対策

･工事公害の防止と予防

･年度別移転者の名簿作成

･仮住居用地として､調整区域内農地利用

･ *工業用地確保

これに関しては､建物所有者の一部が､直接移転の実現

の要望があった｡さらに､直接移転用地の先行造成は､

川崎市民からの抗議があり､仮換地の遅れが重なり大幅

に遅れた｡

最初に出てきた牛久保配水池は(第一地区4工区)､着

工が遅れそのメドも立っていないため権利者から返還の

請求が出された｡返してもらいその土地を利用したほう

が土地利用料をもらうよりいい､というわけだ｡

造成工事スケジュールに対して中川住民協の事業対策

委員会で何度かの会合を重ねた｡公団から職員がきて質

疑応答もあった｡まとめ役は委員長の野村良博氏だ｡同

氏は宅地会の会長､中川住民協の役員などを務める｡

ここで大きな問題となってきたのが中断移転問題と地

元住民の建築待ち問題だ｡工事を進める上で要移転は1,

500戸だが､このうち800戸近くが中断移転対象者となる｡

出来ることなら移転先の土地が整備され､宅地として

完成した所に移る直接移転が望ましいのだが､全部が全

部そうはいかない｡中断移転は､仮住まいに一時避難移

転し､本来の住宅地が完成したらそこにまた移転するも

ので､ 54年度107戸､ 55年度92戸､ 56年度185戸､ 57年度
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189戸､ 58年度202戸が予定されている｡

公団の要請は､子供の通学の関係がない人はできるだ

け金銭対応でお願いしたい-というものだ｡移転先とし

て利便性の高い田園都市線､横浜線､東横線などの最寄

りの駅中心に空き家などのデータ収集中と合同協議会で

答えた｡

建築待ちとは､地権者が家を建てたくても整地が終わ

らないと建てられないため､建てるのを控えている｡概

戌の時期がはっきりしないためいつまで待つのか-とい

う問題だ｡しかも､供用開始が第二地区が131?-,',を57年度､

第一地区は92?_7,を58年度で､概成完了は62年度という｡

さらに先行造成地に新住民が直接移転してくる｡他人の

ほうが早く使え､自分たちはそれより何年か遅れる｡ど

う考えてもおかしい｡これに対し､公団は｢本人が希望

するなら霧が丘､港南に数カ所ある土地と買い替えして

もらってもいい-｣と話す｡

この年ころの情景と思われることを､ 55年5月一63年

5月の8年間､港北開発局長だった野々村宗逸氏はこう

話している｡ (62年､荏田南小学校区地域連絡会主催の｢ま

ちの教室'87文化講演会｣で話したのを『野々村宗逸追

悼･遺稿集』に収録)｡

建築待ちをしている地権者の婦人が局長に直訴した話

だ｡要旨は-｡

｢私は事業に積極的に協力してきた｡事業計画認可

までの期間によそから移って住まいを建築した人々

は､強硬に直接移転だけを主張してきた-｡その土地を

確保するため､公団の求める借地に私は進んで応じた｡

先行造成地は完成し､直接移転を要求した人たちは私

の見ている前で､俺の土地はここだ､私はこっちのほう

がいいとやって要求が通ったことを喜んでいる｣
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この人たちは前の所有者を知らない｡しかし､あま

りに他を顧みない節度を欠く行動は､ご婦人にはショ

ックを与えた｡

｢私の家が移転できるのは､公団のスケジュールに

よればまだまだ先のことです｡私はこんなに我慢して

いるのに､あの人たちは権利のみ主張して-人のおか

げということをまったく考えない-｣

新住民の何気ない言葉が､この地域を守り育ててき

た人々にこんなにもいき場のない悔しい思いを抱かせ

る､傷つけるということは十分留意されなければなり

ません｡

工事の遅れ-の補償金問題は､地元の受け皿として何

らかの組織の設立を急いでいたが､ここでもやはり全地

域がニュータウンに入り､命運を託している中川地区と

一部がニュータウンに入る他の3地区の温度差が出てき

てしまう｡いつも早くしないと､という中川地区に対し

もっとみんなの意見を聞いて､もっと回りの様子を見て

となりがちなのが都田､山内､新田である｡

53年4月､ 4地区合同互助会結成準備会を設置｡委員

はそれぞれの地匿会長だ｡対象は最初の用地買収に協力

した1,600人で､設立趣意書､設立総会を10月4日と決め

たが9月になり､ 3地区は当面参加を見送るということ

となった｡

中川地区互助会の発足

54年6月20日｢港北ニュータウン中川地区互助会｣を

発足させた｡加入者413人で　加入金は5,000円｡
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役員は次の通り｡

会　　長　　金子　　保

副会長　　田丸　政治　小島　富治

執行委員　　栗原　芳郎　市川　正男　小泉　俊男

鈴木　光栄　長沢　定吉　関　　金三

大久保正治

監査委員　　大嶋　珪治　金子三千男

54年度の収入として①加入金-2,065,000円(413人×

5,000円)

②市事務助成見込み金-800万円÷

736×413人

③市公団融資見込み金-1,000,

000,000

④その他-10,000

となっている｡

10月12日､ 3地区の地権者を対象に｢港北ニュータウ

ン互助会｣が設立された｡会長は中山恒三郎氏､副会長

は松沢健三氏､森正治氏｡

ここにいたるまでにも再三再四､市､公団に対し補償

要求交渉を重ねた｡市､公団の考えはやはり受け皿とし

て1本化した公的組織が必要ということだった｡

11月に2回にわたり準備会を持った｡出席者は中川地

区互助会から私､田丸政治､小島善治氏､港北ニュータ

ウン互助会から中山恒三郎､松沢健三､森正治氏､横浜

市から近藤都市整備局長､竹内港北区長､梅田線区長｡

｢港北ニュータウン生活対策協会｣を財団法人で設立す

ることで合意｡

12月3日､港北ニュータウン建設事務所で設立発起人

会が開かれた｡財源は横浜市が54年度として650万円を協

会に助成し､協会から中川地区互助会に325万円､港北ニ
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ユータウン互助会に325万円を渡すといういわゆるブリ

ッジ方式が取られた｡この他に市の事業として生活相談

(200万円)､研修･講習(100万円)､見学会(150万円)､

土地利用指導(200万円)が行われた｡

理事長は港北区長の竹内重美氏､以下準備会に出席し

たメンバーが役員となった｡監事は金子三千男､佐野重

雄氏｡

財団法人の認可を得るまで書いておきたい｡

協会として市､公団と折衝を重ねるうち公団は､公益

法人でないと助成はむずかしいとの考えを示した｡ 55年

10月28日の理事会で財団法人化を決定｡ 11月11日､設立

準備委員会を設置し県に申請した｡ 56年2月21日､財団

法人の認可が降りた｡役員は次の通り｡

理事長　梅田　兼光(緑区長)

副理事長　金子　　保(中川住民協議会会長)

同　　中山恒三郎(都田地区対策協議会会長)

常務理事　佐藤　幸吉(元緑区区政部長)

理　　事　田丸　政治(中川住民協議会副会長)

同　　小島　善治(中川住民協議会委員)

同　　松沢　健三(山内地区対策協議会会長)

同　　森　　正治(新田地区対策協議会副会長)

同　　木下富士男(港北区長)

同　　近藤　忠臣(横浜市都市整備局長)

監　　事　金子三千男(専門委員)

同　　佐野　重雄(都田地区対策協議会副会長)

財源は横浜市の指定寄付金7億8000万円｡ただし､こ

のお金は公団が市に支出し､市が寄付するかたちになっ

ている｡基本財産の果実(利息を中心とした運用益)で

運営を行っている｡調査研究が大きな仕事だが､ 57年か

ら転業･開業に関する助成､ 58年から同事業に関する利
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子補給も開始した｡

54年7月2日､新横浜ホテルで合同協議会が開かれ交

通問題委員会の設置が決まった｡

委員は次の通り｡

松沢　健三(山内地区会長)

徳江　義治(同事業対策委員長)

金子　　保(中川地区会長)

野村　良博(同事業対策委員長)

山本　光雄(新田地区会長)

吉田　時雄(同事業対策委員長)

中山恒三郎(都田地区会長)

菅沼喜代造(同事業対策委員長)

河合　菊雄(横浜市都市整備局港北ニュータウン建設部長)

江口　昭悟(同　企画調整局企画部長)

村岡健一郎(同　交通局高速鉄道建設部長)

小倉　真弓(　同　　　交通部長)

金子　利雄(同　道路局街路建設部長)

清水　　浩(日本住宅公団事業部長)

工藤誠一郎(　同　　　工事部長)

第1回の委員会は10月17日開かれ委員長に私､副委員

長に山本光雄氏が選ばれた｡市の説明として､地下鉄の

ルートは原則的に道路敷き内を考えていること､工期は

大体4年間などの説明があった｡

都田小学校の生徒増で､都田西小学校(池辺町2452)

が9月開校した｡牛徒数約600人､学級数17｡

62年度造成工事完成のスケジュールを中川住民協が最

終的に了承したのは､ 55年4月5日だ｡この時､条件と
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して次の事項を申し入れた｡ (要旨)

①工期は文書にし､その変更は認めない

②直接移転を前提に､先行造成地への換地を承諾した

者が公団の都合で中断移転に変更された場合､公団

の責任で前換地以上の条件を勘案した所の換地を考

慮すること

③中断移転戸数はできるだけ縮少すること

④移転当該者の底地の着工時期にかかわらず､完成し

た先行造成地へ､速やかに移転の実現を図るため再

検討すること

⑤本移転の場所､建設可能時期については最低6カ月

以前に個人宛に通知すること｡その計画一覧表を住

民T馴こ送付すること

⑥準工業街区は早急に換地計画､造成計画を提示する

こと

⑦配水池の早期実現を

⑧第一地区第二地区連絡街路､周辺主要街路の整備は

早急に

⑨上下水道の整備は市と相談の上遺漏のないように

⑲都市ガスは東京ガス等関係期間と相談し遺漏ないよ

うに

55年2月4日､地下鉄3号線の起工式が行われた｡横

浜から新横浜までの7.1㌔問に5つの駅ができる｡開通予

定は59年4月｡細郷市長はじめ関係者が多く参列した｡

7月16日付で､新羽町連合町内会の米山沢治会長から

3号線に関し質問書が寄せられた｡前文は省略するが質

問内容は次の通り｡

①本線はその大部分がニュータウン地域の交通機関と
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する目的で建設されるものであり､ニュータウンは

すべて人為的計画により進められているもので既に

当然計画済みであったはずであり､現在にいたり重

要部分である操車場について計画変更をなされたも

のであるが､第一になぜに受益者であるニュータウ

ン地域内に計画することができないのか

②なぜ新羽町でなければならないのか今まで計画がな

かったとしたら､なぜこの期にいたるまでこの計画

を放任して置かねばならなかったか

56年4月1日には｢横浜市地下鉄3号線ならびに新横

浜宮内線新羽連絡協議会｣がつくられた｡

このころ問題になり出したのが存置エリア間題だ｡造

成地匿と既に唐住している地区とのアンバランスがでて

きた｡文字どおり土地の高低に始まり環暁の格差がでて

きた｡ 56年2月26日付で中川地区地権者名で中川地区住

民協･金子保会長宛､こんな要望書がきている｡

私たちは､誰でも住みたくなる環境の良い街造V)を

目指して､港北ニュータウン建設事業に積極的に協力

している地権者ですが､日本住宅公団から､私たちの

住んでいる所は､存置家屋として通知をいただいてお

ります｡ところが､公団の事業計画等によりますと､

存置のために区画整理前よりも整理後の方が環境が悪

くなり､たいへん不都合を宅地になってしまいます｡

そこで､昭和53年の仮換地供覧に際し､公団に意見

書を提出しておりますが､現在まで何等の問答も得ら

れておりません｡つきましては､中川住民協事業対策

部会を通じて個々の要望､意見を提出いたしますので､

組織の力で解決していただきたくお願い申し上げま

す｡

｣69



これに対し､対策協の中に存置に関する小委員会を設

け､公団とともに調査､図面の整理を行い､次のように

対処することを､ 57年12月16日に決定した｡

①宅地排水研(ます)､水道､ガス管の設置をする②従

前の出入口､駐車場の変更を必要とする場合は修理また

は新たに設置する③造成工事に基づき､石積み等を行う

必要がある場合は､原則として標準的な右横等工事を行

う｡

57年8月4日現在の存置関係者は次の通り｡

町名　　　　所有者　　　総棟数　　　内訳

(延べ人数)

東山田　　　338　　　　　399

南山田　　　　74　　　　　119

北山田　　　　47　　　　　　55

牛久保　　　　22　　　　　　26

中川　　　　138　　　　　156

計　　　　619　　　　　755

存置　　移転

374　　　25

114　　　　5

51　　　4

25　　　1

137　　19

701　　　54

56年5月11日､茅ヶ崎第5工区造成工事着工にともな

い地鎮祭を執り行った｡造成工事はあちこちで既に始ま

っていたが､地鎮祭は初めてだ｡杉山神社の神官が斉主

となり､施主は公団の港北開発局｡この工区には57世帯

が住んでいて直接移転の予定であったが､この区域を早

期に造成工事をしないと地下鉄の申請もできないという

ことで全世帯中断移転を了承し､公団が用意した早漏川

沿いの調整区域の農地に移転した｡仮設住宅は､ 54年度

160戸､ 55年度186戸､ 56年度以降307戸の計652戸が建て

られた｡

7月24日､住居表示検討委員会がつくられた｡以降7
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回の検話が加えられ58年の市議会に上程された｡ 58年8

月に公団の第一次大量入居が予定され､それまでには新

町名が必要となった｡

10月1日､日本住宅公団と宅地開発公団が統合し住

宅･都市整備公団となった｡総裁は志村清一氏｡他は変

bりなく新公団に引き継がれた｡

10月18日､牛久保10工区で住民90人により建築協定が

結ばれた｡第1号だ｡取りまとめに中心的役割をはたし

たのが佐藤鉄雄氏だ｡川手昭二氏から｢私の敷地は勝手

に利用するけれど､回りの敷地は市が禁止してくれ-と

いう人が多い中で､牛久保10工区の皆さんは身勝手な人

たちではなかったわけです｡お見事でした｣という主旨

の手紙が来た｡翌57年5月15日に市長から認可公告され

た｡ 52年から各地区で協定の検訂会が持たれていたが､

1号以降次々締結された｡

10月22日､県都市計画地方審議会が開かれ､ニュータ

ウン地区の指定変更案は原案通り了承された｡開発区域

はこれまで暫定的に第一種住居専用地域だったが6つの

用途別に指定された｡ここに至るまで､ 55年8月から市､

公団からの説明､住民の意見､地元検討会が行われた｡

一番問題となったのは第二種住居専用地域の容積率200

㌫が150㌫になったことだ｡ 200㌫は51年の建築基準法の

一部改正にともない決定された数字だ｡

11月に港北ニュータウン生活対策協会が｢土地利用意

向調査報告書｣をまとめている｡対象844戸の内776戸が

回答｡この中から自営として転業､兼業を考えている人

の仕事を多い順に並べると次の通り｡
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必要とします｡この事両基地の好ましい立地条件とし

て次のような要件が必要であります｡

(1)将来の運転計画を満足する規模であること

(2)敷地の形状として細長く取れること

(3)起伏は造成可能を程度に平坦であること

(4)地域分断を起こさない位置が好ましい

(5)用地の取得に可能性があること

(6)接続駅に近く､回送ロスが少ない位置であること

(7)準工業地域の指定が可能であること

このような要件を備えた適地を､計画路線の近傍に

求めてまいりました｡その結果､旭化成㈱所有地が適

地であるとの判断から､同社の意向を打診したところ､

基本的に了解する旨の回答をいただきました｡

しかしながら車両基地としては､細長い敷地を必要

とするため､隣接する農業用地を併せて使用する必要

がありますが､当地は前記の諸条件に極めて適合した

唯一のものであるとの判断から､この地に計画した次

第であります｡

58年に入り1月31日､主として工事公害に対し公団に

質問書を送っている｡代表者の名前は青木公雄氏だ｡質

問書を出す直接の契機は遊水池の埋め立てに多量の産業

廃棄物が投棄されているのを住民が見ていた｡

この中で要望事項として次の5点が書かれている｡

①遊水池内の産業廃棄物の現況保全

(②遊水池内における工事の即時中止

③遊水池内の換地変更

④日曜･祭日における工事の中止

⑤生活圏内の工事に関する説明会の開催

2月3日には､中川住民協の金子保会長名で公団に質
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間書というか要望書というか､こういう内容の文書を出

している｡

1.最近と言わず前からのこととして､公団は､個人

的な問題につき､足しげく公団に出向き､要求ある

いは話をする人の意向を聞き入れると言われる｡現

にそうした人の発言も多くある｡このことについて

は､私どもは公平を欠くこととして深く憂慮するこ

とである｡

2.換地･工事等の問題で､他人に影響する点が出る

としたら公平を欠くことになり､全関係者の重大な

る関心事であり､厳に慎み､かかることのなきよう

お願いする｡

3.また､一部関係役職者が交渉する場合も､多くあ

るかに聞くが､かかる場合は､組織-質問要項また

は要望等の項目及び回答等を提出して頂きたい｡

58年2月に荏田町の3カ所で集合住宅の建設が始まっ

た｡ニュータウン内での初の建造物の着工だ｡公団は3

-5階建て820戸､市住宅供給公社が11階建て､ 3-5階

建てを計8棟で310戸､県住宅供給公社が11階建て､ 4

-5階建て7棟の270戸を予定している｡

2月24日に民有地平均減歩率研究会の第1回会議が開

かれた｡これは57年ころから富川金次氏が取り上げてい

た問題だ｡メンバーに金子保(座長)､山本光雄､青木公

雄､秋澤照男､鈴木清､中山恒三郎､林三郎､宮川金次

の8氏が選ばれた｡

減歩率35㌫という数字は最初からでていた数字だ｡土

地買収以前に公団が住民から｢何パーセントの減歩か｣

と聞かれ｢公団のこれまでの平均を採ると35㌫となる｣

と答えた｡そこでこの数字が歩きだした｡
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宮川氏の主張は､民有地の減歩率は35.4㌫になってい

る､これを35㌫で換地設計せよ-ということだ｡

公団の説明はこうだ｡｢当地区では特別用地の申出調査

という特殊な方法を採っている｡センター換地に予想を

超える申し出があり､申し出の変更､撤回を提案したが

応じる人が少なく､次善策として①センター用地の拡大

②センター内の公団換地予定地の一部を民有換地に振り

替える-を提案した｡その結果が35㌫を超えることとな

った｣

6回の研究会が開かれ､ 35㌫を超えた理由が審議会､

合同委員会に報告された｡

57年8月28日､荏田と新吉田の準工業地域の地権者を

対象にまちづくり協定説明会が開かれ2地区は事情が異

なるのでそれぞれに分かれて内容を検討していくことと

なった｡検討会の討議を基に新吉田地区の協定に調印が

行われたのは58年3月13日のことだ｡主な内容は①建築

物の最小敷地面積は260平方で,-.②幹線道路に接する敷地

境界には車の出入口を禁止③駐車場･荷さばき所は敷地

内に設置④緑化率は10㌫以上⑤専用住宅の禁止など建築

物について一定の用途制限⑥隣地境界からのセットバッ

クはl f,-J:}上⑦併用住宅の住居部分の面積は120平方で,-,

以下とすること-など｡荏田地区は関係地権者34人が全

員参加で4月24日に調印された｡新吉田と異なる点は①

最小面積は220で,-,②隣地境界のセットバックは220平方で,-,

未満の敷地で50㌢以上､ 220で,-.以上ではl f,-J:1上③併用住

宅の住居部分の面積は150平方†,-,以下とする-など｡

57年の10月､ 11月になり新聞を賑わしたのが､ 3号線

が田園都市線のたまプラ-ザ駅､あざみ野駅のどちらに

接続するか-という問題だ｡市は56年1月に新横浜-あ
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ざみ野間､11㌔を2,200億円で建設する計画を立てたが接

続駅が決着しない｡最初からあざみ野を想定していた市

と､快速が止まるたまプラ-ザ-を主張する東急が対立｡

たまプラ-ザにすると1㌔の延長となり工費も200億円

増加する｡ 56年4月には美しが丘連合自治会が1万人の

署名を集め市と東急にたまプラーザに接続を､と要望し

ている｡運輸省は早く円満解決しないと免許公布も保留

したままになる-という話だ｡

両者から責任者がでて協議を続けた｡横浜市は入江企

画財政局長､佐藤都市計画局長､小倉交通局長､東急は

本社の開発､鉄道の専務､常務3人で｢6人委員会｣と

言われた｡結局59年11月､東急があざみ野駅を受け入れ

決着した｡この時記者会見をした東急の田中勇相談役は

こう話している｡｢たまプラ-ザだと川崎市の境に近くな

る｡市税を使うので市境から離れたほうがいいという横

浜市の主張は理解できる｡たまプラ-ザだと住宅地の下

を通ることになるので問題が起こりかねない｡メンツに

とらわれずに市民の声に従うことにした｣｡

58年3月､荏田地区から第1次の供用開始された｡荏

田近隣センター､集合住宅(公団､市･県住宅供給公社

の1,404戸の募集は8月から入居)､地区4号公園､児童

公園8カ所､緑道400㍍jrどだ｡近隣センターの店は生鮮

食品､米屋､家庭電気､薬局､飲食店などで8月から一

部開店した｡このほか､医院として内科､小児科､整形

外科､歯科が入り銀行出張所､郵便局もできた｡

ところが､住宅の入居率が悪く､年末になると市議会

の決算特別委員会で､佐藤安平都市計画局長が研究所や

レジャー施設､先端産業を誘致し多機能都市への転換を

図る｢実質的見直し｣をすると発言した｡
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このあたりから土地利用の促進､つまり民間活力の導

入､企業､特に研究所施設や大学の誘致などが話題にな

り始めた｡具体的には59年1月31日の4地区正副会長会

議から｢土地利用の促進について｣が議論された｡ 60年

7月14日に土地利用特別委員会が発足するがそれまでは

正副会長会議で議論されてきた｡

58年6月4日､待望の都市計画道路･新横浜元石川線

が開通した｡横浜の中心部と246号を結ぶ線でニュータウ

ンを横断する6車線9,284で,-,o記念式典には細郷市長､志

村総裁他大勢が参加し､祝辞として私はこう述べた｡

(前略)細郷市長､志村総裁をはじめとする市､公

団の職員の道路建設に尽くされた多年にわたるご努力

と併せて国､県､市関係者が側面から添えて下さいま

した温かいご協力に対しまして心からの敬意を表する

ものでございます｡

また､これらの方々と併せまして､市､公団の計画

に対し快く協力の姿勢を示していただいたニュータウ

ンの地権者の皆さん､地区外にあって道路用地の提供

に協力された地主の皆さんなど大勢の方々の好意に対

しましても深甚なる謝意を申し上げるものでありま

す｡ (後略)

3号線は､国の財政の悪化などで大変むずかしい状況､

特に新線は免許が降りにくい状況に入りつつあることが

合同協議会や交通問題委員会などで報告されていた｡ 12

月14日､ 4地区の正副委員長で運輸省鉄道監督局に陳情

にいった｡

陳情書の内容は次の通り｡

(前略)まちづくりの強力な推進力となるべき鉄道
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日に委員会で審議し基本的に了承した｡そのときに条件

として､地元地権者に新たな経済負担を生じさせないこ

ととし､最後に｢新羽地区等､地区外関係者と密接な連

携を保つことにより､早期実現を｣という文章を入れた｡

7月5日の合同協議会で計画変更を正式に承諾した｡

従来の地下主体方式(高架10㌫)だと総工費2,350億円で､

キロ当たり214億円かかる｡高架方式で61㌫が高架､ 39㌫

を地下にすると1,573億円､キロ当たり143億円で済むと

いう計算だ｡用地買収で11.6㌶から17.5?詔こ増えるが公

益用地､公団用地でかなりカバーできるという説明だ｡

他都市の路線と比べても3号線はキロ当たりの建設費が

高く運輸省も認可しないだろうとの示唆があり､高架方

式へと変わっていった｡国の地下鉄建設-の補助率は総

工事費を10年間で分割して補助するものだが､現実価格

の60㌫に当たる｡これを国と市が2分の1づつ分担する｡

59年11月6日､環境事業局の北部工場の余熱利用施設

がオープンした｡複合施設で｢都筑ふれあいの丘｣とい

う｡温水プール､地区センター､つづき緑寿荘(老人福

祉センター)､横浜あゆみ荘(障害者研修保養センター)

が入っている｡

11月10日､都筑地区センターで第5回推進協議会が開

かれた｡席上｢62年度概戌の見通しは?｣との代表質問

に対し公団の野々村局長はこう答えている｡｢当初の効果

的な工区設定､工事手順が補償手順の状況等で変形し､

段取りを代えているところが多い｡そのたび､公団は設

計を変更し段取り代えをするなど工夫をして事業の推進

を図ってきたが､現在の状況においては､ 62年度概戌は

非常に厳しい｡特に第一地区は厳しいと言わざるをえを
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い｣｡

59年7月26日､横浜商工会議所のなかに｢商業近代化

横浜地域(北部)部会｣が設置された｡国の商業近代化

地域計画策定事業の補助を受け､横浜北部地域の商業の

現状と課題､港北ニュータウンの商業環境､整備などを

研究し､ --ド面に比べ遅れがちな商業を中心としたソ

フト面の計画を策定するのか目的｡ 3つの分科会も設け

られ､ 60年3月には報告書がまとまった｡

部会には市､公団､ 4地区の対策協の会長のほか､専

門家が入っている｡実質的にまとめの中心となったのは

分科会なのでその会長をあげると､第一分科会(商業基

本構想) ･入澤　恒(横浜国立大学教授)､第二分科会(調

査･検討) ･宮下正房((財)流通政策研究所専務理事)､

第三分科会(都市施設関連､都市計画関連の検討) ･深海

隆恒(東京工業大学助教授)｡

港北ニュータウン内の新商業地について､人口定着､

都市基盤整備に合わせた段階計画の実施､地権者の組織

づくり､民有地の計画的な共同開発について提言があっ

た｡
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第6章　多機能複合都市
への変更



60年に入ってすぐ　公団は研究所などの用地譲渡の公

募を行い､デュポン･ジャパン･リミテッド中央研究所､

リコー中央研究所､ MCLデザイン研究所の3社が決定

した｡デュポンは米国デュポンの100㌫出資の在日法人｡

リコーはOA ･光学機器メーカーで創立50周年を記念し

中央研究所を作るもので　両社とも地上3階､地下1階

規模で最終的には各400人くらい前後が就労する予定｡M

CLは新羽に本社を罷くロストワックス法の鋳造会社で

飛行機､自動車の部品を作る(1年後ナムコに転売)｡

7月5日､第28回合同協議会が開かれた｡ここで焦点

となったのは民間住宅建築者への土地分譲の件と62年度

概戌の見直しの2点で　いわゆる｢多機能都市への転換｣

だ｡土地利用に関しては｢土地利用特別委員会｣ (委員長･

金子保)がつくられそこで検討していくこととなった｡

メンバーは4地区正副会長､ 3専門委員長のほか新委員

として､生活対策委員会委員長の金子三千男氏､学識経

験者の皆川亮一､鈴木清の両氏が加わった｡

60年度の間に10回の協議が続けられ､土地利用計画の

見直しにより多機能複合都市-転換することとなった｡

港北ニュータウンの根幹の変更だ｡その理由は､当初

の計画では予定の人口の定着が見込まれないことによ

る｡この年の秋には民間集合住宅用の2区画､施設用地

5区画を募集し､集合住宅として①日本新都市開発(蛛)

の14階建て②中銀マンシオン(蛛)の15階建てが決定｡

施設用地には日産生命保険(蛛)､日製産業(柿)､伊藤

忠商事(柿)が決まった｡日産生命､日製産業はいずれ

も研修所､伊藤忠はコンピューターセンターを予定して

いる｡施設用地の末決定分の2区画は61年に入り(蛛)

ソデックとト-ヨコ(蛛)で1区画､日本コダック(蛛)

と決まった｡このほか61年早々に募集したところフェス
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(資料20)誘致企業一覧(申請順)

施設名 敷地面積

(㌶)

リコー中央研究所　　　　　　　1.7

デュポンジャパン中央技術研究所2.5

ナムコ横浜研究所　　　　　　　1.0

伊藤忠商事事務センター　　　　1.6

日産生命保険研修所センター　　0. 4

日製産業経営研修所　　　　　　　0. 4

フェスト(秩)本社･研究所　　0.3

メトロ自動車事務所　　　　　　0.1

(樵)ソテイク技術･研修センター1.6

ト-ヨコ(秩)技術研究所　　　0.5

イーストマン･コダック研究センター

1.7

テックセミナーハウス　　　　　　0.9

東芝昇降機サービス研修センター1.0

スズキ(蛛)技術研究所　　　　1.4

(秩)図研本社･中央研究所　　　0.6

階数　　　　　　開業時期

地上4階

地上3階､地下1階

地上2階

地上4階､地下2階

地上4階､地下1階

地上2階､地下1階

地上5階､地下1階

地上3階

地上4階

地上3階

地上4階､地下1階

昭和61年4月

昭和61年10月

昭和61年4月

昭和62年1 0月

昭和62年11月

昭和62年3月

昭和63年4月

昭和62年7月

平成元年11月

平成2年3月

昭和63年1 0月

地上3階　　　　　昭和63年9月

地上5階､地下1階　　昭和63年9月

(地下1階2期工事､平成2年10月)

地上4階､地下1階

地上7階､地下2階

横浜ダイヤモンドビルディング港北館

1.4　　地上5階､地下1階

オンワード総合研究所　　　　　1.4

アイネス総合研究所　　　　　　1.0

ボッシュ(秩)研究所　　　　　1.0

日本石油社員研修センター　　　0.7

(秩)日立システムプラザ新横浜　2.1

(樵)SRA研究所　　　　　　　　0.8

日本住宅情報センター　　　　　1.9

京セラI ･M･Sセンター　　　2.1

オリベッティ総合研究開発センター　0.6

(財)東京横浜独逸学園　　　　　1.7

(学)洗足学園港北キャンパス　　1.2

(秩)サカタのタネ本社　　　　　　仁0

ザ･チエース･マンハッタン銀行総括本部

地上7階､地下1階

地上5階､地下1階

地上4階､地下2階

地上4階､地下1階

地上4階､地下1階

地上4階､地下2階

地上10階､地下2階

地上4階､地下1階

地上5階､地下1階

地上3階､地下1階

地上5階､地下1階

平成元年8月

平成2年3月

平成4年4月

平成3年4月

平成3年3月

平成2年12月

平成2年3月

平成6年3月

平成6年5月

平成6年12月

平成6年12月

平成4年6月

平成3年9月

平成6年4月

(地下1階2期工事､平成8年4月)

地上9階､地下2階　　平成7年10月

183



1.0　　地上5階､地下1階　　平成6年1月

(地下1階2期工事8年12月)

兼松(蛛)国際交流センター　　0.5　　地上4階､地下2階　　平成7年3月

(地下2階2期工事平成9年3月)

新日本気象海洋(秩)環寛技

術研究所　　　　　　　　　　　　0.5

(蛛)葵プロモーションガーデンスタジオ

0.6

(秩)東京濾器本社･研究所　　0.5

住宅･都市整備公団研修センター1.5

サレシオ学園　　　　　　　　　　3.2

日産ブノンス神奈川販売(蛛)　0.2

ニコル･レーシング･ジャパン(秩) 0.1

クリエートメディック(蛛)　　0.1

地上4階､地下1階

地上3階､地下1階

地上3階､地下1階

地上4階､地下1階

地上5階､地下1階

地上2階

地上2階

地上4階

平成7年3月

平成7年1月

平成7年4月

平成6年6月

平成7年4月

平成7年8月

平成7年1月

平成7年2月

(注)デュポンジャパン中央研究所は平成9年12月までに宇都宮事業所内に移転｡現在地の土

地､施設は資生堂に売却され10年上期から稼働予定｡

ト(柿)の研究所4階建て､メトロ自動車(蛛)の事務

所2階建てが決定した｡ 61年7月には､テック電子(蛛)

の3階建て研修所､東芝昇降機サービス(蛛)の5階建

て研修所､鈴木自動車工業(柿)の4階建て研究所､ (柿)

図研の8階建て研修所･研究所が決まった｡ (以降の企業

進出は資料で一覧表に)｡

交通網整備での

審議会答申

7月11日､運輸政策審議会(稲山嘉寛会長)が｢東京

圏における高速鉄道を中江､とする交通網の整備に関する

基本計画｣を運輸相に答申している｡ 57年9月に運輸相
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から諮問を受け3年後の答申となった｡この中で高速鉄

道網の整備計画の横浜市関係の答申内容は次の通り｡

○昭和75年までに新設(改良､旅客線化)することが

適当である区間(-)と今後新設を検討すべき区間(･･)

①横浜1号線　舞岡一戸塚一湘南台

②横浜3号線　新横浜-港北ニュータウン-あざみ野

③横浜4号線　日吉一高田町一港北ニュータウン･ ･

横浜線方面

④みなとみらい21線　東神奈川-みなとみらい地区一

元町付近-本牧町､根岸

⑤横浜環状線　根岸-上大岡-東戸塚･ ･鶴ヶ峰

⑥相鉄いずみ野線　いずみ野一湘南台-相模線方面

⑦二俣川から新横浜を経て大倉山･川崎方面にいたる路

線二俣川-鶴ヶ峰-上菅田一新横浜(以降は2線｡ -

っは-大倉山､もう一つは一下末吉｣ll崎･ ･臨海部

方面)

⑧東横線の複線化及び目蒲線　大倉山一多摩川園一目黒

⑨その他　日吉･鶴見間については輸送需要の動向を

勘案の上､新交通システム等を導入する｡

ニュータウンから永田町-の都営6号線に関してはな

にもふれられず､廃線が決まった｡

9月14日から16日まで第1回港北ニュータウン祭｢か

がやき85｣が開かれた｡市､公団､地元､北農協から実

行委員を出しての委員会方式で運営された｡緑道を利用

したスタンプラリー､コンサート､チェンジマンショー

ほかバラエティーに富んだ内容で約6万人が来場した｡

この祭は以降毎年開催される｡

中川地区連合町内会長視察研修会が毎年行われ､記憶
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(昭和60年7月11日　第3回東京圏都市交通部会)

運輸政策審議会答申路線図(横浜市関連)

あざみ野 ��-75年まで新繕 

新交通シス,/Lgと 

〃喜一 �?ｨｶx+X,Hﾎy:(+x-x*ｹч�"�

′ 横浜線方面 ��~葛葛鵜園丁○ 川崎 ヽ蒜龍方面 

〃I 

中山 ��蝕器88漢図書陽漢起案書 
横浜 

二俣川鶴ヶ峰 ○ 漢 ��Vﾂ�三塁 

○ �� 
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88回 ��� 侏9*ﾉWHｽ��
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臆図書888 ��＼実線鵜臆88目標年次までに新設 
＼(改良､旅客線化) 

大船 ��･することが適当であ 
__｣る区間 I 

'点線ssS今後新設を検討すべ 

き区間 

矢印ト今後検討すべき方向 

蒜鵜,"｡看幣漂請詩論 
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は定かではないが､シンガポール､スリランカの都市を

見てきた｡帰ってきてからどうも調子が良くない｡翌年

になってもあまりよくなかった｡5月ころだったろうか｡

頭が痛く気を失った｡気かついたらベッドの上で数日間

生死をさまよっていたとのこと｡まったくの意識不明で

ある｡後から分かったことだが菌が耳から入り髄膜炎を

おこしたのだ｡次男･進の話によると家族が呼ばれ､医

師に｢最悪の事態を考え､準備をしたほうがいい｣と言

われた｡

いろいろな方が病院に連絡してくれ､医師に､私がニ

ュータウンの地権者代表でそのことの心配を含めて話し

たらしい｡驚いた進は金子三千男氏の自宅を訪ねた｡夜

11時ころだ｡当時の中川の葬儀は隣近所が中心になって

行われた｡三千男氏は､ 20年前連合町内会長をしていた

関金作氏が亡くなられたとき地区葬だったことを思いだ

し､ ｢保氏も地区葬だ｣と言い副会長の田丸政治氏の所-

行こうと事に乗った｡しかし､夜中の1時だ｡ ｢まだ死ん

だわけでもないし時間が時間だから1日待とう｣という

ことになった｡

その後､小康状態になり､結局約1カ月の入院で帰宅

した｡
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第7章　2度目の

スケジュール延期



61年は港北ニュータウンに灯がともる節目となる年だ

った｡

まず､地下鉄3号線で1月28日､三塚運輸相は運輸審

議会に新横浜～あざみ野間10.8㌔の路線免許を諮問し

た｡ 48年に申請してから13年目にようやく免許取得のメ

ドが立った｡審議会の答申を受け､大臣からの免許が降

りたのは2月21日｡開業は67年4月の予定だ｡今後のス

ケジュールは都市計画決定､アセスメント､工事施工認

可などの法的手続きがあり､その後に用地買収､建設工

事ということになる｡

3月に生活対策協会が｢供用開始地区意向調査｣を行っ

ている｡第二地区の133人が対象で64人が回答｡ 2年以内

に建物を建築する予定の区画は約5㌫､時期不明だが建

築予定が7㌫｡営農申請をしている区画が約44㌫あった｡

(資料21) [土地利用の実態的査及び回答] (報告書)

昭和61年3月3日～3月15日　実施(港北ニュータウン生活対策協会)

｢供用開始地区意向調査｣

対象者133人　提出者64人(回答率48㌫)

A　土地利用の方法を画地ごとに質問(合計156画地)

賃貸する

住宅を建築
し自己利用

その他に利用

C　利用開始時期

来年を予定

5年以内

未定

1画地(0.6㌫)

34画地(21.8)

44画地(28.3)

12画地(7.7)

20画地(12.8)

97画地(62. 2)

分譲する　　　32画地(20.5)

住宅を建築　18画地(ll.5)

し賃貸する

未定　　　　　27画地(17.3)

2年以内　　13画地(8.3)

5年以降　　14画地(9.0)

市､公団から62年度概戌が無理-という公式を発言が

あったのは7月25日の合同協議会であった｡ 8月に入り

下旬から1カ月にわたり地元説明会が行われた｡市､公

団が出した｢造成工事スケジュールとまちづくりの基本

的考え方｣と資料からその理由を書くとこうなる｡
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権利者の皆様-

住宅･都市整備公団造成工事スケジュールとまちづ

くりの基本的考え方

港北ニュータウン事業はその構想以来20余年､土地区

画整理事業認可から12年目を迎えに至った｡

この間､鶴見川等の河川改修､それに伴うダムの問題､

約1,500戸に及ぶ移転補償等種々の難問に遭遇し､昭和55

年度完成スケジュールを62年度に伸ばさざるを得ないと

いう事態に至ったが､三者の努力によりこれらの難関を

乗り越え､ようやく今日の姿にたどりつくことができた｡

この類例を見ない広大を土地区画整理事業を実施しな

がら､地権者の生活対策や1日も早いまちづくりを進め

るため､造成の完了した地域から計画的に供用開始を行

い､小中高等学校､北部工場､余熱利用施設､集合住宅等の

建設を進めるとともに､経済社会情勢に対応する土地利

用の転換を行い､研究･研究所等の誘致を計ってきた｡

市営高速鉄道3号線も､関係者の努力により昭和61年

2月に免許を取得し､ 61年度中には工事着手の予定で､

67年4月開業目標との明るいニュース等､港北ニュータ

ウンに対する良好なイメージが形成されつつある｡

しかしながら､未だ難航している移転補償物件を抱え

た造成工事は､関係者の努力にもかかわらず､目標どお

り昭和62年度でそのすべてが完了できない状況にあり､

遺憾ながら全区域の供用開始は昭和66年度にならざるを

えない｡

したがって､今後は工事の前提となる移転補償を強力

に進めることにより､残る造成工事の未着手区域の早期

着工を計り､幹線道路等｢まち｣の骨格施設を先行的に

整備しながら､着実に基盤整備を完成に導かなければな

らない｡
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同時に市街化促進のため､まちづくりの具体的方策を

強力に実施していくことも重要である｡

今後早期完成に向け､地元･市･公団三者のそれぞれ

の責任とより一層の協力のもと､事業推進に努力する必

要がある｡

1.造成工事スケジュール

ニュータウンの造成工事を推進するためには､一次造

成及び幹線下水道工事の前提となる補償物件の除却等を

工事着手迄に完成させることが必要である｡

特に､ニュータウン内には､両地区で1,500戸強にもの

ぼる家屋移転があったか､大多数の権利者の理解を得て､

現在までにその約95㌫を解決し､造成工事を鋭意推進し

てきた｡

しかし､未だ解決にいたらない物件が存在し､工区の分

割等の工事上の対応にも限界があるため､全体の造成工

事が昭和62年度までには完成できない状況になっている｡

今後､地元地権者の一層の理解と協力のもとに鋭意補

償交渉等を進め､特に難航する物件については法的措置

を講ずることとし､造成完成に向けて工事を推進してい

く｡

(造成工事スケジュールの主要点)

第一地区

造成工事を推進するためには､骨格となる幹線道路(日

吉元石川線)及び幹線下水道の早期整備が必要であるが､

第-地区ではこれらの幹線が東西に走る大きな沢部に計

画されており､盛土工事等に長期間を要するため､沢部

分の一次造成工事を重点的に推進する｡

また､昭和63年度までに､地区西側を中心的に約100ha

の供用開始を行う｡

その結果
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1.幹線道路　〇日吉元石川線　　昭利63年度西側中

山北山田線まで､昭和64年度全線開通

○中山北山田線　　昭和63年度開通

○佐江戸北山田線　牛久保中川一日吉

元石川線間　昭和64年度開通

2.一次造成工事は昭和63年度に100㌫着手｡又､幹線

下水道が完成｡

3.二次造成工事は昭和64年度に74㌫､昭和65年度に

100㌫着手｡

4.供用開始は昭和62年度に21㌫､昭和64年度に52㌫､

昭和66年度に全て供用開始となる｡

第二地区

現在一部未整備の幹線道路､幹線下水道の早期整備を

行うとともに､残る一次造成､二次造成工事を推進する｡

その結果

1.昭和62年度に大熊束山田線が開通し､第二地区の

幹線道路網が完成｡

2.一次造成工事は昭和62年度に100㌫着手､又､幹線

下水道が完成｡

3.二次造成工事は昭和62年度に83㌫､昭和64年度に

100㌫着手｡

4.供用開始は昭和62年度に65㌫､昭和64年度に84㌫､

昭和66年度に全て供用開始となる｡

移転補償物件

未解決の補償物件はこの時点で第一地区､第二地区合
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わせ土地面積で34?-,',で対象面積の4.6㌫に当たる｡戸数で

言うと対象1,548の内の72戸となる｡

(資料22)

建物移転

1地区　　全体1,074戸　　　　　　　　　　　　　(除却ベース)　単位　戸

年度 鉄3SCSSScSsSゴ田�c��

以前以降 

計画戸数 �����cC#�#Cs�S�33���塔ScCR�

実績戸数 塔S�sC33�3#C��3C�S�3��

実績累計 塔S��#�CSCCツ都�3�涛���#��

進捗率(㌫) 塔���CC#cSss�#澱�

2地区　　全体474戸

計画戸数 ��#��sC##C�Cc�3C�#�csC�#r�

実績戸数 都c#cs���3C#cC3c#"�

実績戸数 都c��#���#�33#S3ンC#SCCr�

進捗率(㌫) ��c##3ツ�c塔#��釘�

公団の説明の中に法的措置を講ずる-というのがあり

これに反発する声も上がった｡

このころ､駅前･近隣センター地区協議会や検討会が

持たれるようになった｡ 8月に荏田近隣センターがオー

プンし24店舗と1スーパーが開店した｡中川駅前センタ

ーの第1回地権者総会が9月4日に持たれ､以降勉強会

が進められた｡川和駅前センターは､ 11月20日に核店舗

としてオーケー(樵)と契約を結び､ 62年6月には出店

の概要書を出した｡佐江戸近隣センターは9月4日に地
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権者会議を開き､以降月1回のペースで勉強会を始めた｡

川和､佐江戸は地下鉄4号線に､中川は3号線に備えて

のものだ｡

62年に入りいよいよタウンセンター地区の整備が焦点

となってきた｡早油川を挟んで第一地区と第二地区にま

たがる72.8?_k(節-地区27.8?_み､第二地区45.0㌶)｡この

内30.1?_,',が公共地､ 42.77_7,が宅地で､宅地の内公共施設

用地は8.9､鉄道用地2.8､商業業務用地31.0;ごみとなって

いる｡ニュータウンの中核ともなる地区で地権者は約540

人になる｡

2月28日､ 3号線の延伸工事の起工式があり､いよい

よ着工となった｡引き続き169人の地権者が集まりタウン

センターに関する市､公団の説明会が持たれ､地権者世

話人が次の通り決まった｡

第一地区

男全　富雄　吉野　敏雄　栗原　　靖　皆川　成夫

大久保久夫　栗原　　勲　小島　善治　横浜北農拗

市川　正男　高橋　良雄　沢　　主計　漆原　一郎

田丸　政治　皆川　亮一　飯田　恒雄　大久保信正

第二地区

松澤　健三　小山　　正　鈴木　幸男　原　　秀蔵

関　　敬一　遠藤　琢也　金子三千男　岸　　忠男

中山礼二郎　岸　　純一　深川　清治　守谷寿三男

鈴木　　清　中山　輝昌　森　　　勉　三村　清一

内野　義宣　嶋村　朝夫　平野　正二　加藤　　剛

金子　　保　金子　宏正　徳江　義治　吉田　時雄

関　　義和　鈴木　孝輔

3月7日には世詩人会打ち合わせがあり､発足となっ

た｡以降､月1回のペースで世話人会を開いてきた｡ 5
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月には24人が参加しアメリカ､カナダのニュータウンや

再開発地を視察している｡

62年3月には市､公団がタウンセンターの建設プロジ

ェクト企画案を公募した｡ 42企業グループ(206社)から

応募があった｡内容はデパート･ホテル等の商業･業務

系が31件､スポーツセンター等の文化･レクリエーショ

ン系が33件､ CATV等の情報系が20件､交通系19件､

熟供給系17件､その他27件となっている｡

タウンセンター

関連地区の開発

タウンセンターが整備されるとその周辺､とりわけ第

一地区と第二地区を結ぶ関連地区の街並みをどういうふ

うにしていくのかを考えなくてはならない｡そのための

センター関連地区研究会を2月につくった｡関連地区は

図で示す｡ (229頁)

メンバーは次の通り｡

中IlI町

大久保正治　金子　幸市　長沢　清七　長沢　輝雄

松本　静雄　長沢　重雄　渡辺富美子　渡辺　幸雄

(新吉田)　坂本　幸二

茅ヶ崎町

金子　　保　松本　武雄　岸　　忠男　金子傭一郎

金子三千男　小山　　正　鈴木　孝輔(勝田町)

大棚町

吉野　敏雄　吉野金次郎　皆川　健一　吉野　一夫

関連地区は面積が26.7?-7,あり､土地所有者153人､筆数
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約400等｡土地利用の基本的考えとしては文化､スポーツ､

レクリエーション系の大街区を構想｡そのために既存の

家屋､工場等は集約配置を考える｡

この地区については､急に出てきたわけではない｡ 46

年5月21日には鈴木清氏から｢早淵川沿岸地区の考え方｣

という文章が私宛に出されている｡都市開発した場合の

長所と短所､しない場合の長所と短所が書かれている｡

51年には3号線が62年度開通という前提で　7月と11月

に公団との打ち合わせ会が持たれた｡ここで問題になっ

たのは､市街化調整区域のため公団施工の面整備は難し

いのでは､ということだ｡

62年から特別借地制度が始まった｡これは公団が60年

秋ころから勧めていた制度だ｡地主に代わり公団が住宅

を建て､住宅と土地を公団が一定期間借り受け公団の賃

貸住宅とし提示､管理する｡一定期間(20-35年)経過

後､原則として住宅､土地は返還するというもの｡

8月にエステ･スクエアふれあいの丘が完成し入居が

始まった｡民活導入第1号の集合住宅で日本新都市開発

が建設したもの｡

11月1日､タウンセンターの商業･業務施設の建設推

進を図る第三セクター会社･都市開発センターが設立さ

れた(登記は平成元年2月1日)｡資本金5億円のうち公

団が1億6600万円(33.2㌫)､市が8,400万円(16.8㌫)､

残りは銀行､公益企業が出資｡社長に公団理事の吉岡昭

雄氏､常務に市都市計画局の清水久雄氏が就任した｡

12月6日､中川住民協･金子会長苑に南山田町会長･

今西幸作､北山田町会長･男全富雄､東山田町会長･吉
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田和男氏ち14人の連名で次のような主旨の要望書･質問

書が届いた｡｢山田地区は他地区より造成工事が大変遅れ

ている｡日吉一元石川線の早期全面開通､ 4号線の事業

認可早期取得の運動を展開して欲しい､山田町の活性化

の具体的計画を明示して欲しい｣などが内容だ｡

山田町の遅れについては､公式の場でも質問したが､

公団の回答は｢地盤の難しさがあり､盛り土などで時間

がかかる｣とのことだ｡

同日､東山田準工業地域建築協定設立総会が開かれた｡

地権者83人中80人の賛同を得､ 11月5日には市長の認可

を得た｡

62年中に7回の世話人会が開かれ､センター地区開発

の議論が本格化していく｡同地区に関しては51年2月に

申出調査をしており､換地希望者も決まっている｡

この地区の減歩率は75㌫近くになる｡

1月30日の世話人会で地権者､市､公団の3者で合意

形成を図っていくことが確認された｡基本計画も策定か

ら10年も経っていることから､修正の必要が出てきた｡

そのポイントは①街区構成上の課題②自動車交通処理上

の課題③歩行者専用道路と道路との空間構成上の課題､

となる｡

修正案が正式に決定するのは､平成元年4月8日の地

権者総会だがここに至るまで世話人会､代表者会議(後

出)が何度も開かれた｡

63年5月9日､第19回土地利用特別委員会で｢横浜4

号線の整備促進と転換用地の扱いについて｣一つの合意

があった｡これには2年前の同委員会の報告が前提にあ

る｡ 61年､小中学校と集合運動場が最初の計画より少な
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代表者会議にしようとの動きとなり7月16日発足した｡

会長に私､副会長に第一地区から田丸政治氏､第二地区

から徳江義治氏選ばれた｡メンバーは先の世話人会が全

員移行したので同じだ｡代表者会議で一番大きな議題と

なったのは､マスタープランの修正である｡

64年1月7日､昭和天皇が逝去された｡感慨深いもの

がある｡年号は平成となった｡

タウンセンターのマスタープランの修正(後出)で､

ゾーンが4つから8つに増え第一･第二地区にそれぞれ

2カ所の大規模街区を設定した｡ 1カ所は計画建設用地､

もう1カ所は民有地の共同化義務街区となった｡共同化

義務街区の設定はタウンセンター全体の活力､競走力を

高めるとの考えだ｡

当初のマスタープランの敷地規模､道路構成では､百

貨店などの大規模商業施設等の誘致が図れない激しい社

会経済の変化に対応するのか難しいのではをいかとの見

方が出て､ 1.2㌶-1.9?_みの核的複合施設用地を4カ所設

定された｡マスタープラン見直しの過程でタウンセンタ

ー南北で1カ所ずつを民有換地とすることが地権者との

話し合いで決まり､共同化を前提とした共同化義務街区

として区画整理事業の申出調査が行われた｡ 8月に申出

調査が行われ､ 11月に集計がまとまった｡しかし､設定

面積より換地の申出面積が大幅に大きいため調整せざる

を得なくなった｡

第二地区の共同化義務街区の地権者は次の通り｡

相沢　芳夫　　荒井　耕也　　安藤知枝子･安藤　善夫

飯山　　登　　伊藤　一男　　乾　　健三･須見　　昇

井上　利光　　遠藤　泰子･奥村　ゆり子　尾崎　祐康

尾崎　安則　　加藤　剛　　金子　純一･金子　富子･
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で15年間の交渉もなかなかうまく進まない｡

246号からあざみ野駅間は900㍍で､地下道の予定だが

高値で買収交渉がなかなかスムーズにいかない｡市では

職員7人を増員し今年度中の買収が終えれば4年度中の

開業に間に合うーとの判断だ｡

10月22日の日曜日から朝7時から10時ころまで朝市

｢,ふれあい野菜市｣が始まった｡中村交差点そばの広場

で自家製作物､自家製加工品の産地直売だ｡品質は十種

類以上でなかなかの人気､約600人が来場｡緑区､港北区

以外からのお客さんもかなりいた｡当日アンケートをと

ったが続けて欲しいとの意見が多かった｡要望として多

かったのか種類を多くして欲しい､とのこと｡漬物をも

っと-という人も7人いた｡

農家の当初の参加者は次の通り｡

大矢　知道　渥美　義光　小山　　正　吉野　一雄

金子傭一郎　松本　武雄　吉野　澄夫　男全　倍量

井上　邦雄　井上　重治　神原　　実　大矢　安夫

角田　良子　織茂　保正

同規模で第一街区でも同様に行われた｡

始めて2年くらいは週1回､その後は週3回(秋冬は

2回)となった｡開発が進むにつれて場所は移動した｡

生産者の一人､吉野林蔵さんは｢これまでやってこれた

のは消費者が継続して買いに来てくれること､新鮮なた

め規格からはずれているものでも買ってくれること｣と

話している｡

元年の月日ははっきりしないのだが､公団の丸山良仁

総裁宛に｢住宅･都市整備公団の港北ニュータウンへの

移転について(要望)｣を4地区の会長名で出している｡

要旨はこうだ｡

202



政府が先に発表した､国の機関等移転推進連絡会議

の決定によると､住宅･都市整備公団の移転先もしく

は移転先候補が横浜市となっている｡市､公団､地権

者が一体となって進めてきた経緯､将来のニュータウ

ンの発展を考え､ぜひ､ニュータウンに移転して欲し

い｡

この要望は何度も出しているので､いつだしたのかも

正確に覚えていない｡

2年2月14日､中川駅前センター地権者総会(61年11

月5日発足)が開かれ､街づくり協定が承認された｡セ

ンター地区では初めての協定だ｡基本はイメージテーマ

である``ネオ･ロマンチッグ'､ヨーロッパの街並みのよ

うなセンターづくりにふさわしいように建築物､用途の

協定だ｡

2年4月3日のタウンセンター代表者会議､ 4月8日

の同地権者総会でマスタープランの修正案が報告､承認

された｡修正案の修正に関しては元年8月10日､ 16日､

9月5日､ 10月30日､ 12月22日､ 2年1月17日､ 1月31

日､螺市の商工部､横浜商工会議所､通産省関東通産局

に概要を説明し協議を重ねてきた｡ 3月5日には港北匿

商店街連合会に説明をしている｡

修正案のポイントは次の通り｡

●車による来街者-の積極的対応

○都市計画道路(中山･北山田線､佐江戸･北山田線)

からタウンセンター地区内-の進入道路及びセンタ

ー内東西間の連絡道路を増設

○公的駐車場及び核的施設の駐車場を確保する

●大規模複合開発への対応

○核的複合施設の立地を目的とした大規模街区を第
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立地する

②大規模商業系ゾーン

比較的大規模の商業･業務施設が立地する

(り中･小規模商業系ゾーン

人間味豊かな､比較的中･小規模の商業施設が主に

立地する

④業務系ゾーン

比較的中規模の業務施設を主体とし､一部に大規模

業務主体の部分も設ける

⑤商業･住宅系ゾーン

周辺住宅地との調和を配慮し､商業施設･住宅が複

合して立地する

⑥スポーツ･レクリエーション系ゾーン

大規模なスポーツ系施設を中心とし､総合公園等の

豊かな自然環暁との一体化を図る

⑦文化系ゾーン

大規模な文化系公益施設が集積立地する

⑧行政関連施設ゾーン

区役所等の行政関連施設が集積立地する

これらのゾーン分けは施設整備の方向性を目的とした

もので､例えば､業務系ゾーンには商業施設がまったく

建設できないというものではない｡

2年2月､細郷市長が亡くなられ､ 4月9日､横浜市

長選挙が行われた｡

結果は次の通り｡

当選　高秀　　秀信　　357,419　無新

大久保英太郎　　294,393　祉新

黒川　万千代　　66,837　諸新

木内　　　博　　45,006　無新
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例を除き､第三者に譲渡することはできない-と規定し

ている｡例えば第10条にこういう主旨の条文がある｡ [組

合員が脱退を相当する事由のある場合は､当該組合員を

除く総会の決議､および第8条の規定に準じた譲渡先の

指定をすることにより当該組合員を組合から除名するこ

とができるものとし､当該組合持分の譲渡が完了した時

に当該組合員は組合より脱退するものとする｣

元年の市議会でも細郷市長が答弁したが､当時はまだ

数パーセントの可能性を残していた3号線の4年度開業

は無理ということがはっきりした｡ 9月12日の市議会本

会議で高秀市長は｢期待に応えられず残念｡当面はバス

輸送で足の便を確保したい｣と述べた｡このころ､関係

者の多くの人の間にニュータウンの3年度概戌も見直し

になりそうとの認識があった｡

市の都市計画で8月ころ､ 4号線に関し次のような数

字を出している｡ただし､ 30万人が定着するという前提

条件がある｡

ピーク時1時間あたりの利用客は3万人｡事業費は3

号線の例から1 ㌔あたり約200億円かかる｡日吉～ニュー

タウン間は12㌔だから約2千数百億円かかる｡事業の採

算性は極めて厳しい｡

8月8日､日吉･元石川線の開通式が行われた｡全面

開通は6年度が予定されているが元石川から高田問5.9

㌔が開通｡
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第8章　タウンセンターの

情勢



平成2年11月7日に開かれた横浜商工会議所の商業活

動調整協議会(晴間輝会長)は､ニュータウンへの大型

店2店舗の開店を了承した｡センター南駅前のイトーヨ

ーカドーと川和駅前(4号線計画駅)のオーケーだ｡

ヨーカドーの計画は4階建(RF)地下2階､敷地面

積は8,956平方†,-,o開店は4年11月1日｡小売業店舗は50

店が入る｡土地所有者は関　義和､鈴木孝輔､関　重吉､

小山忠夫､岸　重志､内野孫左衛門の各氏｡建物所有者

は関　重吉､内野孫左衛門氏を除く前記の人と関　敬一､

関　真人､関　秀樹､関　晴樹､内野義宣､内野道子､

内野正吾､内野和子の各氏｡

結論を先に書くと､開業予定の4年11月になっても予

定地は更地のまま｡ 5年4月に地権者は商業施設設置の

届出を取り下げた｡ヨーカドーの撤退がはっきりした｡

同店の広報室の話として｢不況のせいばかりでなく､地

権者との条件面が合わなく､採算面の見通しが厳しい｣

とのこと｡地権者の関敬一氏はこう話している｡ ｢大詰め

になって地権者の1人が､賃料等の上乗せを要求した｡

これまでの経緯から話はつくと思っていたが､うまくい

かずそのことが他の地権者の疑心暗意を生み､交渉は不

成立となった｣｡

12月にドイツの総合電気メーカー･ボッシュの日本法

人ボッシュ研究所が牛久保地区で業務を開始した｡これ

までの企業の研究所･研修所は第二地区での開業だった

が第一地区では1号だ｡翌年には隣り合わせに情報処理

サービスのアイネス､アパレルメーカーのオンワード樫

山が業務を開始した｡

12月からCATVも始まった｡公団が装置の整備をし､

港北都市開発センターが経営する｡加入世帯は約200｡
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12月27日から平成3年1月16日まで､郵送による第二

地区の地権者の共同事業-のアンケート調査を実施し

た｡ 35人中30人が回答｡

積極的に参加する人が25人(83.3㌫)､事業化を進める

上で重視する点は①長期的な安定した収入-90.0㌫②地

区を代表するような施設の建設-66.7㌫③共同ビルと

し､後世に誇れる建設物を-60.0㌫となる｡開発方法と

しては共同出資方式が75.9㌫と圧倒的に多かった｡

3月9日､中川西地区センターがオープンした｡

第二地区共同化義務街区の開発推進会は3月15日､ ｢開

発の基本的方向｣に関する確認をまとめた｡その内容は

次の通り｡

1.土地の所有形態　原則として地権者各自の分有を

前提とする(土地譲渡等についての規制が必要と

なる)｡

2.建物の所有形態　原則として地権者全員の共有を

前提とする(個々の地権者は､出資額(原則とし

て土地面積に応じる)に応じた持ち分を持つ)｡

3.共同化事業方式　原則として､共同出資方式とす

る(土地と建物の建設費を共同で出資する方式)｡

事業化段階に対応した組織のあり方(組合､会社

方式等)については､さらに検討する｡

4.事業手法　事業受託方式と自己建設方式の長所

(民間企業の専門知識･エネルギーの活用と地権

者の主体性の確保)を有効に生かした方法で事業

を進める｡

5.建設用途等　商業･業務を中心として､都心機能

にふさわしく､かつ他との分担に配慮した機能が
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好ましい｡建物については､港北ニュータウンに

ふさわしいものとし､かつ機能とも充分調和する

ものとする｡

6.収入　リスクの高い収益を期待するよりも､長期

的に安定した収入を得られる開発手法が好まし

い｡

7.相続税対策　建設資金等の借入形態についても､

原則として相続税の節税効果の大きい方法を前提

として考える｡

タウンセンターは第一､第二地区が一緒になった組織

が必要ということで､タウンセンター開発推進協議会が

3月19日に組織された｡第1回の会議は6月6日に開か

れ開発ルール､事業化促進策などを検討している｡委員

は次の通り｡

清水　利光(市都市計画局港北ニュータウン建設部長)

両角　　博(公団港北開発局事業部長)

布施　守敏((蛛)港北都市開発センター開発部長)

第一地区

男全　富雄　男全　　厳　草間　保定　高橋　良雄

大久保久夫　皆川　成夫　徳富　二郎　栗原　　勲

市川　満男　栗原　　靖　小島　善治　田丸　政治

栗原　貞夫　漆原　一郎　餅田　重夫　皆川　健一

二島　達夫　飯田　恒雄　大久保信正　塩澄　圭一

皆川　亮一

第二地区

松澤　秀定　小山　　正　鈴木　幸男　関　　敬一

平野　泰二　遠藤　琢也　金子　宏正　飯嶋　　清

鈴木　　清　守谷寿三男　金子三千男　米山　敏明

岸　　純一　中山　敏成　中山礼二郎　廣嶋　固央
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宮下　進二　川野　和雄

矢田　　悟　岸　　芳秋

金子　　保　内野　義宣

嶋村　朝夫　谷本　峯雄

黒坂　浜郎　高橋　辰男

関　　義和　徳江　義治

吉田　隆男　鈴木　孝輔

部会は2つつくられた｡委員は次の通り｡

･開発ルール部会(12人)

高橋　良雄　皆川　成夫　栗原　　靖　栗原　貞夫

大久保信正(以上第一地区)

小山　　正　平野　泰二　守谷寿三男　金子三千男

中山礼二郎　内野　義宣　徳江　義治(以上第二地区)

･事業化促進部会(12人)

男全　富雄　小島　善治　田丸　政治　飯田　恒雄

大久保久夫(以上第一地区)

松澤　秀定　関　　敬一　飯嶋　　清　米山　敏明

黒坂　浜郎　関　　義和　吉田　隆男(以上第二地区)

部会が活動を始めるのは9月からだ｡

5月ころから各委員会で3年度概戌が難しいとの話が

出ていた｡ 7月の第40回合同委員会で公団から正式に無

理との話が出た｡ 7年度にはすべて完了との説明だ｡延

期の説明として①地権者が8,000人にも及んだこと②状

況の変化③労働力不足④地権者の高度の宅地造成を望む

クレームなどをあげた｡

2年9月に着工していたドイツ学園が､ 1年後の3年

9月に開校した｡ドイツは9月が新学期だ｡茅ヶ崎近隣セ

ンターの隣接地で東京の大田区山王からの移転｡日本に

住むドイツ人子弟の学園で幼稚園から高校までの約480

人の教育機関｡明治36年の開設時は横浜の山手にあった｡

ドイツ学園関係者の部屋探しでは金子三千男氏から間
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いた話だがこんなエピソードがある｡

(財)横浜国際交流協会から金光商事(蛛) (社長･金子

三千男氏)に依頼があり学園の周囲1 ㌔以内に借家を探

すことになった｡事務長のお付きの人のようで､ 231平方

i,-,以上の敷地､プール付きの庭､空調完備､床暖房､食

器･洗濯ものは煮沸できることなどが要求された｡ドイ

ツの家では庭でサッカーが出来るという｡

ドイツ人の食器洗い､洗濯は日本のそれとは違い水を

流すのではなくまさに煮沸する｡洗濯ものは窓やベラン

ダには干さず､ 7割位まで乾燥機で乾かした後アイロン

をかける｡

日本には希望する家はない-と回答した｡事務長の夫

人は大阪人でその辺の事情はよく理解していたが他の職

員に日本の事情を理解してもらうのに時間がかかった｡

しかし､室内は希望に応えるべく地主さんに交渉し注文

住宅のように設計段階から交渉が始まった｡金光商事が

今扱っているのは13件あるが､職制により規模は違うが､

室内の構造の要求は同じだ｡

第二地区の共同化義務街区の核となるのはデパートが

いいというのは地権者の多数意見であった｡データを集

め検討を重ね6社を指名し､開発計画提案競技､いわゆ

るコンペを実施した｡主催は開発推進会だ｡

9月27日､指名6社に説明会を開いた｡

(蛛)横浜そごう､ (蛛)横浜高島屋､ (蛛)三越､ (蛛)

西武百貨店､ (蛛)大丸､ (蛛)東急百貨店が指定社だ｡

上位5社は売上､利益などベスト順だ｡東急百貨店は東

急グループで､東急はこの辺りの地主の一人でもあり参

加してもらった｡

10月11日の締切りまでに応募してきたのは横浜そご
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う､横浜高島屋､西武百貨店､東急百貨店の4社｡11月1日

には4社の開発責任者にご足労を願い説明会を開いた｡

10月24日､港北･緑区の分区に関する市行政区再編成

審議会(会長･ -杉哲也横浜市大名誉教授)が中間報告

を出した｡それによると､ A区(港北区)は中川地区と

新田地区の一部を除く地域で構成｡第三京浜道路を目安

に区境とし､人口約26万人となる｡ B区(緑区)は横浜

線沿線を中心軸に緑区から北部支所管内と都田地区を除

いた部分で､鶴見川と北部支所管内区域境で分ける｡人

口約14万人｡ C区は北部支所管内区域から荏田地区の一

部を除いた田園都市線沿線地域｡人口約23万人｡ D区は

港北ニュータウンを中心に中川(港北)､都田と荏田(い

づれも緑)の一部を合わせた区域｡人口約8.7万人｡

これに対し､中川地区連合町内会(会長･金子　保)

は高秀市長に陳情書を提出した｡最後の部分と連名者を

列記する｡

新区の区域の設定に当たっては､この地域が上記の

ような経緯を経てきた事実を考慮して､ニュータウン

造成事業地区を中心として､再分割が絶対に行われな

いよう､貴職の十分なご賢察を賜りたいと地域全住民

を代表する中川地区連合町内会の各町正副会長が署

名､捺印してお願いする次第です｡

中川地区連合町内会長　　　　　　　金子　　保

岡　　　　副会長　　　　　　大久保正治

同　　　　副会長　　　　　　　田丸　政治

同　　　　会計

勝田町内会長

中川町内会副会長

東山田町内会長

小島　善治

関　恒三郎

大久保久夫

吉田　和男
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同　　副会長

南山田町内会長

同　　副会長

大棚町内会長

同　副会長

牛久保下町内会長

牛久保上町内会副会長

牛久保下町内会副会長

北山田町内会長

同　　副会長

すみれが丘町内会長

牛久保中町町内副会長

茅ヶ崎町内会副会長

吉田　　豊

栗原　　毅

高橋　良雄

栗原　　昭

吉野　誠二

岩崎　義輔

唐戸　次郎

岩崎　正武

男全　富雄

男全書三郎

葛城　静男

宮台　催治

金子三千男

11月13日には横浜市都市計画審議会が開かれ､公共駐

車場に第一地区27.7;こ,',､第二地区44.5;ニ7,の全体を指定し

た｡センター北･南駅前の地下駐車場は､第一が480台､

第二が590台分計画決定した｡いづれも地下2層｡

12月10日､公団は｢タウンセンターにおける供用開始

予定の考え方にづいて｣という文章を出した｡ 8月1日

には｢港北ニュータウンの新事業スケジュールについて

(お知らせ)｣という文章を出し4年度以降順次供用開始

し､ 7年度にはすべて完了という主旨だ｡

横浜高島屋の撤退

平成4年はさまざまな動き､特にセンター関連地区が
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本格的に動き出すのだが､第二地区の共同化義務街区の

デパート進出に関してここで､決定から撤退までをまと

めて書いて置く｡

4社提案企画は27項目にわたり内部で徹底的に検話さ

れた｡ 4月11日から20日には地権者のアンケート調査も

実施した｡その中にこういう意見もあった｡ ｢A社は口･

千八千で海千､山千､老練､美辞麗句の羅列だ｡ B社は

A社に比べ誠実､誇張もない｡ D社の経営感覚に疑念を

深めた｣

企業に文章で質疑応答をしたり､内部で4回にわたる

検討会を開き､ 5月18日､地権者の投票で決めることと

なり､第一交渉順位として横浜高島屋に､第二交渉順位

として東急百貨店に決まった｡

建設を進める母体として､開発推進会を発展的に解消

し､ 5月29日､ ｢港北ニュータウン･センター第二地区共

同化義務街区組合｣が設立された｡理事長に私が就任｡

横浜高島屋の提出した概要は次の通り｡

施設の総称　シテ･コンテイナンタル

開発コンセプト　複合型テーマショッピングパーク｡

世代､国を超えた総合的な交流性｡感動を与える文化空

間｡清潔でゆとりある快適な環境｡時とともに成長､拡

大する内容

商圏人口　車30分圏で現在300万人

建物概要　SRC造り｡地上15階(97.5で,-.)地下4階｡

建築面積は11,500平方で,-,で延べい率77㌫｡容積率899㌫｡

純粋消費施設地下1-8階､テーマ消費施設9-15階､

都市公共施設B 1 -15階｡駐車場は地下4 - 2階1,500台

総工事費1,050億円( 1平方で,-,平均建設単価は64.3万

円)
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横浜高島屋のプランは4社の中では単価も総工事費も

一番高いが､地権者のなかでは最高の評価を得た｡ 5年

着工､ 7年開業の予定だ｡

ところが､このあたりからバブル崩壊による景気の不

透明感が大きくおおいかぶきってきた｡高島屋と何度か

交渉をし､建築の変更や経費の縮小で総工事費を下げる

など設計変更まで検討したが高島屋がだんだん曖昧にな

ってきた｡ 5年2月期決算で前年比5.1㌫減､同年度上期

の売上も5㌫減となった｡｢来期以降の個人消費の回復が

見込めず､たいへん申し訳ないが白紙に戻して欲しい｣

と言ってきたのは5年11月のことである｡タウンセンタ

ーの核になる施設だけに､われわれのショックも大変な

ものだ｡目の前が真っ暗ということを実感した｡長い人

生の中でそうあることではない｡

4年2月ニュータウン工事で初めての強制執行が行わ

れた｡場所は第二地区の平台で､ 49年から18年間にわた

り立ち作木の伐採または移植を交渉してきたが協力を得

られずついに直接施行となった｡公団職員70人､工事関

係者130人が3時間半に及ぶ施行だった｡残念であった

が､手つかずにいた周辺も造成工事に着工できることに

なった｡

5月､市緑政局から総合公園(仮称)の整備計画が発

表された(次頁参照)｡ニュータウンの中心に位置し区内

の公園の中で最大の規模｡面積は18.9;二7,､ 3,000平方で,-,の

都市広場､展望台､池(4,000平方で元)､ 140台分の駐車場

などの施設を導入する施設区域は6.4?-,',.他の部分は現況

の自然を保全活用する自然環境地域となっている｡タウ

ンセンターに隣接し同地区の自然をたっぷり楽しむ公園
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港北ニュータウン総合公園

冷地プラントー 

Deog鑑藷師建犀露 躍蓑悠雲苧 劍奉�h��

80 ����hﾏbﾂ� ��

となる予定｡今年度中に一部造成工事に着手し､ 6年度

の分区時に一部オープンし､ 7年度完成の予定であった

が､ニュータウン全体が遅れたこともあり､オープンが

10年4月29日になった｡なお､この総合公園については

後で述べる｡

タウンセンター関連地区の研究会は､ 62年2月につく

られ以降平成3年の7月まで年5回くらいの検討会を開

いていた｡研究会では公団による施工が大動だったが､

開発が具体的課題となってきたため7月5日～25日､地

権者-郵送によるアンケート調査を実施した｡

対象者は152人｡ 126人は中川･大棚･茅ヶ崎の各町を

中心にニュータウン内に居住し9人が横浜市内､ 17人が

横浜市外となる｡回答は96人で回収率は63㌫｡回答者の
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75㌫は整備に賛成とのことだった｡そこで地元説明会を

となり9月8､ 9日と10月2､ 8､ 9日の2回にわたり

開催された｡そこで出た意見はこういうのが多かった｡

反対者対策をどうするか､新組織の結成が必要､減歩率

はどのくらい?｡

10月23日､タウンセンター関連地区整備促進協議会(-

関連協)が発足した｡役員は次の通り｡ (◎は土地利用検

討部会の委員､会長､副会長は同委員を兼ねる)

会　長　　金子　　保(茅ヶ崎町)

副会長　　松本　静雄(中川町)

金子三千男(茅ヶ崎町)

皆川　健一(大棚町)

顧　問　　大久保正治(中川町)

中川町　　金子　幸市　　坂本　幸二　◎長沢　　勉

長沢　輝雄　　渡辺富美子　◎渡辺　幸雄

茅ヶ崎町　金子傭一郎　　小野寺英夫　　岸　　忠男

◎小山　正　　鈴木　孝輔　◎松本　武雄

大棚町　　吉野　一夫　◎吉野金次郎　◎吉野　敏雄

(土地利用検討部会長)

同日に開かれた第1回役員会で､公団施工による土地

区画整理の意見に集約されそうな勢いであったため､地

権者の意向調査を公団に依頼した｡11月6日～12月5日､

公団は全員の個別面談調査を実施し､次のような意見が

出た｡

公団施工の土地区画整理事業の実施については､大多

数が賛成で､早期に次の段階に進んで欲しい｡公団施工

の前提条件である用地買収には見通しの不透明感がある

ため､地権者と役員のより一層の協力を望む｡

地権者の中で農地交換希望者が11人､農業継続あるい

は調整区域のままでいいという人が5人出た｡そこで､
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交換してもいいという人との斡旋を関連協で行うことに

した｡結果を先に書くと4年2月10日から25日まで個別

訪問で応募者と折衝したが､地区外の交換は不成立に終

わった｡

これらの流れを基に4年1月27日､公団の景野群司港

北開発局長宛､｢タウンセンター関連地区の土地区画整理

事業の施工要請について｣の公文書を出した｡その要旨

は次の通り｡

南北センター間に現在も市街化調整区域のまま残さ

れている約27;ニ7, (仮称｢タウンセンター関連地区｣)の

区域について､かねてより整備を行うべき研究会等に

おいて検討を重ねてまいりました｡

当地区は､幹線道路等による土地の分断､農的利用

の将来性､スプロール化の傾向が見え始めている現状､

施設利用に富んだ立地性等の状況にあって､我々の当可

かの整備が必要では〝　との呼びかけに対し､先に実施

した意向調査では90㌫を超える地権者の合意を得られ

ております｡

整備促進協議会ではこうした状況から､この際､地

域の発展に寄与する開発をと考え､当地区を区画整理

手法により整備すべきとの結論に達しました｡

つきましては､その施行者としまして､港北ニュー

タウンでの豊富な経験､ノウ-ウ､人材等を有する貴

公団の力添えを願いたく､土地区画整理事業の施行を

要請いたします｡

なお､事業化に当たっては次の点をご配慮願いたく

存じます｡

1.南北タウンセンターの事業進捗や鉄道開通の見通

し等から早期着工一早期完成の短期決戦を目指し
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(資料24)

タウンセンター関連地区　事業化構想(公団施行した場合)

(平成4年1月)

◎現況

施行区域　　面積約26.7ha (中Iii町､大棚町､茅ヶ崎町の各一部､図)

上地利用現況地積(ha) 劍ｨHﾘr�ﾂ��備考 

公共用地 �7.4 �#��道路､水路等 

守 也 偖ｩ��&��1.8 途�既存住宅(約80棟) 工場地 �"纈�ll 弍��hﾔ��｢頴�c�8��

農地 ��"繧�47 �6:IJ��

山林原野等 ��紕�5 伜)}�HﾋInﾊH艀顥&��

鉄道用地 ��紕�2 俘)�ﾃ8ﾘi�ﾂ�

毛地計 ��偵2�72 ��

合計 �26.7 ����� 

筆数､土地所有音数　筆数･･･約400筆　　土地所有音数-153人

関連事項　①高速3号線　平成5年度早期開通予定　②行政区再編　平成6年度分区予定

⑧第一､第二地区の土地区画整理事業　平成7年度末

事業完了予定　④横浜4号線　平成12年度までに整備予定

◎計画の概要

1.土地利用の基本的考え方

①第一地区､第二地区のタウンセンターを補完する機能を持つ､施設利用を主とした土地

利用計画とする｡ (文化､スポーツ､レクノエーシヨン系の土地利用を想定し､大街区構成)

②そのためには､既存の家屋､工場等は集約配置する計画とする｡

⑧第一地区､第二地区のタウンセンターとの連続性確保により､機能の相乗効果が図れる

計画とする｡

2.計画の骨子

①道路-都市計画道路及び都市計画予定線を幹線として訂画する｡

②公園-近隣公園､児童公園を配置する｡

③造成･･･区域のほぼ全域が盛土となる｡調整池の配置が必要となる｡

④建物移転-･全面移転となる｡

⑤換地-施設利用する大街区は､申出換地方式を予定｡

3.減歩率

約30㌫ (平均減歩率)
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タウンセンター関連地区　位置図
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4.工事期間

6カ年を予定(平成5年度～10年度)

事業展開(早期事業化､早期事業完了方式)

(1)事業認可後即本格工事に入れるよう段取りする｡ (各種調査等の早期実施)

(2)先行造成を行う｡ (建物移転地､調整池､佐江戸･北山田線の早期整備)

(3)事業認可までに､換地の大旨了解を得る｡

(4)早期に土地の使用承諾を得る｡ (土地搬入地､先行造成地)

◎公団施行の場合の条件等

公団施行とする場合は､用地の先行取得が前提｡ ( 2 ha､民有地の約10㌫)

て欲しいこと｡

2.地権者から出される要望や意見等については誠意

を持って対応して欲しいこと｡

3.事業完了後の地権者の生活再建等を考慮した計画

設計や換地配分をお願いしたいこと｡

当地区は横浜北部地域の副都心構想の中心に位置

し､しかも貴公団で施行中の第一地区､第二地区にと

っても当地区の整備によって一体的なっながりをも

ち､今後の市街化形成にも有益な区域かと推察されま

す｡

4年5月8日､市行政区再編成審議会が､市長に最終

答申を出した｡

3年10月の中間答申に対しその後市民からの意見があ

り､審議会が微調整をし今回の答申となった｡現都筑区

(当時は区名未定)に関係した調整は次の通り｡

①港北区とされた新吉田町の第三京浜道路東側の地域

約80世帯を都筑区に

②都筑区とされた同所の神階地区約40世帯を港北区に

③青葉区とされた緑区荏田町の荏田南四丁目に接する

地域約20世帯は､ニュータウン区画整理魔工区なの
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で都筑区に

④同所の中川町と接する地域約90世帯は匿画整理区域

外のため青葉区に

5月11日､港北ニュータウン行政サービスセンターが

オープンした｡現在の区役所のある所で､区役所業務､

保健所業務を行う｡職員は21人､保健所に3人が配置さ

れた｡

6月か7月かはっきりしないが､東山田の通称東急団

地の方々から要望があり存置宅地問の段差のため､ 9戸

全世帯が自費撤去するので公団で段差の解消･改善をし

て欲しい旨の話があり､中川住民協として公団に申し入

れ了承を得た｡その地区の工事完了は7年3月の予定で

それまで特例として9世帯-の賃貸住宅-の入居が行わ

れた｡

8月､農協と一緒に､高秀市長に｢土地区画整理地区

における建築物の形態制限の(延べい率､容積率)の見

直しに関する要望について｣を出した｡要旨は｢区画整

理済みの第一種住宅専用地区の建ぺい率､容積率は多く

が40㌫､ 60㌫と指定され､建築物の形態制限が課せられ

ており､創造的ゆとりを持った住まいの建築は不可能で

す｡この見直しをし建ぺい率､容積率の緩和をお願いし

たい｣というものだ｡署名者は次の通り｡

横浜市農業協同組合協議会　会長　　　八木下大三

中川地区住民協議会　会長　　　　　　金子　　保

新田地区対策協議会　会長　　　　　　山本　光雄

都田地区対策協議会　会長　　　　　　菅沼喜代造

山内地区対策協議会　会長　　　　　　青木　公雄

横浜市土地区画整理組合連合会　会長　徳江　善衛
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4年中の関連協の役員会､止副会長会､土地利用検討

部会で議論を重ねおおよその土地利用方針がまとまった

のは12月になってだ｡その向春は次の通り｡

○地区の位置づけ

1.横浜市の副都心として位置づけられている港北ニ

ュータウンの機能補完と､一体的な副都心形成の

役割を担う地区である｡

2.優れた立地条件を持ち､併せて高次の都市基盤施

設整備の推進上も重要な役割を持つ地区である｡

〇十地利用方針

1.港北ニュータウンセンターとの連携を深め､良好

な自然環境を活かした空間構成を図るために､特

徴のある菌業､業務､文化施設(レジャー系機能

を主とした施設)予定地を地LX:中央部に集約配置

する｡

2.水(早淵川)と緑(吾妻山及び総合公園)を活か

した快適な街づくり空間の確保｡

3.地区中央部施設の相互補完と街の賑わい(沿道の

娠bい)の創出を考慮する用地の配置｡

4.既存工業等の計画的配置｡

5.良好な住環暁を有する住宅地の確保｡

12月25日､公団はタウンセンターの地権者に｢4年度

末供用開始予定の方の建築着工希望の申し出について｣

という文章をHlしている｡その主旨はこうだ｡

供用開始は基盤施設がすべて完了してから行うので

はなく､前面道路が盤備されるなどにより建築着工が

可能になった時点で､建築希望を対象者に仮換地指定

を行い､起業者上していただく｡そこで､着工予定者

は公団に申し出て､仮換地を受けて欲しい｡
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5年2月､横浜市の業務核都市基本構想が正式に承認

された｡国土庁など8省庁と協議を重ね､東京一極集中

による諸問題を解決するため､首都機能などの受け皿と

して整備する都市をいう｡市内で業務集積地区として指

定を受けたのはみなとみらい21､新横浜､港北ニュータ

ウン｡

2月5日､高速4号線の早期事業化の陳情(4年10月

20日に連絡協議会の4地区会長名で提出)に対する高秀

市長の回答書が来た｡要旨は次の通り｡

横浜4号線は､今後整備を図るべき本市の鉄道網の

計画の中でも港北ニュータウンの街づくりや本市の鉄

道網の形成のために重要な路線と考えており､事業化

に向けた課題について､住宅･都市整備公団と共同で

検討を進めているところです｡

2月24日､なかなかはっきりしない4号線問題で､地

権者による｢4号線を語る会｣が発足した｡何とか打開

の糸目を見つけようとの考えだ｡

3月13-15日､タウンセンター開発推進協議会のブロ

ック連絡会が開かれた｡街づくり協定を検討し､さまざ

まな意見が出された｡意見として多岐にわたったが､協

定の法的効力の問題も出された｡後日､協定そのものが

違法だから反対､という意見書もててきた｡しかし､ 5

月の地権者総会で了承された｡

なお､仲町台駅前センターでは､ 3月の地権者会議の

総会で街づくり協定が締結されている｡ 5､ 6月ころに

はタウンセンター地区の街づくり協定がまとまった｡(資

料)0

昭和大学横浜市北部病院の基本構想の検討が始まった

のかこのころだ｡昭和50年代後半から何度かの陳情をし
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(資料25)タウンセンター地区

｢街づくり協定｣

骨子は次の通り｡(-しましよ

うという文体だが言い切りに変

えて掲載)

基本方針は6つ｡

①共同化･協調化による一体的

な街づくり

敷地を細分化しない｡建物

の共同化を推進し､集客力の

ある施設立地を促進｡

②賑わいの連続した魅力ある街

づくり

建物の通りに面した1階に

は､賑わい施設を設ける｡

住居の計画は住居配置可能地

区で訂画｡

⑧利便性の高い街づくり

十分な駐車場を整備｡高低

差を感じさせない街づくりの

ため､昇降施設を公開で利用

できるように｡

④奥行き･発見のある街づくり

シンボル広場に面した建物

は2階まで4以上壁面後退

(幹線道路沿いは2以上)｡街

角広場､中庭空間をつくる｡

⑤建物の個性と通りのイメージ

が共鳴する協調的な街づくり

界隈毎に協調化したデザイ

ンで一体的な通りの個性を演

出｡界隈毎の統一感を出すた

め｢界隈色｣の検討｡

⑥小さな魅力のちりばめられた

街づくり

エリア別看板､広告物等設

置基準｡施設内のあかりを通

して､夜の賑わいを演出｡



ていたが､市､区医師会と事業主体の昭和大学が話し合

いを始めた｡市では地域中核病院を西部(聖マリアンナ

大)､南部､北西部(労災病院)と造り4番目を区役所の

すぐの北側､総合公園と隣接した茅ヶ崎中央35-1(東側)､

荏田東4-10 (西側)に建てる｡名称は昭和大学横浜市北

部病院｡敷地約2.2?-7,.病床数は653｡週末医療､老人性

痴呆疾患治療に特色をもたせる予定だ｡

建築計画のお知らせなどでは次の通り｡

敷地面積　東側(地上9階地下3階｡一般ベッド､病

棟､外来等)約9,585.4平方†,-,

西側(看護婦宿舎地上12階地下3階､放射線技師養成

学校､老人性痴呆疾患病棟､緩和ケア病棟等)約13,278,

5平方†,-,

延べ面積　東側49,834.3平方で,-,

西側27,589.1平方で,-,

病　床　数　653 (東側528床､西側125床)

放射線学校　1学年30人､ 3年制

駐　車　場　東側124台　西側326台

10年6月着工になっているがすこし遅れ､秋ごろの着

工､工期は3年なので､ 13年度中に開院する見込だ｡
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第9章　高速鉄道3号線の

開通
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▲地下鉄延伸開通式典であいさつ

5年3月18日､待望の3号線が開通となった｡開通発

車式､開通記念イベントがにぎやかに行われた｡

3号線の概要は次の通り｡

営業キ｡数-複線10.8㌔ (新横浜一あざみ野　約16分)

建設キ｡-複線10.6㌔　車庫-約72,000平方で,-, (地上式)

設置駅-新棟浜北駅､新羽駅､仲町台駅､センター南駅､

センター北駅(以上地上)中川駅､あざみ野駅(地下)

開通と同時に､各駅に自転車の駐輪場が設置された｡

センタ一高駅前で行われイベントは｢スイッチ･オン･

ザ･ニュータウン｣といい､実行委員会方式で実施｡委

員長は私｡副委員長は地区対策協の3会長｡委員には連

合町内会､進出企業､商店会､関係機関(北農協､生対

協､開発センター､市商工会議所会員)､公団､市の代表

が名を連ね全地域をあげての催しとなった｡

3号線開通はそれこそ待ちくたびれただけに､感慨ひ

としおだ｡これもニュータウンに協力してくれた人たち

のおかげだ｡なかでも､駅周辺に住んでいた人たちの家

屋が解体され､仮住いを強いられた人たちのことが頭に

浮ぶ｡これは当初のスケジュールが大幅に遅れたため､

珪接の本移転ではなく長い仮住いを経ての移転だった｡

心から感謝した｡

｢スイッチ･オン･ザ･ニュータウン｣には､高秀市

長が夫婦で参加｡センタ一高駅前で行われたが､当日は

雨模様となり会場は駅構内に移された｡地元の出し物と

して御輿(みこし)が､都筑陸､女御輿､北山田の子供

御輿のほか南山田､川和上からも参加｡茅ヶ崎の八木節､

川和上の花寵も楽しいものだった｡

新しいコミュニティーに音頭を､ということで中山大

三郎氏に作詩作曲を依頼していだが､この日披露された｡
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｢ふれあいの丘｣と｢港京夢いろ-ニュータウン音頭-｣

で､いづれも中山氏の弟子の宮川朱美さんが歌った｡港

京は｢こうきょう｣と読み私が名づけた題名だ｡

3月になりニュータウン関連地区が｢港北ニュータウ

ン中央地区｣という名前に変更された｡同地区は6年10

月に横浜市都市計画審議会､ 7年2月の神奈川県都市計

画審議会で審議され､ 7年3月24日､都市計画決定が告

示された｡これにより市街化区域-の編入､土地区画整

理事業(公団が13年度までに造成工事を行う)が決まっ

た｡

5年11月になり､横浜高島屋が撤退することがはっき

りした｡この件は既に書いた通りだ｡ 12月になりすぐに

東急百貨店に出店を依頼する｡西南東急百貨店に決まり､

起工式までをここでまとめて書いておく｡当初､東急の

反応は｢うちも高島屋さんと同じで景気低迷で悩んでい

ます｣というものだった｡しかし､同社は常に友好的な

対応だった｡交渉委員が何度か会ううちに｢暫定的なも

のなら考えよう｣となった｡何度かの折衝を重ねるうち､

第一地区には阪急百貨店が進出しそうとの話が入ってき

た｡暫定ではなく本格的な店舗という｡ 3年ころから第

一地区の地権者はいろいろな店舗と交渉を重ね､阪急が

有力との情報は聞いていた(正式に進出が発表されたの

は､ 7年7月5日)｡東急との交渉過程で当然その話が出

てくる｡｢阪急が正式進出なのだから東急も本格的でない

とバランスが取れないのでは?｣となり､ついに本格的

店舗を決断してくれた｡

6年11月22日､第二地区共同化義務街区建設組合は臨

時総会を開き､西南東急百貨店と専門店の複合施設｢ス
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的にスタートすることになりました｡これもひとえに

関係者各位の温かいご支援､ご協力の賜と改めて厚く

お礼申し上げます｡

いまさら､改めて申し上げるまでもございませんが､

共同街区に建設するこの施設は､この地区の先導的役

割を担う画期的施設として､当地区の発展に大きく寄

与できると考えています｡港北ニュータウンの区画整

理事業が完了する時と同じくして､事業に着手できま

すことは長年事業に協力してきた者として､非常に感

慨深いものがございます｡

振り返ってみますと､この共同事業は､いままで順

調な歩みであったわけではございません｡バブル経済

に影響を受けるとともに､事業があわや座礁しかかっ

たこともございます｡そんな折り､私どもの申請に対

し(蛛) TMDをはじめ東急百貨店グループからの出

店の快諾をいただきましたことは､たいへんありがた

く､暗夜に差し込む一条の光りを兄いだす思いでした｡

平成6年12月には､出店に伴います協定に調印する

ことができ､その後､協議を続けてまいりましたが､

東急百貨店グループの並々ならぬご熱意により､ loヵ

平方で,-,を超える大型商業施設の計画となりました｡多

くの専門店を併設するこの施設は､家族づれの買い物､

食事が楽しめる､わが国に例のないショッピングセン

ターとなっております｡テナントとしまして一流百貨

店の西南東急が出店しますことは､港北ニュータウン

に相ふさわしいことであり､港北ニュータウンの地域

のシンボルとして､末永く多くの人に愛されるだろう

と考えています｡

建設に当たり､厳しい条件がいろいろありますが､

長い実績を誇ります東急建設の技術力により､予定ど
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うり平成10年の春にはオープンできるものと期待して

おります｡

組合員である私たちは､相互の絆をいっそう強め､

この事業を推進していく考えでございます｡

どうか､今後ともご支援いただきますよう心からお

願い申し上げます｡

なお､阪急百貨店をキーテナントとするショッピング

センターは延べ床面積65,000で,-, (駐車場1,500台分除く)

で､ 11年度の完成予定｡阪急進出と同時に発表されたの

が､センター北駅と駅前広場の問にショッピングセンタ

ーブラザビル(仮称)を建設するというもの｡当初の予

定では延べ床面積22,000平方で,-,.駐車場100台分｡地下3

階､地上6階で3月25日に安全祈願歳が行われた｡ 10年

4月開業の予定｡

(タウンセンターの核となるSCはその後変更があり､

現状は最後の文章のところにまとめて記す)

6年1月18日､ ｢都筑区区名決定を祝う新春の集い｣が

都筑地区センターで開かれた｡緑区役所北部支所管内は

｢青葉区｣となった｡公募され､都筑は港京区とともに

有力名で､古くから使われていた都筑が選ばれた｡これ

に関連し､ 6月27日､ ｢港北ニュータウンの名称の取扱い

に関する報告書｣が港北ニュータウン名称検討委員会か

ら発表された｡ 11月の行政区再編成に伴い､ニュータウ

ン地区は都筑区となるため港北ニュータウンの呼称で妥

当なのかどうかを検討することとなり､ 3月2日に設置

され､ 5月18日､ 6月27日の3回検討された｡委員は推

進協の4代表のほか､関連連合町内会長､市､公団の代

表と公募の綱屋正子､佐藤鉄雄､根本美保さん｡
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結論は引き続きニュータウンの名前を使っていく､と

いうこととなった｡

1月20日､ふれあいの丘南側に5階建ての｢横浜北部

療育センター｣ ｢在宅支援サービスセンター｣がオープン

した｡療育センターは障害児の早期癒青を目的とした施

設で市内3番目｡通園施設､診療所もある｡在宅支援セ

ンターは市内13番目の施設で在宅で介護の必要なのお年

寄りがサービスを受けられる｡

3月､第5回横浜まちなみ景観賞の建築部門でドイツ

学園が受賞した｡

10月26日､都筑区連合町内会の代表12人は高秀市長を

訪ね4号線の事業主体､構造､着工時期を明確にして欲

しいとの陳情をした｡ 6年度に発表された『ゆめはま2

0 1 0』で横浜環状鉄道の一部として日吉～ニュータウ

ン～中山が計画として公表されていて､ 7年度予算に調

査費が付けられるようだ｡ 4号線の陳情も何度かしたが､

環状鉄道とのいいかたは､ 『ゆめはま20 10』からだ｡

陳情書の署名者は地区協の4会長のほか連合町内会長の

次の人たち｡ (私は都筑連合町内会､勝田･茅ヶ崎蓮町の

会長兼任)

吉田　重男(東山田)　栗原　　毅(山田)

大久保正治(中川)　　藤本　敬蔵(勝田)

段田　浩通(新栄早淵)長谷川秀男(都田)

鈴木　　豊(池辺)　　佐藤　森雄(佐江戸加賀原)

岩沢　慶尚(川和)　　川鰭　潤一(荏田南)

佐藤　良作(渋沢)
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1月31日､横浜市歴史博物館がオープンした｡横浜の

歴史が原始時代から現在まで分かるようになっている

が､庶民の生活に重点が置かれているのか特色だ｡半年

経って､ 1日平均800人の入館者がある｡同館の野外施設

として大塚･歳勝土遺跡公園がオープンしたのは8年3

月23日だ｡面積は約4.6>-,',｡竪穴式住居7棟､高床式倉庫

1棟､方形周溝墓が復元された｡

3月15日､ 4地区の協議会が｢第10回横浜まちづくり

功労者賞｣を受賞した｡

3月25日､日本住情報交流センターの｢-ウスクエア

横浜｣がオープンした｡中川駅近くに地下1階､地上4

階｡モデル-ウスは27棟｡建設省の住情報交流促進事業

の第1号で第三セクターで運営する｡資本金10億円で市､

民間が出資｡目的は､生活者が住まいづくりをしようと

したとき､それに必要な情報を総合的･体系的に発信し

ょうというもの｡さらに住宅産業に携わる各分野の専門

家に最新情報を提供しようというものだ｡敷地面積19,

397m2､情報館24,805m2

4月1日､鷺沼にあったサレシオ学院が南山田に移転

開校した｡中高一貫教育の男子校で生徒数800人｡同じ日､

港北ニュータウン熱供給(蛛)が始動した｡地域冷暖房

のプラントが集約されたもので､ 4年設立の同社が事業

主体となりシステム整備が進められていた｡

4月20日､第三京浜の都筑インターがオープンした｡

港北インターは1日7万台の事が利用し恒常的な渋滞が

あり､不満の声が高かった｡港北インターからわずか3
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キロしか離れていないとはいえ､ 3万台の利用が見込ま

れ歓迎の声が多い｡上り線専用のパーキングエリア約3

?_7,の着工は9月に始まり､供用開始は8年春｡

6月16日､市の企画局長･若竹　馨､同交通局長･川

遽　滋の連名で公文書が届けられた｡ ｢横浜環状鉄道(日

吉～中山間)の整備の考え方について(報告)｣

主旨はこういうことだ｡

横浜都市圏総合交通計画研究会(座長･森地茂東京

工業大学教授)がまとめた考え方を中心に､免許申請

に向け調査を進めたい｡

事業主体

交通局を第1種鉄道事業者とする｡

基本システム

鶴見から内陸部の拠点を経由して根岸に至る区間を

一つの路線として､他路線とは独立した運行とするこ

と､および谷部の放射路線と連絡し､丘陵部の住宅地

における浅い位置での駅設置の実現のため､急勾配を

克服できるシステムが必要である｡そのため､日吉一

中山間の整備にあたっては､リニア推進方式を採用す

ることとし､地下構造となる区間については､リニア

推進方式に対応した経済的な小断面で整備する｡

事業スケジュール

7年度　地質調査､測量､需要予測､路線設計等

8年度　免許申請

9年度　免許取得及び事業着手予定

路線計画や駅整備などの考え方

センター南北駅､中山駅等乗操の利便性の高い接続

形態や構造を目指す｡

バス交通との連携を考慮する｡
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6月22日､ 4地区の協議会が｢まちづくり月間建設大

臣表彰｣を受けた｡日比谷公会堂に私を含め各地区の代

表4人で出かけた｡

毎年10月には神奈川建築コンクールの受賞式が行われ

る｡第40回では6年6月から7年5月までに完成した建

築物が対象となる｡ニュータウン地域では都筑区総合庁

舎､サカタのタネ本社ビルが優秀賞に､茅ヶ崎公園プー

ル､チェ-スマン-ツタン銀行横浜オペレーションセン

ターが奨励賞と次々賞を受けた｡着実に街づくりは進ん

できている｡そしていろいろな施設がすぐれた評価を受

けることは喜ばしい｡

12月22日､仲町台地区センターがオープンした｡ニュ

ータウン地区内3館目のセンター｡

4年の都市計画法改正で､ 5年6月の法施行後3年以

内に用途地域が8種類から12種類-切り替えられること

となっていた｡横浜市では都市計画審議会の小委員会で

検討されていたが8年5月10日から指定替えが施行され

た｡

ニュータウンに関係ある主な変更点は次の通り｡

①住宅系用途地域の細分化

住宅系は3種類から7種類になった｡

②容積率の引き上げ

低層戸建て住宅地での住居水準の向上を図るため､

容積率が引き上げられた｡ニュータウンの区画整理

事業施行区域は60㌫から80㌫に｡

③最低敷地規模の導入

低層住宅地の住環境を保護するため､新たに設けら
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8年9月に換地処分公告などの審議はすべて完了し､

9月12日､土地区画整理審議会は解散した｡

11月1日､ ｢横浜新都市中央地区土地区画整理事業｣の

起工式が同地区内の仮設会場で行われた｡土地区画整理

審議会委員会(土地所有者委員･金子幸市､金子　保､

金子三千男､松本堅太郎､松本静男､松本武雄､皆川健

一､吉野金次郎)の会長として次のような挨拶をした｡

(要旨)

当中央地区は､港北第一･第二地区の南北センター

をつなぐ枢要な位置にあり､魅力ある街づくり､セン

ター形成の実現を目指し､大規模な共同事業を展開す

ることにより､両センターにおける共同事業を促進し､

これと一体となって横浜北部副都心を形成していく大

変重要な地区であります｡

第一･第二地区は公団の土地区画整理事業が行われ

ましたが､昭和49年の事業着手以来､ 3回の事業期間

の変更を経て､地元地権者の理解､協力のもと､施工

者､関係機関のご尽力により本年9月に換地処分を迎

えたところです｡

公団当局におかれましては､第一･第二地区の事業

で得られた教訓を活かし､事業計画に定められた事業

期間であります平成14年3月までに事業が完了できま

すよう､邁進していただくことをお願い申し上げます｡

また､国､神奈川県､横浜市などの関係機関の皆様

には､本地区における事業が円滑に実施され､早期に

完了しますよう､今後ともなお一層のご尽力をお願い

申し上げますとともに､地元といたしましても総力を

挙げてご協力申し上げる所存でございます｡

事業の施工の安全と早期完成を祈念し､ご出席の皆

様のご健勝とご多幸を祈念申し上げ､ご挨拶とさせて
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いただきます｡

同じ日､市と公団に対し｢緑の都市賞｣が贈られた｡

｢グリーン･マトリックス･システムによる緑の保全と

活用｣が対象で応募総数48件の中から最優秀である内閣

総理大臣賞を受賞した｡この賞は(財)都市緑化基金が､

都市の緑化に著しい成果を上げた公共団体や民間団体を

毎年1回表彰する制度だ｡

グリーンマトリックスは公団が開発した地域でも初の

試みだ｡緑の保全は全国いたる所で叫ばれ､それなりの

工夫はされている｡ニュータウンの特徴は､保存緑地が

寺社､屋敷､マンション､研究所といった民有地内にも

確保されている点だ｡しかも､緑は防災上極めて大きな

役割を担うゾーンとなっている｡地元､市､公団の緑-

の思いが一致して初めて実現できた｡

公園､広場､校庭といった公的な所の既存樹林(シラ

カシ､ケヤキ､エゴノキ､ヤマサクラ等)､集合住宅､研

究所の斜面の保存樹林､神社､お寺､屋敷などの緑を歩

行者専用路で結び付けながら体系化した｡ 15㌔に及ぶ緑

道の幅は10で,-,一40㍍.ありこの中には7 ㌔のせせらぎがあ

る｡せせらぎは満水､雨水･排水が流れる小川で｢ささ

ぶねの径｣ ｢夕映えの径｣の名前が付いている｡

グリーンマトリックスを形成する地帯の広さを出して

おく｡里山の景観を持つ公園が123?_,',､緑道が24㌶､斜面

緑地が34?_7,､その他が屋敷林､寺社の境内林となる｡

11月29日､ニュータウン事業推進連絡協議会の第11回

総会が都筑地区センターで開かれた｡市から小椋助役､

局長･部長､公団から牧野総裁､局長､部長が出席､地

権者を含め180人が参加した｡従来通りに議事は進行し､
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われた｡

当中川住民協議会は､事情もあるが総括して第11回

定期総会において会の解散を決議する｡

中川住民協議会は､港北ニュータウン事業推進連絡

協議会を構成する4地区の中心地区として､常に名実

ともに中核的役割をはたしてきた｡

省みれば､最大の難関はこの事業の成否を決めた公

団に対して､農民の所有地4割を低価格による先行買

収および平均35㌫の公約減歩と事業機関の10年､すな

わち昭和55年と土地区画整理事業完成の3条件であっ

た｡

港北ニュータウンの事業化は､不可能な状態を先人

達の指導と会員皆様の3カ年日夜にわたる話し合いの

未､決断によりこの大事業は出発したのである｡

中川住民協議会は一体となって､関係機関と常に協

議を重ね､工事促進の先頭に立って歴史的な民家の移

転1,600戸の達成に協力し､基礎的な事業が一応終える

ことが出来たことは､組織役員皆様の日夜にわたった

奉仕のご苦労に対し当協議会の責任者といたし､深く

改めて感謝を申し述べます｡ありがとうございました｡

しかしながら､現在は計画人口の1/3の定着状況､タ

ウンセンターの商業施設の建設等をはじめ､横浜の副

都心とするためにこれからがいよいよ本番を迎えるこ

とになる｡

私ども地権者がさらに力を合わせて､横浜市や公団

と一体になり､新しい住民の方々や企業の方々及び行

政関係者等と連絡を密にして､英知を結集して誰もが

住みたくなる都市づくりを造り上げなければならな

い｡

最後に､本総会をもって中川住民協議会の解散を提
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としていましたが､その後三回の事業期間の延伸を行い､二十二年の永い歳月を要して平成八

年九月の換地処分公告をもって竣工しました｡

この間､多機能複合都市を目指した土地利用計画の変更をはじめ､様々な課題について地元

四地区(中川､新田､都田､山内)協議会､住宅･都市整備公団､横浜市は港北ニュータウン事業

推進協議会を通して熱心な討議と弱整を重ね､幾多の困難を克服し事業を推進してきました｡

今日､多くの企業の研究所などの立地､百貨店等の商業施設の進出､住宅地としての発展､

さらには市営地下鉄三号線の開通､第三京浜道路都筑インターチェンジの開設など､活気ある

まちづくりが着実にその姿を現してきています｡

そして､ ｢緑の環境を最大限に保存するまちづくり｣､ ｢Iふるさとをしのばせるまちづくり｣の

基本設計のもとに､自然地形や植生を残し､公園や集合住宅等の保存緑地を緑道で結びつけたグ

リーンマトリックスシステムにより､他都市にない緑豊かな都市景観を創り上げてきました｡

ここに､文化の香り高い活気あ/ふれるタウンセンターを核に､二十一世紀を担う新都市とし

てこのニュータウンに住まい､集う全ての人々が誇りをもてる街となることを期待し､これを

記します｡

平成九年三月

横浜市港北ニュータウン事業推進連絡協議会

中川住民協議会　新田地区対策協議会

都田地区対策協議会　山内地区対策協議会

住宅･都市整備公団

横浜市

田環を形つくっている､異なる表情を持つ三つの弧は､未来に向かって発展する街･港北ニ

ュータウンの実現を目指して､一体となってカを合わせてきた地元四地区協議会､住宅･都市

整備公団､横浜市の三者を表現しています｡

都筑中央公園の開園

時間的には､先になるがここで中央公園のことはまと

めて書いておく｡

総合公園は､ ｢都筑中央公園｣という正式名称となり､

10年4月29日(みどりの日)に1期分がオープンした｡

青空駐車場は秋ごろから使えそうだ｡全体で18.9?-,',の区
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内最大の公園だが､ 1期区域は6.4?-,',で2期分は12.5?-?,め

る｡ 2期分の全面オープンは3､ 4年後になりそうだ｡

公園内にはコンサートなどに利用できる3,000平方で,-,

の都市広場や､ 4,000平方で,-,の湧水を利用した池､展望広

場などがあり､鳥たちが舞いおり､家族づれの人たちが

弁当を広げて気軽に利用している｡

9年3月26[‖こは､市長公舎に99人が出席し｢港北ニ

ュータウン建設事業功労者感謝状贈呈式｣が開かれた｡

港北ニュータウン開発対策悌議会､港北ニュータウン事

業権進連絡協議会の歴代正副会長､各対策委員長の役員

が対象｡

27日は､横浜アリーナで､公団主催の｢横浜北部新都

市第一･第二地区土地匿画整理事業竣工式典｣が行われ

た｡

いずれも私が謝辞を述べた｡

内容は重複するので省略するが､市､公団及び歴代の

職員に対しtlから感謝するということと､真の街づくり

はこれから始まる､ということだ｡

5月に入り｢はじめに｣で書いたように､地元の方々

がたたえる会を開いてくれた｡

中央地区は､事業計画が認可されるまで仮換地に関し

権利者の合意を図っておかなけi小ぎならない｡中央地区

整備促進協議会は既に申出調査を行ったが､商業地区-

の申し出が極端に少なく調整が必要となった｡

そこで､10年に入りすぐ仮換地の申出調査を実施した｡

権利者の意向は全員が同じではないので､それぞれの考

えを尊重し､土地利用計画の見直し､調整､換地設計等
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3階･書籍､ CD､衣料品　4階･コンピューター､ス

ポーツ用品　5階･飲食　6階･映画館､テーマパーク

映画館は7館入る｡ 100人程度が5館､ 250人が1館､

400人が1館だ｡映画館はこれまでのとは違い､入れ替え

制で立ち見なし｡そして全席ドリンクホルダー付きとな

っているのでゆっくり観賞できる｡テーマパークはナム

コワンダーパークで楽しく遊べるはずだ｡

バラエティ豊かなレストランは和洋中､焼き肉の有名

店が出店した｡

キーテナントは港北東急百貨店だが､その他の店も全

国的に名が通っていて､ニューメディアの｢ラオックス｣

や｢スポーツ-ウス　ミツ-シ｣､メガネの｢パリミキ｣

や｢JTB｣､ファッションの｢イーストボーイ｣｢ザ･

ワークス｣など78店舗が入っている｡

駐車場は駐車場棟のほか駅前の地下駐車場などを入れ

ると1,800台以上は収容できる｡

多種多様な店舗が入り､ 1日ゆっくり楽しむことがで

きる滞留型ショッピングセンターだ｡これはいままでに

ないデパートの店舗構成となっていて､ニュータウン地

域だけではなく､周辺地から集客が見込まれ､ニュータ

ウン発展の起爆剤になると確信している｡

港北東急百貨店SCと同時にセンター南駅のシンボル

広場が整備された｡都市緑地0.46㌶､歩行者専用道路1.

77?-,',の広さだ｡完成した南の広場に愛称を付けようと区

の区政推進課が募集し｢すきっぶ広場｣と決まり､ 4月

29日には｢都筑中央公園｣と一緒に誕生を視うオープニ

ングイベントが開催された｡

同広場には水の流れや植栽などが配置され自然の景観

を醸し出している｡
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センター南駅前の共同ビルのオープンとほぼ同時期の

4月8日に北駅前のショッピングタウン｢あいたい｣が

オープンした｡運営者は港北都市開発センターで地下4

階･地上6階｡ボウリング場､専門店､カフェ&レスト

ラン､生鮮3品を扱う北の広場､歯科クリニック､金融

機関4店､郵便局が入る｡その中で特筆されるのはバブ

ル崩壊からの脱却を目指して金融業界が不採算支店を統

廃合している時期に郵便局を含め5つの金融機関支店が

一斉にオープンした｡これはいかにニュータウンが将来

性があるかの証だ｡

地下3､ 4階は地域冷暖房プラント､駐車場は110台収

容で駅前地下駐車場(516台)と接続する｡

センター北駅前に港北東急百貨店SCと同規模の｢阪

急百貨店SC｣は12年3月のオープンを目指し､ 9年10

月16日に起工式が行われた｡オープンすれば地域の集客

力は一段と増すと思われ､期待している｡

このビルの概要は次の通り｡

施工者は第一共同開発(柿) (田丸政治社長)で､地下

3階､地上5階｡敷地面積-18,112平方で,-,建築面積-

16,288平方で,-,延床面積-107,396平方tL,.駐車場は建物

内に約1,000台を予定している｡

店舗構成､空間演出などは現在検討中だ｡

センタ一高駅前と同じようにシンボル広場､都市緑地

0.25?_,',.歩行者専用道路1.2嘉が整備されるが､高速4号

線と併せて工事が行われる｡完成すれば潤.いあるいこい

の場を提供してくれる｡

ところで､ 4号線だが､ 9年5月に運輸大臣の免許を

取得した｡ 1 ･ 3号線の経験では免許取得から6-7年

かかって開業している｡ただ､ 4号線はニュータウン以
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外の用地買収で少々手間どりそうなので､これよりは時

間がかかるかもしれない｡しかし､開通すれば交通網が

一段と整備され街の熟成に拍車がかかるだろう｡

港北ニュータウンは､第三京浜と東名高速に挟まれた

場所にあるが､ 10年3月20日､東名高速に東名横浜青葉

インターチェンジが開通した｡東名川崎インターと東名

町田インターのほぼ中間にあり､港北ニュータウンに住

む人にとっては大変便利になった｡横浜青葉インターと

同時に建設が進められていた国道246号の市ヶ尾立体は

3月10日に開通し､横浜市北部の交通渋滞が緩和される

とともに､交通の優は飛躍的によくなった｡

市ヶ尾立体は246号と横浜上麻生線が交差する所の立

体化で第三京浜､東名､ 246号が横につながった｡これま

で都筑区役所から横浜町田インターまで約37分位かかっ

たが､横浜青葉インターを利用すると約19分で行ける｡
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農業専用地区

｢都市農業｣は飛鳥田市長が自分の造語としているが､

昇一光義氏の本を読むと違うようだ｡言葉は大正未に大

阪市長の関-氏が既に使っている｡ドイツの都市づくり

をモデルに､都市づくりに農業の必要性を書いている｡

昭和42年に横浜市は都市農業問題研究会(渡辺兵力会長)

をつくり､ここで都市農業の概念の整理体系づげをし､

農業を都市づくりの中に位置づけて自治体政策にまで発

展させた｡この点で横浜市は都市農業のあるべき姿を示

したと評価されている｡

港北ニュータウン計画が動きだそうとしていた昭和43

年8月､横浜市は｢港北ニュータウン計画概要｣ ｢港北ニ

ュータウン地域内農業対策要綱｣｢港北ニュータウン地域

内農業振興助成要綱｣を発表した｡

農業対策要綱の前文として､こういう書き出しがある｡

農地の集団化など8項目の政策が書かれている｡

市内農業の現状として農業は都市化に伴い蚕食状態

を呈しつつあり､農業環境は次第に悪化し農家の経営

意欲を阻害している｡さらにこの農地の蚕食的な開発

は､都市景観あるいは都市環境の悪化の要因ともなる｡

一方､人口増加に伴う農産物需要の増加も著しい｡

港北ニュータウン地域内の農業対策において都市と

農村との対立を調和-と転化せしめ農地の乱開発を防
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止し､意欲ある農家の育成及び経営の確立率を図るこ

とにより都市との調和した都市農業を作るため次の施

策を講ずる｡

43年8月から地区ごとに説明会が持たれた｡このとき

出された地元の意見で多かったのは｢農業地区を一つに

することは､通勤農業になり集約された農業には不都合

だ｣ ｢水田が多いのは適当ではない｣ということだ｡市が

想定していた地区は早油川沿岸だった｡話し合いを重ね

るうちに､現在の6カ所でまとまった｡市の指定が行わ

れたのは44年9月だ｡

関係　　　　　　　地区面積(h a)

農家数　　　　田　　畑　　山林　その他　　計

池辺(都田)　　83　　3.8　　27.7　　28.5　　60.0

東方　　　　　196　　2.9　　32.0　　25.1　60.0

折本　　　　　120　　3.4　　24.1　15.5　　43.0

大熊　　　　　　65　　0.9　12.8　　6.3　　20.0

新羽大熊　　　　71　　　　　16.5　　6.5　　23.0

牛久保(中川)　21　　　　　　4.9　19.1　24.0

農事地区が誕牛するまでおおまかに言って次のような

手順を踏む｡

○農地集団化事業

準備作業-農地交換申し出書-調整-農地法第3条申

請-分筆測量･分筆登記-前提登記-所有権移転登記｡

○土地基盤整備事業

基本測量(三角･多角測量､地形測量)地形図-基本

計画の策定-基本設計士地改良区設立

画図･基本計画書-実施計画の策定-実施設計(道路･

用排水路･地均･換地･設計､施設配置計画等) -工事

○営農計画･農業施設整備事業
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経営･意向調査-経営検討分析-経営設計-農業施設

整備計画の策定-農業施設整備

23?-,',の新羽大熊地区が先行した｡分筆交換が終了する

まで約1年間かかっている｡約200等の内100等の交換が

終わった｡これと平行し､土地基盤整備の測量､基本計

画､検討､実施設計が進められ土地改良区(21.5;ニk)が

設立されたのは45年11月だ｡71戸が参加した(関係組合員

75人､既に改良区は62年5月28日に解散し､農事協議会

に移行した)｡

46年度に土地基盤整備工事(同補完工事)をし､潅水

施設整備を終え､ポートレンチャー3台導入｡ -ウス､

水気耕栽培施設を建設｡ 47年度に畑地かんがい施設のス

プリンクラーなどを設置し､温室(延べ13棟､ 8,731平方

で,-,)など48年度までに完成した｡

平成7年度に畑地かんがい施設本管付設工事｡

以下､各地区ごとに年表ふうに書く｡関係農家戸数は

昭和47年度､関係組合員は平成7年度のもの)

○池辺60?_7, (関係農家戸数132戸､関係組合員167

人)

48年3月に都田第一土地改良区(43.5?_k)設立｡同年

度から52年度まで45?_7,の土地基盤整備事業｡ 49年度から

52年度は農業用施設設置事業でガラス温室(延べ13棟､

6,221平方で,-,)､水気耕栽培施設8棟､花井(かき) ･ミス

ト温室5棟建設｡トレンチャ-､スプリンクラー等を導

入｡

平成元年に池辺農業専用地区堆肥利用組合が設立｡ 2

年度に臭気対策と営農向上のため堆肥合が完成｡ 3年5

月27日､県の認可が降り､ 4年12月に換地登記を終了｡

5年10月15日道路､ 6年5月16日水路移管が終了した｡
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○折本43?.',(関係農家数　57戸､関係組合員　74人)

55年8月に折本東方土地改良区設立｡土地基盤整備工

事は56年度に完了｡畑地かんがい施設､ガラス温室(延

べ18棟､ 7,028平方読)は58年度までに完了｡

平成5年4月20日土地改良区(16?-,',)の解散総会を開

き､農用地利用改善組合に移行｡ 7年5月17日清算終了

総会､農事協議会に移行｡

○東方60?_,', (関係農家数118戸)

丸子茅ヶ崎線で二分｡さらに東側は大熊川で南北に分

けられる｡

･北部地区(土地改良区36.4>-k　関係組合員119人)

61年11月に土地改良区を設立｡ 61年度からほ場整備を

実施｡元年度から4年度で畑地かんがい施設の設置｡ 2

年度から農道舗装､ 4年度～6年度に温室(13,372平方

‡こ)を設置｡

･西部地区(土地改良区9.5?-?,関係組合員　56人)

平成4年3月に土地改良区設立｡同年度から土地基盤

整備事業を実施中｡

○大熊20?-,', (関係農家数　34戸)

○牛久保24?_,', (関係農家数　21戸)

これらの露地では軟弱野菜､特にホウレン草栽培が半

数でそのほかキャベツ､ニラ､レタス､カリフラワーな

どが作られている｡-ウス･温室ではトマト(促成･抑制)､

促成キュウリ､春菊､春ミツバなどが栽培されている｡

相木年産も盛んでツツジ､椿などが多い｡

畜産をやろうとしている人には､造成工事が始まって

からでは間に合わない｡公団から中断移転は不可能､と
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の表明もあり対応が迫られる｡対策協のなかに農業対策

委員会という専門委員会があり､さらにその中に畜産問

題研究部会がつくられたのは52年6月だ｡ 52年暮れの北

農協の個別の意向調査で移転区域にある26戸の畜産農家

のうち18戸が廃業､継続3戸､態度保寓が5戸との結果

が出た｡

農事地区はニュータウンから始まったがそこだけのも

のではない｡市は46年10月｢横浜市農業専用地区設定要

綱｣をつくり対象を市域全体とした｡ニュータウン以外

の地区を一般農業専用地区と言い､ 47年3月の菅田羽沢

(神奈川区)､東俣野(戸塚区)の指定を皮切りに西谷(保

土ヶ谷区)､氷取沢(磯子区)､田谷長尾台(戸塚区)ど

続き平成8年4月現在25カ所が指定を受けている｡指定

面積は970.9;二7,｡

農事地区とは別に集合農地がある｡農専地区だけでな

く市街化区域の中で農業をしたいという人や区画整理終

了後の営農を考えている人もいた｡この検討は47年､推

進協のなかに建設研究会ができたころから議論され､ 51

年2月から5月にかけ申出調査をした｡この調査では第

一地区66人､換地面積13.5?_7,.第二地Lx-_90人､換地面積

16.9;二7,の申し出があった｡ 53年8月､公団に耕土の要望

書を出し､ 55年7月に集合農地利用協定の最終案がまと

まり56年9月に締結された｡ 11月11日､集合農地利用協

定運営連絡協議会が発足した｡会長は高橋良雄､副会長

は唐戸章次､重出活動､大矢知道の各氏が選ばれた｡
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文　化　財

横浜市教育委員会の社会教育課は､昭和45年､ニュー

タウン地区の文化財の予備調査をし､ニュータウン地区

で550カ所､公団施工地区では279カ所の遺跡を確認した｡

このうち公団施工区域外に入るのか30カ所､既に破壊さ

れたもの30カ所､公園その他で保有される予定のものが

19カ所あり､これを除くと200カ所の遺跡があるのが分か

った｡多くの農家が300年までさかのぼることができる地

域だけに遺跡は多いだろうとの予測はあったかこれほど

とは思わなかった｡

破損されたのは縄文期のもので茅ヶ崎町の遺跡20カ所

だ｡

46年12月28日には｢日本住宅公団が施工する港北ニュ

ータウンの土地区画整理事業地匿内の埋蔵文化発掘に関

する覚書｣がつくられた｡発掘は46年度から48年度まで

とし､総額は4億円以内｡分担は市が1/4､公団3/4｡

署名者は4地区の常任委員長の松澤健三(山内)､私(中

川)､山本光雄(新田)､信田隆治(都田)､公団の首都圏

宅地開発本部長の扇谷弘一､市長の飛鳥田一雄の各氏だ｡

覚書は49年10月1日､53年3月30日にもつくられたが､

それは調査が拡大していったためだ｡重要な遺跡が出て

くるためにそうなるのだが､問題は造成工事の遅延と密

接に関わってくることだ｡
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49年3月13日､港北ニュータウン文化財問題協議会は

対策協に同協議会の審議結果を送ってきた｡少々長いの

で肝心な点だけをピックアップすると次の通り｡

港北ニュータウンが市民参加で長期にわたり進めら

れてきた経緯から､計画の基本となるセンター地区の

都市計画道路､鉄道などの変更や長期の事業の遅延は

困難だ｡遺跡の完全なる保存は無理として､最大限の

保存に努力されたい｡

C-7､ C-8の周辺地域もできる限り保存された

い(C-7とは歳勝土でC-8は大塚遺跡のこと)｡

最後に次の事項を含んだ配慮を行うこと-として4点

をあげている｡

①C- 7遺跡は現状保存すること

②都市計画道路(東方一北山田線)の東側C- 8は､

擁壁築造などにより最大限の現状保存をすること

③C- 7遺跡とC-8遺跡の問の建築計画は取りやめ

ること

④C- 7遺跡の南斜面の保存をはかること

港北ニュータウン文化財問題協議会のメンバーは次

の通り｡

富田富士雄(会長･関東学院大学教授)

瓜巣　憲三(関東学院女子短大教授)

朝比奈貞一(県立衛生短大教授)

三上　次男(青山学院大学教授)

河合　正一(横浜国立大学教授)

岡本　　勇(立教大学助教授)

赤星　直忠(県文化財専門委員)

寺村　光晴(和洋女子大学教授)

入沢　　恒(横浜国立大学教授)

植　　幸雄(横浜市立大学教授)
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横山　光雄(日本大学教授)

山本　幹夫(帝京大学教授)

地元の文化財調査推進委員会のメンバーは次の通り｡

公団､市の関係部局も入っているが省略｡

山本　光雄(委員長)　　　金子　　保(副委員長)

田丸　政治　森　　正治　　信田　隆治　菅沼喜代造

青木　公雄　徳江　義治

実際の発掘調査に当たったのは港北ニュータウン文化

財調査団｡

顧問　三上　次男　団長　岡本　　勇　副団長

甘粕　健(東京女子大学助教授)　佐野　大和(同筆

院大半助教授)　丸子　　亘(立正大学助教授)　団

員は34人いて､多くは小･中学校の教諭だ｡

49年5月10日､日本考古学会の江上波夫委員長の名で

｢港北ニュータウンでは歳勝土遺跡､大塚遺跡等重要な

発見がある｡これらを保存するためニュータウン計画を

再検討されたい｣という主旨の文章を送ってきた｡

発掘ばかりでなく金石文･民俗･古文書などの調査が

行われ､各遺跡とも報告書がHlている｡

問題は文化財のため工事が2年は遅れたことだ｡私自

身はもちろん､地元の多くは遺跡､その調査は大切に思

う｡一方､私には港北ニュータウンの早期完成という使

命もある｡責任者には苦渋の決断が求められるのは宿命

だ｡概戌が1年遅れれば生活再建の見通しはそれ以上の

時間がかかる｡文化財問題協議会でおおよそこんな意見

を述べた｡

｢C-7､ C-8を残すとなれば面積10?-,気　賀用約80
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億円がかかる｡ bれわれはこれ以上の用地買収には応じ

られない｡国家的に重要な文化財というならわれわれの

犠牲がないように保存してもらいたい｣｡

大塚･歳勝土遺跡を中心とするニュータウン地区から

の出土品を主に展示しようということで｢横浜歴史博物

館｣構想が出てきた｡平成元年度には基本設計ができ､

2年度に実施設計､ 3年度工事着手という経過をたどり

7年1月にオープンした｡周囲は歴史公園で6.6;ニ7,､約そ

の半分が大塚･歳勝土遺跡｡

平成9年3月には､野外施設として旧長沢家住宅が竣

工した｡これは江戸時代中期の建物で､牛久保1099に長

沢助夫氏が所有していたものを昭利54年に横浜市に寄贈

し､移築復元した｡主屋､馬屋ともに寄せ棟､茅葺とい

う構造で管理棟､物置棟､外便所も完成し多くの人に``ふ

るさど'を感じさせている｡

旧長沢住宅は今､都筑民家園として公開されている｡

中庭は約160平方でT,ありセリ､ナズナ､ホトケノザなどの

春の七草が育てられている｡10年1月7日には150人ほど

が集まり､畑で草を摘み､粥(かゆ)かまどで炊ぎ舌鼓を

うった｡11日には鏡開きも行われた｡2月には節分で豆ま

き､ 3月はひな祭りと毎月のように古来の方式で行われ

ている｡人は新しいものに日をうばわれがちだが､ここで

は先人たちの暮らしに思いをはぜることができる｡

｢横浜市港北ニュータウン

郷土誌都筑の民俗｣の発行

平成元年5月15日､『横浜市港北ニュータウン郷土誌都
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筑の民俗』 B5版1000頁の本が発刊された｡ 1冊1万円

かかった本だ｡

49年に発刊のための編集委員会ができ､同年から55年

まで民俗伝承の聞き取りをし､56年に編集委員会ができ､

57年から民俗調査､古文書調査が始まった｡

その成果は郷土誌にすべて掲載されている｡

郷土誌編纂委員会(◎は委員長)

･編纂委員

◎加藤　晋平(筑波大学教授)

倉田　芳郎(駒沢大学教授)

所　理富夫(駒沢大学教授)

岡本　　勇(横浜市文化財審議委員)

石井光太郎(横浜市市史編集委員)

三宅　正吉(横浜市埋蔵文化調査委員会)

菅尾　正史(奈良県立奈良美術館)

岸上典一郎(横浜市教育委員会文化財課)

恵津森智行(成城大学大学院)

田村　泰治(横浜市立仲尾台中学校)

土屋幸之助(横浜北農協､事務局兼)

村田　文江(筑波大学歴史人類学系技官)

･運営委員

◎加藤　晋平　　三宅　正吉　　岸上輿一郎

恵津森智行

鈴木　重吉(横浜市埋蔵文化財調査委員会)

伊藤　　郭(　　　　　II　　　　　　)

栗原　　葵(横浜市教育委員会文化財課)

嘉藤田富繁(　　　　II　　　　　　)

写真班　　平戸　重男(横浜市保土ヶ谷区役所)

事務局　　青木　昌子(筑波大学大学院)
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(資料30)正寛寺墓地公田築造

の碑(縦書きを横に書き直す)

横浜港北ニュータウン建設事

業は21世紀を展望し我国最大の

住宅都市建設事業であります｡

地域地権者の挙村の参加と横浜

市及び住宅都市整備公団の三者

一体の組織により昭和42年に発

足し第二次概成計画の62年を目

途として､工事に地元は協力し

特に中央南センター造成の為に

茅ヶ崎町中心部に三百数十年在

住の60余戸の方々が大幅移転す

ることになりました｡

正覚寺を菩提寺とする金子､

岸両家の町内に散在する先祖

代々の私有墓地十数所在の集団

移転することになりました｡こ

の為に施工造成主体である公団

と当壇信徒総代が計画及び造成

について協議を重ね在地である

当寺の境内で峡田圃のこの地を

大道成して環寛を整備し公園化

を訂り先祖の墓所を供養して集

団移転築造換地することに同意

を戴きました｡公団の計らいに

より工費数千万円を経て､造成

を地元北斗企業株式会社が､石

工事を市ヶ尾の金井石材店が実

施した｡又新墓地法に基く植栽

緑化を合わせて多年の懸案であ

った寺有墓地も200区画余り築

造を見込まれるに至りました｡

墓地管理関係者のご協力を戴

き2ヶ年の歳月を経て境内伽藍

と山水を併せて新都市の寺院公

園墓地として先祖代々の霊を守

護して誇りも記念碑に刻して後

土屋幸之助(横浜北農協)

監事　　　金子　　保

大曽根鐘一一一(横浜北農協組合長)

正覚寺､杉山神社の存置

正覚寺

止覚寺の正確な名称は天台宗長窪山正覚寺という｡

同寺は一部が40㌫の先行買収の対象になった｡家墓を

山林の買収地に換地し､全てではないがほぼ現状にもど

る｡寺墓があったが家墓も多かった｡当時家墓の土地を

境内の墓地に移転させたため､寺の土地は大幅に減らず

に済んだ｡換地先を境内に持ってきたのだ｡そのため40

㌫買収でも敷地が大幅に減ることはなかった｡これは私

が公田と折衝し強く主張した｡

詳しくは八木住職が寄稿していただきそこでも触れら

れているが､当時､檀家の墓は寺墓と家墓がありいずれ

もその墓地に埋葬された｡内墓の遺骨を動かす祭は､先

祖代々の葬られた骨を掘り起こし､焼き場で火葬し遺骨

は墓石と一緒に寺の中の区画された墓地に丁重に供養し

移した｡槽家の骨折りは相当なものだった｡墓地を移す

のだから精神的に大きな痛みを伴った｡墓地中央に金子

家の墓碑があり､それには次の文が刻まれている｡ ｢港都

建設事業第二拠移築造営　金子家先祖代々永遠之地　昭

和56年12月吉日亜孫保建白｣｡

寺の広い境内はきれいに整備され､自然の景観が維持

されさらにアジサイ､ショウブが新たに植えられた｡そ

の時々の花の季節になると近隣に住む外国人をはじめ多

くの市民が訪れ､見事な花を満喫している｡

止覚寺の維持にこんなことがあったことを知る人も少
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なくなった｡

杉山神社

現在､横浜市内に杉山神社と付く神社は36社ある｡鶴

見川と睦子Iiiの沿岸に多く33社を占める｡特に旧港北区

と旧線区に多く22社がある｡しかも､多摩川以北には無

いという地域限定の神社だ｡歴史も古く『続日本後紀』

のなかの承和5年(838)のところで｢武蔵国都筑郡の杉

山神社は霊験あらたかなので､官弊社に預かる｣と記さ

れている｡茅ヶ崎社の社伝では白雉3年(652)に三神を

祭ったのが始まりとある｡

茅ヶ崎社は約876平方'+,I (245坪)の敷地があり､総合

公園の森に隣接し一体化した位置にある｡公園の斜面の

整備で植栽がなされ､それに沿って社殿に続く段々道が

新設された｡しかし､周りは区画整理が始まる前の木々

が多く残り､昔の姿を残していて､われわれにjL.豊かな

緑の空間を与えてくれている｡

杉山神社に関しては多くの研究文が発表されている

が､本社をはじめよく分からないこともあるようだ｡し

かし､茅ヶ崎社は古くからわれわれの鎮守の森だった｡

多くの寺､神社は移転か存置(そのままの位置)の議論

となり私が代表を務める杉山神社と正覚寺の場合は､断

固存置との主張をし区画整理の条件を飲んだ｡移転費を

もらいそれで新築したら､との意見もあったが私は反対

した｡というのは建造物は新しく立派になってもそれを

囲む森は100年､それ以上の年月をかけてようやく育つか

らだ｡

元旦祭には多くの参拝者が訪れ､氏子の人たちが甘酒

を振る舞っている｡

大棚社の境内には杉山神社移築記念碑がたっている｡
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世に伝える｡

昭和57年4月吉日

序文　長窪山正賞寺壇信徒総代

金子保

特　　長窪山正賞寺20世

jl木良純

寄贈　市ヶ尾町

(秩)金井石材店

(資料31)宗教法人杉山神社

移築記念碑(大棚社｡縦書きだ

が横書きに直して記す)

横浜市は昭和40年2月6大事

業の一つとして｢横浜国際港都

建設事業　横浜北部新都市土地

区画整理｣を発表｡同49年建設

大臣の事業認可､横浜市高速3

号線免許取得､着工にいたる｡

杉山神社は中川町1 084番地か

ら同町757番の元吾妻神社の跡

地へ58年11月30日に仮社殿を設

けてここに遷座し､元旦祭､大

祭､此で執行された｡換地も間

近く建設委員会の結成に着手､

資金計画に入る｡移転補償金と

寄付金においたが神社地の一部

80坪を売却し基金とすることを

決しその承認を神社本庁に申請

し同時に社殿､社務所､鳥居等

の新築､改修､移築をも承認さ

れた｡

平成4年4月､中IiI町1194番

地に仮換地指定され社殿は木造

として長野県諏訪市大字四賀株

式会社石田組と同5年3月工事

契約を結ぶ｡

翌6年9月竣工し同10月13日

祭神勧請と配神遷座式を行い社





現住所は中川6-1-1｡なお､明治時代に4つの神社が1つ

になり中川に移転してきた｡高速鉄道3号線にぶつかる

ことから現在地に移転した｡敷地は約1,320平方で,-, (600

坪)あり､移転にともない周囲の山林を売却し新社殿を

建設｡

自性院

吉川トメさんから聞いた話をまとめるとこうなる｡

真言宗豊山派明玉山自性院は現在のセンタ一高駅辺り

にあり､三方山に囲まれ昼でも薄暗いところだった｡檀

家は約30数件｡ニュータウン事業で移転となった｡特に

反対者はいなかった｡本堂建立には莫大な資金がいる｡

公団からの補償費､周囲の山林の売却費､浄財でまかな

った｡ 30数パーセントの先行買収に応じさらに周辺の土

地の売却で現在の敷地は約半分になった｡

現在地は地下鉄が駅から地上に出たところで､以前の

檀家は全員周囲に移転した｡公園､緑地が周りを囲んで

いる｡吉川トメさんは｢ニュータウン事業にご尽力いた

だいた役員の方に感謝し､この良き時代に間に合わなか

ったご先祖様にこの変化を報告し手を合わせたい｣と言

っている｡

観音寺

『新編武蔵風土記稿』に依れば　貞観年中(859-876)

の建立となっているが証拠となる文献はない｡明治26年

(1893)の土地登記簿には27家の墓地が載っている｡

ニュータウン事業では存置となり､約8,000平方;,-,の敷

地があった｡檀家は70家あったか全豪がニュータウン施

行区外で家墓から寺墓-の移転は行われなかった｡昭和

58年から平成3年にかけ墓地造成､本堂･客殿･鐘楼堂
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務所､鳥居､付属建物､植栽等

の完成を待ち平成7年10月15日

遷宮式典と落慶祝賀に及/Sや｡

御霊璽については杉山神社と

最も由緒深いとされている和歌

山県の伊大都曽神社に赴き

親しく御分璽を受け五十猿命の

霊璽を拝受し御主神日本武尊と

並び崇め祭る｡



などの建設､境内整備が行われ約5億円ほどかかった｡

公団の好意で墓地の荒造成をしてもらい､県道丸子茅ヶ

崎線の収用､墓地移転補償金などが入ったが多くは檀家

の寄付､これまでの積立､墓地永代使用料などで調達し

た｡ (飯f即亘雄談)

富士詣

旧都筑郡は講の盛んなところである｡代々農村地帯と

して伝統が育まれたからだろう｡神道､仏教系の講のほ

か山岳信仰の講がある｡

富士山信仰の富士詣は16世紀に始まり18世紀には江戸

八百八講と言われるほど盛況を極めた｡関東一円に富士

塚が造られた｡富士山に登山できない人のため富士山に

似せた人造の小山をつくった｡頂上に小間を祭り中腹に

小御獄石尊大権現を設ける｡富士詣は大正9年の庚申年

を最後に衰退する｡

ニュータウン地区内にも2つの富士塚がある｡山田富

士､川和富士だ｡

山田富士は北山田の現児童遊園地にある｡周囲が盛土

され縮小されたが高さ約7.2㍍.根曲り541,-,と｢北山田の

人たちはただ一つ残った心の故郷](男全富雄氏)と言う｡

この塚は他に類を見ないほど見事な富士を形作ってい

る｡

川和富士は移転し現在は川和富士公園にある｡『都田村

誌』によれば高さ27㍍､根回り54㍍,で中央に浅間大社の

石碑がある｡
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早淵川の改修

鶴見)旧ま町田市郊外に源流があり､全長42.5㌔､流域

面積235平方キ｡｡昭和40年代後半まで｢暴れ川｣の別名を

辞つ｡支流は恩出川､谷本川､麻生川､早油川､大熊川､

鳥山li上　矢上川だ｡蛇行が多いことが氾濫の第一原因と

考えられていた｡代表的なのが矢上川で中流は｢九十九

曲がり｣と呼ばれ蛇行の激しい所でよく洪水があった｡

中川は早淵川の中流に位置しているので台風の大雨の

時には､その上流から流れてくる水とその川に注ぐ水路

からの大水で水位があがり橋の上まで冠水寸前となる｡

恐くて渡れない人を警戒中の消防団の人たちが付き添っ

たこともあった｡また､一気に水位があがり氾濫してし

まった時もあった｡家が浸り田､畑は池というか湖と化

してしまい､数日間水が引かないこともあった｡

ほかの支流も似たようなもので毎年洪水に見舞われ

た｡そのたびに市に陳情するが小手先のことだけで何の

解決にもならない｡毎年毎年同じことの繰り返しとなる｡

河川改修を主目的にし､さらに農業上の増進を図ろう

と早淵川沿岸耕地整理組合をつくったのは昭和12年と古

い｡ 24年6月に土地改良法が公布されるまで3度整理組

合がつくられた｡河川用地は農民が区画整理の換地処分

で､耕作面積に応じ拠出した｡

早油川沿岸耕地整理組合

第一次昭和12年3月8日認PJ~
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組合長･飯田　助夫

組合副長･竹生　源蔵　栗原　謙次　岩崎　良造

小山　貞一

第二次昭和16年9月19日認可

役員は副長で小山が加藤林蔵に交代｡

第三次昭和22年11月10日認可

役員は岩崎良造が吉野治作に交代

この3回の耕地整理では､土を1㍍.くらい掘り鉄管や

ビニール管がないため松､竹の木を張り巡らせ竹に穴を

あけ水の調整をした｡霜柱の立つ冬場に土を入れる｡農

閑期に農家総出で梅干し弁当での作業だ｡これで二期作

が出来るようになった｡第三次の組合は27年7月27日に

解散した｡田･畑がウナギの寝床であったり､農道が曲

がりくねっていたり狭かったり何かと不便だ｡さらに水

田には収益の限度があり組合をつくっての耕地整理はど

うしても必要であった｡測量費はもちろん負担は土地所

有者から拠出金を出してもらい､田んぼに埋める土は残

土を手配した｡

道路が広がった分土地は減少する｡ただし､整理後は

道路が広がり整然とした土地になった.土手の革むLI)

から盛り土､護岸工事までやった｡

30年代前半までは早淵)旧こは20種類の魚､エビ-.カニ

がいた｡後に国の指定天然記念物になるミヤコタナゴも

いた｡勝田町の権田池に最後まで生息していたミヤコタ

ナゴは53年7月に三渓園に引っ越した｡

川の水を田に撒くため100㍍,の穴を掘り電動器で水を

揚げるなどさまざまなことを試みた｡

40年代に入り都市化が進み道路などがコンクリート､

アスファルトに変れると以前ほどの大雨でもないのに水

位が上がるのか早くなり雨水は一気に川に流れ込みそれ
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が浸水､氾濫の第一原因となってきた｡泥水だけでなく

板切れ､ビンなども含まれるようになった｡中川の沿岸

がこれだから下流の沿岸の苦労はそれ以上と思われた｡

そのためには蛇行をかえ護岸工事が必要だ｡それには大

掛かりな工事で莫大な費用を伴う｡

昭和41年8月に｢早漏沿岸の住民を守る会｣結成の動

きがありその時､趣旨が書かれている｡その主旨は当時

の状況がよく分かるので書き出す｡

ここ数年来､当地区の山林､田畑は大小無数の宅造

業者の好餌となり､拙速かつ極めて無計画な造成が行

われ､ために同河川(早油川)の下流地帯(新吉田､

高田､綱島)では､毎年雨季に入ると道路･床下等の

浸水は拡大化し､台風シーズンを迎える毎に､沿岸住

民の不安感ははなはだしいものがあります｡

県知事の管理下にある峯大橋以西の全面掘削･堤防

の補強･水門の整備･旧式な堰堤の撤去ないしこれに

代わる揚水または排水ポンプ等につき､従来機会ある

毎に当局に注意を喚起し､その実現を期待して参りま

した｡しかし､その都度､河川の管理主体の問題､予

算･人員の不足等､当局側の常套的な回答によって､

われわれの悲願は容易に容れられず､いたずらに貰重

な日時と努力を空費して今日に至りました｡

果たせるかな去る6月28日､ 4号台風の襲来に際し

ては､すぐる昭和33年9月の水禍に次ぐ被害を蒙り､

沿岸の浸水家屋は味上･麻下併せて5,000世帯を突破､

ついに2名の犠牲者と6名の負傷者を出すに至りまし

た｡なお家屋の全壊は4戸､半壊は末席を加えればさ

らに数十戸に及ぶと伝えられています｡

中里橋の上流､すなわち第三京浜国道の架橋下から

300㍍上流地帯にある松崎堰(東山田と高田町の塙界)
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及び対岸の同落水口並びに堤防は30㍍に渡り決壊した

のであります｡

もはや座視操子していられなくなったのでありま

す｡ここに表記の会を結成したのであります｡

実行委員として次の方の名前がある｡

伊奈　主起　中野巴真次　荒巻　　人　笈川　新一

和田　健次　岸本　　清　山本　光雄　森　　啓作

田口　重明　田地野みやき　西山　啓介　関　　篤治

小林　節五　中村　幸義

早油川改修の中川連合町内会の陳情書は何度出したか

分からない｡そのつど大勢の署名を集めてのものだ｡し

かし､行政は動かない｡当時､建設省関東地方建設局京

浜工事事務所調査課長だった福田昌史氏は､平成3年3

月の座談会｢鶴見川大規模渡漢工事｣に出てこう発言し

ている｡

在職したときの鶴見川はひどいもので､本庁の治水

課の専門家を現地にご案内しても､上流と下流を間違

って見られるくらい､干潮になると亀の子橋で水が動

きません｡上流が川幅が広くて下流が狭い､早油川も

そうでしたし､矢上川もそうでした｡こんな危ない川

がこんな都市部にあることを強く心に刻んだ記憶があ

ります｡

公団の港北開発局初代局長の島田親二氏は同じ座談会

でこう発言している｡

その(ニュータウン開発)前から東急などがどんど

ん造成をして､東急辺りの民間の事業については比較

的､市の防災処置の制約が緩かった｡そのため､民間

の乱開発の土砂が早油川を通ってどんどん鶴見川の下

流に堆積する｡京浜工事事務所に行って､近藤所長に
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｢島田さん､見てくれ､目の前で早油川の川床が目に

見えて上がってくる｣と言われて､なるほどそうだと

実感した｡

ニュータウン開発で具体的に土地買収が始まると､早

油川沿岸も当然その対象となる｡問題は同川は2級河川

のため神奈川県が管理者であることだ｡県でも改修に伴

う沿岸地の買収を42年度から始めていた｡それが市の提

案額よy)高かった｡県と市の交渉はよく分からないが市

は46年10月18日一22日､地元説明会を開き用地買収､物

件補償､護岸工事､橋梁架替の手順で工事が進み50年度

までには概ね完了との説明であった｡

早淵川改修の計画の概要は次の通り｡

起点(右岸･港北区新吉田町816　左岸･港北区高田町

911)

終点(右岸･緑区元石川町1042　左岸･緑区元石川町

1015)

流域面積･26.2平方キ言,-,計画延長･8,000㍍.幅員･

39.44㍍,一21.2㍍,

計画決定･昭和44年5月20日(建設省告示2334号)

事業認可･昭和45年3月7日(建設省告示296号)

地元では｢早淵川改修計画協議会｣をつくりその後何

度か市と話し合い､市の計画に同意した｡ 47年3月8日

一12日､大棚､中川･荏田､勝田､茅ヶ崎､南山田町で

地権者への苗の説明会が持たれた｡この時協議会は､ ｢価

格の交渉は役員に一任する｣との同意書を出してもらっ

た｡地権者数は茅ヶ崎55人､中川16人､荏田6人､勝田

26人､大棚37人､南山田10人の150人｡

協議会として市の財政局に代替地､物件補償など6頭

目に関しての要望を出したが､ 3月25日､財政局長の回
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答があった｡要旨は次の通り｡

1.代替地のあっせんについて

市は誠恵を持って努力する｡市街化調整区域に土地

を措置するときは､その開発､建築等につき法的な

手続きなど､多方面の関係行政機関との協議を必要

とするが､促進に努力する｡

2.物件の補償について

横浜市の損失補償基準により適正を補償をする｡

3.残地について

同一の土地所有者に属する一団の土地の一部を取得

することによって残地に関して価格の低下､利用価

値の低下等の損失が生ずるときは､その損失額を補

償するものとする｡

4.土地買収価格について

待橋より矢崎橋にいたる間､地域要因､個別要因等

を考慮して評点法により価格を形成し､現在均衡さ

れているものと判定される｡その均衡を歪曲する要

素(ゴネ得)は排除する｡

5.補償金の支払について(略)

6.廃川敷地について(略)

立木､工作物の所有者は次の通り｡

(南山田地区)

織茂　保正　斉藤　喜作　織琵　富雄

(大棚町)

栗原　庄一　栗原　溝助　吉野　光蔵　栗原　忠言

栗原　源蔵　吉野　誠一　吉野　　要　吉野清之肋

米山　銃征　矢部　　薫　北村　忠臣　田辺　行雄

岸　　芳秋　吉野源太郎

(勝田地区)

佐藤甚兵衛　鈴木　平治　鈴木助太郎　平野吉太郎
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(資料32)早淵川改修の葉書(昭

和50年7月24日､港北ニュータ

ウン開発対策協議会4地区常任

委員長､横浜市･飛鳥田一雄市

長)

港北ニュータウン計画事業横

浜国際港都建設事業横浜北部新

都市第一､第二地区土地区画整

理事業(以下｢公団区画整理事

業｣という｡)に伴う関連河川改

修事業費の負担(こついて､港北

ニュータウン開発対策協議会

(以下｢対策協｣という｡)と横

浜市が協議した結果､昭和46年

3月3日地元からの要望書｢港

北ニュータウン計画事業費の負

担について｣の記のうち､ 2.

地区外についての(6)河川の項

は下記を条件に｢市の提案によ

る概算43億円とする｡ ｣に改め両

者は覚書を締結する｡

記

1.早淵Iii及び大熊川の河Iii改

修事業は､昭和53年度までに

完成させるものとし､昭和54

年度以降に延期された場合は

公団区画整理事業の負担(臥

下｢地元負担｣という｡)はし

ないものとする｡

2.地元負担は､暫定改修に要

する事業費(本改修を含まな

い｡)について､昭和53年度未

までに完成することを前提に

43億円以内とする｡

3.河川改修事業の執行状況に

ついて､市は四半期毎に対策

協に報告するものとする｡

4.防災ダムについては､昭和



54年度以降は､早淵II i及び大

熊川までの間で､防災並びに

造成上必要とするものを除き

撤去するものとする｡

(1)ただし､鶴見IiIの暫定改

修が完了するまでは､防災上

必要なものは撤去しないもの

とする｡

(2)前項の事態が発生した

場合は､市は責任をもって直

ちに解決する｡

5.横浜市は､鶴見川ならび(こ

早淵川の国直轄に係わる河川

改修事業(暫定改修)を同時

に完成するよう特段の努力を

するものとする｡

関　　義和

(茅ヶ崎町地区)

河原　つや　金子　幸作　深川　平吉　金子　正雄

松本　豊吉　金子　象治　金子　　保　金子光太郎

北村　正晴

(中川地区)

市川　健二　嵯峨野清作　皆川　亮一

用地買収の横浜市との契約は4月6日から8日までに

行われた｡

その後も早油川の氾濫は繰り返され､ 49年度には中川

地区(茅ヶ崎町､中川町､大棚町､勝田町)の浸水家屋

は延べ150戸､田畑の冠水は40?_,'j=､｡その主原因は上流の

開発によるものだ｡

50年6月には4町の住民の署名を集め改修工事の早期

完成の陳情書を飛鳥田市長に出している｡住民代表は中

川地区連合町内会長(茅ヶ崎町内会長)金子　保､中川

町内会長･大久保正治､大棚町内会長･関　金三､勝田

町内会長･佐藤　正男｡

50年7月24日に､開発対策協議会の松澤､金子､山本､

中山常任委員長と飛鳥田市長の間で覚書が交わされた｡

46年に｢計画事業費の負担について｣で市と協議してお

()その時と河川の経費が変わってきたための覚書だ｡

主旨は､改修は53年度までとし､それ以降の延期され

た分は地元負担しない｡事業費は43億円(46年次は17億

5000万円)｡

51年2月6日､新羽､新吉田町の関係者から飛鳥田市

長に下水道で要求書が出されている｡前文の主旨は｢鶴

見川水系の集水と流量の状況は急速に悪化し､わずかな

雨量で床下浸水1,000戸を超える｡下水道計画の変更を含
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め､次の要求に回答して欲しい｣｡

1.鶴見川本改修工事(流量毎秒1,800トン)完了まで

は他地区の汚水の導入をせぬこと

2.他地域よりの雨水の導入をせぬこと

3.現在の湛水排除のため､新田ほか7土地改良区連

合及び新吉田土地改良区管理に係る農業用排水施

設にのみ依存せず土地下水排除の責任に基づき､

直ちに総力倍加の設備をすること

4.鶴見川改修促進について

もっか本川の状態は秒間2,300トン流量が要求さ

れ､900トンの暫定改修が行われているが､雨量200

ミリ以上となれば堤防決壊の点明らかにして､棺

4桁を要することを否定する者はないが当区の促

進運動に依存し本川の悪化を助長する港北ニュー

タウン計画は疎漏であり､上流沿線の発展に伴う

許認可は本川の状態を考慮せずに行われてきたの

で､今の状態を来たした｡改修促進については傍

観してきた事実の認識が普及しているが今後いか

なる姿勢をもって対処されるや､自己観照により

当局の飛躍的努力を求めます｡

51年9月の17号台風は未曽有の出水となり数百戸が受

水した｡これが鶴見川の本格的浅漬(しゅんせつ)工事

を促したようだ｡ 52年9月の9号台風の被害も大きく市

は災害緊急貸付をしたほど｡額は1世帯20万円｡もちろ

ん陳情書も出した｡このころ､鶴見川の改修が行われを

いと､ニュータウン開発そのもの加東結ないしは中止の

なるような状況が出てきた｡新吉田､新羽の要求書にみ

られるように鶴見川下流沿岸の人たちから､ストップの

意見が述べられ特に共産党は国会､県会で取り上げた｡

この辺の状況､工事費の超法規的確保のことは先の座
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談会で語られているのでそれを要約する｡51年の夏､港北

開発局と京浜工事事務所が話し合い､本格的な渡漢工事

に取り組むこととなった｡財源は公団が77億円を無利子

で建設省に貸すという方法が取られた｡このほか､白山遊

水池の用地費32億円､池と鶴見川を結ぶパイプライン工

事費が10億円という膨大な工事となった｡ 53年に工事に

着手｡渡漢工事は54年度から始まり､62年度に終了｡63年

度と平成元年度に渡漠施設を撤去し工事は完了した｡
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郷土､文化史

都筑郡は橘樹郡とともに646年の大化の改新の時生ま

れた｡ -郡は50戸が単位であり､ -郷は10戸だ｡その下

が里となる｡当時は大家族集団のため一家族は10人前後

と推定されている｡地域はおおよそ現在の第一地区あた

りで推定50戸､ 500人が住んでいたようだ｡縄文時代から

人が住んでいたことは､高塀貝塚､歳勝土遺跡などから

立証される｡

江戸時代までの歴史的なことは､ 『都筑の民俗』はじめ

まとまった本が出ているので省略する｡江戸初期の農地

面積､人口は次のような数字が残っている｡茅ヶ崎村と

牛久保村の明治初期の記録がないため江戸初期のを載せ

るがほとんど変わりはないようだ(名主､人口はすべて

明治初期)｡

田　　　畑　　　戸数　人口　最後の名主

山田村　　64町8反111町1反　141　732　栗原七郎右衛門

栗原　政次

勝田村　17町1度16町3反　　38　267　関八郎右衛門

牛久保村　9町6度13町6反　　45　296　安藤吉右衛門

大棚村　15町2反　37町9反　　48　467　吉野清吉郎

大久保幸次郎

酒川　源蔵(下山田村)

茅ヶ崎村　13町3反　23町4反　　70　437　岸　順蔵

この状況は昭和10年代まで続いたようだ｡大棚町は8
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割が吉野一族だった｡

作物は米､大豆､小豆､ナッパ類､栗ソバが主で副業

としてナウ､コモ､ムシロなどが作られていた｡まき､

炭づくりで生計をたてていた人もいた｡

ほとんどが農業だったが､山田村に古着屋1軒､古鉄

屋1軒､質屋3軒(幕末から明治初期に8軒)､牛久保に

古着屋1軒､大棚村には荒物屋､小間物屋､駄菓子屋､

木挽屋､まき屋､質屋が各1軒､屋根屋2軒があった｡

昔から中川に住んでいた家は300年位まではさかのぼ

れる｡金子家は元禄よりもっと古いと思われるが､菩提

寺が正覚寺であり確認できるものは墓石では1690年(元

禄3)の為教意童女が最古で以降江戸､明治､大正､昭

和と続く｡

父は平蔵(明治15年8月21日生まれ)で､中川村が横

浜市に編入された時の茅ヶ崎町の初代町内会長､禍父は

弥五郎(寛永5年9月21日生まれ)で茅ヶ崎村のまとめ

役をしていた｡曾じいさんは焼酎を作っていた｡金子家

は今は4系統になるが5系統あり本家は金子貞吉が死亡

したため廃家になった｡墓は私が管理している｡ 4家系

は金子保､金子修一郎(梨園経営)､金子一夫(会社員)､

金子三千男となる｡

三千男は金子光太郎の3女･富子と結婚し養子に｡生

家は北山田で男全規夫の次男｡私より一回y)以上若いが

良き理解者であった｡ 6大事業が発表され地元が大騒ぎ

になっていた時､まだサラリーマンをしていた三千男と

勝田橋で｢どうするか｣と話していた｡三千男は｢会長､

鉄くずを金に替えましょう｣と即答した｡

このシーンは強く印象に残っている｡

中川は人口の移動もほとんど無く､昭和30年ころまで

お互いが顔を見れば分かるという純農村であったため団
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結の強い､人の和を大切にするところだった｡園芸の盛

んな地域でもありそれはみんなで共同して取り組むこと

が自然の流れであった｡

中川のタケノコと言えば宮前とともに､東京の神田の

市場で名を馳せたが､始まったのは江戸時代後期という

伝承が残されている｡東京の職人を招いて竹の根いれを

したとの記録がある｡明治45年4月には茅ヶ崎聾(イチ

ゴ)組合が設立されているから､これは市内でもたいへ

ん早い方だろう｡この種の組合は大正2年4月養蚕組合､

同3年4月に中川葺組合､同11年2月農事改良組合､同

年同月園芸組合が設立されいずれも昭和10年9月設立の

農事実行組合に合併統合された｡

園芸以前から競業(そさい)が都心に運ばれた｡大庄

時代は中原街道を徒歩で上京し出荷したとのことだ｡昭

和の初めは手車が登場､さらに牛車-と変化していく｡

桃､栗､韓は出荷組合をつくり､県販連経由で市場に出た｡

17年には農業倉庫がつくちれ､ 18年には精米事業を開

始｡ 19年には農業団体法により農業会が設立され､戦争

協力の一環としてで全村挙げて松根を掘り起こして､松

根油づくりが行われた｡

21年には都筑中川農業協同組合が設立され､大棚町に

海軍施設部の倉庫を改修した精米工場(231平方㍍)と青

果物集荷所が作られた｡以降の中川農協の活躍はめざま

しく数々の表彰を受けている｡特に健康保険診療所の開

設など母子保健を中心とする活動に対しては厚生大臣､

県知事表彰等数も多い｡

それだけ豊かな農村だったことの証明だ｡

以下､私の経歴を簡単に書いていく｡

平蔵､ツヤの長男として大正6年1月3日に生まれた｡
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つ)し､次女･マサ江は元幼稚園保母､次男･進は(有)

金子保商事代表取締役､ 3男･宏は司法書士をしている｡

20年の敗戦で中川に戻り､農業に復帰｡作物､農地の

面積は時代とともに変化するが30年前後でおおよそ次の

ような状況である｡

米(水田)-50アール　　トマト､キュウリ､メロン､

スイカ(畑)-100アール　　竹の子-50アール　　杉､

松の植林-300アール　　果樹-柿(禅寺丸など冬柿)-

50本　　花(切り花､ナンテン)-5,000-6,000本　　に

わとり飼育-200羽

中川の植林は杉､松のほかヒノキがあった｡ 30-50年

の周期で植え管理した｡果樹園は､今でいう果樹園らし

さものではないが､どこの農家でも屋敷の周りに柿の木

があった｡私の家でも同じで種類は禅寺丸が主だ｡その

名の由来は川崎の王禅寺からきている｡また､栗も地域

の産物であった｡ナシはここ20年くらいの歴史しかなく

比較的新しい｡

中川地区は､中川農協が各方面から表彰されているこ

とに象徴されるように豊かな農村地帯だったことには間

違いない｡しかし､ニュータウン計画が発表される頃は､

その豊かさを維持することは極めて困難な状況にきてい

た｡ここでそれは繰り返さない｡

曾じいさんが蔵元であったこともあり､代々地域の世

話役のような仕事をしてきた｡私も30代半ばころには平

蔵に替わ用こその種の仕事につくようになった｡ 20代に

は川和警防団第3分団第8班長とか､杉山神社世話人総

代に就いているが本格的には30過ぎからだ｡平蔵が35歳

の時の子供なので､このころになると世代交代が自然と

295









世話役であったのでいずれもリーダー役だった｡

以下､年表風に地域､公的な役に就任した年と役職を

列記する｡ (港北ニュータウン関係は別掲)

･昭和25年7月30日　茅ヶ崎農業生産協同組合長

･II　26年7月20日　都筑中川農業委員(その後､港北

区農業委員)

･ /I　29年7月20日　都筑中川農業協同組合理事(昭和

36年2月22日退任)

･ II　30年4月1日　横浜市森林組合総代

･ Il　30年5月12日　正覚寺代表役員

i Il　32年7月19日　港北区農業委員(昭和38年7月22

日退任)

･ II　33年4月1日*)席口消防団第3分団副分団長

･Il　35年4月1日　茅ヶ崎町町内会長

･ lI　37年4月1日　早油川上流土地改良区理事長(昭

和43年まで)

II　　　　　中川連合町内会副会長(昭和42年

3月31日まで)

･II　38年12月5日　保護司(昭和44年12月4日まで)

･II　40年3月1日　民生児童委員(平成4年11月3日

まで)

･/I　42年4月1日　中川地区連合町内会長(平成6年

3月､都筑区連町発足に伴い消

滅)

II　　　　*中川地区防犯会長

･ II　55年4月　　　港北区防犯協会会長(平成2年3

月まで)

55年5月22日　中川地区福祉協議会副会長

･ Il　56年4月22日　港北区連合町内会副会長(昭利60
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年5月22日退任)

･ Il　58年10月　　　東山田スポーツ会館委員会会長

･ lI　60年5月22日　港北区連合町内会長(昭和62年5

･平成3年3月

･平成6年4月

肋

･ I1　11月

/I

/1　　9月

II7年4月

I1　　9月

II8年5月

△ニュータウン関係△

･昭和42年8月

･昭和51年10月

･昭和56年2月

II60年9月

Il62年3月

II63年7月

300

月21日まで)

中川西地区センター委員会会長

都筑区連合町内会･自治会会長

勝田･茅ヶ崎地区連合町内会長

都筑区体育協会会長

都筑区保健所運営協議会副委員長

都筑区減量化リサイクル促進協議

会会長

都筑区区民利用施設協会会長

横浜市民生委員推薦会都筑匿委員

会委員長

都筑区区民祭実行委員会委員長

中川住民協議会会長(昭和52年ま

で中川地区対策協議会､平成8年

12月解散)

港北ニュータウン事業推進連絡協

議会副会長(港北ニュータウン開

発促進協議会港北ニュータウン開

発対策協議会を改組)

(財)港北ニュータウン生活対策

協会副理事長

港北ニュータウン祭実行委員会委

員長(平成8年まで)

港北ニュータウンタウンセンター

世話人会(昭和63年3月まで)

港北ニュータウンタウンセンター



･平成2年8月

II　　10月

lI3年6月

II4年5月

II5年6月

Il 7年12月

/18年4月

II　　　7月

II9月6日

lI8-9年度

代表者会議会長(平成3年3月ま

で)

第二地区共同化義務街区開発推進

会会長(平成4年5月まで)

中央地区整備促進協議会会長

港北ニュータウンタウンセンター

開発推進協議会会長

第二地区共同化義務街区建設組合

理事長(平成8年6月まで)

タウンセンター地区街づくり協定

運営委員会委員長

センタ一高駅放置自転車等放置防

止推進協議会会長

第二地区共同化義務街区事業者組

合理事長

センター南駅前共同ビル(蛛)代

表取締役社長

都筑警察署早期建設促進慨議会会

良

横浜北部新都市中央地区土地区画

整理事業区画整理審議会会長

中央地区土地審議会会長

(*退任時期不明)
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そして､夢を追う

80年も生きてくるといろいろなことがあるのか人生

だ｡

その中でも､もっとも印象づよく頭に残っているのは

関東大震災と､戦災だ｡

大正12年9月1日の大震災の時6歳であったが､見た

こと聞いたことは今でも鮮明に思い浮べることが出来

る｡家にいた世親と私はいち早く飛び出したが歩けない｡

はって外に出たが､地鳴りがする｡地の底に引き込まれ

るがと感じた｡やっと竹薮に入り一息ついた｡余震が恐

くて家に入る人はいない｡そのうち辺りが暗くなり東京

の方は夕焼けのように明るくなっている｡火明かりがこ

こから見えた｡

14万人も死んだのだから数多くの悲惨な話は聞いた

が､一番印象的なのは､陸軍省被服廠(しょう)の工場

の話だ｡本所にあって広い敷地があり｢ここは大丈夫｣

と2万3000人がそこに避難した｡ところがそこが類焼し

みんな死亡してしまった｡

戦争中は1回目の召集では青山の連兵隊にいた｡敗戦

の時は2度目の召集で62部隊にいた｡

さて､港北ニュータウンだが､公団は当初45㌫買収で

交渉を始めた｡価格は3.3平方fh,平均2万円で､これは不

動産鑑定士によれば実勢価格の半分だ｡しかも､目先の
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利点はなかなかない｡ 10年先の話だ｡当然反対者は多い｡

75㌫はそうだった｡未だに反対の人はいる｡

統計は取っていないが買収に応じた人の45㌫位は亡く

なった｡今はその子供､孫の時代になっている｡ 30年も

かかれば当然だ｡ ｢難しかったから｣とかいろいろ理由は

あろうがあまりに長すぎる｡

若者の都会-のあこがれはどの国にも見られる｡そこ

の空気､水が汚れ､交通事故は年々増える､火災が多く

しかもその第一原因が放火とあってはあまりにも悲し

く､国民一人ひとりの安全､安心を守るべき政治行政の

不在ではないか｡人間らしい生清一という言い方はよく

する｡人間らしい生活を送るためには前提条件がある｡

まず第一に安全の確保だ｡最悪の災害の時､市民の命

が守られるのか｡人間らしいという以前の問題だ｡避難

場所をつくるとか､災害用の水を確保するというのは応

急措置であって､根本的な対策ではない｡

第二に夢の持てること｡夢を持たない民族､個人はい

ない｡夢がないと人は生きられない｡それには個人によ

って大小がある｡世界中の誰だって夢を見てるから生き

られる｡実現できるかどうかはまた別問題だ｡それが住

宅密集地帯に住み何かことがあった時､命の補償の無い

所にいては､夢を追求することさえ出来ない｡命の補償

が出来ないのは政治･行政の不在ではないのか｡

国の一番の財産は国民であり､市の一番の財産は市民

だ｡一人ひとりがそれこそ汗をたらし税金を納めている｡

みな平等に夢を追いかけるようになっているだろうか｡

長期のビジョンがなく､人口の増加にその場その場で

対応してきた結果が､逃げ場さえない街となったのでは
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ないか｡交通戦争と言われ出してもう何年になるか｡年

間1万人以上が死にその約100倍の人が負傷する｡ 5年

先､ 10年先のことを考えられない､考えていないからだ｡

法律もそうだ｡古い法律がいまだにまかり通っている

例は枚挙に暇がない｡一例をあげると農地法をタテに農

家の権利を主張する人もいる｡制定した時は真剣に農業

をし食料増進を目的としたのものだ｡それを行政が自分

の省､局､課を死守するため古い法律を変えないから､

実際はサラリーマンで植木数本しかないのに農業者とし

て都市の中で生きている｡

一方､農業専用地区や集合農地で新鮮な野菜を供給し

多くの人に喜ばれている農家もいる｡

また､後継者難で荒廃した農地も見られる｡緑そして

農地を維持していくには､農家以外にも解放し､耕作す

る人に農地を使わせる方法も一考だ｡時代に即応した法

律が求められている｡

都市空間の確保が求められる｡パニックの時避難でき

るスペースがないと安心できないではないか｡子供､お

年寄りが安心して歩ける道路がなくてどうして人間らし

い生活が出来るか｡世界各国の都市を見てきたが､アメ

リカである企業家に言われた｢日本で道路といえるのは

かろうじて高速道路だけ｣と｡昭和45年12月のことだが

今もあまり変わらないのではないか｡

きれいな空気､水､緑は自然を守らずに確保できるわ

けがない｡木の葉一枚､一滴の水､ 1ccの空気をつくれ

ない人間が､自然を次々と破壊していく｡これは人間の

傲慢そのものだ｡そんな中で港北ニュータウンは広い道

路､原型を極力とどめた公園が十分ある｡関東大震災､

戦災から学んだ安心､安全を考慮した結果だ｡
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役人は特殊な職域を除き､最近は2年間くらいで交代

する｡この間大半の役人は与えられた仕事にまっとうに

責任を果たしているが､一部の役人の間には任期中､無

事過ごしていけばいいという空気がある｡ところがこち

らはみんな背水の陣を敷いている｡ここに大きなギャッ

プが出来る｡任期中に口約束してもいずれその任からい

なくなるので責任の所在が分からなくなる｡市･公団職

員の一人ひとりの多くがいい人で熱心でまじめに仕事し

ているが､一部の役人の無責任さが結果として役人-の

不信感が出てくる｡

長い間連合町内会長をしているが､行政は町内会組織

を利用しないと機能しない｡もしすべて行政でやるとし

たら市の職員は今の3倍は必要になるのでないか｡それ

でも今のようにスムーズに回転しないかも知れない｡そ

れだけ多量の伝達文がきて動員をかけられる｡市の職員

と町内会役員の境は分からない｡分かっているのは職員

は給料を貰っているが町内会の人たちはボランティアで

働いていることだ｡横浜市は町内会に対し地域振興費と

いうことで人数に対応した経費を出している｡ほとんど

は広報紙をはじめとする配布費だ｡例えば防犯灯はそこ

に含まれるという解釈のようだが東京都､川崎市はきち

っと防犯灯費で出していると聞く｡これも行政の怠慢と

写り不信感を募らせる｡

河川修理､道路の整備などは平均20㌫の減歩､ 10年く

らいで完了というのがこれまでの流れだった｡この間農

作物の収穫はもちろんある｡それで生活し､ 10年後には

工事の果実を味わうことができた｡

港北ニュータウンの土地区画整理事業が竣工を迎えら

れたのは､､第一に地権者の協力があったからだ｡私の片
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腕となり買収の説得に熱心に歩いたのは今は亡き大嶋正

三郎さんと小山馨さんなどだ｡

市､公団､地元の三者一体でという言い方がされた｡

市が言い出したことで3本の矢のように協力して推進し

ようとのことだが､その前に地権者の団結がなけれが何

も始まらない｡

斎藤増次郎氏が発行している新聞『横浜線港北新報』

の昭和54年新年号の座談会で山内地区常任委員長の松沢

健三氏はこういう発言をしている｡ ｢三位一体というが､

やはり地元が結集した一つの力を持たなかったら､公団

や市任せじゃとても進まない｡三位一体の主体はむしろ

地元だと思う｡まず､地元が結束する､こちらが工事促

進の一番のカギじゃないかと思う｣

以下の十数行はいささか口はぼったいようだが､この

30年間､心の奥底にあった素直な感情だ｡

わらわれ地権者は行政の街づくりに多大な協力をして

きた｡行政､公団としっくりした期間ばかりではなく､

戦いの相手の時さえあった｡それは官僚制というつかみ

どころのない相手であり､攻めどころかなかなか分から

ない｡そのことでイライラさせられることもあった｡ 30

年という長い間､ニュータウンづくりに情熱をつぎ込め

たのは､本当にいい街を造りたかったからだ｡子供や孫

に自慢できる街を夢見た｡安全､安心が確保され､一人

ひとりが夢を持ちしかもお互いが助け合う街だ｡

そういう街になるかどうかはすべて今後にかかってい

るが､今日までの街づくりにわれわれ住民が主導的役割

を果たしてきたという自負がある｡

港北ニュータウンの3つの理念のうち｢市民参加の街

づくり｣がある｡最高決定機関が対策協(後推進協)で
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あり､その場にわれわれの意向は十分出し､反映もされ

た｡それだけの犠牲も払っている｡犠牲の中身は格安で

提供した先祖代々の土地､転業を余儀なくされた人々､

移転をさせられた人々､長期間ちゅうぶらりん状況に置

かれた人々--が代表的ものだ｡

今でこそニュータウンを評価してくれるが､買収から

造成工事が始まるまでの間､強硬な反対者からずいぶん

ひどい言葉を浴びせられた｡

環境が一変する｡先行買収40%､残りの土地の減歩率

35%だ｡ましてやこの田舎の町に電車が通ることを信じ

た人は皆無に近い｡その人達の気持ちを考えれば当然と

いえば当然だ｡

市の買収には協力するな､と触れ回ったのはある地域

の有力者だ｡ ｢4割買収に応じると大損する｡農事地区に

して､そのうちおれが市街化地域にしてやる｣と言った

ようだ｡それを聞いたわれわれは､強いいきどおりを覚

え､市に｢その地区は市街化地域にしないように｣と強

い要望を申し入れた｡言葉は短いがニュータウンを進め

る側と現状を守る側の緊迫した感情が出て､強い言葉の

やりとりとなった｡しかし､結果的には､農業地区の項

でも書いたが､立派に農業を続けニュータウンづくりに

大きな役割を果たした人が多い｡

工事中のことでは移転の反対は強かった｡300年営々と

続いた自分の家や土地がなくなるのは身を切られるよう

な感覚だ｡孫の代にと残してくれた樹木は持ってこられ

ないから､玄関､居間など新住宅の一部に使っている人

は多い｡私は元屋敷にあった一番古い300年もののケヤキ

を居間の棚などに使っている｡ 10年以上仮住まいしたあ
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と､やっと今の3度目の家に落ち着いた｡

都市づくりの根幹は道づくりだ｡昔からよく言うでは

ないか｡ ｢良き道たどれば良き里あり､良き道たどれば良

き町あり｣と｡隣町の団地は道路の両サイドは車だ｡夜

中になると真ん中まで駐車し車庫代わりだ｡これは何も

その団地だけではなくどこでも見られる現象だ｡今は車

社会だ｡住宅一つに駐車場一つは確保する法整備が必要

だ｡良き道路をつくることは都市づくりの根幹だが､同

時に道路を道路として維持する対策が求められる｡

出来た施設は大事に使いたい｡例えば公園などの維持

笛理に地元住民が携わっていくことはいいことだ｡わず

かな経費は出るがそれらはプールして自分たちが利用す

る施設の備品購入などに使われる｡アメリカの教会を中

心としたコミュニティーとは違い､日本では地域のつな

がりが中心となる｡公園を清掃したりしていくことでき

れいにしていくことはもとより､税金の有効利用､新住

民と昔からの人たちとの連帯感も増していく｡

港北ニュータウンは今でこそ｢良かった｣と言ってく

れる人は多い｡それが端的に現れているのか交通網だ｡

ニュータウン計画があってはじめて整備された幹線道路

がほとんどだ｡地下鉄､幹線道路はニュータウンがなけ

ればいつできたか分からない｡

ニュータウン方式の街づくりとは改めて言うが､市民

参加のまちづくり､乱開発の防止､都市農業の確立-を

理念としさらに自然を最大限に活用したグリーン･マト

リックスシステムを採用しているが､他にも申出換地､

多機能複合都市などの特色を持つ｡田内で､市内で後に
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続くところはなかったが､多くの教訓は残したと思う｡

これほどの規模は無理だとして第二､第三のニュータウ

ンがもし計画されたら教訓も活かされるし､私としても

大変うれしい｡自分がやってきたことが無意味でないこ

とが再確認できるからだ｡

30万人居住を想定しているが将来､ 35万人くらい住む

ようであって欲しい｡その一人ひとりが夢を持ち､それ

に向かって安心して住める街になっているのだから､街

の中身は今後ここに住む人たちがつくっていくことだろ

う｡

出来れば､ここに住む人がお互いを認め合い助け合い

する街であって欲しい｡どんなに偉い地位にあっても一

人では生きられない｡水一滴つくれない｡自然の中で生

かされ､いろんな人がその場その場で仕事をそれが関達

しはじめて人間は生きられるのだから｡
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コミュニアイ-

リーダーの資質

川手　昭二

(芝浦工業大学教授､日本住宅公団の初代港北事務所長)

金子さんの果たした役割は次のごときものであったと

私は思っています｡

①港北ニュータウン開発事業は､横浜市長の発案で住

民参加プロセスが選択された｡実際の進め方は地元

代表が住民の意向をまとめるやり方であり､とり

まとめシステムがなければ何も決定されないことに

なる｡幸いにして港北ニュータウンの大部分を占め

る中川連合町内会は､金子さんが会長で地元の意向

を取りまとめるシステムをつくりあげていて､シス

テムを支える地元スタッフが育っていた｡

②住民参加型で開発区域を決定するに当たり(昭和43

年頃)他の連合町内会が開発決定を決めかねている

時期､港北ニュータウンの中核をなす中川連合町

内会が率先して開発を決めたことが､他の町内会に

所属する人たちの決意(開発か農業継続かの選択)を

促すことになった｡この決意が港北ニュータウンの

特色ともいうべき農業専用地区を実現させたといえ

るかもしれない｡

③港北ニュータウン開発計画の設計は､ KJ法をベー

スに作成されたものであるが､連合町内会長､副会

長を対象にした設計方針ブレースト-ミングで､
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金子さんははっきりと将来像に関して注文を付けら

れた｡正覚寺を残すこと､せせらぎに沿ったヤマサ

クラはほとんど伐採することなく移植保存されたも

のである｡

④ニュータウンは完成されて､住まわれて､コミュニ

ティーがつくられてその設計の価値が明らかにな

る｡金子さんは自ら先頭に立ってつくりあげたこの

ニュータウンにいわゆる新住民を含めた本当のコミ

ュニティーを完成させるための町内会つくりに取り

かかっておられる｡わが国ではニュータウン事業終

了後のまちづくりが弱いとされているが､金子さん

はわが国で初めての長丁場のニュータウンづくりを

やろうとしているように感せられる｡

金子さんの人物像の特色は､コミュニティーリー

ダーとしての資質である｡

①私利私欲で動くことがないため､村の人は安心して

金子さんに一切をまかす気持ちになる｡

②政治的な権力に屈しない｡しかし､町内の秩序維持､

環境向上を図るため､公共の仕事である市の末端行

政には積極的に協力する｡従って市にたいして町内

会の要望を突きつけるに当たり､妥協のない提案を

する事が出来るし､日ごろの行動に裏打ちされてい

るので市は要望を受け入れざるを得なくなってい

る｡
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無冠の帝王

加堂　　宏

((秩)シティコンサルツ社長､日本住宅公団の元港北開

発事務所副所長)

私が公団本社調査役から港北事務所(港北局の前組織)

副所長として赴任したのは､昭和50年11月1日でした｡

この時期､ 55年概戌という事業スケジュールが可能か否

かについて､公団は地元から見直しを迫られており､ 62

年概成案を作成し対策協の11月定例会に提示しょうとし

ていた｡定例会に提示したところ､地元から不満が続出､

特に中川地区からは容認できないとの意見が出され､次

の12月定例会で再審議することとなった｡

12月定例会で､公団は11月提出の62年概成案を提出し

たところ､中川地区委員長･金子保氏を筆頭に中川地区

委員全員が問題にならないとして総退場され､会議続行

不可能となった｡中川地区では､横浜市-の抗議行動､

公団の現場立入禁止等を含んだ書面が送付され混乱状態

となった｡私は着任早々で何が何やらまったく分からな

い状態で､その年は終わったというのが実感だった｡

年あげから何はともあれ金子保氏に会うのか先決であ

ると判断し､金子氏宅-日参したのだが､初めはほとん

ど金子氏の独演会という状態だった｡人を説得するには

人に接触する以外方法はない､との信条を私は持ってい

たので根気よく通い続けた｡

51年2月未ごろになってようやく､金子氏から｢公団
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総裁と会談したい｣旨の希望が出され､当時の南部総裁

との会談が持たれ､生活再建については公団は実績と経

験を有しているので､これを実行すること､ 62年概戌に

ついては誠意を持って実行すること等の結論が出され､

金子氏もこれを了とされ､ここに事業スケジュールにつ

いての混乱に一応終止符が打たれた｡

港北ニュータウン開発で一番の問題は､移転対象建物

が1,570戸もあったことだ｡62年概戌ということは工事期

間も含めてということで､補償完了はその何年も前とい

うことになり､これについては大変苦労した｡当時､補

償職員は20人強で直轄ではとうてい処理不能であること

は明日だった｡そこで､港北局まで車で10分か15分の所

に事務所を設置できることを条件として補償コンサルタ

ント業者に意向調査を行い､能力等の内容審査の結果10

社を特定し業務を処理することとした｡結果的にはこの

方法が極めて有効であった｡

金子氏の人物像｡

私の印象を一言でいうと｢無冠の帝王｣と思う｡すな

わち､通常人間は自分の属しているポストに応じて対人

関係を保つ｡したがって､言葉の使い分けをすることに

なるが､金子氏は自分の信念に基ついて常に誰に対して

も変わることなく自己の意見を述べられる人物であると

思う｡このような性格から周辺では金子評について必ず

しも味方だけではない場合がある｡でも､金子氏に替わ

ってそのポストを自分が受け継ぐという人は現れない｡
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関係者の絶大な努力

と協力

伊東　真一

(元都筑中川農業協同組合長､元横浜北農業協同組合常

務)

飛鳥田元横浜市長による壮大な港北ニュータウン開発

計画が世に発表されやがて30年に近い歳月が過ぎようと

しています｡そしてその壮大な開発計画もようやく完成

の日が近づいてきました｡

昔からの自然のままの起伏曲折の多いこの辺りの田

畑､山林､原野の広がっていたが､まったく面目を一新

し､地下鉄が地区を横断して主に地上を走り､片側2車

線以上の広い幹線道路は縦横に通じ､それに沿って整然

とした街区が造成され､企業等のビルや集合住宅等の高

層建築も随所に完成しつつあり､あるいは個人の住宅も

続々と建ちはじめて日ごとにその数を増しています｡今

やまさに理想的快適な都市空間が完成しょうとしていま

す｡

振り返ってみるとこの計画立案より今日に至るまでの

間には日本の社会経済は大きく変わりました｡特にバブ

ルの崩壊がもたらした日本全体を覆った不況は深刻でし

かも長引いて今日なお不況脱出の諸も容易に兄いだすこ

とが出来ないでいるというような事態は､経済の高度成

長の途上にあった計画策定当時の展望の中ではまったく

予想もされないことであったと思われます｡

従ってこのように大きく変わった経済環暁の中での計
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画実施には数多くの障害や困難な問題が生じたと考えら

れますが､それらの課題を一つひとつ乗り越えて事業の

遂行に当たってきた市並びに住都公団の担当者の苦労と

努力は容易ならぬものがあったと推察されます｡同時に

計画策定以来よくその主旨を理解して多くの不便不都合

に耐えながら辛抱強く1日も早いその完成を待ち望んで

きた1万人を超えるという関係地権者の大きな協力のあ

ったことを忘れてはなりません｡

私は部外者の立場としてもこれら多数関係者各位のこ

れまでの絶大な努力と協力に深く敬意を表したいと思い

ます｡

さらにこの港北ニュータウン開発計画の実施に当た

り､関係地権者によって組織された対策協議会の会長に

推されて就任して今日に至っている金子保氏の功績につ

いてもその大きなことを称えなければなりません｡

氏はもともと茅ヶ崎町内会長であり､その職にあるこ

と既に30余年にのぼると思われます｡その間､港北区当

時においては中川地区連合町内会長､さらに都筑区発足

後は都筑区町内会自治会連合会長として実に長年にわた

って終始地域社会の発展に貢献してこられました｡

氏の性格には若いころから剛直のところがあり､対策

協議会長として､よく多数さまざまな地権者の意見希望

を取りまとめ､これを市当局並びに公団に進言し､強く

主張するところは主張して地権者の権利を確保するとと

もに､計画の実施遂行に協力してこられたものと思いま

す｡氏の功績は高く評価され､称えられなければならな

いと信じます｡
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責任完遂でがんばる

吉野　敏雄

保氏とは小学1年の時からの同級生で､今日までずう

っとお世話になっている一人です｡学校時代はおとなし

く､でもシンは強く頑張り屋だったと思います｡成人し

てお互い第2次世界大戦に参加､運よく帰還し､今日に

及んでいます｡

30年代に入って､東急の山内地区開発で早油川が増水､

氾濫し中川地区の河川整備を余儀なくされ､金子氏の尽

力で水害がなくなりました｡

港北ニュータウンは事業開始から早30年近くになり､

ようやく第一･第二地区の整理事業も終わりを迎えまし

た｡地下鉄3号線の開通､市歴史博物館の開館､人口増

加にともなう分区などに旧中川地区連合町内会長､都筑

区連合町内会長､対策協副会長として責任完遂のためが

んばっておられる姿にはいつも感謝しています｡

現在は認可の降りたタウンセンター中央地区区画整理

事業の長としてお骨折りをかけております｡はや卒寿を

迎えます｡どうかお体には十分脅意され､地区のために

ご尽力くださるよう念願する次第です｡
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集合墓地の造成

八木　良純

(正覚寺住職)

昭和42年､この地区が港北ニュータウン計画に編入さ

れ説明会等の会合がたびたび行われるようになりまし

た｡反対､賛成があり賛成が大半で施行区域となり工事

が進められました｡昔からの山林､竹林は伐採されまし

た｡ブルドーザーが1日中動き､山は削られ谷間は平地

に変わってしまいました｡家の周りにあった立木は移転､

伐採され樹齢何百年という庭木も切り倒されました｡工

事が進むにつれ､住居の仮移転も始まりました｡その地

は一面たんばでした｡土盛りした所に同じ様な家が建て

られました｡仮設住宅が思い出になっています｡

墓地の移転について述べます｡この地区には宅地付近

に各自が所有する私有墓地が点々とありました｡ニュー

タウンでは墓地は1カ所に集合移転することになりまし

た｡正覚寺は存置になりましたので､境内の一角に集合

墓地が造成されました｡これは公団､檀信徒総代･金子

保氏の尽力によるものです｡

中川では､昭和44年ごろまで土葬が行われており､町

内に散在する金子､岸両家の先祖代々の私有墓地十数カ

所を､近親者が骨を掘り起こし､確認しよく洗い箱にい

れて､火葬場で火葬し寺墓地-埋葬されました｡競内に

伽藍(がらん)と山水が造られ公園墓地となりました｡

墓地を移転することなど夢にも思っていなかったでしょ
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つ｡

地下鉄が開通したい-ん便利になりました｡センタ一

高駅周辺は茅ヶ崎の中心地とでもいえる所で三百数十年

住んできた60戸以上の家が移転し､広場も開発されました｡

ニュータウン地区がこのように発展したのも､金子保

氏のご功績の賜ものと感謝しております｡

みんなの生活水準

上がった

小山　　正

(小山園経営　58歳､茅ヶ崎町内会副会長の故小山馨氏

長男｡ 9年4月19日､茅ヶ崎束の自宅で)

父は家に帰ってあまり外の話はしなかったのでよく分

からない｡ 59年5月､がんのため72歳で亡くなった｡

買収当時､反対する人たちの苦情はよく受けていたよ

うな印象がある｡親父自身はニュータウン計画に乗らな

いとここいらは､市街化調整区域になり､取り残されて

しまうという危機感はあったように思う｡

私自身は半々だった｡専業農家なので調整区域で農業

を続けたいという考えと､開発も必要との思いもあった｡

ここいらは農専地区にならず集合農地になった｡換地で

農事地区はとらなかった｡というのは地区ごとにまとめ

ていったためだ｡

そこでナシ園を49年から始めた｡それまでは野菜を作

っていて市場で値をたたかれた経験があり､消費者と直

接売買するかたちを考えていた｡中川地区でのナシ栽培

は私が最初だ｡その時新吉田､中里地区では既にナシが
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作られていて市がフルーツパーク事業として勧めてい

た｡そこに勉強に行った｡市の助成対象は組合に対して

で､ 1人だった私は対象外だ｡農業近代化資金を借入れ

棚を作ったりした｡今は戸塚や中里､新吉田を含め｢浜

ナシ｣として神奈川名産100品に入っている｡

10年前には北農協管内で120軒位のナシ経営者がいた｡

中川地域では減少傾向にあるが今でもあまり変わりない

と思う｡中川地区には現在10人いる｡ 50年代後半になっ

て､市は観光農業事業を開始した｡助成金もありこの時

に増えた｡始めたときは助成の対象外だったが､この時

は｢めんどう見てほしい｣と言われ皆さんのお手伝いを

した｡

調整区域のままでの農業は大変だ-なと思う｡逆にか

っての人間的つながりの深さやそのままの自然が懐かし

い｡でも開発によりみんなの生活水準が上がったので､

ニュータウン計画は良かったと思っている｡

板ばさみで苦労

佐野　重雄

(農業　63歳｡都田地区対策協議会副会長､横浜北農業

協同組合監事｡都田第一土地改良区副理事長｡ 9年4月

21日､池辺町の自宅で)

44年の買収が始まる以前､まだ対策協も出来ない頃だ

が､この辺りは反対がほとんどだった｡というのは横浜

線の鴨居駅が昭和37年12月に設置され､松下電器産業の

佐江戸工場が42年操業､ 44年に日本電気池辺工場進出が
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あり工業地帯が形成されつつあり､中川地区などに比べ

ると少しはひらけていたと思う｡企業の進出したい所に

畑を持っている人も多いし倉庫など建てて収入のある人

もいた｡企業の用地買収は公団が提示する額より3倍以

上であり､誰もニュータウン話に乗らなかったのが現実

だ｡最初､市､公団が示した案は市街化する予定地は現

在の農事地区まで考えられていた｡それが農業を続けた

い人が多く後継者もいたため農事地区が大きくなった｡

地元の有力者が反対で､同氏に相談した人はみんな反対

し売らない｡だから｢不公平だ｣という声が出た｡

40㌫買収に応じてもいいという人も出てきたが､公団

もこなかった｡

私自身も積極的でなかった｡というのは若いころから

いろいろな役を押しつけれていたため最初の対策協から

会議に出るようになった｡出ていくと図面は既に出来て

いて､協力せざるを得ない状況になる｡地元に帰ると今

度は開発のため地主の説得をしなくてはならない｡みん

なによく言われたよ｢値段も安いのだから断ってしま

え｣｡役の付いた他の人は対策協の会議にも出なくなる｡

いろいろ言われ､悩んで､私も役を降りたいと言うと｢向

こうの情報が入らなくなるから､やっててくれ｣とボス

に言われ､続けた｡

反対していた人はほとんど亡くなった｡私が30代で役

員を始めた時､周りの役員は父親くらいの年齢だった｡

家の父は役が大嫌いで私が出ていく形になった｡

今となっては｢良かった｣という人もいるがいい思い

出はあまりない｡農事地区となった人も､もう少し市街

化地区が増えても良かったと言っているが･･-･｡牛久保

地区の進行が遅いのは農業をやる人がいないからだし､

322



こちらの方も考えていたほど農業をやりたいと希望する

人がいなく､農専地区は広すぎた､もっと市街化すべき

だったと言う人もいる｡地下鉄の遅れと3本の計画が減

ったことで土地利用の計画が狂った人も出てきた｡

市街化地区の中でも農業をしたい人がいて､その人の

ために集合農地利用特別委員会がつくられ､考えられた

のが集合農地だ｡ニュータウン推進協のなかの農業対策

委員会の委員長を交代でやっていて､私は2期務めた｡

人情味あった正三郎

大嶋　珪治

(有限会社サン･ライフ大嶋取締役社長　60歳　横浜北

農業協同組合代表監事　9年6月2日､すみれが丘の自宅

で)

昭和39年4月､ 27歳の時に正三郎の娘･征子と結婚し

大嶋家に入った｡ 22歳から42歳まで小学校の教員をして

いた｡止三郎は54年2月に亡くなり､その時まで16年間

北山田町の町内会長をしていた｡ニュータウン計画の前

に東急不動産の区画整理事業が始まり､ここの辺y)38;二,',

が施行された｡ 44年7月に組合が設立され､正三郎が地

権者96人の理事長となった｡その後ニュータウン先行区

域に組み込まれた｡理事長としての経験がニュータウン

地区内地権者の説得に大いに役立ったのだと思う｡

51年2月に公団の特別な用地に関する申出調査があ

り､これには誰もが苦慮したようだ｡母のいま(78)と

も話したんだがそのころが一番大変だった｡選択を迫ら
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れるのだから当然だ｡そのころ正三郎も地域に役立つ何

かをしようと､金融機関がないので地域の要望もあり特

定郵便局の開設を申請した｡ 4､ 5年して認可がおり､

横浜すみれが丘郵便局は54年9月に開局した｡私は局長

を平成4年まで勤め､今は苗木栽培をし農協の監事をし

ている｡

正三郎は跡取りで他に女兄弟5人がいて､ 16年に出征

し戦後はシベリアに抑脅された｡寒冷地炭鉱での寒さと

疲労を凌ぐため高濃度の酒をよく飲んでいたようで､最

後は胃病で亡くなった｡

身内の者が言うのは少々気が引けるが､正三郎は人情

味があり誰とも分け隔てなくつき合った｡亡くなって1

年後に北山田の町内会のみなさんから､胸像を贈られ公

民館で除幕式も行われた｡

久夫は良き理解者

大久保欣美

(第一地区土地区画審議会第5期会長大久保久夫氏長

女)

父久夫は､港北ニュータウン土地区画整理事業が9月

に換地処分になる目前の8年8月25日に亡くなりまし

た｡父がニュータウン区画整理事業に協力し､一生懸命力

を注いでいる姿は､私は背中でしか分かりませんでした｡

地権者の一人であった父は､街づくりに奔走した金子

供様の良き理解者であり協力者だったと思います｡家庭
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では綺麗好きで外で起きたことはいっさい話さぬ人でし

たが､絶えず人のためにしようとの気持ちは持っていま

した｡金子保様のことを｢ニュータウンに全力を注ぎ､

私利私欲無く公平にものを見､強い志を持った素晴らし

い人だ｣と言っておりました｡

ある時は酒が入り､ニュータウン事業に対する思いの

あまりどなりあいをしたり､意見のぶつけ合いも何度か

あったようですが､次に会ったときはお互い何もなかっ

たように話しておりました｡このようなことが言葉で表

せない互いの絆を深くしたようです｡闘病中金子様が顔

を見せてくれ､｢自分よりまだ若いんだから街のためにこ

れからもがんばってくれ｣などの励ましの言葉をいただ

きました｡その直後から一時的に元気になったことがあ

りました｡

本当にもう少し生きていてくれ､街の完成の様子を見

て欲しかった｡

生前､新聞社のインタビューを受け｢外部の人に胸を

張れる立派な街になった｡昔の様子を思い出すことすら

難しい｣と言っていました｡父もニュータウンに全力を

傾けたのだと思います｡私たちは､父たちがこの街･ニ

ュータウンにかけた意気込みを受け継いでいかなければ

･--と思います｡

末筆ながら､金子供様には､いつまでもご健勝で父久

夫の分までニュータウン地区の発展にご尽力くださいま

すようお祈りいたします｡
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毎夜､地元説明会に

大場　正典

(横浜市園芸協会会長　元横浜市助役･緑政局長･農政

局長･同次長､ 8年10月8日､同氏宅)

田村明氏(元横浜市企画調整局長､技監)が民間にい

たころ､港北の開発について説明をされたことがある｡

乱開発を防ぐための構想を述べたのを聞いていて大きな

感銘を受けたけれども､地域の中には農業を続けたい人

もいるし､都市に緑地帯も必要であると考えていたので､

農地団地(1カ所20;ニ?,以上)を諸所に残すようにすべき

であると提案した｡

この開発構想はやがて横浜市の6大事業の一つとして

港北ニュータウン開発計画が昭和40年に公表されたもの

の､なかなか地元の人たちの納得を得られないというの

で農政局も加わって地元説明が行われるようになった｡

私は当時農政局次長だったため専任の形で野村良政氏

(43年から計画局長)､鳥井陸八氏(計画局総務部長､ 43

年4月から港北ニュータウン建設部長)とトリオを組ん

で毎夜のように地元説明会に出かけた｡

42年の9月から12月までの3カ月間に45カ所の集会に

出席し､カンカンガクガクの議論を展開した結果､ 43年

3月に土地買収の価格決定することができた｡

早油川沿岸が計画地域に入らなかったのは､水田地帯

であり､農地を残して欲しいとの地元要請を考慮した結

果だ｡
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ニュータウン地区の農業は農業専用地区として整備さ

れ､立派な経営がなされているが､将来都市防災にも大

いに役立つこととなる｡

公団はよくやって

くれた

近藤　忠臣

(相鉄建設参与　元港北ニュータウン建設部長　7i歳､

8年11月6日､相鉄建設で)

43年から港北ニュータウン建設課長を48年までし､続

いて建設部長を50年6月まで勤めた｡ 54年6月から57年

6月までは都市整備局長だった｡市を辞めてからも評価

委員をしていたので､ニュータウンとの関わりは市でも

一番長いだろう｡

区画整理事業は大きく分けて二つの目的がある｡一つ

は公共施設の整備促進で都市計画道路を造るとか､駅前

広場を造る､もう一つは土地の利用増進で宅地として利

用する｡市や県がやるのは主として公共施設の整備促進

で､公団や区画整理組合がやるのは主として土地の利用

増進となる｡

早淵IIi沿岸が市街化地域からはずされた一番大きな理

由は､価格でしょう｡県が改修事業を始めていて､田ん

ぼが多く､坪6万円から7万円で買っている｡とても公

団は買い切れない｡それと土を盛らないといけない､家

も多いので工事費がかさむなどの理由ではずれたと思

う｡そのほか開発区域がジグザクしている所がある｡こ

れも人家が多いとか､存置地区だからという理由ではず
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れた｡地元説明会や買収に応じて欲しいと公団の方とよ

く歩いた｡鳥井さん､土肥､小松原､鈴木､高井君たち

だ｡鳥井さんがよく言ってた｢土地買収は土地を買うの

ではなく人の心を買うんだ｣とね｡

概成延期は仕方がない｡日本で一番大規模な区画整理

が5､ 6年で出来るわけがない｡しかも､人家がありそ

れを移転しながらの工事だから60年に出来ればいい方だ

と思っていた｡こちらは頭を下げる一方でね､しかたな

い｡審議会より対策協の方が強かった｡対策協の4地匿

会長が審議会のメンバーに入っているんだ｡

いま振り返って､公団はよくやってくれたと思う｡公

団でなければこれだけの大規模な区画整理を施行するこ

とは非常にむずかしいのではないでしょうか｡

寝食忘れ尽力

渡　　幹夫

(㈱日本住情報交流センター､常務取締役　64歳､ 8年

8月16日､ -ウスクエア横浜で)

昭利51年4月から60年6月まで横浜市のニュータウン

の建設事務所長､ 62年6月から平成元年3月までニュー

タウン建設部長を勤めた｡ 51年の所長就任時､地元､市､

公団の三者の問では｢55年概成｣が共通の目標として考

えられていた｡しかし､現場に来てみると工事のための

防災ダムが2カ所と工事用道路が200-300㍍,くらいある

だけの進捗状況であった｡

周辺地形は変わらない中で地価だけは上昇しつづけ公
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団買収時の5倍くらいになっていた｡計画と現実のギャ

ップは用地買収協力者からは｢市や公団にだまされた｣

という怒声が生まれ､その声はまた､地元役員に対して

も､｢おまえたちがお先棒をかついでおれたちをだました

んだから責任を取ってくれ｣という声になった｡

区庁舎をはじめさまざまな建物が整ってきた現在では

想像もできないが､当時の状況下では悲観的な意見の人

が多く､市も公団も昼夜にわたって事業進捗の説明会や

相談会を毎日のように行っていた｡地元の役員の人たち

も本業をそっちのけで会合に出席された｡

中川地区は面積の上でも､関係者の数でも一番大きか

ったので､代表者であった金子会長のご苦労は大変なも

のであった｡公団開発地区の1,317;ニ免という広さは南区の

面積にほぼ等しい広さであり､山林､原野が多かったと

はいえ､地区内には既に2,500戸を超える人々の生活が営

まれていた｡このためいろいろな立場から事業に反対す

る｢組織｣も数多くあったのでこれらの人々にも事業を

理解し協力してもらうために港北ニュータウン事業推進

連絡協議会が新たに組織された｡

この実現に当たっても金子会長は､今までのいきさつ

を超えて地区内のまとめに努力された｡

計画的な街づくりが進められた結果､現在のような鉄

道､道路､上下水道､学校､公園などが整備され､ 21世

紀の社会生活にも対応できるインフラ施設が実現したの

である｡

現在ここに住んでいる人々は当たり前のように便利さ

を享受しているが､ここに至るまでに､金子会長が寝食

を忘れ､大病を克服して街づくりのために尽力されたこ

とを､少なくても事業関係者は記憶に留めておく必要が
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あると思うし､また､忙しい会長の毎日のスケジュール

を上手に調整し対応していただいた奥様の内助の働きも

感謝の念を持って語り継いでいかなければならないこと

だと思う｡

夜中に及ぶ打ち合わせ

小林　弘親

(横浜港ターミナル運営協会理事長　70歳､ 8年10月14

日､横浜港ターミナル運営悌会で)

50年6月から54年6月まで港北ニュータウン建設部長

を勤めた｡その後､港湾局長を60年までやり市を退職｡

建設部長時代は､ 55年概戌が延期になるという､地元折

衝が大変むずかしい時代だった｡もう一つは地下鉄問題

があって､ 3線が考えられてはいたがどれもまったくめ

どが立っていない｡ 6号が怪しくなり､ 3､ 4号も計画

決定､路線決定がなされていなかった｡

小規模宅地所有者の会があり､ほとんどがサラリーマ

ンの人たちだ｡だから打ち合わせは夜8時､ 9時から始

まり夜中におよふ｡初期の同会は先鋭化していて今はは

やらないが机をパンパンたたいての折衝となる｡中川は

会員も多く､存在が目立った｡他の3地区は人数の少な

いこともあって､地元の人たちもあまり関心がなかった｡

51年10月に開発対策協議会が事業推進連絡協議会に組

織替えとなった｡それまでは市と公団に対し､地元が要

求を突きつけるやl)合いの場になってしまうという面が

強かった｡宅地会と話し合い､小規模は減歩しないとい
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うことになった｡市は土地を売りたい大のはどんどん買

っていてそれを小規模者の減歩にあてた｡ただし､減歩

しない人には清算金は払ってもらう｡これで宅地会の方

は落ち着いた｡

概成延期の根本に鶴見川改修の遅れがある｡ 30年代､

40年代にそれぞれ大きな氾濫があり全面改修をすること

になっていたのが遅々として進まない｡水を出さないた

めには川沿いに溜め池をつくり､それから造成工事とな

るのが順序だ｡矢面に立つのは公団で､市としてはもち

ろん地元からの追求を受けたが､公団に対するよりは緩

やかになる｡

飛鳥田市長は住民参加の都市づくりをうたい､住民の

意向がかなりとおるような雰囲気を出していた｡だから

住民はそういう考えになってしまう｡でも､市民も後半

になると､行政システムをよく勉強していてムチャクチ

ャなことは言わないようになった｡

ニュータウンは､組織のしっかりした公団でなくては

出来なかったと思う｡計画から出来るまでにはオイルシ

ョック､景気後退など理由はいろいろあるが､ちょっと

時間が掛かりすぎた､とは思う｡でも､あの事業に着手

しなかったらひどい地域にはなっていたことだろう｡そ

の意味で結果としては良かった｡
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家庭をあまり顧みず

小島　　清

(元新田農業協同組合長､元横浜北農業協同組合常務理

事　82歳､ 8年10月2日､同氏宅で)

新田地区は新吉田町の一部､新羽町の農事地区とニュ

ータウンの関係は薄い方だ｡大場さんと大嶋正三郎さん

が同級生で､まず大場さんが大嶋さんを説得に掛かった｡

大嶋さんは昔からの大地主でよく決心したもんだと思

う｡大嶋さんが決心したなら大丈夫､というのがわれわ

れ農協の考えだった｡

農協は貯金のお金が入ればいい-という立場だから｡

第三京浜道路建設の時､貯金が増えて大変助かったこと

があり､ニュータウンの時もそういう考えだ｡

おじいさんの時代､いま都筑インターの所に4?-,',の土

地がありその後売って綱島の方に土地を持ったが､ニュ

ータウンに行ったら土地がないもんだから何となく寂し

い｡

金子保の家内は私の妹｡身内で厳しいことを言うと､

保は家庭をあまり顧みずいろいろ活動してきたという感

じだな｡
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歴史的なものへの

関心

土屋幸之助

(横浜北部国際港都建設対策住民協議会事務局長､同中

川互助会事務局長　68歳､ 8年8月28日､同氏宅で)

34年7月､茨城で働いているとき､中川農協の伊東真一

理事長に誘われ農業指導員となった｡北農協の営農課長の

時ニュータウンの話を聞き､ニュータウンの用地買収のころ

から農協も開発対策が必要だと開発事業部ができ､部長と

なった｡この時から金子さんの手伝いをすることとなった｡

最初､市は農協､中央会に説明した｡ところが地主さ

んから､自分たちの土地なのに話が農協とはおかしいの

ではないか､との声が上がり農協は交渉の場から引く事

になった｡農協がニュータウンに反対したということは

ない｡ ｢農家が土地を売ったらおしまいだ｣とかいう声は

あったかもしれないがそれは井戸端会議的発言で表だっ

た発言ではない｡

住民対策協や中)I地区互助会が出来ると何となく事務

局長をやるようになった｡僕が関わるようになった理由

の一つに歴史的なもの-の関心がある｡開発されると地

形も変わり史跡も亡くなってしまう｡せめて記録だけで

も残そうと｢ニュータウン郷土誌｣を出した｡これは金

子さんや対策協の理解がある｡当時､直属の部下に田丸

ひろみさんがいて､駒沢大学を出ていたのでそのつなが

りで加藤､倉田､所の3先生に参加してもらった｡その

成果として本が刊行された｡
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ニュータウン反対iI副ま牛久保町の金子人に多かった｡

しかも戦後の農地解放で土地を得た人たちだ｡ある人は

こんなことを言っている｡｢私は自分の肩一つで現在の土

地を得た｡先祖から受け継いでノホホンと過ごしてきた

人たちとは違う｡だから売らない｣｡そのほか､ 14年の横

浜市編入以来市に不信感を持ち､いっさい行政の言うこ

とを聞かない人などさまざまだ｡

金子さんは年とともに丸くなってきた｡苦労せられた

からか､人の話を聞くようになった｡対策協はじめ全部

ボランティアで､分刻みで動いているがすべてが報酬な

しのことだ｡土地を売ってやってきたわけだが､一度｢金

子さん､もう土地売るの止めた方がいいよ｣と言ったこ

とがある｡｢おまえ､よけいなこと言うな､売っているの

は若いころ自分で得た土地で､先禍からの土地は売って

いない｣との返事だった｡

最初､北都企業は

大変だった

皆川　晃一

(北都企業会長　71歳､ 8年9月26日､同氏宅で)

昭和30年前後だと思うが､東急がきて246号から中川中

央､現在の地下鉄センター北駅位までを買収し､鉄道を

敷きたいと言う｡私も中川の中学校に東急電鉄㈱の説明

会を聞きに行った｡当社にいた大久保太市様が｢われわ

れは電車の枕木だ｣と言ったのが印象的だ｡その時線路

の原案は今の高速鉄道(通称横浜地下鉄)と200㍍,位しか

違わない｡今のたまプラ-ザ駅周辺は東部62部隊の実弾
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射撃場だった｡そこを安く払い下げられた人たちが東急

にみんな売ってしまった｡江田から鷺沼にかけ西にずい

ぶん入り込んでいる｡それはその安い土地だったからだ｡

早油川沿岸が市街化地区にならなかったのは､地価の

問題だ｡川に沿って上麻生線が通り､土地改良も済んで

いたので他の地区より2-3倍はした｡道路は土地さえ

あればどこだって通せるんだから公団だって問題のない

丘の方を買う｡誰か地権者が反対したとかではない｡

宅地会と地元との人との融和がなかなかうまくいかな

くて--｡宅地会は第-地区の方が会員数が多く､審議

会でも1期はスムーズにいかなかった｡ 2期から私と宅

地会の野村氏がコンビでやり､会長と代行を交代でやっ

たりした｡このあたりから融和もうまくいきたした｡

従いまして第二地区の審議会とも融和を保ことができた｡

北都企業は社長の引き受けてがいなくて､役所も｢仕

事を出すし応援するから大丈夫｣と言うのでやったが､

誰も何の資格も持っていない｡役所の現場はそうゆうと

ころに仕事は出さない｡港北土木事務所に日参しどうに

か仕事をもらった｡

社員12､ 13人の､株主330人でスタートした｡

最初は川のどぶさらい｡地元の人がやっているので見

に行ったら｢社長､ゴム長あるからやってみて｣ ｢1日1

万円くれ｣と言う｡ 3年間は本当に大変だった｡そのう

ち資格を取ったりで仕事も出てきた｡警備とかパトロー

ルとか｡一番仕事も多く仕事に追いまくられたのは文化

財の発掘作業だ｡地元の人だけではなく東北からの方た

ちも65人常勤した｡

最近体調を崩し7年に社長を譲り､会長となった｡そ

の間､金子供様には当社の監査役としてご尽力をいただ
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きました｡

国際都市を目指した

徳江　義治

(対策協議会山内地区副会長､平成9年9月5日､荏田

町の自宅で)

42年6月17日､中川小学校で飛鳥田市長から初めて話

があり､一番最初に開発促進協議会という名称に異議を

申した｡その声は他地区からもあり対策協議会となった｡

後に常任委員会と用地対策委員会(通称-用対､後の事

業対策委員会)､農業対策委員会､生活対策委員会の3専

門委員会の設置が決まった｡

用対委員は中川から鈴木清氏､新田が吉田時雄氏､山

内から私で委員長｡都田は最初は出て来なかったり人が

変わったりで後に菅沼喜代造氏が参加｡当初は3人がい

つも一緒で市､公団とケンケンガクガクの議論をやった｡

買収価格も最終的には用対が決めた｡市長は最初一律16,

000円と言っていたが地域格差をつけなければ納得は得

られないと説いたら､｢じゃ-､用対の方でつくってみて｣

となり原案をつくった｡それを基に3人､時には都田の

宮川金次氏が加わり4地区の説得に歩いた｡市､公団､

協議会と地元双方からわれわれはいろいろ言われ｢巡業｣

と言って各地を廻った｡

私自身は､開発やむなしの立場だった｡というのは乱

開発が現実に進行し､ある地域ではリヤカーがやっと通

れるような狭い道に､両側ピッシリと建物が並んでいた｡
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市長の言う｢乱開発の防止｣には共鳴していた｡山内地

区の人たちは4割という買取率の高さに不安があった｡

もう一つ､都市と農業の協調にも賛成で､開発と農業

の相克から共栄を考えていた｡これまでの建設省をはじ

め多くの土地匿画整理は強ぐ言うなら農業の駆逐だっ

た｡市長は都市農業の確立､と言っても行政の窓口はな

かなかすんなりと行かず開発と農業の協調を理解しても

らうまで2､ 3年はかかった｡

昭和30年代､山内地区は田園都市線開設で土地区画整

理事業の経験があり､私は4つの組合にかかわった｡泉

田向地区では理事長､富士地区･小黒地区では副理事長､

赤田地区では理事だった｡役員としてこの種の会議は38

年ころから出るようになった｡

土地区画整理事業は東急開発で経験済みだったので､

ニュータウンでは大いにそれが役立った｡当初多くの人

は換地ということの理解が少なく､いろいろ反発､苦情

があった｡ニュータウンの申出(特別な用地)換地は､

今では珍しいことではないが､提案したのは建設研究会

でいわば生みの親だった｡

ニュータウン事業では､ ①都市農業が成り立っている

こと②市､公団などが農業を考えるようになったこと③計

画通りの街並みが出来たこと-でよかったと思っている｡

あれやこれやで30年代後半からは､開発問題で自分の

仕事はそっちのけで無報酬で走り回った｡もう亡くなら

れた方も多いがその方々と､国際都市を目指してがんば

った｡その根幹にあるのは数多くの海外視察である｡こ

れで学んだことはたくさんある｡横浜市の副都心という

より､心底では国際都市を､ということで金子さんも同

じ心境だったと思う｡
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楽しい思い出数多く

松崎　宏興

(横浜市都市計画局港北ニュータウン建設部長)

港北ニュータウンとはほとんど関係の無い港湾局か

ら､港北ニュータウン建設事務所長として平成5年5月

に異動し､ 7年6月から港北ニュータウン建設部長とし

てニュータウン全体の事業調整を担当しております｡

異動当初は事業内容はもとより､地域の関係者を1日

も早く知ることが何より大切であると､そのように努め

たことを思い出します｡

初めてセンター南駅に降り立ったときには､駅舎の

広々とした空間に驚くとともに魅力を感じました｡また､

駅周辺に広がる土地の開発の可能性や将来展望にかける

地権者の皆さんの長年の夢や想いが込められ､ここに至

っていることを思い起こしたものです｡

ニュータウンになじむにつけ､街の様子が細かく見え

るようになると､緑の環境の最大活用しながら街がつく

られていることや､神社仏閣が残され､ふるさとを忍ば

せる街になっていること､また､歩車道が分離され安全

な基盤整備がなされるとともに､多機能を立地･集積が

図れるようないろいろなサービスが身辺で得られる街づ

くりになっていることに深い感銘を覚えるとともに､こ

の大事業に私自身も携わることが出来ましたことに誇り

を感じました｡

子供の頃怖いものに｢地震･雷･火事･おやじ｣と聞
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かされてきましたが､金子会長からは｢ニュータウンは

それら全てを考慮した街づくりをしてきた｣とよく聞か

せていただき｢良き道たどればと良き里あり｣とも言わ

れ､街づくりを進めるなかで地元の代表として関わって

こられた意気込みや気骨さを実感したものでした｡

建設事務所長としての役割は宅地供用開始を目前にひ

かえ､工事の進捗状況を確認するとともに､残された課

題を一つひとつ解決していくことでした｡地元の人情に

触れることもしばしばあり楽しい思いでも数多くつくら

せていただきました｡

ニュータウンは､当初の基本コンセプトに昭和60年に

は多機能複合都市としての新コンセプトを加え､昼間人

口の増を図るとともにニュータウンの更なるイメージア

ップのために企業等の誘致を行ってきました｡

そうして平成7年度には全宅地が供用開始され､平成

8年度には換地処分公告が行われるなどとともに公団､

横浜市が｢三位一体｣となって進めてきた区画整理事業

が一応の完成をみ､上物整備､街の成熟化へとステージ

が移行してまいりました｡この間､平成6年には都筑区

が誕牛し､ 7年には歴史博物館､第三京浜都筑インター

開業､そして区総合庁舎が開設されました｡

今後は東急デパート､ブラザビル､阪急デパートと大

規模商業施設が続いてオープンする予定であり､この2

-3年でニュータウンの街は大きく羽ばたきを見る予定

です｡

今後､横浜の副都心としてのタウンセンターを核に文

化の香り高い､そして21世紀を担う活気あふれる新しい

都市としての利便施設を建設するとともに､人口の定着

を促進していくことが私たちの急務と考えています｡ま

た､中央地区の区画整理事業につきましても事業を促進
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してまいります｡さらには､高速鉄道4号線(日吉一中

山)につきましても着実に整備を図るために努めてまい

ります｡

こうした第2ステージのニュータウンの街づくりにつ

きましても､地元地権者や住民の方々との連携を密にし

なから進めてまいる所存でございます｡

これまで長年にわたりいただいた金子会長の熱意とご

厚情に感謝申し上げ､今後とも地権者並びに関係の皆様

には､ご理解とご協力をよろしくお願い申し上げたいと

存じます｡
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土地区画整理審議会･評議員名簿｡ ( )内は開催数

01期(昭和50年2月一55年2月)

第一地区(49回)

会　　　　長　田丸　政治

会　長　代　理　岸田　秀男

所　有　権　者　佐藤　識雄

II　　　　早船　文蔵

Il　　　　男全　富雄

II　　　　小島　善治

II　　　　皆川　亮一

II　　　　小泉　里治

/l　　　　笹本　秀夫

Il　　　　大久保正治

II　　　　本村　明正

II　　　　渡辺　　正

II　　　　　小口

II　　　　斎藤　実弘

II　　　　稲葉　　満

II　　　　㈲田園製作所

第二地区(48回)

会　　　　長　松沢　健三

会　長　代　理　中山恒三郎

所　有　権　者　橋本　孝一

lI　　　　平野　正二

II i I珂1　進

II　　　　鶴谷　　政

II　　　　鈴木　　清

II　　　　山本　隆一

I,　　　　鈴木　孝雄

342

所　有　権　者　関　　金三

Il　　　織茂　繁男

II　　　長沢　定吉

II　　　荒井　-愛

Il　　　白江　久甫

II　　　森　　　登

II　　　野村　良博

借　地　権　者　松本　樟雄

学識経験委員　茂森　　拓

II　　　森　　道夫

lI　　　島崎得之助

Il　　　斎藤静太郎

II　　　田代　政治

II　　　渡辺　孝夫

所　有　権　者　秋元　喜作

II　　　中山　　要

II　　　山本　光雄

II　　　田中　達夫

II　　　佐藤　正男

ll　　　谷本　峯雄

II　　　渡辺　正次

II　　　内藤　正康

ll　　　富川　金次



Il　　　青木　公雄

Il　　　菅沼　治元

II　　　加藤　　剛

II　　　重田　浦助

II　　　金子　　保

借　地　権　者　秋澤　照男

02期(昭和55年3月一60年2月)

第一地区(41回)

会　　　　長　野村　良博

会　長　代　理　皆川　亮一

所　有　権　者　大久保正治

II　　　　　小口

II　　　　男全　富雄

Il　　　　海野　満男

II　　　　岸田　秀男

II　　　　長澤　定吉

II　　　　森　　　登

II　　　　高橋　良雄

II　　　　唐戸　章次

/l　　　　佐藤　鍛雄

II　　　　早船　文蔵

Il　　　　塚田　良夫

Il　　　　㈲田園製作所

II　　　　白江　久甫

第二地区(32回)

会　　　　長　金子　　供

会　長　代　理　山本　光雄

所　有　権　者　田中　達夫
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学識経験者　森　　道夫

II　　　茂森　　抑

II　　　斎藤嘩太郎

II　　　田代　政治

II　　　島崎得之助

II　　　渡辺　孝夫

所　有　権　者　渡辺　　止

Il　　　田丸　政治

II　　　鎌田ミヨ子

Il　　　稲葉　　満

II　　　織茂　繁男

II　　　木村　　馨

/I　　　関　　金三

借　地　権　者　松本　静雄

学識経験委員　石橋金一郎

II　　　斎藤静太郎

II　　　渡辺　孝夫

/l　　　森　　道夫

(76回まで)
II　　　林　　太郎

II　　　吉川　久蔵

II　　　寺内　　孝

(77同一)
肋

所　有　権　者　加藤　　剛

II　　　橋本　孝一

II　　　重囲　溝助



所　有　権　者　佐藤　正男

II　　　　中山　　要

II　　　　平野　正二

lI　　　　松澤　健三

Il　　　　青木　公男

II　　　　今井　敏夫

II　　　　中山恒三郎

lI　　　　定別当孝司

ll　　　　内藤　正康

II　　　　鈴木　　清

II　　　　森　　正治

lI　　　　秋元　喜作

II　　　　山本　隆一

II　　　菅沼　治元

II　　　田中　　進

lI　　　鈴木　孝雄

II　　　宮川　金次

借　地　権　者　秋澤　照雄

学識経験委員　山下　瞭登

II　　　森　　道夫

(66回まで)
II　　　玉村　集二

(57回まで)
Il　　　林　　太郎

/I　　　廣瀬　可-

Il　　　阿部　六郎

(58回～)
II　　　寺内　　孝

(67同一)
II　　　石井　　明

〇第3期(昭和55年3月一60年2月)

第一地区(40回)

会　　　　長　皆川　亮一

会　長　代　理　野村　良博

所　有　権　者　唐戸　章次

II　　　　鎌田ミヨ子

II　　　　飯田　恒雄

II　　　　四之富　博

II　　　　稲葉　　満

lI　　　　長澤　定吉

Il　　　　　小口

II　　　　木村　　馨

Il　　　　小島　善治

Il　　　　佐藤　鍼雄

II　　　　由江　久甫

所　有　権　者　野上　政春

Il　　　皆川　健一

II　　　高橋　良雄

II　　　井口　　清

lI　　　小幡　一義

Il　　　田丸　政治

II　　　男全　富雄

II　　　栗原　貞夫

II　　　大久保久夫

II　　　織茂　繁男

借　地　権　者　松本　静雄

学識経験委員　土肥　政彦

Il　　　中野　三男

344



Il　　　　吉川　久蔵

II　　　　石橋金一郎

II　　　　斎藤静太郎

第二地区(40回)

会　　　　長111本　光雄

会　長　代　理　鈴木　　清

所　有　権　者　内藤　正康

Il　　　　宮川　金次

II　　　　鈴木　孝雄

II　　　　　小山　　正

II　　　　菅沼　治元

II　　　　　金子三千男

/I　　　　森　　正治

II　　　　田中　達夫

II　　　　谷本　峯雄

II　　　　関　　敬一

II　　　　斎藤　光明

II　　　　青木　公雄

Il　　　　信田　幹郎

Il　　　　鈴木　光治

II　　　寺内　　孝

(109回まで)
Il　　　猪狩　剣正

(110回一)

所　有　権　者　田中　　進

II　　　秋元　喜作

II　　　計谷　圭宏

II　　　田丸　　貢

II　　　金子　　保

II　　　松澤　健三

II　　　重田　浦助

借　地　権　者　秋澤　照男

学識経験委員　阿部　六郎

Il　　　盛　　平八

II　　　林　　太郎

(105回まで)
Il　　　贋瀬　可-

II　　　寺内

〇第4期(昭和60年3月～平成2年2月)

第一地区(40回)

会　　　　長　大久保久夫

会　長　代　理　小口

所　有　権　者　飯田　恒雄

Il　　　　大塚　葉-

lI　　　　野上　政春

II　　　　井日　　清
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所　有　権　者　小幡　一義

II　　　男全　富雄

II　　　皆川　健一

II　　　高橋　良雄

II　　　唐戸　章次

II　　　大久保正治
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所　有　権　者　稲葉　　満

lI　　　　酒井　五一

II　　　　栗原　貞夫

Il　　　　田丸　政治

II　　　　鎌田ミヨ子

II　　　　佐藤　鍛雄

II　　　　三浦　義男

II　　　　小島　善治

II　　　　長澤　定吉

第二地区(40固)

会　　　　長　山本　光雄

会　長　代　理　菅沼　治元

所　有　権　者　田中　達夫

Il　　　　計谷　圭宏

Il　　　　鈴木　光治

/I　　　　金子　　保

II　　　　今井　敏夫

/I　　　　　田丸　　貢

II　　　　松澤　秀走

II　　　　藤酒　　保

II　　　　福田　浩司

II　　　　　関　　敬一

II　　　　内藤　_正康

II　　　　岸　　善雄

Il　　　　重出　溝助

II　　　　青木　公雄

II　　　四之宮　博

II　　　三澤　弘明

借　地　権　者　松本　静雄

学識経験委員　石橋金一郎

Il　　　朝隈　則雄

II　　　猪狩　剣正

II　　　吉川　久蔵

II　　　中野　三男

II　　　斎藤静太郎

所　有　権　者　信田　幹部

II　　　小山　　正

II　　　宮川　金次

II　　　斎藤　光明

II　　　谷本　峯雄

II　神奈川中央住宅㈱

II　　　鈴木　　清

(131回まで)
/l　　　鈴木　孝雄

(132同一)

借　地　権　者　秋澤　照男

学識経験委員　阿部　六郎

/I　　　贋瀬　中一

II　　　小林　弘親

/I　　　石井　　明

II　　　猪狩　剣正

/I　　　盛　　平八

〇第5期(平成2年3月一平成7年2月)

第一地匿(11回)
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会　　　　長　小島　善治

会　長　代　理　野上　政審

所　有　権　者　鎌田ミヨ子

II　　　　佐藤　鍛雄

II　　　　高橋　良雄

II　　　　稲葉　　満

II　　　　　三澤　弘明

II　　　　大塚　葉-

Il　　　　　小口

II　　　　　田丸　政治

II　　　　栗原　貞夫

II　　　　三浦　義男

II　　　　　北川　雅昭

Il　　　　男全　富雄

II　　　　長澤　定吉

第二地区(12回)

会　　　　長　山本　光雄

会　長　代　理　菅沼　治元

所　有　権　者　内藤　正康

II　　　　　田丸　　貢

II　　　　赤山　健三

/l　　　　鈴木　光治

II　　　　信田　幹郎

II　　　　金子　　保

II　　　　　安田　　格

ll　　　　関　　敬一

II　　　　渡辺　幸男

Il　　　　計屋　圭宏

II　　　　重田　清助
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所　有　権　者　皆川　健一

II　　　大久保正治

II　　　飯田　恒雄

II　　　唐戸　章次

II　　　大久保久夫

II　　　酒井　正一

II　　　井口　　清

II　　　小幡　一義

借　地　権　者　松本　静雄

学識経験委員　吉川　久蔵

II　　　石橋金一郎

II　　　中野　三男

II　　　猪狩　剣正

II　　　斎藤静太郎

II　　　朝隈　則雄

所　有　権　者　小山　　止

II　　　藤酒　　保

Il　　　斎藤　光明

II　　　岸　　善雄

II　　　青木　公雄

II　　　谷本　峯雄

Il　　　宮川　金次

Il　　　松澤　秀走

II　　　福田　浩司

Il　　　今井　敏夫

学識経験委員　石橋金一郎

II　　　盛　　平八

II　　　枝元美子夫



II　　　小林　弘親

II　　　石井　　明

〇第6期(平成7年3月一平成8年2月)

第5期に同じ
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猪狩　剣正



(参考資料･文献)

寄稿された方､インタビューさせていただ

いた方､取材した方は本文中に載せたとおり

です｡それ以外でご協力いただいた方は次の

通りです｡ (敬称略)

[資料･写真提供]

横浜市(都市計画局港北ニュータウン部)

住宅･都市整備公団(神奈川地域支社港北開

発事務所)

(部局名は機構改革で変更したため､現在名

とした)

[参考文献]

□定期刊行物

(発行所または著者､発行年の順)

広報よこはま　横浜市広報課

昭和40年1月以降

よこはま庁内報　横浜市広報課

昭和40年1月以降

港北ニュータウン　横浜市港北ニュータウン

建設事務所　昭和46年8

月一平成9年3月

調査季報　　横浜市都市科学研究室

第7号(1965年2月･宅地開発

の現状と対策

第19号(1968年10月･郊外部開

発の諸問題)

第28号(1971年3月･ 6大事業

の経過と今後の方向)

第74号(1982年6月･横浜と農

業)

横浜線港北新報　横浜線港北新報社

昭和40年以降

横浜北農協だより

(20周年記念縮刷版　昭和63年10月)

□単行本

市民生活白書-1966

(横浜市行政部調査室　昭和41年11月)

新しい横浜の記録一市民生活白書41

(横浜市行政部調査室　昭和41年11月)

港北区史(同史刊行委員会　昭利61年3月)

横浜と私一市民生活白書

(横浜市都市科学研究室　昭和46年1月)

神奈川県農協30年史

(神奈川県農業協同組合中央会　昭和54

年3月)

杉山神社考(戸倉英太郎　昭和53年9月復刊)

港北ニュータウン正念場

(横浜港北新報社　昭和54年)

旭区郷土史

(同史刊行委員会　昭和55年4月)

都市ヨコ-マをつくる

(田村明　中公親書　昭和58年1月)

横浜の保守党戦後40年史

(上､下　明るいヨコ-マをつくる会

昭和61年4月)

生々流転　飛鳥田一雄回想録

(朝日新聞社　昭和62年)

多摩田園都市一開発35年の記録

(東急電鉄　昭和63年10月)

都市ヨコ-マ物語

(田村明　時事通信社　平成元年6月)

聞き書き田園小史

(緑区役所北部支所　平成3年3月)

横浜の町名

(横浜市住居表示課　平成3年3月)

鶴見川大規模稜漢工事誌

(建設省関東地方建設局　平成4年3月)

緑区史　(同刊行委員会　平成5年2月)

野々村宗逸追悼･遺稿集

(同刊行会　平成8年4月)

-マ線地名あれこれ

(相沢雅雄　230クラブ新聞社　平成8

年7月)
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港北ニュータウン-四半世紀の都市づくりの

記録　(住宅･都市整備公団港北開発局

平成9年3月)

□私家版

港北ニュータウン20年の歩み

(金子三千男　昭和61年3月)

港北ニュータウンとともに33年･私の覚書

(金子三千雄　平成8年8月)
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あ　と　が　き

私が横浜市､住宅都市整備公団と何百回となく折衝､議論を重ね主張すると

こは主張し地元の要望に沿う形になったことが数多くあった｡無論よりよき街

づくりが前提だ｡分かりきったことであるがこれらはあくまでも一個人の利害

とは関係なく､当初大半が反対であった地権者を含め港北ニュータウン事業に

協力してくれた人たちの地元組織の代表として当然やるべくことをやったまで

-とまず述べておきたい｡

港北ニュータウン事業は石油危機などによる社会経済の変化､工期延長によ

る横浜市､住宅都市整備公団とのあつれき､港北ニュータウンに対する考え方

に地元の中でも中川地区と他地区との温度差､ニュータウン以外の地区の地価

高騰による不協和音などいろいろなことがこれまた数多くあり､決して平坦な

道のりではなかった｡それらをすべて網羅したわけではないが､港北ニュータ

ウンに関bってきたことを粛々とまとめた｡

港北ニュータウンの理念の中に市民参加の街づくり､という言葉があったか､

その実態はただ単に参加したのではなく､地元が主導し横浜市､住宅都市整備

公団を動かしてきたことがある｡だからこそ港北ニュータウンが21世紀にふさ

わしい街に向かって進んでいると自負している｡本論の中でそれを分かってい

ただけたのではないかと思う｡

とは言え決して街づくりに三者一体でともに歩んできた横浜市､住宅都市整

備公団の長さに渡った多大な実績が損なわれるわけでもなく､私は大変感謝し

ている｡

港北ニュータウンの基盤整備は終わったが､真の街づくりはこれからだ｡国

内の景気はバブル崩壊以降長さに櫨り低迷し続け､街の熟成にも多くの課題が

山積している｡そんな中での核的商業施設のオープンとなったが､港北ニュー

タウンはこれまでも幾多の困難を乗り越えてきた｡今後も行政､民間のバック
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アップをいただきこの街に住む人たちと一緒に課題を一つひとつ解決して誰も

が住みたくなる街･港北ニュータウンを目指したい｡

今回の執筆に当たりご多忙中取材に応じてくれた方､寄稿文を寄せていただ

いた方､資料を提供してくれた方に感謝申し上げます｡吉良浩光氏(神奈川新

聞社出版局)､渋谷栄之助氏(編集工房･しぶや)には大変ご尽力いただき感謝

申し上げます｡

平成10年6月

金子　　保
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港北ニュータウン

理想郷がすぐそこに一線豊かな街づくりに30年一

平成10年6月20日

発行･著者　　金子　　保

(横浜市都筑区茅ヶ崎南3-8-21)

編　　　集　　金子　　進

(横浜市都筑区茅ヶ崎中央26-1)

印　　　刷　　神奈川新聞社出版局

(横浜市西区花咲町6-145)
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